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Ⅰ 実行計画書兼事業説明書の趣旨 

第１次滝沢市総合計画基本構想の将来像と、その実現のために策定した各政策を含む前期基本計画の

市域全体計画を受け、取組の具体的な事務・事業を明らかにするものです。 

 

Ⅱ 計画期間 

実行計画は、社会経済情勢や市民ニーズの変化、財源を含む国・県の制度改正に対応するため、新年

度を含む4ヵ年間の目標及び投資額を記載しています。なお、第１次滝沢市総合計画前期基本計画の期間

は平成30年度までとなります。 

 

Ⅲ 掲載についての留意点 

①  第１次滝沢市総合計画前期基本計画の政策・基本施策ごとに整理しています。 

 

② 各政策の「政策目標値の達成状況」における平成29年度達成値については、当年度事業の完了後、達

成状況を確認し、平成29年度事業実績報告書にて報告することから、本実行計画書内では便宜上「0」

として統一しています。 

 

③ 重点事業は、事業名の下に「重点事業」と、義務的事業は、事業名の下に「義務的事業」と表記され

ています。 

※重点事業及び義務的事業の概要については３ページ目を参照ください。 

 

④  継続（事業）区分は、新規事業・継続事業のいずれかが示されています。 

 

⑤ 事業主体は、滝沢市主体・協働事業・他団体事業主体のいずれかが示されています。 

 

⑥ 事業の意図やねらいは、事業の目的を含め、実施による成果・効果が示されています。 

 

⑦ 事業概要は、平成30年度に実施する事業内容を示しています。 

 

⑧ 活動指標は、各事業に係る4ヵ年の指標と目標値を示しています。※ただし、適切な活動指標の設定が

困難な場合は、空欄としています。 

 

⑨ 計画額（事業費）は平成30年度から平成33年度内の年度別事業費と4ヵ年度の合計額を示しています。 

※一般会計予算事業・特別会計予算事業・企業会計予算事業の事業費について、職員人件費、公債費及び一

般行政事務費は含まれません。 

 

⑩ 備考欄には、全体事業期間・特定財源の名称等を示しています。また、【特別会計】は特別会計予算

事業を、【公営企業会計】は、地方公営企業会計予算による事業で、＜ ＞は以下を示しています。 

※全体事業期間は、事業の開始年度および終了予定の年度を示していますが、開始年度が不明な場合

は平成30年度に、終了予定がない場合は平成33年度に事業期間を設定しています。 

※繰越明許費の記載がある事業は、平成29年度中において設定した上限額を記載しています。 

 

<新 規 事 業 > 平成30年度から実行計画書に登載した事業 

<統 合 事 業 > 平成29年度に実施した事業のうち、平成30年度にて2事業以上が統合された事業 

 <分 割 事 業 > 平成29年度に実施した事業のうち、平成30年度にて2事業以上に分割された事業 

<名称変更事業> 平成30年度より、事業の名称が変更となった事業 

<ゼロ予算事業> 特別な予算措置は無く、職員人件費等により行われている事業で年間80時間以上

の勤務を要する事業 

<調 査 事 業 > 事業の実施やその実現・有効性等について調査をする事業 

平成 30 年度実行計画書兼事業説明書 
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Ⅳ　政策の実現手段

事業数
（うち新規）

計画事業費

43

124

 　（うち一般会計分） (102) (6,062,892) (6,119,261) (6,179,204) (6,322,883) (24,684,240)

67
(2)

58
(1)

 　（うち一般会計分） (45) (1,689,345) (1,084,410) (985,075) (970,411) (4,729,241)

86

32

 　（うち一般会計分） (30) (285,903) (452,207) (463,264) (420,950) (1,622,324)

410 23,464,468 21,630,745 21,981,416 22,213,672 89,290,301

(373) (13,596,190) (11,207,978) (11,251,612) (11,199,788) (47,255,568)

6

376,916 394,222

2,463,405

総合計画の認知度を高め行財
政基盤の確立を目指します

一人一人が学ぶよろこびを実
感できるまちを目指します

2

4

ひとにやさしく安心・快適で活
力あふれるまちを目指します

9,916,497

政   策   名
平成31年度
計画事業費

平成33年度
計画事業費

次代を担う若者が育ち、新たな
価値の創造に挑戦するまちを
目指します

396,548

2,839,690

４ヵ年度計
計画事業費

平成30年度
平成32年度
計画事業費

2,008,383

15,565,675

1,564,177

1,634,582

実行計画総括表（平成30年度～平成33年度）　　　（単位：件、千円）

人のつながりによって市民が
行動しているまちを目指します

2,310,129

健やかで笑顔にあふれ、互い
に支えあうまちを目指します

8,334,355

6,321,231

14,777,786 61,519,459

1,219,138

424,023

2,019,285 1,996,558

15,159,960 16,016,038

1,092,495

466,337

2,325,335 2,288,067

396,491

1

3

政　策　　　計

（うち一般会計分）

5 1,138,5932,871,005

288,942 455,280
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Ⅴ 義務的事業 

  平成30年度実行計画においては、引き続き義務的事業の定義を以下の３つの事由のいずれかに該当す

る事業であることとして、該当する事業については、事業名の下に「義務的事業」と表示しています。 

 ① 「市町村が実施しなくてはならない」旨が、国や県の法令等で明確に示されている事業。 

 ② 国・県計画、債務負担行為、負担金（国・県・一部事務組合等に限る）に関し、必ず実施しなくては

ならない事業。 

 ③ 市の行財政の基幹を担う事業（電算処理関係や税務・収納等に関する事業）。 

 

Ⅵ 重点事業 

生産年齢人口の減少による税収の逓減、高齢化の進展による扶助費の増嵩、公共施設やインフラ資産

の更新時期の到来など地方自治体を取り巻く環境は、厳しさを増しています。 

また、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づく国を挙げた自立的な地域再生への取組などの推

進により、今後は各地域並びに自治体ごとの創意工夫により、地域間格差が顕著に表れてくることも予

見されています。 

このような中、滝沢市は、幸福感を基点とした市民の想いを実現するための地域づくりを進めるため、

前期基本計画最終年度である平成30年度までに、「幸福感を育む地域づくり」に向けた機運の醸成とセ

ーフティネットの維持を図ることとしており、特に取り組むべき課題に対応した事業を「重点事業」と

して、重点的に事業を実施していくこととしています。 

 重点事業の選定においては、以下の４つの選定基準全てに合致する10事業を重点事業としています。 

 

① 市民が幸福を判断する三大要素である「人とのつながり、健康、所得・収入」のいずれかに関連性の

高い事業。 

② 総合計画基本構想に掲げる「幸福実感一覧表」の取組又は指標の向上に寄与する事業。 

③「滝沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に掲載されている事業。 

④「滝沢市人口ビジョン」の取組方針である、市への転入者の増加及び出生率の向上に寄与する事業。 

 

                                       （単位：千円） 

要素 
掲載 

ページ 
事業名称 

平成30年度 

事業費 

人とのつながり 4  地域自治活動事業 62,736 

6  滝沢地域づくり活動推進補助事業 1,500 

160  新設校整備事業 1,786,361 

健康 78  乳幼児保健事業 13,517 

80  育児支援事業 12,648 

80  特定不妊治療助成事業 3,500 

所得・収入 98  企業誘致事業 3,178 

100  起業機会創出支援事業 80 

100  地域人材育成のための事業 3,131 

102  産学官共同研究事業 1,000 

 （10事業） 1,887,651 
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  業    主    体 ・地域づくり懇談会による地域別計画の振り返りの支援

地域づくり推進課

【他団体事業主体】

自治会連合会、単位自治会、地域づくり懇談会

 人

計画のビジョ

の

ン（政策が実現できた

つ

ときの状態）

・市民一

な

人一人が、自ら「住み

が

よい地域とは」を考え

り

、思いやりと協力の気

に

持ちを持ち、安心して

よ

暮らせる環境づくりに

政 っ

地

域や仲間とともに行

て

動できている状態です

市

。

・目標づくり（人と

民

地域を知る）をし、人

が

のつながり（結い、絆

行

）のもと、行動（自ら

動

、地域）し幸福感を実

し

感できる状態

です。

　

て

政策目標値の達成状況

い

基準値 上：戦略目標見

策 る

込値／下：達成値 目標

ま

値 進捗状況No 政 策 目

ち

標 指 数
平成26年度 平

を

成27年度 平成28年

目

度 平成29年度 平成3

指

0年度 平成31年度 進

し

捗率(%)

暮 地域活動

ま

に参加している人の割

す

合
1 ら 50 51.5 5

 

3 55 56.5 -48

　
基

.3単 位 ％し 47.

本

8 53.3 0 - - 0.

施

0

幸 滝沢市で幸せに暮

策

らしている人の割合
2

　

62 64 66 68 70

０

-61単 位 ％福 57

１

.6 64.5 0 - - 0

 

.0

基

 

本施策が４年間でめざ

 

す姿

滝沢市自治基本条

　
人

例に規定する、自治会

と

を中心とした「地域コ

人

ミュニティ」が、地域

が

の方々のつながり、相

つ

互の協働をとお

して、

な

身近な地域の課題等に

が

取り組み、解決へとつ

る

なげられる姿を目指し

「

、地域別計画の推進に

場

伴う活動を行政が支援

　
」

しな

がら、地域活動の

づ

輪が広がり、市民一人

く

一人が、様々な場面で

り

地域づくりに関われる地域を目指します。

基本施策目標の進捗状況分析

人と人がつながる「場」づくりとして、地域コミュニティ基本条例による地域づくり

０

懇談会が設置され、市民主体による地

域づくりが浸透しつつあります。ビッグルーフ滝沢もオープンし、市民の交流の「場」が整備されたほか、地域活動の拠点

となる集会所等の維持管理の支援を継続的に行いながら、更に

１

人と人のつながりが深まるよう取り組んでまいります。

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

地域自治活動事業 自治基本条例の目的に掲げる住民自治の深化を目指

 

し、単位自治会活動と市民主

体の地域づくり活動の支援を行います。

（重点事業）

継続区分 会計・款・項・目 平成30年度の事業概要
・自治会活動支援継続 一般・2款・1項・8目
・地域コミュニティ基本条例の推進

事  
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平 画

ョ

流拠点複合施設（ビッ

ン

グルーフ滝沢）利用促

「

進

・男女共同参画の推

人

進　　　　　　→　た

の

きざわ輝きプラン2～

つ

滝沢市男女共同参画計

な

画～の中間見直し

がりに

項    

平

よ

   目 平成30年度

っ

平成31年度 平成32

て

年度 平成33年度 備 

市

      考
○全体

民

事業期間活 目 自治会加

が

入率
  昭和46年度

行

～平成33年度83 8

動

3 83 83
動 単 位 ％

標

し

指

標 値 単 位 ○特定財源

て

  いわて全世帯配布

成

い

版配布委託投 計 年度別

る

事業費 210,998

ま

62,736 62,7

ち

54 42,754 42

」

,754
  交付金、

へ

いわて県議会だより合

の

  配布委託交付金【

気

県】、自治資 内 特定財

運

源 80,754 32,

の

253 26,167 1

3

醸

1,167 11,16

成

7
  総合センターコ

を

ミュニティ助画   成

目

【その他】ほか指 訳 一

指

般財源 130,244

し

30,483 36,5

ま

87 31,587 31

す

,587
平成30年度

。

実施平成29年度繰越

特

計 明許費15,551

0

に

千円標 額 他団体事業負

も

担額

、地域づくりを推

年

進するための各施策に

度

取り組みます。

・地域

～

コミュニティ基本条例

平

の推進及び後期基本計

成

画に向け、地域別計画

成
3

の見直しを実施すると

3

ともに、地域活動を支

年

援し

ていきます。

・地

度

域の防災意識を高め、

（

地域で設置した自主防

単

災組織の自立的な活動

位

の支援と全市域合同に

 

よる防災訓練を実施し

 

地域防

災力の強化に努

千

めます。

・環境保全学

3

円

習の推進を図り、環境

）

活動を支援していきます。

・環境美化を進め、清潔で住みよい地域づくりを支援していきます。

・ごみ処理広域化を見据えた、ごみ減量化に取組んでいきます。

基本計画期間内の

政

取り組みと方針のうち

0

策

、平成30年度の重点

の

課題

・人と人がつなが

達

る「場」づくりのため

成

、幸福感を育む地域づ

（

くりの根幹である「地

実

域別計画」を地域の皆

現

さんと検証し後

期基本

）

計画策定に向けた見直

に

しを進めます。

・「地

向

域別計画」地域づくり

年

け

のルールとなる地域コ

た

ミュニティ基本条例の

基

定着を進めます。

・交

本

流拠点複合施設の管理

計

運営を適切に行い、施

画

設を活用しての地域活

期

動の支援と賑わいを創

間

出します。

・安全・安

内

心なまちづくりのため

の

、各地域の災害発生想

度

取

定に即した自主防災組

り

織の訓練内容の充実を

組

進めます。

・住みよい

み

環境の意識づくりのた

と

め、循環型社会構築へ

方

の啓発など生活環境意

針

識向上への取り組みを

暮

進めます。

・ごみ減量

ら

化に向けた取組みを市

し

民の皆さんと進めます

実

や

。

・マイナンバー制度

す

の適切な取り扱いを行

さ

います。

・

基本施策の達成（実

幸

現）に向けた基本計画

福

期間内の取り組みと方

実

針

3つの施策の達成に

感

向け、地域づくり懇談

の

会における地域別計画

両

の推進を支援するとと

行

面

もに、男女共同参画計

で

画の中間見直

しを行い

、

ます。また、市民の活

各

動の場となるビッグル

施

ーフ滝沢の利用促進を

策

進めます。

3つの施策

を

名称

・地域コミュニテ

計

ィの活性化支援

・市民

画

活動の拠点整備と管理

的

運営

・男女共同参画の

計

に

推進

基本計画期間内の

展

取り組みと方針のうち

開

、平成30年度の重点

し

課題

3つの施策の重点

、

課題

・地域コミュニテ

政

ィの活性化支援　→　

策

地域づくり懇談会によ

の

る地域別計画の振り返

ビ

り

・市民活動の拠点整

ジ

備と管理運営　→　交
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い

と地域活動の活性化を

（

目指し、自治公民館等

成

の建築及び改築、修繕

果

に

要する経費を補助す

や

ることにより、地域活

効

動の拠点整備を図りま

果

す。

継続区分 会計・款

）

・項・目 平成30年度

参

の事業概要
地域活動の

画

拠点である自治公民館

 

・

等の整備に対して、補

協

助金を支出し地域を支

働

援継続 一般・2款・1

推

項・8目
します。

事 

進

   業    主 

事

   体
地域づくり推

業

進課

【滝沢市主体】

男女

事       業 

共

      名 事業の

人

同

意図やねらい（成果や

参

効果）

北部コミュニテ

画

ィセンター管理運営事

の

地域コミュニティの活

活

性化を目指し、北部地

動

区における地域活動の

事

拠点としての

施設の適

例

正な維持管理を行い、

を

自治組織の活動支援を

学

図ります。
業

（義務的

の

び

事業）

継続区分 会計・

、

款・項・目 平成30年

意

度の事業概要
指定管理

識

制度を活用して施設の

の

管理運営及び北の湯の

高

開設を行います。継続

揚

一般・2款・1項・1

を

2目
期間は平成26年

図

4月1日～平成31年

り

3月31日であること

つ

、

から、次年度に向け公

女

募を
事    業  

性

  主    体 実施

の

します。

地域づくり推

積

進課

【他団体事業主体

極

】

指定管理者（社会福

的

祉法人やまゆり会）

な社会

な

参画を

促進します。ま

が

た、地域づくりフォー

り

ラムを実施し、地域活

に

動について情報を共

有

よ

しながら市民の地域づ

政 っ

くりに対する意識を高

て

めます。

継続区分 会計

市

・款・項・目 平成30

民

年度の事業概要
・男女

が

共同参画セミナー等の

行

開催継続 一般・2款・

動

1項・8目
・男女共同

し

参画サポーターの活動

て

支援
事    業  

い

  主    体 ・地

策 る

域づくりフォーラムの

ま

開催

地域づくり推進課

ち

・たきざわ輝きプラン

を

２の見直し

【協働事業

目

】

男女共同参画サポー

指

ター

し

事      

ま

 業       名

す

事業の意図やねらい（

 

成果や効果）

滝沢地域

　
基

づくり活動推進補助事

本

業 第1次滝沢市総合計

施

画基本計画地域別計画

策

を推進するとともに、

　

地域住民の企画

力・実

０

践力・課題解決力の向

１

上と多様な団体の参画

 

による市民主体の地域

 

づくり

の浸透を図りま

 

す。

（重点事業）

継続

　
人

区分 会計・款・項・目

と

平成30年度の事業概

人

要
地域別計画の推進と

が

具現化を図るため、地

つ

域づくり懇談会等地域

な

で活動する団体継続 一

が

般・2款・1項・8目

る

が連携し、主体となっ

「

て実施する事業に対し

場

て補助金を支出し、地

　
」

域づくり活動
事   

づ

 業    主   

く

 体 を支援します。

地

り

域づくり推進課

【協働事業】

地域づくり懇談会等地域団体

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

０

地域人材育成事業 交流拠点複合施設の運営・活用策の一つとして、地域資源を最大限活用した人材

育成を実施し

事

、次世代への循環を促

 

すことで、交流拠点複

 

合施設のより活発な運

 

用、利用につなげます

 

。

継続区分 会計・款・

１

 

項・目 平成30年度の

 

事業概要
人材育成事業

 

委託継続 一般・2款・

業

1項・8目
情報発信人

 

材の育成により、市の

 

取り組みや農産物等を

 

発信できる人材を増や

 

す
事    業   

 

 主    体 ととも

 

に、大学や金融機関と

 

 

連携し、継続的に人材

名

育成を行える土壌を創

事

出しま

地域づくり推進

業

課 す。

【滝沢市主体】

の意

事       業

図

       名 事業

や

の意図やねらい（成果

ね

や効果）

自治公民館整

ら

備補助事業 地域の融和
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平 画

考
○

項    

全

   目 平成30年度

体

平成31年度 平成32

事

年度 平成33年度 備 

業

      考
○全体

期

事業期間活 目 利用者数

間

  昭和60年度～平

活

成33年度25,00

目

0 25,000 25,

平

男

000 25,000
動

女

単 位 人
標

指

標 値 単 位 ○

共

特定財源
  北部コミ

同

ュニティセンター使投

参

計 年度別事業費 85,

画

266 19,734 2

サ

1,844 21,84

ポ

4 21,844
  用

ー

料【その他】他合
  

タ

資 内 特定財源 3,63

成

ー

0 939 897 897

認

897
  画   指 訳

定

一般財源 81,636

者

18,795 20,9

 

47 20,947 20

 

,947
計

標 額 他団体

平

事業負担額

成30

3

年度～平成33年度数

0

46 48 50 53
動 単

年

位 人
標

指 審議会等にお

度

ける女性委員登用
率 2

～

8 28.5 29 29.

平

5
標 値 単 位 ％ ○特定財

成

源
  ＮＰＯ認証等事

成
3

務処理交付金投 計 年度

3

別事業費 926 338

年

196 196 196
 

度

 【県】合
  資 内 特

（

定財源 468 117 1

単

17 117 117
  

位

画   指 訳 一般財源 4

 

58 221 79 79 7

 

9
計

標 額 他団体事業負

千

担額

3

円）

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 地域づくり懇談会事業参加者数
  平成30年度～平成33年度9

0

80 990 1,000 1,010
動 単 位 人

標
指

標 値 単 位 ○特定財源
  地域経営推進費【県】1/2、投 計 年度別事業費 4,500 1,500 1,000 1,000 1,000
  地域整備特別対策事業基金繰合
  入金【

年

その他】資 内 特定財源 2,750 1,250 500 500 500
  画   指 訳 一般財源 1,750 250 500 500 500

計
標 額 他団体事業負担額

項

項    

度

 

   目 平成30年度

 

平成31年度 平成32

 

年度 平成33年度 備 

 

      考
○全体

 

事業期間活 目 登録活動

 

団体数
  平成28年

 

度～平成30年度12

目

5 0 0 0
動 単 位 団体

標

平

指

標 値 単 位 ○特定財源

成

  地方創生推進交付

実

3

金【国】　投 計 年度別

0

事業費 22,096 2

年

2,096
  （1/

度

2）合
  資 内 特定財

平

源 11,048 11,

成

048
  画   指 訳

3

一般財源 11,048

1

11,048
計

標 額 他

年

団体事業負担額

度

行

平成

項     

3

  目 平成30年度 平

2

成31年度 平成32年

年

度 平成33年度 備  

度

     考
○全体事

平

業期間活 目 修繕する自

成

治公民館数
  平成3

3

0年度～平成33年度

3

2 2 2 2
動 単 位 箇所

標

計

年

指

標 値 単 位

投 計 年度別

度

事業費 4,327 1,

備

327 1,000 1,

 

000 1,000
合

資

 

内 特定財源
画

指 訳 一般

 

財源 4,327 1,3

 

27 1,000 1,0

 

00 1,000
計

標 額

 

他団体事業負担額
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い

 体
東部出張所

【滝沢

（

市主体】

成

事    

果

   業      

や

 名 事業の意図やねら

効

い（成果や効果）

ＮＰ

果

Ｏ認証事業 特定非営利

）

活動推進法に基づく法

大

人の認証や報告等の諸

釜

手続きを行い、特定非

 

駅

営

利活動法人の健全な

前

発展を促進し、もって

コ

公益の増進に寄与する

ミ

ことを目的とし

ます。

ュ

継続区分 会計・款・項

ニ

・目 平成30年度の事

テ

業概要
・特定非営利活

ィ

動推進法に基づく諸手

セ

続きの窓口継続 一般
・

ン

市内ＮＰＯ等の市民へ

人

タ

の周知、情報提供
事 

ー

   業    主 

管

   体 ・市民活動支

理

援センターとの連携

地

運

域づくり推進課

【滝沢

地

市主体】

域コミュ

の

ニティの活性化をめざ

つ

し、活動の場としての

な

施設の適正な維持管理

が

を

行うとともに、駅利

り

用者の安全管理を行い

に

ます。
営事業

継続区分

よ

会計・款・項・目 平成

政 っ

30年度の事業概要
・

て

施設管理業務継続 一般

市

・2款・1項・12目

民

・閉館時警備業務
事 

が

   業    主 

行

   体 ・定期清掃等

動

業務

地域づくり推進課

し

・施設維持修繕

【滝沢

て

市主体】 ・貸館業務

い策 る

事       業 

ま

      名 事業の

ち

意図やねらい（成果や

を

効果）

地区コミュニテ

目

ィセンター管理運営事

指

地域コミュニティの活

し

性化を目指し、活動の

ま

場として地域団体と共

す

に施設の適正

な維持管

 

理を行い、自治組織の

　
基

活動推進を図ります。

本

業

継続区分 会計・款・

施

項・目 平成30年度の

策

事業概要
・地元自治会

　

への管理業務委託継続

０

一般・2款・1項・1

１

2目
・施設維持修繕

事

 

    業    主

 

    体
地域づくり

 

推進課

【他団体事業主

　
人

体】

自治会

と

事   

人

    業     

が

  名 事業の意図やね

つ

らい（成果や効果）

交

な

流拠点複合施設管理運

が

営事業 市民の交流及び

る

活動の場を提供すると

「

ともに、文化活動及び

場

学習支援の推進並び

に

　
」

観光及び地域産業の振

づ

興を図るため、適正な

く

維持管理・運営を行い

り

ます。

（義務的事業）

継続区分 会計・款・項・目 平成30年度の事業概要
指定管理委託（施設管理運営）継続 一般・2款・1項・12目
指定管理者と共に利

０

活用の推進を図り、賑わいを創出します。
事    業    主    体

地域づくり推進課

【他団体事業主

事

体】

指定管理者（アル

 

ビレオたきざわ共同事

 

業体）

 

事     

 

  業       

１

 

名 事業の意図やねらい

 

（成果や効果）

葉の木

 

沢山活動センター管理

業

運営事業 地域のコミュ

 

ニティの拠点として多

 

くの市民の方々に利用

 

されるよう、施設の適

 

切な維持管理に努めま

 

す。

継続区分 会計・款

 

・項・目 平成30年度

 

 

の事業概要
施設の老朽

名

箇所の維持修繕と利用

事

設備・物品の整備充実

業

、利用者ニーズに対応

の

し継続 一般・2款・1

意

項・12目
た貸館体制

図

の充実等、利用者サー

や

ビスの向上と適正管理

ね

に努めます。
事   

ら

 業    主   
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平 画

考

22,500
動 単 位 人

○

標
指

標 値 単 位 ○特定財

全

源
  葉の木沢山活動

体

センター使用投 計 年度

事

別事業費 25,573

業

6,359 6,407

期

6,407 6,400

間

  料等【その他】合

活

  資 内 特定財源 4,

目

888 1,388 1,

平

学

200 1,200 1,

童

100
  画   指 訳

保

一般財源 20,685

育

4,971 5,207

を

5,207 5,300

除

計
標 額 他団体事業負担

く

額

施設

項 

利

      目 平成3

成

用

0年度 平成31年度 平

件

成32年度 平成33年

数

度 備       考

 

○全体事業期間活 目 市

 

内に主たる事務所をお

平

くＮＰ
  平成30年

成

度～平成33年度Ｏ法

1

人数 13 14 14 14

2

動 単 位 団体
標

指

標 値 単

年

位

投 計 年度別事業費
合

3

度

資 内 特定財源
画

指 訳 一

～

般財源 <ゼロ予算事業

平

>計
標 額 他団体事業負

成

担額

33年度25

0

25 25 25
動 単 位 件

年

標
指

標 値 単 位 ○特定財

度

源
  大釜駅前コミュ

～

ニティセンタ投 計 年度

平

別事業費 17,829

成

4,524 4,435

成
3

4,435 4,435

3

  ー使用料【その他

年

】他合
  資 内 特定財

度

源 1,725 471 4

（

18 418 418
  

単

画   指 訳 一般財源 1

位

6,104 4,053

 

4,017 4,017

 

4,017
計

標 額 他団

千

体事業負担額

3

円）

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 利用件数
  平成17年度～平成33年度2,000 2,

0

000 2,000 2,000
動 単 位 件

標
指 利用者数

45,000 45,000 45,000 45,000
標 値 単 位 人 ○特定財源

  滝沢市地区コミュニティセン投 計 年度別事業費 12,510 3,114 3,132 3,13

年

2 3,132
  ター使用料【その他】他合
  資 内 特定財源 1,002 219 261 261 261
  画   指 訳 一般財源 11,508 2,895 2,871 2,871 2,871

計
標 額 他団体事業

項

負担額

度

   

項       目 平

 

成30年度 平成31年

 

度 平成32年度 平成3

 

3年度 備      

 

 考
○全体事業期間活

目

目 来館者数
  平成2

平

8年度～平成33年度

成

150,000 150

実

3

,000 150,00

0

0 150,000
動 単

年

位 人
標

指

標 値 単 位 ○特

度

定財源
  指定管理者

平

納付金、目的外使投 計

成

年度別事業費 424,

3

642 106,255

1

106,129 106

年

,129 106,12

度

9
  用料【その他】

行

平

合
  資 内 特定財源 2

成

,746 460 656

3

433 1,197
  

2

画   指 訳 一般財源 4

年

21,896 105,

度

795 105,473

平

105,696 104

成

,932
計

標 額 他団体

3

事業負担額

3

計

年度

項       

備

目 平成30年度 平成3

 

1年度 平成32年度 平

 

成33年度 備    

 

   考
○全体事業期

 

間活 目 利用者数
  平

 

成29年度～平成33

 

年度25,000 23

 

,500 23,500
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政

      名 事業の

策

意図やねらい（成果や

　

効果）

防犯交通安全対

　

策事務 犯罪と交通事故

　

のないまちづくりを目

０

指し、地域住民や関係

１

機関と連携した総合

的

 

な安全対策を実施する

 

ことにより、安全安心

 

なまちづくりの推進を

 

人

図ります。

（義務的事

の

業）

継続区分 会計・款

つ

・項・目 平成30年度

な

の事業概要
犯罪と事故

が

のないまちづくりを目

り

指し、関係機関と連携

に

した効果的かつ効率的

よ

な継続 一般・2款・1

っ

項・10目
事業を展開

て

します。
事    業

人

市

    主    体

民

・各自治会及び滝沢市

が

防犯交通安全協会連合

行

会による広報啓発活動

動

の実施

防災防犯課 ・防

し

犯及び交通安全に関す

て

る各研修会の企画開催

い

【協働事業】 ・防犯団

る

体、少年補導員等によ

ま

る青色回転灯装着車両

の

ち

を使用した防犯見守り

を

パト

盛岡西警察署、地

目

区防犯協会、交通安全

指

協会等 ロールの実施

します
 基本

つ

施策　０２   安全

な

・安心なまちづくり

が

基本施策

り

が４年間でめざす姿

近

に

年、全国的に地球温暖

よ

化などの影響による大

政 っ

規模な自然災害が多く

て

発生しています。岩手

市

山を有する本市といた

民

しまして

も、日頃から

が

市民の防災に対する意

行

識及び備えを促すこと

動

が求められています。

し

また、本市で、安全・

て

安心に暮らすために

も

い

、防災、防犯、交通安

策 る

全などへの恒常的な取

ま

り組みが必要であり、

ち

この取り組みを市行政

を

や関係機関の取り組み

目

のみなら

ず、人と人と

指

のつながりによる災害

し

に強いまちづくりを市

ま

民と共に目指すことで

す

、地域との連携による

 

犯罪と事故のないま

ち

　
基

づくりを目指します。

本

基本施策目標の進捗状

施

況分析

・「災害に強い

策

地域づくり」に向けた

　

自主防災組織の設立と

０

地域における防災訓練

１

の実施が増え、「自分

 

達の地域は自分達

で守

 

る」という意識が高ま

 

りつつありますが、今

　
人

後訓練参加者を増やす

と

ことで、地域の防災意

人

識の向上を図る必要が

が

ありま

す。

・交通安全

つ

については、交通死亡

な

事故ゼロ３年達成し、

が

継続中であり、人身事

る

故が大幅に減少してき

「

ているとともに、犯罪

場

認知件数も大幅に減少

　
」

し、各種防犯交通安全

づ

活動の成果が現れてい

く

ます。

り

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

交通安全推進事業 交通事故防

小

止及び飲酒運転の根絶

 

を目指し、交通指導員

０

 

・交通安全教育専門員

 

を

中心とした交通安全

 

教室の開催、街頭指導

 

・広報啓発活動等を実

 

施することによ

り、交

 

通死亡事故及び飲酒運

 

転被検挙者数減少の実

 

現を図ります。

継続区

 

分 会計・款・項・目 平

 

成30年度の事業概要

１

 

地域の安全・安心のた

 

め、交通事故防止及び

 

飲酒運転の根絶を目指

 

し、関係機関継続 一般

 

・2款・1項・10目

 

と連携した効果的かつ

 

効率的な事業を展開し

 

ます。
事    業 

 

   主    体 ・

 

交通安全教育専門員及

 

 

び交通指導員による交

 

通安全活動

防災防犯課

 

・交通指導員による朝

 

夕の街頭指導

【協働事

 

業】 ・広報啓発活動の

 

実施、物品の配布

警察

 

、盛岡交通安全協会、

 

市内交通安全団体等

計

 

事       業 

-10-



平 画

年

通災害共済加入推進事

度

務費資 内 特定財源 4,

別

533 1,211 1,

事

110 1,106 1,

業

106
  交付金【そ

費

の他】画   指 訳 一般

8

財源 48,049 11

0

,928 11,604

8

11,834 12,6

,

83
計

標 額 他団体事業

平

6

負担額

67 2

項       目 平

2

成30年度 平成31年

7

度 平成32年度 平成3

,

3年度 備      

9

 考
○全体事業期間活

8

目 交通事故発生件数（

3

人身事故）
  平成3

成

2

0年度～平成33年度

0

26 25 24 23
動 単

6

位 件（人口1万人当た

,

り）
標

指 犯罪認知件数

8

180 175 170 1

9

65
標 値 単 位 件

投 計 年

7

度別事業費 6,869

1

2,006 1,557

8

1,791 1,515

6

合
資 内 特定財源

画
指 訳

3

,

一般財源 6,869 2

8

,006 1,557 1

9

,791 1,515
計

7

標 額 他団体事業負担額

186,89

0

0
合

資 内 特定財源 10

年

9,011 48,14

度

5 30,216 14,

～

993 15,657
画

平

指 訳 一般財源 699,

成

656 179,838

成
3

176,681 171

3

,904 171,23

年

3
計

標 額 他団体事業負

度

担額

（単位  千円）

（

基本施

単

策の達成（実現）に向

位

けた基本計画期間内の

 

取り組みと方針

・安全

 

・安心な暮らしを支え

千

るため、火災などの災

3

円

害等有事に備え消防資

）

機材、消防屯所、消防ポンプ自動車及び消防水利

など消防施設の維持・管理を実施するとともに、各種防災訓練の実施、防災資機材の拡充整備を図り、総合防災力の維持・

強化を行って参ります。

・日

0

頃から地域における防災意識を高め、いざという時に迅速な対応を地域自らが行えるよう、自主防災組織の活動を支援

し、地域防災力の強化に努めます。

・地域の安全・安心の推進を図るため、交通事故防止及び飲酒運転の

年

根絶を目指し、交通安全教室、街頭指導・広報啓発活

動などを実施するとともに、犯罪のないまちづくりを目指し、関係機関と連携し

項

た効果的な事業を展開

 

するとともに、防犯

灯

 

設置及び適正管理を行

 

って参ります。

基本計

度

 

画期間内の取り組みと

 

方針のうち、平成30

 

年度の重点課題

・災害

 

発生時には自助、共助

目

が減災を図る上で最も

平

重要であることから、

成

自主防災組織における

3

防災訓練に多くの人が

0

参加

した地域における

年

防災力の強化が求めら

実

度

れています。

・交通事

平

故の防止及び犯罪の撲

成

滅は、国・県・市及び

3

関係機関・団体のみな

1

らず市民一人一人が全

年

力を挙げての取り組み

度

が

求められています。

平成3

項  

行

2

     目 平成30

年

年度 平成31年度 平成

度

32年度 平成33年度

平

備       考
○

成

全体事業期間活 目 交通

3

事故発生件数
  平成

3

30年度～平成33年

年

度100 96 92 88

度

動 単 位 件
標

指 飲酒運転

備

被検挙率（免許人口千

計

 

人当たり人数） 0.1

 

5 0.1 0.1 0.1

 

標 値 単 位 人 ○特定財源

 

  交通指導員設置事

 

業補助金投 計 年度別事

 

業費 52,582 13

 

,139 12,714

考

12,940 13,7

投

89
  【県】（1/

計

2・上限有）合
  交
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果

意図やねらい（成果や

や

効果）

消防団等活動事

効

業 市民が安全かつ安心

果

に暮らすため、災害に

）

強いまちづくりの推進

防

を目指し、消防

団の装

犯

備充実強化を図ります

交

。また、消防団員の充

通

足強化を図るとともに

安

、消防

団活動により人

 

全

と人とのつながりを深

施

めます。

（義務的事業

設

）

継続区分 会計・款・

維

項・目 平成30年度の

持

事業概要
次により火災

管

や災害に対する非常備

理

消防力の維持及び強化

事

を図ります。継続 一般

業

・9款・1項・2目
・

犯

消防団員の充足を図る

人

罪

とともに、教育訓練を

と

行い、非常備消防力の

事

強化を図り
事    

故

業    主    

の

体 ます。

防災防犯課 ・

な

消防団員の安全確保及

い

び災害への対応力向上

ま

のため、装備の強化を

ち

図ります。

【滝沢市主

づ

体】

の

く

事      

り

 業       名

を

事業の意図やねらい（

目

成果や効果）

消防施設

指

整備事業 消防ポンプ自

し

動車等の整備などを計

、

画的に実行し、災害等

防

有事に対する対応力の

犯

強化を図ります。

継続

灯

区分 会計・款・項・目

つ

・

平成30年度の事業概

交

要
消防ポンプ自動車（

通

第6分団）の更新を実

安

施します。継続 一般・

全

9款・1項・2目

事 

施

   業    主 

設

   体
防災防犯課

【

（

滝沢市主体】

道路

な

反射鏡など

）の設置及

が

び管理を行うことによ

り

り、安全で安心なまち

に

づくりの推進を図りま

よ

す

。

継続区分 会計・款

政 っ

・項・目 平成30年度

て

の事業概要
地域の安全

市

・安心の推進を図るた

民

め、地域と連携・協力

が

し、既存施設の劣化や

行

破継続 一般・2款・1

動

項・10目
損など早期

し

に対応します。また、

て

防犯灯のLED化を進

い

め、環境負荷軽減・電

策 る

気料
事    業  

ま

  主    体 金の

ち

削減を図ります。

防災

を

防犯課 ・既存防犯灯の

目

修繕及び蛍光灯灯具の

指

LED灯具への交換

【

し

協働事業】 ・既存カー

ま

ブミラー、赤色回転灯

す

の修繕及び設置

自治会

 

、各地区防犯交通安全

　
基

協会

本

事      

施

 業       名

策

事業の意図やねらい（

　

成果や効果）

盛岡地区

０

広域消防組合負担金 災

２

害に強いまちづくりの

 

推進を目指し、常備消

 

防力の火災等災害発生

 

時における

対応力の強

　
安

化、消防団及び自主防

全

災組織等との連携強化

・

を行うことにより、火

安

災

発生件数の減少及び

心

救急出動時間の短縮の

な

実現を図ります。

（義

ま

務的事業）

継続区分 会

ち

計・款・項・目 平成3

づ

0年度の事業概要
常備

く

消防力の維持・強化を

　
り

目的とし、火災等災害発生時における対応力（人員、継続 一般・9款・1項・1目
施設、装備）の強化、消防団及び自主防災組織等との連携強化を図るため、負担

事    業    主    体 金を支出します。

防災防

０

犯課

【滝沢市主体】

事

事       業 

 

      名 事業の

 

意図やねらい（成果や

 

効果）

消防施設維持管

 

理事業 安全で安心なま

 

ちづくりを目指し、消

 

防資機材、消防屯所及

 

び消防水利など消防

施

１

業

設の維持・管理を実施

 

することにより、災害

 

等有事に備え、災害に

 

強いまちづ

くりの実現

 

を図ります。

継続区分

 

会計・款・項・目 平成

 

30年度の事業概要
消

 

防資機材、消防屯所及

名

び消火栓の維持管理や

事

消防水利の確保など消

 

業

防施設の維継続 一般・

の

9款・1項・2目
持・

意

管理・増設等を実施し

図

災害等有事に備えます

や

。
事    業   

ね

 主    体
防災防

ら

犯課

【滝沢市主体】

い（

事       業 

成

      名 事業の
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平 画

考

,712 67,781

○

67,873 69,3

全

83
  他】合
  資

体

内 特定財源 160 16

事

48 48 48
  画  

業

 指 訳 一般財源 270

期

,589 65,696

間

67,733 67,8

活

25 69,335
計

標

目

額 他団体事業負担額

平

犯罪認

項   

知

    目 平成30年

件

度 平成31年度 平成3

数

2年度 平成33年度 備

 

       考
○全

 

体事業期間活 目 消防車

平

両等の更新数
  平成

成

30年度～平成33年

成

3

度1 1 1 1
動 単 位 台

標

0

指

標 値 単 位 ○特定財源

年

  特定防衛施設周辺

度

整備調整交投 計 年度別

～

事業費 85,893 2

平

0,806 21,43

成

5 21,826 21,

3

826
  付金【国】

3

、民生安定施設整合
 

年

 備事業補助金【国】

3

度

資 内 特定財源 72,2

1

25 8,035 21,

8

136 21,527 2

0

1,527
  画   

1

指 訳 一般財源 13,6

7

68 12,771 29

5

9 299 299
計

標 額

1

他団体事業負担額

70

0

165
動 単 位 件

標
指 防

年

犯灯施設設置件数
10

度

10 10 10
標 値 単 位

～

件 ○特定財源
  県企

平

業局クリーンエネルギ

成

ー投 計 年度別事業費 1

成
3

06,520 32,7

3

61 25,653 24

年

,053 24,053

度

  導入支援事業費補

（

助金【県】合
  （3

単

/4・上限有）資 内 特

位

定財源 10,933 8

 

,758 2,175
 

 

 画   指 訳 一般財源

千

95,587 24,0

3

円

03 23,478 24

）

,053 24,053
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考

0

○全体事業期間活 目 火災予防（火災発生件数の減少
  昭和46年度～平成33年度） 9 9 9 9

動 単 位 件
標

指 救急出動時間の短縮（市内平均
到着時間） 8 8 8 8

標 値 単 位 分

投 計 年度別事業費 2,063,847 519,49

年

8 519,373 512,619 512,357
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 2,063,847 519,498 519,373 512,619 512,357
計

標 額 他団体事業負担額

項

度

  

項       目

 

平成30年度 平成31

 

年度 平成32年度 平成

 

33年度 備     

 

  考
○全体事業期間

 

活 目 消防屯所点検箇所

目

数
  平成30年度～

平

平成33年度14 14

成

14 14
動 単 位 箇所

標

実

3

指

標 値 単 位 ○特定財源

0

  消防施設土地使用

年

料【その他投 計 年度別

度

事業費 17,498 4

平

,085 4,471 4

成

,471 4,471
 

3

 】合
  資 内 特定財

1

源 132 33 33 33

年

33
  画   指 訳 一

度

般財源 17,366 4

行

平

,052 4,438 4

成

,438 4,438
計

3

標 額 他団体事業負担額

2年度

項  

平

     目 平成30

成

年度 平成31年度 平成

3

32年度 平成33年度

3

備       考
○

計

年

全体事業期間活 目 消防

度

団員数の増加（年度内

備

最多
  昭和22年度

 

～平成33年度在籍数

 

） 375 380 385

 

390
動 単 位 人

標
指

標

 

値 単 位 ○特定財源
  

 

消防団福祉共済事務費

 

【その投 計 年度別事業

 

費 270,749 65
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果

強化を図ります。

・災

や

害対策本部訓練のほか

効

各種防災訓練の実施

・

果

防災資機材の拡充整備

）

を図る

（義務的事業）

消

・岩手山登山者安全対

防

策の維持

継続区分 会計

団

・款・項・目 平成30

屯

年度の事業概要
災害等

所

有事に対処するための

 

改

総合防災力の維持・強

修

化を図ります。継続 一

事

般・9款・1項・4目

業

・防災資機材の拡充整

災

備
事    業   

害

 主    体 ・市総

時

合防災訓練の実施

防災

に

防犯課 ・南岩手山岳遭

お

難対策委員会の訓練実

い

施

【協働事業】

南岩手

人

て

山岳遭難対策委員会、

地

岩手山火山防災協議会

域の

事       業

重

       名 事業

要

の意図やねらい（成果

な

や効果）

防災行政無線

活

管理事業 滝沢市地域防

動

災計画や関係法令に基

拠

づき、市が行う災害対

の

点

策にかかわる情報や日

と

常における情報などの

な

周知を図るため、本事

る

業による施設の維持及

消

び管理を行い

、非常時

防

において重要となる無

団

線による通信を安定稼

屯

働させ、災害時の避難

所

誘導

（義務的事業） を

は

行います。

継続区分 会

つ

、

計・款・項・目 平成3

最

0年度の事業概要
防災

も

行政無線を安定稼働さ

古

せ、災害時の避難誘導

い

を行います。継続 一般

も

・9款・1項・4目
・

の

防災行政無線を常時利

で

用できるよう定期点検

昭

の実施
事    業 

和

   主    体 ・

な

6

定時放送の実施

防災防

1

犯課 ・放送内容をメー

年

ル配信及び市ＨＰでの

に

掲載

【滝沢市主体】

建築されてい

が

ます。築年数が進むに

り

つれ、破損及び設備の

に

不具合も増加し

ており

よ

、これらについて、適

政 っ

切に修繕・改修を行い

て

、活動拠点としての施

市

設の機

能維持向上を図

民

ります。

継続区分 会計

が

・款・項・目 平成30

行

年度の事業概要
災害時

動

における地域の重要な

し

活動拠点である消防団

て

屯所の適切な修繕・改

い

修を行継続 一般・9款

策 る

・1項・2目
い、施設

ま

の機能維持向上を図り

ち

ます。
事    業 

を

   主    体 ・

目

第1分団2部屯所合併

指

浄化槽整備

防災防犯課

し

【滝沢市主体】

ま

事 

す

      業   

 

    名 事業の意図

　
基

やねらい（成果や効果

本

）

水防活動事業 水害等

施

有事に対処するための

策

物資整備を行うととも

　

に、北上川上流盛岡地

０

区合同

水防訓練に参加

２

し、水防技術の向上を

 

図ります。

継続区分 会

 

計・款・項・目 平成3

 

0年度の事業概要
各種

　
安

水防訓練や水害等有事

全

に対処するための物資

・

整備を行います。継続

安

一般・9款・1項・3

心

目
・常時、土のうや土

な

のう袋を保有し水害に

ま

備える
事    業 

ち

   主    体 ・

づ

水害予想地域に土のう

く

を事前集積する

防災防

　
り

犯課 ・北上川上流盛岡地区合同水防訓練を実施し、水防工法の技術の向上に努める

【協働事業】

自主防災組織・消防団

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

自主防

０

災組織育成事業 自主防災組織の設置と総合防

事

災訓練・防災活動の推

 

進を図り、地域防災力

 

の向上

を目指します。

 

また、防災活動を通し

 

て隣近所との融和団結

 

を促し、災害時要支

援

 

者の平素からの支援を

 

図ります。

継続区分 会

１

業

計・款・項・目 平成3

 

0年度の事業概要
自主

 

防災組織の設置と総合

 

防災訓練・防災活動の

 

推進を図ります。継続

 

一般・9款・1項・4

 

目
・訓練未実施の自主

 

防災組織の解消
事  

名

  業    主  

事

  体 ・自主防災組織

 

業

の訓練に業務的支援

防

の

災防犯課

【協働事業】

意

自主防災組織

図

事  

や

     業    

ね

   名 事業の意図や

ら

ねらい（成果や効果）

い

総合防災対策事業 災害

（

等有事に対処するため

成

の総合防災力の維持・
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平 画

考

平成30年度 平成31

○

年度 平成32年度 平成

全

33年度 備     

体

  考
○全体事業期間

事

活 目 災害時における情

業

報発信に関す
  平成

期

30年度～平成33年

間

度る苦情件数 0 0 0 0

活

動 単 位 件
標

指 施設の安

目

定稼働率
100 100

平

消

100 100
標 値 単 位

防

％

投 計 年度別事業費 3

団

4,730 7,709

屯

9,007 9,007

所

9,007
合

資 内 特定

改

財源
画

指 訳 一般財源 3

修

4,730 7,709

箇

9,007 9,007

所

9,007
計

標 額 他団

数

体事業負担額

成

  平成27年度～平

3

成33年度1 2 2 1
動

0

単 位 箇所
標

指

標 値 単 位

年

○特定財源
  消防団

度

屯所改修事業債投 計 年

～

度別事業費 11,63

平

6 3,996 3,05

成

6 3,056 1,52

成
3

8
  合
  資 内 特定

3

財源 8,400 2,9

年

00 2,200 2,2

度

00 1,100
  画

（

  指 訳 一般財源 3,

単

236 1,096 85

位

6 856 428
計

標 額

 

他団体事業負担額

 千

3

円

項    

）

   目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 土のう保有数
  平成30年度～平成33年度3,000 3,000 3,000 3,000

動 単 位

0

袋
標

指 土のう用袋の保有数
5,000 5,000 5,000 5,000

標 値 単 位 枚

投 計 年度別事業費 2,734 937 599 599 599
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 2,734 937 599 599 599
計

標 額 他団体事

年

業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 自主防災組織設置

項

数
  平成30年度～

度

 

平成33年度0 0 0 0

 

動 単 位 件
標

指 防災訓練

 

回数
30 30 30 30

 

標 値 単 位 件

投 計 年度別

 

事業費 375 45 11

 

0 110 110
合

資 内

 

特定財源
画

指 訳 一般財

目

源 375 45 110 1

平

10 110
計

標 額 他団

成

体事業負担額

実

30年

項      

度

 目 平成30年度 平成

平

31年度 平成32年度

成

平成33年度 備   

3

    考
○全体事業

1

期間活 目 自然災害等死

年

亡事故及び岩手山
  

度

平成30年度～平成3

行

平

3年度登山者死亡事故

成

の有無 100 100 1

3

00 100
動 単 位 ％

標

2

指

標 値 単 位 ○特定財源

年

  緊急防災減災事業

度

債投 計 年度別事業費 2

平

7,020 9,353

成

5,889 5,889

3

5,889
  合
  

3

資 内 特定財源 8,40

計

年

0 3,000 2,70

度

0 2,700
  画  

備

 指 訳 一般財源 18,

 

620 6,353 3,

 

189 3,189 5,

 

889
計

標 額 他団体事

 

業負担額

   

項       目
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果

   業    主 

や

   体
環境課

【滝沢

効

市主体】

果）

防災行政無

 

線施設更新事業 導入か

人

ら20年以上経過し、

の

老朽化した移動系防災

つ

行政無線施設について

な

更新し、

災害時に備え

が

て、確実な通信手段を

り

確保し、国の方針とし

に

て決定したデジタル化

よ

への対応を図ります。

政 っ

継続区分 会計・款・項

て

・目 平成30年度の事

市

業概要
移動系防災行政

民

無線施設の更新を行い

が

ます。継続 一般・9款

行

・1項・4目
・中継基

動

地局　3局
事    

し

業    主    

て

体 ・移動局　　 74

い

局

防災防犯課

【滝沢市

策 る

主体】

小  

ま

          

ち

          

を

       計

 政

目

策　　　０１   人

指

のつながりによって市

し

民が行動しているまち

ま

を目指します
 基本施

す

策　０３   環境へ

 

の意識づくり

　
基

基本施策が４年

本

間でめざす姿

本市は、

施

岩手山をはじめとする

策

雄大で恵まれた自然環

　

境の下、環境基本条例

０

を定め、環境に配慮し

２

た地域づくりに取り組

 

ん

でいます。取組みを

 

更に効果的にするため

 

、環境ボランティア及

　
安

び地域リーダーを育成

全

するとともに、ネット

・

ワークづくり

を進め、

安

市民、市民団体、事業

心

者、市の協働による環

な

境保全活動に取り組め

ま

る体制や地域清掃の推

ち

進体制の醸成を目指し

づ

ま

す。

基本施策目標の

く

進捗状況分析

「環境に

　
り

対する意識の向上」のため、市と市内の各種環境保全活動団体が、協働により様々な活動を展開し、着実に取組み

を推進しています。特に、たきざわ環境パートナー会議は、環境配慮や自然観察等のプロジェクトを実施して

０

います。会員

だけでなく、環境ボランティア

事

として多くの方が参加

 

しており、活動の輪が

 

広がっています。

 

事

 

       業  

 

     名 事業の意

 

図やねらい（成果や効

 

果）

衛生指導推進事業

１

業

家庭廃棄物の集積場所

 

の指定に係る連絡調整

 

及び指導を行うととも

 

に、廃棄物の

処理方法

 

の指導、生活環境の清

 

掃の保持に係る活動の

 

周知及び指導、ごみ減

 

量活

動の推進を行うた

名

め、衛生指導員を設置

事

します。

継続区分 会計

 

業

・款・項・目 平成30

の

年度の事業概要
各自治

意

会から世帯数に応じた

図

数名の推薦を受け、市

や

が衛生指導員を委嘱し

ね

、それ継続 一般・4款

ら

・1項・4目
ぞれの地

い

区のごみ処理関係、衛

（

生環境の保持関係の調

成

整を一任します。
事 
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平 画

考

項       目 平

○

成30年度 平成31年

全

度 平成32年度 平成3

体

3年度 備      

事

 考
○全体事業期間活

業

目 定期報告書提出枚数

期

  昭和47年度～平

間

成33年度360 36

活

0 360 360
動 単 位

目

枚
標

指

標 値 単 位

投 計 年

平

移

度別事業費 4,348

動

1,084 1,088

系

1,088 1,088

防

合
資 内 特定財源

画
指 訳

災

一般財源 4,348 1

行

,084 1,088 1

政

,088 1,088
計

無

標 額 他団体事業負担額

線更

成

新工事進
  平成29

3

年度～平成30年度捗

0

率 100 0 0 0
動 単 位

年

％
標

指

標 値 単 位 ○特定

度

財源
  防衛施設周辺

～

民生安定事業費投 計 年

平

度別事業費 185,3

成

95 185,395
 

成
3

 補助金【国】7.5

3

/10、緊急防合
  

年

災・減災事業債資 内 特

度

定財源 185,328

（

185,328
  画

単

  指 訳 一般財源 67

位

67
計

標 額 他団体事業

 

負担額

 千

項  

3

円

     目 平成30

）

年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考

投 計 年度別事業費 2,865,848 865,442 671,645 664,234 664,527
合

資 内 特定財源 290,111 20

0

9,281 29,402 27,614 23,814
画

指 訳 一般財源 2,575,737 656,161 642,243 636,620 640,713
計

標 額 他団体事業負担額

（単位  千円）

基本施策の達成

年

（実現）に向けた基本計画期間内の取り組みと方針

・本市の恵まれた自然環境と生活環境を守り、維持するため、環境ボランティアや地域活動を支援し、環境保全活動の活性

化を促すことで、市民、事

項

業者、市が協働・連携

度

 

し、環境保全に関わる

 

施策を積極的に展開し

 

ます。また、市民団体

 

相互の

連携と交流を促

 

進するためのネットワ

 

ークづくりに取組み、

 

環境保全活動を行って

目

いる環境団体や地域団

平

体等と協力して、

環境

成

イベントなどの開催を

実

3

行って参ります。

・市

0

内の環境美化を進め、

年

清潔で住みやすく、市

度

民一人一人が地域に愛

平

着を持つための取組み

成

として、クリーンたき

3

ざわ運

動を推進し、自

1

治会を中心とした清掃

年

活動や衛生指導員の活

度

動を支援して参ります

行

平

。

基本計画期間内の取

成

り組みと方針のうち、

3

平成30年度の重点課

2

題

・自然環境を大切に

年

し、豊かな自然を次世

度

代に引き次ぐためには

平

、環境問題に対する取

成

組みに関心を持っても

3

らい、意識高

揚を図っ

3

ていく必要があります

計

年

。

・清潔で住みやすく

度

、快適環境の地域づく

備

りを進めるためには、

 

身近な自治会活動等に

 

、多くの方々に参加し

 

てもらい、交

流を深め

 

てもらうことが望まれ

 

ます。
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効

辺環境試料の放射能測

果

定を実施し、監視委員

）

会に継続 一般・4款・

環

1項・4目
て測定結果

境

の検討評価を実施しま

衛

す。
事    業  

生

  主    体
環境

事

課

【協働事業】

（公益

業

社団法人）日本アイソ

環

トープ協会

 

境

事   

衛

    業     

生

  名 事業の意図やね

を

らい（成果や効果）

環

図

境保全対策事業 自動車

る

騒音の常時監視、各種

た

環境調査を実施するこ

め

とにより、市内の環境

、

の実態

を把握すると共

公

に、変化の状況を見極

人

葬

め、その状況により環

地

境汚染の予防対策等

を

の

適時に講じます。

（義

環

務的事業）

継続区分 会

境

計・款・項・目 平成3

整

0年度の事業概要
業者

備

委託による調査継続 一

及

般・4款・1項・4目

び

・自動車騒音常時監視

衛

業務（一般道1箇所）

の

生

事    業    

害

主    体 ・水質調

虫

査（6河川9箇所）

環

駆

境課 ・騒音調査（一般

除

道4箇所、高速道路4

の

箇所）

【滝沢市主体】

指

職員による調査

・放射

導

線量測定（9箇所）

を行

つ

うとともに

、農作物の

な

保護のため、鳥獣捕獲

が

の許可を行います。

継

り

続区分 会計・款・項・

に

目 平成30年度の事業

よ

概要
・墓地等の適正管

政 っ

理の指導継続 一般・4

て

款・1項・4目
・衛生

市

害虫駆除の指導
事  

民

  業    主  

が

  体 ・鳥獣捕獲の許

行

可

環境課

【協働事業】

動

公葬地護持会

し

事  

て

     業    

い

   名 事業の意図や

策 る

ねらい（成果や効果）

ま

狂犬病予防事業 狂犬病

ち

予防集合注射を行い、

を

狂犬病の発生を予防し

目

ます。また、犬の飼い

指

方教室

を開催したり、

し

広報を活用するなどし

ま

てペットの適正飼養を

す

促します。

（義務的事

 

業）

継続区分 会計・款

　
基

・項・目 平成30年度

本

の事業概要
・春に狂犬

施

病予防集合注射を実施

策

し、狂犬病の発生を予

　

防します。また、秋に

０

は継続 一般・4款・1

３

項・4目
予防注射未接

 

種犬の飼主に対して、

 

予防接種の勧奨を行い

 

ます。
事    業 

　
環

   主    体 ・

境

犬の飼い方教室の開催

へ

、ペットの飼い方につ

の

いての広報掲載を通じ

意

、ペットの

環境課 適正

識

飼養を促します。

【滝

づ

沢市主体】

く

事   

り

    業       名 事業の意図やね

　

らい（成果や効果）

環境基本計画推進事業 市の良好な環境の保全及び創造に関する施策を推進するため、環境基本計画を着

実に実行し、及び展開するとともに、市民等及び市が協働し、環境に配慮したま

ちづくりの推進を図

０

事

ります。

継続区分 会計

 

・款・項・目 平成30

 

年度の事業概要
・環境

 

審議会の開催継続 一般

 

・4款・1項・4目
・

 

たきざわ環境パートナ

 

ー会議の環境保全活動

 

事    業    

業

主    体 ・環境フ

 

ォーラムの開催

環境課

１

 

【協働事業】

たきざわ

 

環境パートナー会議、

 

市民等

 

事     

 

  業       

 

名 事業の意図やねらい

名

（成果や効果）

環境放

事

射線監視事業 日本アイ

業

ソトープ協会滝沢研究

の

所周辺における環境放

 

意

射能の監視測定を実施

図

し、

滝沢研究所操業に

や

伴う周辺への影響等に

ね

ついて検討評価を行い

ら

、地域住民の不安

を解

い

消することを目的とし

（

ます。

継続区分 会計・

成

款・項・目 平成30年

果

度の事業概要
アイソト

や

ープ協会と協力し、周
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平 画

考

考
○全体事業期間活 目

○

自動車騒音常時監視測

全

定箇所数
  平成20

体

年度～平成33年度（

事

一般道騒音測定箇所と

業

の重複 1 2 1 1
動 単 位

期

箇所
標

指 河川水質調査

間

箇所数
9 9 9 9

標 値 単

活

位 箇所 ○特定財源
  

目

騒音規制事務委託交付

平

公

金投 計 年度別事業費 1

葬

8,458 4,556

地

4,634 4,634

用

4,634
  【県】

砕

、地域整備特別対策事

石

合
  業基金繰入金【

要

その他】資 内 特定財源

望

14,300 3,57

数

5 3,575 3,57

 

5 3,575
  画  

成

 

 指 訳 一般財源 4,1

平

58 981 1,059

成

1,059 1,059

1

計
標 額 他団体事業負担

0

額

年度～平成

3

33年度5 5 5 5
動 単

0

位 か所
標

指

標 値 単 位 ○

年

特定財源
  鳥獣捕獲

度

等許可事務委任交付投

～

計 年度別事業費 708

平

177 177 177 1

成

77
  金【県】（定

成
3

額）合
  鳥獣保護区

3

等指定協議用図面資 内

年

特定財源 64 16 16

度

16 16
  作成業務

（

委託金【県】画   指

単

訳 一般財源 644 16

位

1 161 161 161

 

計
標 額 他団体事業負担

 

額

千

3

円

項 

）

      目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 狂犬病予防注射接種率
  昭和24年度～平成33年度86.5 86.5 86.5 86.5

0

動 単 位 ％
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  犬の登録手数料【その他】、投 計 年度別事業費 8,137 2,025 2,030 2,041 2,041
  狂犬病予防注射済票交付手数合
  料【その他】資 内 特定財源 8,137 2,

年

025 2,030 2,041 2,041
  画   指 訳 一般財源

計
標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成

項

32年度 平成33年度

度

 

備       考
○

 

全体事業期間活 目 環境

 

審議会の開催回数
  

 

平成25年度～平成3

 

3年度1 1 1 1
動 単 位

 

回
標

指 たきざわ環境パ

 

ートナー会議の
環境保

目

全活動回数 20 20 2

平

0 20
標 値 単 位 回

投 計

成

年度別事業費 2,06

実

3

8 517 517 517

0

517
合

資 内 特定財源

年

画
指 訳 一般財源 2,0

度

68 517 517 51

平

7 517
計

標 額 他団体

成

事業負担額

31年

項       

度

目 平成30年度 平成3

行

平

1年度 平成32年度 平

成

成33年度 備    

3

   考
○全体事業期

2

間活 目 放射線監視委員

年

会の開催回数
  昭和

度

63年度～平成33年

平

度1 1 1 1
動 単 位 回／

成

年
標

指

標 値 単 位

投 計 年

3

度別事業費 315 75

3

80 80 80
合

資 内 特

計

年

定財源
画

指 訳 一般財源

度

315 75 80 80 8

備

0
計

標 額 他団体事業負

 

担額

  

項

 

       目 平成

 

30年度 平成31年度

 

平成32年度 平成33

 

年度 備       
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効

    業    主

果

    体 み焼却施設

）

の建設等に向けて事業

ク

を推進することとして

リ

おり、管内市町はその

ー

た

環境課 めの費用を負

ン

担します。（負担金は

た

、事業費を人口割と均

き

等割により算定してい

ざ

【協働事業】 ます。）

 

わ

近隣8市町（一部事務

運

組合含む）

動

事   

推

    業     

進

  名 事業の意図やね

事

らい（成果や効果）

ご

業

み減量化推進事業 平成

春

４１年度供用開始予定

と

の県央ブロック近隣８

秋

市町のごみ処理広域化

人

に

を見据え

、現ごみ処理

環

施設及び最終処分場の

境

安定稼働及び延命化を

美

図るとともに、市民等

化

のごみ減量及びリサイ

期

クルの意識を高揚する

間

ことにより、持続可能

を

な循環型社会

の構築及

設

び地球温暖化対策を図

定

ります。

継続区分 会計

の

し

・款・項・目 平成30

て

年度の事業概要
市民、

清

事業者及び市の三者連

掃

携によるごみの分別、

に

リサイクル等の推進に

必

取り組継続 一般・4款

要

・2項・1目
みます。

な

事    業    

物

主    体
環境課

【

資

協働事業】

市民等

つ

を配付し、地域清掃の

な

促進を

図ると共に市民

が

の環境美化に対する理

り

解と生活環境の向上を

に

図ります。

継続区分 会

よ

計・款・項・目 平成3

政 っ

0年度の事業概要
・一

て

斉清掃の実施（期間設

市

定及び周知、資材調達

民

等）継続 一般・4款・

が

1項・4目
・地域清掃

行

回収物等収集（臨時収

動

集）の実施
事    

し

業    主    

て

体 ・環境美化絵画コン

い

クールの実施

環境課

【

策 る

滝沢市主体】

ま

事  

ち

     業    

を

   名 事業の意図や

目

ねらい（成果や効果）

指

盛岡地区衛生処理組合

し

負担金 組合は、盛岡市

ま

、雫石町及び滝沢市を

す

もって組織し、し尿と

 

浄化槽汚でいの衛生

的

　
基

な処理を図ります。

（

本

義務的事業）

継続区分

施

会計・款・項・目 平成

策

30年度の事業概要
し

　

尿等の衛生的な処理を

０

図るため、関係市町が

３

経費を負担します。継

 

続 一般・4款・2項・

 

1目

事    業  

 

  主    体
環境

　
環

課

【協働事業】

盛岡市

境

・雫石町

へ

事    

の

   業      

意

 名 事業の意図やねら

識

い（成果や効果）

滝沢

づ

・雫石環境組合負担金

く

組合は、滝沢市及び雫

り

石町をもって組織し、一般廃棄物の適正処理

　

を図ります。

（義務的事業）

継続区分 会計・款・項・目 平成30年度の事業概要
廃棄物の適正処理を図るため、関係市町が経費を負担します。継続 一般・4款・2項・1目

事    業    主    体
環境課

【協働事

０

事

業】

雫石町

 

事   

 

    業     

 

  名 事業の意図やね

 

らい（成果や効果）

ご

 

み処理等広域化推進事

 

業 本市を含む県央ブロ

 

ックの近隣8市町（一

業

部事務組合を含む。）

 

では、一般廃棄

物処理

１

 

施設の老朽化が進んで

 

おり、今後、処理施設

 

の建て替えを実施する

 

に当た

っては、施設を

 

集約化することによる

 

環境面や費用面でのメ

名

リットを考慮し、広

域

事

化による共同での新施

業

設の整備を推進します

の

。

継続区分 会計・款・

 

意

項・目 平成30年度の

図

事業概要
・県央ブロッ

や

クごみ・し尿処理広域

ね

化推進協議会において

ら

、広域化処理のため新

い

継続 一般・4款・2項

（

・1目
組織を設立し、

成

県央ブロックごみ・し

果

尿処理広域化基本構想

や

を踏まえながら、ご
事
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平 画

考

    考
○全体事業

○

期間活 目 1人1日当た

全

り生活系ごみ減量化
 

体

 平成29年度～平成

事

33年度率（資源化物

業

除く） 0 0 2 4
動 単 位

期

％
標

指 リサイクル率
2

間

1.2 21.2 21.

活

7 22.2
標 値 単 位 ％

目

投 計 年度別事業費 2,

平

地

068 517 517 5

域

17 517
合

資 内 特定

清

財源
画

指 訳 一般財源 2

掃

,068 517 517

実

517 517
計

標 額 他

施

団体事業負担額

回数
  

成

昭和47年度～平成3

3

3年度120 120 1

0

20 120
動 単 位 回

標

年

指 収集量
80,000

度

80,000 80,0

～

00 80,000
標 値

平

単 位 kg

投 計 年度別事

成

業費 11,260 2,

成
3

771 2,821 2,

3

834 2,834
合

資

年

内 特定財源
画

指 訳 一般

度

財源 11,260 2,

（

771 2,821 2,

単

834 2,834
計

標

位

額 他団体事業負担額

  千

項   

3

円

    目 平成30年

）

度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 放流水水質検査結果報告
  平成20年度～平成33年度12 12 12 12

動 単 位
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 1,

0

019,657 264,317 252,927 267,142 235,271
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 1,019,657 264,317 252,927 267,142 235,271
計

標 額 他団体事業負担額

年

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 焼却施設及び最終処分場水質等
 

項

 平成22年度～平成

度

 

33年度調査 12 12

 

12 12
動 単 位 回

標
指

 

標 値 単 位

投 計 年度別事

 

業費 3,394,08

 

2 890,782 82

 

6,600 828,6

 

00 848,100
合

目

資 内 特定財源
画

指 訳 一

平

般財源 3,394,0

成

82 890,782 8

実

3

26,600 828,

0

600 848,100

年

計
標 額 他団体事業負担

度

額

平成

項 

3

      目 平成3

1

0年度 平成31年度 平

年

成32年度 平成33年

度

度 備       考

行

平

○全体事業期間活 目 広

成

域化推進協議会の開催

3

回数
  平成27年度

2

～平成41年度1 1 1

年

1
動 単 位 回

標
指

標 値 単

度

位

投 計 年度別事業費 3

平

2,611 7,456

成

8,385 8,385

3

8,385
合

資 内 特定

3

財源
画

指 訳 一般財源 3

計

年

2,611 7,456

度

8,385 8,385

備

8,385
計

標 額 他団

 

体事業負担額

   

項      

 

 目 平成30年度 平成

 

31年度 平成32年度

 

平成33年度 備   
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効果）

旧最終処分場閉

 

鎖関連事業 平成19年

人

に使用を終了し、平成

の

21年度に廃掃法第9

つ

条の1第5項の規定に

な

基づき県

知事へ廃止を

が

届けた旧埋立処分場に

り

ついて、周辺環境を考

に

慮し、監視等を行いま

よ

す。

継続区分 会計・款

政 っ

・項・目 平成30年度

て

の事業概要
・施設の監

市

視継続 一般

事    

民

業    主    

が

体
環境課

【滝沢市主体

行

】

動

事       

し

業       名 事

て

業の意図やねらい（成

い

果や効果）

環境マネジ

策 る

メントシステム推進事

ま

業 環境保全への関心が

ち

世界規模で高まってい

を

る中、一事業所として

目

環境保全活動に

取組み

指

、市民や事業所の模範

し

となることにより、地

ま

域全体の環境保全を推

す

進しま

す。

継続区分 会

 

計・款・項・目 平成3

　
基

0年度の事業概要
・環

本

境管理最高責任者（市

施

長）が定めた環境方針

策

により、環境マネジメ

　

ントの継継続 一般
続的

０

な改善、活動に取り組

３

みます。
事    業

 

    主    体

 

・前年実績などを踏ま

 

え環境管理最高責任者

　
環

（市長）による見直し

境

を行います。

環境課

【

へ

滝沢市主体】

の

小         

意

          

識

          

づ

計

 政策　　　０１ 

く

  人のつながりによ

り

って市民が行動しているまちを目指します
 

　

基本施策　０４   住民情報の適正管理

基本施策が４年間でめざす姿

市行政が保有する行政情報については、適切な管理と運用が求められています。特にも、市民の個人情報に関わる住民情報

については、

０

事

法令等に基づく管理に

 

加え、その取扱いを行

 

う職員への教育の徹底

 

を図ります。また、多

 

くのお問い合わせを

受

 

ける窓口業務の専門性

 

から、職員の適切な窓

 

口対応の習得や専門的

業

な相談に対応できる職

 

員を養成するとともに

１

 

、情報シ

ステムの管理

 

を徹底し、市民から信

 

頼される窓口を目指し

 

ます。

基本施策目標の

 

進捗状況分析

市民の立

 

場に立った窓口を目指

名

し、行政情報の適切な

事

管理を行うために、迅

業

速で正確な諸証明の交

の

付とわかりやすく対応

 

意

が

良いと感じる窓口を

図

引き続き推進してまい

や

ります。

ねらい（成果や
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平 画

考
○全体事業期間活 目

平

施設の監視
  平成1

成

7年度～平成33年度

3

3 3 3 3
動 単 位 回

標
指

0

標 値 単 位

投 計 年度別事

年

業費
合

資 内 特定財源
画

度

指 訳 一般財源
計

標 額 他

～

団体事業負担額

平成
成

3

項     

3

  目 平成30年度 平

年

成31年度 平成32年

度

度 平成33年度 備  

（

     考
○全体事

単

業期間活 目 事務用紙使

位

用量を（平成22年度

 

  平成12年度～平

 

成33年度）0.6％

千

削減する。 0.6 0.

3

円

6 0.6 0.6
動 単 位

）

％
標

指 再生紙の利用率を高める。（全
ての事務用紙の再生紙利用率） 100 100 100 100

標 値 単 位 ％

投 計 年度別事業費
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 <ゼロ予算事業>計
標 額 他団体事業負担額

0

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考

投 計 年度別事業費 4,493,712 1,174,277 1,099,776

年

1,116,015 1,103,644
合

資 内 特定財源 22,501 5,616 5,621 5,632 5,632
画

指 訳 一般財源 4,471,211 1,168,661 1,094,155 1,110

項

,383 1,098,

度

 

012
計

標 額 他団体事

 

業負担額

（単位  千

 

円）

基

 

本施策の達成（実現）

 

に向けた基本計画期間

 

内の取り組みと方針

市

 

役所に来庁される多く

目

の市民が利用し、住民

平

票や戸籍の交付の他、

成

住所異動や戸籍届出な

実

3

ど様々な事務を取り扱

0

う窓口業

務であること

年

から、職員の適切な窓

度

口対応の習得や、専門

平

的知識を有する職員の

成

養成を図ってまいりま

3

す。また、住民情報

を

1

適正に管理して各種証

年

明書を発行し、情報提

度

供を適正に実施すると

行

平

ともに、情報システム

成

の管理を徹底し、市民

3

に分かり

やすい説明、

2

丁寧な対応を行ってま

年

いります。

基本計画期

度

間内の取り組みと方針

平

のうち、平成30年度

成

の重点課題

マイナンバ

3

ー制度の本格的な事務

3

連携に関し、適切に対

計

年

応していきます。

度 備       
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効

事       業 

果

      名 事業の

）

意図やねらい（成果や

東

効果）

窓口非常勤嘱託

部

員設置事業 諸証明の交

出

付や住民異動及び戸籍

張

届の受付など住民サー

所

ビスの根幹となる業務

事

を

遂行し、安定した窓

務

口運営、事務効率の向

 

地

上を図るため、非常勤

域

嘱託員を配置し

ます。

で

継続区分 会計・款・項

の

・目 平成30年度の事

総

業概要
非常勤嘱託員の

合

業務内容継続 一般・2

的

款・3項・1目
・住民

な

票の写し、戸籍証明書

窓

、税務証明書、印鑑証

口

明書等の受付・交付
事

人

サ

    業    主

ー

    体 ・印鑑登録

ビ

、自動車臨時運行許可

ス

の受付・発行

市民課 ・

を

住民異動届、個人番号

行

カード交付

【滝沢市主

っ

体】 ・戸籍届書の受付

て

・手数料の集計、窓口

い

集計表の作成、各種申

る

請書等の整理・保管

の

出張

事       業 

所

      名 事業の

に

意図やねらい（成果や

お

効果）

通知カード・個

い

人番号カード関連事務

て

番号法の規定に基づき

、

、通知カードや個人番

各

号カードの交付事務を

種

実施し行政手

続等にお

つ

証

ける個人番号の利活用

明

の推進を図ります。

（

書

義務的事業）

継続区分

の

会計・款・項・目 平成

発

30年度の事業概要
・

行

個人番号の付番継続 一

や

般・2款・3項・1目

届

・通知カード及び個人

出

番号カードの交付
事 

の

   業    主 

な

受

   体 ・事務の指定

付

受任者への委任事務

市

、

民課

【滝沢市主体】

公金の収納等を

が

正確・迅速に行うこと

り

により、地域住民は身

に

近な

場所で用件を済ま

よ

すことができ利便性の

政 っ

向上が図られます。

継

て

続区分 会計・款・項・

市

目 平成30年度の事業

民

概要
来庁する市民に対

が

して用件を的確に把握

行

し、迅速な諸証明書の

動

交付、各種届出の継続

し

一般・2款・1項・1

て

1目
受付を行います。

い

事    業    

策 る

主    体 ・住基法

ま

及び戸籍法に基づく本

ち

人確認にあたっては、

を

個人情報の保護に留意

目

し適

東部出張所 切な窓

指

口対応に努めます。

【

し

滝沢市主体】 ・制度の

ま

変更、他分野の関連業

す

務の概要を正確に理解

 

するためにマニュアル

　
基

の整

備や情報の共有、

本

従事職員のスキルアッ

施

プを図ります。

策

事 

　

      業   

０

    名 事業の意図

４

やねらい（成果や効果

 

）

東部出張所窓口嘱託

 

員設置事業 各種証明書

 

の発行や各課への事務

　
住

手続きの取次、公金の

民

収納等を専門とする嘱

情

託

員を配置することに

報

より、迅速に諸証明書

の

の交付、事務手続き受

適

付や公金の収納

を行い

正

ます。

継続区分 会計・

管

款・項・目 平成30年

理

度の事業概要
住民票、印鑑登録証明書、戸籍

　

、税務等各種証明書の作成及び交付、各課への事継続 一般・2款・1項・11目
務手続きの取次、市税等公金の収納を行います。

事    業    主    体
東部出張所

【滝沢市主体】

事  

０

事

     業    

 

   名 事業の意図や

 

ねらい（成果や効果）

 

戸籍住民基本台帳管理

 

事務 戸籍、住民基本台

 

帳、各種制度に基づき

 

正確な記録と適正な情

 

報管理を行います

。ま

業

た、対応が良く説明が

 

わかりやすいと感じる

１

 

窓口を目指し、窓口対

 

応のスキ

ルアップや専

 

門知識のある職員の養

 

成を図ります。

（義務

 

的事業）

継続区分 会計

 

・款・項・目 平成30

名

年度の事業概要
・住民

事

情報の適正な保存管理

業

継続 一般・2款・3項

の

・1目
・迅速な諸証明

 

意

の交付
事    業 

図

   主    体 ・

や

専門知識の伝達と共有

ね

市民課 ・戸籍システム

ら

の更新

【滝沢市主体】

い

・マイナンバーカード

（

等券面記載充実に対応

成

したシステム改修

・庁

果

外職員研修への参加

や
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平 画

考

般財源 4,234 62

○

5 934 1,212 1

全

,463
計

標 額 他団体

体

事業負担額

事業期

項       

間

目 平成30年度 平成3

活

1年度 平成32年度 平

目

成33年度 備    

平

諸

   考
○全体事業期

証

間活 目 各年度交付委任

明

事務の実施状況
  平

件

成30年度～平成33

数

年度100 100 10

、

0 100
動 単 位 ％

標
指

事

標 値 単 位 ○特定財源
 

務

 個人番号カード交付

取

事業費補投 計 年度別事

扱

業費 21,720 5,

成

件

430 5,430 5,

数

430 5,430
  

、

助金【国】10/10

収

合
  資 内 特定財源 2

 

1,720 5,430

 

5,430 5,430

平

5,430
  画   

成

指 訳 一般財源
計

標 額 他

3

団体事業負担額

0

3

年度～平成33年度納

0

件数 26,000 25

年

,000 25,000

度

24,000
動 単 位 件

～

標
指

標 値 単 位 ○特定財

平

源
  水道事業公金徴

成

収事務取扱手投 計 年度

成
3

別事業費 3,893 9

3

63 970 980 98

年

0
  数料収入【その

度

他】合
  資 内 特定財

（

源 16 4 4 4 4
  画

単

  指 訳 一般財源 3,

位

877 959 966 9

 

76 976
計

標 額 他団

 

体事業負担額

千

3

円）

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 諸証明件数、事務取扱件数、収
  平成30年度～平成33年度納件数 26,0

0

00 25,000 25,000 24,000
動 単 位 件

標
指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 7,552 1,888 1,888 1,888 1,888
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 7,552 1,888 1,888 1,888 1,8

年

88
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活

項

目 研修に参加した件数

度

 

  平成30年度～平

 

成33年度3 3 3 3
動

 

単 位 件
標

指

標 値 単 位 ○

 

特定財源
  中長期在

 

留者住居地届出等事投

 

計 年度別事業費 89,

 

062 23,785 2

目

1,759 21,75

平

9 21,759
  務

成

委託金【その他】他合

実

3

  資 内 特定財源 77

0

,481 22,787

年

18,860 18,1

度

26 17,708
  

平

画   指 訳 一般財源 1

成

1,581 998 2,

3

899 3,633 4,

1

051
計

標 額 他団体事

年

業負担額

度

行

平成

項       目

3

平成30年度 平成31

2

年度 平成32年度 平成

年

33年度 備     

度

  考
○全体事業期間

平

活 目 非常勤嘱託員設置

成

件数
  平成30年度

3

～平成33年度2 2 2

3

2
動 単 位 人

標
指

標 値 単

計

年

位 ○特定財源
  事務

度

取扱手数料【その他】

備

他投 計 年度別事業費 1

 

4,881 3,721

 

3,720 3,720

 

3,720
  合
  

 

資 内 特定財源 10,6

 

47 3,096 2,7

 

86 2,508 2,2

 

57
  画   指 訳 一
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効果）

火葬場使用料補

 

助事業 火葬場使用料に

人

ついて、市民の負担の

の

軽減を図ります。

継続

つ

区分 会計・款・項・目

な

平成30年度の事業概

が

要
利用料3万円を超え

り

る場合、超えた金額に

に

ついて補助します。（

よ

ただし、上限は2継続

政 っ

一般・4款・1項・4

て

目
万円とします）

事 

市

   業    主 

民

   体
市民課

【滝沢

が

市主体】

小 

行

          

動

          

し

        計

て

 ０１   人の

い

つながりによって市民

策 る

が行動しているまちを

ま

目指します

ちを目指します
 

　
基本施策　０４   

　
住民情報の適正管理

　０

事       業 

１

      名 事業の

 

意図やねらい（成果や

-26-



平 画

考
○全体事業期間活 目

平

補助金交付率
  平成

成

24年度～平成33年

3

度100 100 100

0

100
動 単 位 ％

標
指

標

年

値 単 位

投 計 年度別事業

度

費 29,020 6,6

～

40 7,200 7,4

平

60 7,720
合

資 内

成

特定財源
画

指 訳 一般財

成
3

源 29,020 6,6

3

40 7,200 7,4

年

60 7,720
計

標 額

度

他団体事業負担額

（単位

項       

 

目 平成30年度 平成3

 

1年度 平成32年度 平

千

成33年度 備    

3

円

   考

投 計 年度別事

）

業費 166,128 42,427 40,967 41,237 41,497
合

資 内 特定財源 109,864 31,317 27,080 26,068 25,399
画

指 訳 一般財源 56,264 11,110

0

13,887 15,169 16,098
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考

投 計 年

年

度別事業費 8,334,355 2,310,129 2,019,285 2,008,383 1,996,558
合

資 内 特定財源 531,487 294,359 92,319 74,307 70,502
画

項

指 訳 一般財源 7,80

度

 

2,868 2,015

 

,770 1,926,

 

966 1,934,0

 

76 1,926,05

 

6
計

標 額 他団体事業負

 

担額

 目 平成

実

30年度 平成31年度

行

平成32年度 平成33

計

年度 備       

-27-



  

員を推薦します。

（義務的事業）

継続区分 会計・款・項・目 平成30年度の事業概要
この推薦会は、民生委員・児童委員や主任児童委員が欠員又は一斉改選となった継続 一般・3款・1項・1目
場合に民生委員推薦会を開催

 

し、候補者の推薦を行います。委員は7名で、推薦
事    業    主    体 会開催時の報酬・費用弁償を支払います。

地域福祉課

【滝沢市主体】

健

計画のビジョン（政策

や

が実現できたときの状

か

態）

市民一人ひとりが

で

自分らしい幸福感を見

笑

い出し育むために、子

顔

どもから高齢者まで、

に

障がいのある人もない

あ

人もそれぞれの

役割を

政 ふ

理解し担い、そして、

れ

地域の絆を大切にしな

、

がら、自助、互助、共

互

助、公助が一体となっ

い

て、健やかで笑顔があ

に

ふれ

ている暮らしの状

支

態を目指します。

政策

え

目標値の達成状況

基準

あ

値 上：戦略目標見込値

う

／下：達成値 目標値 進

策 ま

捗状況No 政 策 目 標 指

ち

数
平成26年度 平成2

を

7年度 平成28年度 平

目

成29年度 平成30年

指

度 平成31年度 進捗率

し

(%)

暮 自分が心身と

ま

もに元気と感じている

す

人の割合
1 ら 58 58

 

.7 59.3 60 60

基

.5 -57.1単 位

　
本

％し 57.1 58.4

施

0 - - 0.0

幸 滝沢市

策

で幸せに暮らしている

　

人の割合
2 62 64 6

０

6 68 70 -61単 

１

位 ％福 57.6 64.

 

5 0 - - 0.0

 

基本施策が４

 

年間でめざす姿

・市民

支

が地域で幸せに暮らす

　
え

ために、市民、地域コ

あ

ミュニティ、ＮＰＯ、

う

ボランティア組織、福

地

祉サービス事業者、行

域

政等

が協働・連携し、

福

支えあいのネットワー

祉

クを広げ、笑顔あふれ

の

る地域創りを目指しま

推

す。

・障がいのある方

進

が地域で安心して暮ら

　

すことができるよう、障がいに対する理解の促進、社会参加のための交流の場の構

築、学習の機会・就労の場の確保、自立を促進するためのサービスや情報の提供を図ります。

・みんなで支えあい安心して暮らすことができ

０

るよう、支えあいのネットワークの拡大、地域での見守り活動の充実、多様

な相談に対応できる体制の整備を図ります。

基本施策目標の進捗状況分析

・民生委員等各種委員の確保による体制整備を図ると共に各種委員の活動

２

支援を進めています。

・窓口相談体制の維持、関係機関及び近隣市町との連携による相談支援体制の強化を進めています。

・避難行動要支援者名簿を民生委員、自治会、自主防災組織、警察、消防等関係機関に配布し情報共

 

有を図り、要支援者へ

の見守り等を強化しています。

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

民生委員推薦会事務 地域における福祉の推進のため、民生委員・児童委

-28-



平 画

健

  民生委員推薦会負

康

担金【県】投 計 年度別

の

事業費 476 47 33

保

5 47 47
  （定額

持

）合
  資 内 特定財源

増

40 10 10 10 10

進

  画   指 訳 一般財

の

源 436 37 325 3

た

7 37
計

標 額 他団体事

め

業負担額

平

、健康づくりに関する

成

「宣

　言」を行うなど

3

、自治会等と連携した

0

全市的な取り組みとな

年

るよう推進します。

・

度

医療保険制度の新たな

～

展開の準備を進めます

平

。

・子育て支援のため

成

、多様な保育等の確保

成
3

や経済的支援の充実を

3

図ります。

・高齢者が

年

住み慣れた地域で安心

度

して暮らせるよう、地

（

域包括ケアシステムを

単

確実にスタートさせま

位

す。

・生活保護等セ―

 

フティ―ネットの確実

 

な実施に努めます。

基

千

本計画期間内の取り組

3

円

みと方針のうち、平成

）

30年度の重点課題

・健康づくりに関する自治会等との連携強化するとともに、健康づくりに関する宣言を行います。

・子育て支援の充実と教育・保育の連携強化及び提供体制の

政

確保を図るとともに、

0

策

子育て世代包括支援セ

の

ンターの設置を進

めま

達

す。

・地域包括ケアシ

成

ステムの確実な実施に

（

努めます。

・生活保護

実

等セ―フティ―ネット

現

の的確な実施を進めま

）

す。

基

に

本施策の達成（実現）

向

に向けた基本計画期間

年

け

内の取り組みと方針

・

た

滝沢市地域福祉計画（

基

計画期間：平成28年

本

度から平成34年度ま

計

で）を推進します。

・

画

第1次滝沢市障がい者

期

計画（計画期間：平成

間

29年度から平成34

内

年度まで）、第5期滝

の

沢市障がい福祉計画及

度

取

び第1期滝沢市

障がい

り

児福祉計画（計画期間

組

：平成30年度から平

み

成32年度まで）に基

と

づく福祉サービスの円

方

滑な提供を図ります。

針

基本計画期間内の取り

・

組みと方針のうち、平

幸

成30年度の重点課題

福

・滝沢市自立支援協議

実

感

会（滝沢市における障

を

がい福祉の関係者によ

実

る連携及び支援体制に

感

関する協議を行う場）

す

で、市内の

相談支援体

る

制、滝沢市の障がい福

第

祉政策在り方などにつ

一

いて、引き続き協議し

の

ます。

・民生委員、人

要

権擁護委員、要援護者

行

素

の地域支援者、市社協

で

、自治会、ＮＰＯ、ボ

あ

ランティア団体、社会

る

福祉法人などの地

域支

「

援者間の情報共有の機

心

会の構築と自治会との

身

連携による新たな事業

の

を実施します。

健康

計

」

項     

を

  目 平成30年度 平

柱

成31年度 平成32年

と

度 平成33年度 備  

し

     考
○全体事

て

業期間活 目 民生委員推

、

薦会開催回数
  平成

市

30年度～平成33年

民

度1 7 1 1
動 単 位 回

標

の

指

標 値 単 位 ○特定財源
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や

の必要性、利用者の安

効

全と利便の確保に係
議

果

会運営事業 る方策等に

）

ついて検討する協議会

民

を盛岡広域市町で共同

生

で設置し、効率的に運

委

営

します。

継続区分 会

員

計・款・項・目 平成3

・

0年度の事業概要
福祉

児

有償運送に係る新規申

 

童

請、変更申請及び運行

委

管理等に関して、協議

員

会を組織継続 一般・3

設

款・1項・1目
する者

置

（国土交通省岩手運輸

事

支局職員、盛岡広域振

業

興局職員、岩手県タク

地

シー協
事    業 

域

   主    体 会

に

盛岡支部及び紫波支部

健

お

職員、福祉団体代表者

け

、構成市町職員）によ

る

り検討しま

地域福祉課

福

す。

【滝沢市主体】 ・

祉

盛岡地区福祉有償運送

の

市町共同運営協議会負

推

担金 10千円

※平成

進

29年度繰越見込額が

の

20万円を超えること

た

から平成30年度は負

や

め

担金10千円

、

事  

市

     業    

民

   名 事業の意図や

と

ねらい（成果や効果）

行

滝沢市保護司協議会補

政

助事業 犯罪等を犯した

と

者の更生及び犯罪被害

の

者の支援を行う保護司

パ

の活動を支援し、明

る

か

イ

い地域づくりを推進し

プ

ます。

継続区分 会計・

役

款・項・目 平成30年

を

度の事業概要
本事業は

果

、公募補助事業であり

た

、定期研修への参加（

す

4回）、自主研修の実

民

施(4継続 一般・3款

生

・1項・1目
回）、チ

委

ャグチャグ馬コまつり

で

員

等での社会を明るくす

・

る運動といった啓発活

児

動等
事    業  

童

  主    体 を実

委

施します。

地域福祉課

員

【他団体事業主体】

滝

の

沢市保護司協議会

円滑な

笑

活動を支援します。

継

顔

続区分 会計・款・項・

に

目 平成30年度の事業

あ

概要
委員個々の活動費

政 ふ

用の支援を行うために

れ

、活動があった月に限

、

り、月額定額で各継続

互

一般・3款・1項・1

い

目
法定民生児童委員協

に

議会の会長(3名)8

支

千円、副会長(6名)

え

7千円、委員(89名

あ

)6千
事    業 

う

   主    体 円

策 ま

で積算し、年2回に分

ち

けて支給します。

地域

を

福祉課

【滝沢市主体】

目指

事       業

し

       名 事業

ま

の意図やねらい（成果

す

や効果）

人権擁護事業

 

人権擁護委員が行う人

基

権擁護に関する相談及

　
本

び啓発活動を支援し、

施

人権が尊重さ

れる地域

策

づくりを推進します。

　

継続区分 会計・款・項

０

・目 平成30年度の事

１

業概要
人権擁護委員9

 

名で、特設人権相談所

 

（2回）、人権紙芝居

 

等施設訪問による人権

支

継続 一般・3款・1項

　
え

・1目
啓発活動（30

あ

回程度）、各種行事開

う

催時の街頭人権啓発活

地

動（1回）を実施しま

域

事    業    

福

主    体 す。

地域

祉

福祉課 ・盛岡人権擁護

の

委員協議会負担金 6

推

5千円

【他団体事業主

進

体】 ・いわて被害者支

　

援センター負担金 66千円

滝沢市人権擁護委員

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

更生保護事業 犯罪等を犯した者の更生及び犯罪被害者の支援を行う保護司の

０

活動を支援し、明

るい

事

地域づくりを推進しま

 

す。

継続区分 会計・款

 

・項・目 平成30年度

 

の事業概要
定期研修へ

 

の参加（4回）、自主

 

研修の実施(4回）、

 

チャグチャグ馬コまつ

 

り等継続 一般・3款・

業

1項・1目
での社会を

２

 

明るくする運動を通じ

 

て啓発活動等を実施し

 

ます。
事    業 

 

   主    体 ・

 

更生保護法人岩手県更

 

生保護協会負担金 9

 

0千円

地域福祉課

【他

名

団体事業主体】

滝沢市

事

保護司協議会

業

事  

 

の

     業    

意

   名 事業の意図や

図

ねらい（成果や効果）

や

盛岡地区福祉有償運送

ね

市町共同運営協 社会福

ら

祉法人、ＮＰＯ法人等

い

が道路運送法の許可を

（

受けて行う有償のボラ

成

ンティ

ア輸送（福祉有

果

償運送）について、そ
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平 画

考

値 単 位

投 計 年度別事業

○

費 740 185 185

全

185 185
合

資 内 特

体

定財源
画

指 訳 一般財源

事

740 185 185 1

業

85 185
計

標 額 他団

期

体事業負担額

間活 目

平

民生委員・児童委員数

成

  平成30年度～平

3

成33年度98 98 9

0

8 98
動 単 位 人

標
指

標

年

値 単 位 ○特定財源
  

度

民生委員・児童委員指

～

揮監督投 計 年度別事業

平

費 28,912 7,2

成

00 7,312 7,2

成
3

00 7,200
  事

3

務費交付金【県】（定

年

額）合
  資 内 特定財

度

源 28 7 7 7 7
  画

（

  指 訳 一般財源 28

単

,884 7,193 7

位

,305 7,193 7

 

,193
計

標 額 他団体

 

事業負担額

千

3

円）

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 人権擁護委員数
  平成30年度～平成33年度9 9 9 9

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位 ○

0

特定財源
  人権啓発活動委託金投 計 年度別事業費 2,612 653 653 653 653
  【県】（10/10）合
  資 内 特定財源 2,084 521 521 521 521
  画   指 訳 一般財源 528 132 132 13

年

2 132
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期

項

間活 目 円滑な保護司活

度

 

動の実施（保護
  平

 

成30年度～平成33

 

年度司の人数） 22 2

 

2 22 22
動 単 位 人

標

 

指

標 値 単 位

投 計 年度別

 

事業費 360 90 90

 

90 90
合

資 内 特定財

目

源
画

指 訳 一般財源 36

平

0 90 90 90 90
計

成

標 額 他団体事業負担額

実

30年

項  

度

     目 平成30

平

年度 平成31年度 平成

成

32年度 平成33年度

3

備       考
○

1

全体事業期間活 目 市内

年

福祉有償運送事業者数

度

  平成17年度～平

行

平

成33年度1 1 1 1
動

成

単 位 団体
標

指

標 値 単 位

3

投 計 年度別事業費 55

2

10 15 15 15
合

資

年

内 特定財源
画

指 訳 一般

度

財源 55 10 15 15

平

15
計

標 額 他団体事業

成

負担額

33

計

年

項       目 平

度

成30年度 平成31年

備

度 平成32年度 平成3

 

3年度 備      

 

 考
○全体事業期間活

 

目 円滑な保護司活動の

 

実施（保護
  平成3

 

0年度～平成33年度

 

司の人数） 22 22 2

 

2 22
動 単 位 人

標
指

標
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や

円

効

事       

果

業       名 事

）

業の意図やねらい（成

滝

果や効果）

滝沢市安心

沢

生活相談事業 多重債務

市

や悪質商法及び家庭や

民

地域における生活相談

生

など、市民からの相談

児

に的

確に対応できる体

 

童

制を整備し、安心して

委

生活できる地域をつく

員

ります。

継続区分 会計

連

・款・項・目 平成30

絡

年度の事業概要
市民に

協

とって身近な専門相談

議

場所を確保するため、

会

弁護士による「無料弁

補

護士相継続 一般・3款

助

・1項・1目
談」と司

健

事

法書士による「無料相

地

続・登記相談」を市内

域

で実施します。
事  

に

  業    主  

お

  体
地域福祉課

【協

け

働事業】

社会福祉法人

る

滝沢市社会福祉協議会

福祉

事       業

の

       名 事業

や

推

の意図やねらい（成果

進

や効果）

社会福祉法人

の

監査指導事業 社会福祉

た

法第56条の規定に基

め

づき、市長が所轄する

、

社会福祉法人に対して

市

指導監

査を実施します

民

。

（義務的事業）

継続

と

区分 会計・款・項・目

行

平成30年度の事業概

か

政

要
社会福祉法人の設立

と

の認可、指導監査を行

の

うための法人監査専門

パ

員1名を雇用し継続 一

イ

般・3款・1項・1目

プ

ます。また、税理士を

役

雇用し、法人に対して

を

立ち入りの監査指導を

果

実施するとと
事   

た

 業    主   

で

す

 体 もに、各法人から

民

の定款変更の届出等の

生

受理、認可等法に基づ

委

く業務を行います

地域

員

福祉課 。

【滝沢市主体

・

】

児

童委員

笑

の円滑な活動を支援し

顔

ます。
業

継続区分 会計

に

・款・項・目 平成30

あ

年度の事業概要
本事業

政 ふ

は公募補助事業であり

れ

、民生委員・児童委員

、

及び主任児童委員（9

互

8名）が継続 一般・3

い

款・1項・1目
主催す

に

る研修等、その他の各

支

種研修・会議への参加

え

に要する経費への支援

あ

を行い
事    業 

う

   主    体 ま

策 ま

す。

地域福祉課

【協働

ち

事業】

滝沢市民生児童

を

委員連絡協議会

目

事 

指

      業   

し

    名 事業の意図

ま

やねらい（成果や効果

す

）

滝沢市社会福祉協議

 

会補助事業 地域福祉推

基

進のためのパートナー

　
本

である滝沢市社会福祉

施

協議会が円滑な運営が

策

で

きるように、補助金

　

を交付することで、広

０

く地域福祉の向上を図

１

ります。

継続区分 会計

 

・款・項・目 平成30

 

年度の事業概要
地域福

 

祉推進のためのパート

支

ナーである滝沢市社会

　
え

福祉協議会の円滑な運

あ

営に要継続 一般・3款

う

・1項・1目
する経費

地

（人件費及びその他の

域

事務費）に対して補助

福

金を交付します。
事 

祉

   業    主 

の

   体
地域福祉課

【

推

協働事業】

社会福祉法

進

人滝沢市社会福祉協議

　

会

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

消費者行政推進事業 盛岡広域市町が連携して消費者からの相談を受け、問題解決に向けた指導や協力

を行います。また、消

０

費者信用生活協同組合

事

と預託契約を締結し、

 

債務整理資金

や生活再

 

建資金の貸付を行うこ

 

とで、多重債務者の家

 

庭の生活状況を改善す

 

るた

めの支援をします

 

。

継続区分 会計・款・

 

項・目 平成30年度の

業

事業概要
県内市町村と

２

 

消費者信用生活協同組

 

合が預託契約を締結し

 

、多重債務者の家庭の

 

継続 一般・3款・1項

 

・1目
生活状況を改善

 

するための支援をしま

 

す。また、盛岡広域８

名

市町で消費者行政を
事

事

    業    主

業

    体 共同実施す

 

の

るために必要な経費を

意

負担します。

地域福祉

図

課 ・盛岡広域市町消費

や

者行政共同実施負担金

ね

　994千円

【滝沢市

ら

主体】 ・岩手県都市消

い

費者行政連絡協議会負

（

担金　　8千円

・東北

成

都市消費者行政協議会

果

負担金　　　　　8千
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平 画

考

動 単 位 法人
標

指

標 値 単

○

位

投 計 年度別事業費 9

全

,351 2,363 2

体

,308 2,372 2

事

,308
合

資 内 特定財

業

源
画

指 訳 一般財源 9,

期

351 2,363 2,

間

308 2,372 2,

活

308
計

標 額 他団体事

目

業負担額

平

民生児童委員数
  平

成

成30年度～平成33

3

年度98 98 98 98

0

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位

年

投 計 年度別事業費 6,

度

688 1,672 1,

～

672 1,672 1,

平

672
合

資 内 特定財源

成

画
指 訳 一般財源 6,6

成
3

88 1,672 1,6

3

72 1,672 1,6

年

72
計

標 額 他団体事業

度

負担額

（単位

項       目 平

 

成30年度 平成31年

 

度 平成32年度 平成3

千

3年度 備      

3

円

 考
○全体事業期間活

）

目 補助対象職員数
  平成30年度～平成33年度6 6 6 6

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 130,707 31,545 32,311 33,054 33,797
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源

0

130,707 31,545 32,311 33,054 33,797
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33

年

年度 備       考
○全体事業期間活 目 多重債務を解消する者
  平成30年度～平成33年度30 30 30 30

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  貸付金元金収入【その他】投 計 年度別事業費

項

112,040 28,

度

 

010 28,010 2

 

8,010 28,01

 

0
  合
  資 内 特定

 

財源 108,000 2

 

7,000 27,00

 

0 27,000 27,

 

000
  画   指 訳

目

一般財源 4,040 1

平

,010 1,010 1

成

,010 1,010
計

実

3

標 額 他団体事業負担額

0年度

項  

平

     目 平成30

成

年度 平成31年度 平成

3

32年度 平成33年度

1

備       考
○

年

全体事業期間活 目 相談

度

者数
  平成30年度

行

平

～平成33年度130

成

130 130 130
動

3

単 位 人
標

指

標 値 単 位

投

2

計 年度別事業費 1,7

年

96 449 449 44

度

9 449
合

資 内 特定財

平

源
画

指 訳 一般財源 1,

成

796 449 449 4

3

49 449
計

標 額 他団

3

体事業負担額

計

年度 備

項      

 

 目 平成30年度 平成

 

31年度 平成32年度

 

平成33年度 備   

 

    考
○全体事業

 

期間活 目 所管する法人

 

数
  平成30年度～

 

平成33年度7 7 7 7
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や

1項・2目

事    

効

業    主    

果

体
地域福祉課

【滝沢市

）

主体】

介

事     

護

  業       

給

名 事業の意図やねらい

付

（成果や効果）

障がい

・

者地域生活支援事業 地

訓

域の実情に合った事業

 

練

や利用希望の多い事業

等

を選択し実施すること

給

により、そ

の地域に住

付

む障がい者の福祉の向

費

上を図ります。

（義務

支

的事業）

継続区分 会計

給

・款・項・目 平成30

事

年度の事業概要
障がい

業

者計画及び障がい福祉

介

計画に基づいて、障が

健

護

い者が自立した日常生

給

活・社継続 一般・3款

付

・1項・2目
会生活を

費

営むことができるよう

や

に、地域の実情に合っ

訓

た事業を実施します
事

練

    業    主

等

    体
地域福祉課

給

【滝沢市主体】

付

や

費を支給することによ

か

り、障がい者の自立や

で

社会参加の

促進を図り

笑

ます。

（義務的事業）

顔

継続区分 会計・款・項

に

・目 平成30年度の事

あ

業概要
サービス利用申

政 ふ

請に応じて、障がいの

れ

程度や希望に合ったサ

、

ービスを受けること継

互

続 一般・3款・1項・

い

2目
ができるよう必要

に

な量を支給決定し、給

支

付します。
事    

え

業    主    

あ

体
地域福祉課

【滝沢市

う

主体】

策 ま

事     

ち

  業       

を

名 事業の意図やねらい

目

（成果や効果）

障害支

指

援区分認定審査会事務

し

障害福祉サービスの利

ま

用を希望する障がい者

す

について、障がいの程

 

度に応じた適

切なサー

基

ビスを提供することが

　
本

できるよう障害支援区

施

分認定審査会において

策

審査

・判定を行います

　

。

（義務的事業）

継続

０

区分 会計・款・項・目

１

平成30年度の事業概

 

要
障害福祉サービス利

 

用希望者の障がい程度

 

の認定調査を行い、主

支

治医に意見書の継続 一

　
え

般・3款・1項・2目

あ

作成を依頼し、障がい

う

の現況と医学的見地か

地

ら適切な審査・判定を

域

行い、適切な
事   

福

 業    主   

祉

 体 障がい支援区分認

の

定をします。

地域福祉

推

課

【滝沢市主体】

進

事

　

       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

自立支援医療費支給事業 確実な治療効果等が期待される法令に基づく医療に対して給付することで、障が

い者の自立と社会経済活動への参加の促進を図

０

ります。

（義務的事業

事

）

継続区分 会計・款・

 

項・目 平成30年度の

 

事業概要
医療機関との

 

連携を密にし、広報紙

 

等を利用し制度の周知

 

を図りつつ法令に基づ

 

継続 一般・3款・1項

 

・2目
いた支給をしま

業

す。
事    業  

２

 

  主    体
地域

 

福祉課

【滝沢市主体】

  

事       業

 

       名 事業

 

の意図やねらい（成果

 

や効果）

補装具費支給

名

事業 法令に基づき障が

事

い者からの申請を受理

業

し必要な審査を行い、

 

の

補装具費を支給す

るこ

意

とにより、自立した日

図

常生活の支援を図りま

や

す。

（義務的事業）

継

ね

続区分 会計・款・項・

ら

目 平成30年度の事業

い

概要
申請を受理後、法

（

令等に基づき必要な審

成

査を行い支給決定しま

果

す。継続 一般・3款・
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平 画

考

   考
○全体事業期

○

間活 目 補装具費支給件

全

数
  平成18年度～

体

平成33年度120 1

事

20 120 120
動 単

業

位 件
標

指

標 値 単 位 ○特

期

定財源
  自立支援給

間

付費負担金投 計 年度別

活

事業費 60,000 1

目

5,000 15,00

平

介

0 15,000 15,

護

000
  【国】1/

給

2【県】1/4合
  

付

資 内 特定財源 45,0

費

00 11,250 11

利

,250 11,250

用

11,250
  画  

者

 指 訳 一般財源 15,

数

000 3,750 3,

 

750 3,750 3,

成

 

750
計

標 額 他団体事

平

業負担額

成18

項       目

年

平成30年度 平成31

度

年度 平成32年度 平成

～

33年度 備     

平

  考
○全体事業期間

成

活 目 国が示した事業の

3

3

中から市が実
  平成

3

30年度～平成33年

年

度施する事業の数 13

度

13 13 13
動 単 位 事

1

業数
標

指

標 値 単 位 ○特

9

定財源
  障害者地域

5

生活支援事業費補投 計

2

年度別事業費 238,

0

270 55,445 5

0

9,249 61,02

0

2

5 62,551
  助

0

金合
  【国】基準額

5

の1/2を上限資 内 特

2

定財源 120,101

1

24,861 29,9

0

19 30,817 34

動

,504
  【県】基

単

準額の1/4を上限画

位

  指 訳 一般財源 11

人

8,169 30,58

年

標

4 29,330 30,

指

208 28,047
計

訓

標 額 他団体事業負担額

練等給付費利用

度

者数
230 235 24

～

0 245
標 値 単 位 人 ○

平

特定財源
  自立支援

成

給付費負担金投 計 年度

成
3

別事業費 3,483,

3

796 773,127

年

834,977 901

度

,775 973,91

（

7
  【国】基準額の

単

1/2上限【県合
  

位

】基準額の1/4上限

 

資 内 特定財源 2,58

 

0,171 568,4

千

91 621,182 6

3

円

69,278 721,

）

220
  画   指 訳 一般財源 903,625 204,636 213,795 232,497 252,697

計
標 額 他団体事業負担額

項  

0

     目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 異議申し立て件数
  平成30年度～平成33年度0 0 0 0

動 単 位 件
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  障害支援区分認定

年

審査会運営投 計 年度別事業費 5,508 1,377 1,377 1,377 1,377
  費負担金【その他】合
  資 内 特定財源 1,287 339 316 316 316
  画   指 訳 一般財源 4,22

項

1 1,038 1,06

度

 

1 1,061 1,06

 

1
計

標 額 他団体事業負

 

担額

  

項

 

       目 平成

 

30年度 平成31年度

目

平成32年度 平成33

平

年度 備       

成

考
○全体事業期間活 目

実

3

自立支援医療（更生医

0

療）利用
  平成30

年

年度～平成33年度者

度

数 15 15 15 15
動

平

単 位 人
標

指 自立支援医

成

療（育成医療）利用
者

3

数 20 20 20 20
標

1

値 単 位 人 ○特定財源
 

年

 障害者自立支援医療

度

費負担金投 計 年度別事

行

平

業費 136,744 3

成

4,186 34,18

3

6 34,186 34,

2

186
  【国】1/

年

2【県】1/4合
  

度

資 内 特定財源 102,

平

088 25,522 2

成

5,522 25,52

3

2 25,522
  画

3

  指 訳 一般財源 34

計

年

,656 8,664 8

度

,664 8,664 8

備

,664
計

標 額 他団体

 

事業負担額

   

項       

 

目 平成30年度 平成3

 

1年度 平成32年度 平

 

成33年度 備    
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や

   体 います。

地域

効

福祉課

【他団体事業主

果

体】

滝沢市身体障害者

）

福祉協会

在

事    

宅

   業      

酸

 名 事業の意図やねら

素

い（成果や効果）

滝沢

療

市手をつなぐ育成会補

法

助事業 滝沢市手をつな

 

患

ぐ育成会が行う事業費

者

の一部に対し、補助金

酸

を交付することによ

り

素

、知的障がい者（児）

濃

及びその家族の福祉の

縮

向上を図ります。

継続

器

区分 会計・款・項・目

使

平成30年度の事業概

用

要
滝沢市手をつなぐ育

助

成会が行う事業の一部

健

成

に対して補助金を交付

呼

し、知的障がい継続 一

吸

般・3款・1項・2目

器

者（児）とその家族の

機

福祉の向上を図るとと

能

もに、会員数の増加と

に

組織の強化に
事   

障

 業    主   

が

 体 向けた支援を行い

い

ます。

地域福祉課

【他

や

（

団体事業主体】

滝沢市

3

手をつなぐ育成会

級）があり在宅で

か

酸素療法を行っている

で

方に対し、酸素

濃縮器

笑

で使用される電気料相

顔

当額の一部を助成する

に

ことにより、当該障が

あ

い者の
事業 在宅生活を

政 ふ

支援します。

継続区分

れ

会計・款・項・目 平成

、

30年度の事業概要
酸

互

素濃縮器使用に伴う電

い

気料相当額の一部を助

に

成し、障がい者の在宅

支

生活を支援継続 一般・

え

3款・1項・2目
しま

あ

す。
事    業  

う

  主    体
地域

策 ま

福祉課

【滝沢市主体】

ちを

事       業

目

       名 事業

指

の意図やねらい（成果

し

や効果）

在宅重度障害

ま

者家族介護慰労手当支

す

給 在宅で重度の障がい

 

者を介護している家族

基

等に対し慰労手当を支

　
本

給することによ

り、経

施

済的な支援を行います

策

。
事業

継続区分 会計・

　

款・項・目 平成30年

０

度の事業概要
在宅で重

１

度の障がい者を介護し

 

ている家族等に対し、

 

月額3,500円の慰

 

労手当を継続 一般・3

支

款・1項・2目
支給し

　
え

ます
事    業  

あ

  主    体
地域

う

福祉課

【滝沢市主体】

地域

事       業

福

       名 事業

祉

の意図やねらい（成果

の

や効果）

障がい者支援

推

相談員設置事業 障がい

進

者が地域での自立した

　

生活を営むことができるよう、障がい者からの相談

に応じ、必要な助言や情報提供を行います。

継続区分 会計・款・項・目 平成30年度の事業概要
窓口に来庁される障がい者及び介護者に対して、必要な助言や情報提供を行

０

うほ継続 一般・3款・

事

1項・2目
か、障がい

 

支援区分認定調査を実

 

施します。
事    

 

業    主    

 

体
地域福祉課

【滝沢市

 

主体】

 

事     

 

  業       

業

名 事業の意図やねらい

２

 

（成果や効果）

滝沢市

 

身体障害者福祉協会補

 

助事業 滝沢市身体障害

 

者福祉協会が行う事業

 

費の一部に対し、補助

 

金を交付することに

よ

 

り、身体障がい者の福

名

祉の向上を図ります。

事

継続区分 会計・款・項

業

・目 平成30年度の事

 

の

業概要
滝沢市身体障害

意

者福祉協会が行う事業

図

の一部に対して補助金

や

を交付し、身体障が継

ね

続 一般・3款・1項・

ら

2目
い者の福祉の向上

い

を図るとともに、会員

（

数の増加と組織の強化

成

に向けた支援を行
事 

果

   業    主 
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平 画

考

12 53 53 53 53

○

計
標 額 他団体事業負担

全

額

体事業期間活 目

平

利用者
  平成30年

成

度～平成33年度7 7

3

7 7
動 単 位 人

標
指

標 値

0

単 位 ○特定財源
  在

年

宅酸素療法患者酸素濃

度

縮器投 計 年度別事業費

～

480 120 120 1

平

20 120
  使用助

成

成費事業補助金合
  

成
3

【県】1/2資 内 特定

3

財源 240 60 60 6

年

0 60
  画   指 訳

度

一般財源 240 60 6

（

0 60 60
計

標 額 他団

単

体事業負担額

位  

項      

千

 目 平成30年度 平成

3

円

31年度 平成32年度

）

平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 受給者数
  平成30年度～平成33年度2 2 2 2

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  在宅重度障害者家族介護慰労投 計 年度別事業費 336 84

0

84 84 84
  手当事業費補助金合
  【県】1/2資 内 特定財源 168 42 42 42 42
  画   指 訳 一般財源 168 42 42 42 42

計
標 額 他団体事業負担額

年

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 相談者数
  平成18年度～平成33年度90 90 90 90

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位

項

投 計 年度別事業費 17

度

 

,776 4,444 4

 

,444 4,444 4

 

,444
合

資 内 特定財

 

源
画

指 訳 一般財源 17

 

,776 4,444 4

 

,444 4,444 4

 

,444
計

標 額 他団体

目

事業負担額

平成

実

3

項       

0

目 平成30年度 平成3

年

1年度 平成32年度 平

度

成33年度 備    

平

   考
○全体事業期

成

間活 目 会員数
  平成

3

30年度～平成33年

1

度98 98 98 98
動

年

単 位 人
標

指

標 値 単 位

投

度

計 年度別事業費 400

行

平

100 100 100 1

成

00
合

資 内 特定財源
画

3

指 訳 一般財源 400 1

2

00 100 100 10

年

0
計

標 額 他団体事業負

度

担額

平成

項

3

       目 平成

3

30年度 平成31年度

計

年

平成32年度 平成33

度

年度 備       

備

考
○全体事業期間活 目

 

会員数
  平成30年

 

度～平成33年度50

 

50 50 50
動 単 位 人

 

標
指

標 値 単 位

投 計 年度

 

別事業費 212 53 5

 

3 53 53
合

資 内 特定

 

財源
画

指 訳 一般財源 2
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や

30年度から平成32

効

年度まで）及び第1期

果

滝沢市障がい児福祉計

）

事    業    

児

主    体 画（平成

童

30年度から平成32

福

年度まで）を推進しま

祉

す。

地域福祉課

【滝沢

法

市主体】

給

事    

 

付

   業      

事

 名 事業の意図やねら

業

い（成果や効果）

在宅

障

超重症児（者）等短期

害

入所受入体 在宅の超重

児

症児（者）に対する短

通

期入所の受入態勢の充

所

実を図ることで、介護

給

者

の負担軽減を図りま

付

す。
制支援事業

継続区

健

費

分 会計・款・項・目 平

、

成30年度の事業概要

障

在宅超重症児（者）等

害

短期入所受入体制支援

児

事業を継続して実施し

相

ます。継続 一般・3款

談

・1項・2目

事   

支

 業    主   

援

 体
地域福祉課

【滝沢

給

市主体】

や

付費を支給することに

か

より、障がい児の支

援

で

を図ります。

（義務的

笑

事業）

継続区分 会計・

顔

款・項・目 平成30年

に

度の事業概要
サービス

あ

利用申請に基づき、障

政 ふ

がいの程度や希望に合

れ

ったサービスを受ける

、

こと継続 一般・3款・

互

1項・2目
ができるよ

い

う必要な量を支給決定

に

し、給付します。
事 

支

   業    主 

え

   体
地域福祉課

【

あ

滝沢市主体】

う

事  

策 ま

     業    

ち

   名 事業の意図や

を

ねらい（成果や効果）

目

難聴児補聴器購入費支

指

給事業 身体障害者手帳

し

交付対象外で、補装具

ま

（補聴器）給付の対象

す

とならない軽度・中

等

 

度難聴児に対して、補

基

聴器購入に係る費用を

　
本

助成することにより、

施

乳幼児期か

ら学齢期に

策

おける言葉の獲得やコ

　

ミュニケーション力の

０

向上を促進します。

継

１

続区分 会計・款・項・

 

目 平成30年度の事業

 

概要
広報等により積極

 

的に周知することで、

支

対象者の掘り起こしを

　
え

行い支給につなげ継続

あ

一般・3款・1項・2

う

目
ます。

事    業

地

    主    体

域

地域福祉課

【滝沢市主

福

体】

祉

事      

の

 業       名

推

事業の意図やねらい（

進

成果や効果）

特別障害

　

者手当等支給事業 在宅の重度障がい者に対し、障がいによって生ずる特別の負担の一助として手当

を支給します。

（義務的事業）

継続区分 会計・款・項・目 平成30年度の事業概要
在宅の重度障がい者（児）に対して、その

０

障がいによる精神的、

事

身体的な負担を継続 一

 

般・3款・1項・2目

 

軽減するため手当を支

 

給するとともに、制度

 

の周知徹底につとめ、

 

手当支給に遺
事   

 

 業    主   

 

 体 漏が生じないよう

業

配意します。

地域福祉

２

 

課

【滝沢市主体】

 

事

 

       業  

 

     名 事業の意

 

図やねらい（成果や効

 

果）

障がい者計画・障

 

がい福祉計画策定事 第

名

1次障がい者計画、第

事

5期障がい福祉計画及

業

び第1期障がい児福祉

 

の

計画を推進し

ます。
業

意

（義務的事業）

継続区

図

分 会計・款・項・目 平

や

成30年度の事業概要

ね

第1次滝沢市障がい者

ら

計画（平成29年度か

い

ら平成34年度まで）

（

、第5期滝沢市障が継

成

続 一般・3款・1項・

果

2目
い福祉計画（平成
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平 画

考

体事業負担額

○全体

項      

事

 目 平成30年度 平成

業

31年度 平成32年度

期

平成33年度 備   

間

    考
○全体事業

活

期間活 目 在宅超重症児

目

（者）等短期入所
  

平

児

平成30年度～平成3

童

3年度事業利用者 1 1

福

1 1
動 単 位 人

標
指

標 値

祉

単 位 ○特定財源
  在

法

宅超重症児（者）等短

給

期入投 計 年度別事業費

付

552 138 138 1

費

38 138
  所受入

年

体制支援事業費補助金

間

合
  【県】1/2資

成

平

内 特定財源 276 69

均

69 69 69
  画  

述

 指 訳 一般財源 276

べ

69 69 69 69
計

標

 

額 他団体事業負担額

 平成30

3

年度～平成33年度利

0

用者数 85 90 95 1

年

00
動 単 位 人

標
指

標 値

度

単 位 ○特定財源
  児

～

童福祉法給付費負担金

平

投 計 年度別事業費 51

成

5,214 111,0

成
3

14 122,115 1

3

34,326 147,

年

759
  【国】基準

度

額の1/2上限【県合

（

  】基準額の1/4

単

上限資 内 特定財源 38

位

5,580 83,07

 

6 91,391 100

 

,530 110,58

千

3
  画   指 訳 一般

3

円

財源 129,634 2

）

7,938 30,724 33,796 37,176
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成

0

33年度 備       考
○全体事業期間活 目 補聴器支給件数
  平成24年度～平成33年度1 1 1 1

動 単 位 件
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  岩手県難聴児補聴器購入助成投 計 年度別事業費 428 107 107 107 10

年

7
  事業費補助金【県】1/2合
  資 内 特定財源 212 53 53 53 53
  画   指 訳 一般財源 216 54 54 54 54

計
標 額 他団体事業負担額

項

項    

度

 

   目 平成30年度

 

平成31年度 平成32

 

年度 平成33年度 備 

 

      考
○全体

 

事業期間活 目 受給者数

 

  平成25年度～平

 

成33年度93 96 1

目

00 103
動 単 位 数

標

平

指

標 値 単 位 ○特定財源

成

  特別障害者手当等

実

3

負担金【国投 計 年度別

0

事業費 97,688 2

年

3,350 24,05

度

1 24,772 25,

平

515
  】3/4合

成

  資 内 特定財源 73

3

,265 17,512

1

18,038 18,5

年

79 19,136
  

度

画   指 訳 一般財源 2

行

平

4,423 5,838

成

6,013 6,193

3

6,379
計

標 額 他団

2

体事業負担額

年度 平

項      

成

 目 平成30年度 平成

3

31年度 平成32年度

3

平成33年度 備   

計

年

    考
○全体事業

度

期間活 目 障がい福祉計

備

画策定推進委員会
  

 

平成30年度～平成3

 

3年度開催回数 0 0 3

 

0
動 単 位 回

標
指

標 値 単

 

位

投 計 年度別事業費 1

 

62 162
合

資 内 特定

 

財源
画

指 訳 一般財源 1

 

62 162
計

標 額 他団
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や

、法令に基づき進達継

効

続 一般
事務を行います

果

。
事    業   

）

 主    体
地域福

戦

祉課

【滝沢市主体】

傷病

事       業 

者

      名 事業の

等

意図やねらい（成果や

援

効果）

障がい者手帳交

 

護

付事務 法令に基づき障

事

がい者手帳申請書等の

務

進達、手帳の交付など

恩

市町村が行うべき事

務

給

を行います。

（義務的

法

事業）

継続区分 会計・

な

款・項・目 平成30年

ど

度の事業概要
身体障害

の

者福祉法、知的障害者

年

療育手帳交付規則、精

健

金

神保健及び精神障害者

給

福祉継続 一般
に関する

付

法律に基づく市町村事

の

務を行います。
事  

受

  業    主  

給

  体
地域福祉課

【滝

権

沢市主体】

者がい

や

ない場合に、残された

か

遺族に対して支給さ

れ

で

る弔慰金、又は戦傷病

笑

者の妻への給付金を支

顔

給します。

（義務的事

に

業）

継続区分 会計・款

あ

・項・目 平成30年度

政 ふ

の事業概要
弔慰金の申

れ

請を受け、県援護担当

、

課への進達を行います

互

。継続 一般
弔慰金の交

い

付事務を行います。
事

に

    業    主

支

    体
地域福祉課

え

【滝沢市主体】

あ

事 

う

      業   

策 ま

    名 事業の意図

ち

やねらい（成果や効果

を

）

災害時避難行動要支

目

援者支援事務 災害発生

指

時に高齢者世帯や障が

し

い者などの災害時避難

ま

行動要支援者が円滑に

す

避難

することができる

 

よう災害時避難行動要

基

支援者支援計画に基づ

　
本

き、地域と一体と

なっ

施

た災害時の避難支援体

策

制の構築を支援します

　

。

（義務的事業）

継続

０

区分 会計・款・項・目

１

平成30年度の事業概

 

要
災害時避難行動要支

 

援者の新規対象者に対

 

して登録案内通知を発

支

送します。また継続 一

　
え

般
、年1回災害時避難

あ

行動要支援者名簿を調

う

製し、民生委員、自治

地

会、関係機関に
事  

域

  業    主  

福

  体 配付します。

地

祉

域福祉課

【滝沢市主体

の

】

推

事       

進

業       名 事

　

業の意図やねらい（成果や効果）

自立支援医療費（精神通院医療）支給 通院による精神科医療を継続的に要する人の経済的負担を軽減し、自立した日常

生活又は社会生活の向上を図るために、法令に基づいて進達事務等を行

０

います。
事務

（義務的

事

事業）

継続区分 会計・

 

款・項・目 平成30年

 

度の事業概要
医療機関

 

等との連携を密にし、

 

広報紙等を利用し制度

 

の周知を図りつつ、法

 

令に継続 一般
基づいた

 

進達事務を行います。

業

事    業    

２

 

主    体
地域福祉

 

課

【滝沢市主体】

 

事

 

       業  

 

     名 事業の意

 

図やねらい（成果や効

 

果）

特別児童扶養手当

名

支給事務 障がい児を扶

事

養する家族に対して特

業

別児童扶養手当を支給

 

の

することにより、その

意

家族の経済的安定を図

図

るために、法令に基づ

や

いて進達事務等を行い

ね

ます。

（義務的事業）

ら

継続区分 会計・款・項

い

・目 平成30年度の事

（

業概要
広報紙等を利用

成

し、特別児童扶養手当

果

制度の周知を図りつつ

-40-



平 画

考
○全体事業期間活 目

平

弔慰金・給付金の進達

成

件数
  昭和40年度

3

～平成33年度5 1 7

0

0 70
動 単 位 件

標
指

標

年

値 単 位

投 計 年度別事業

度

費
合

資 内 特定財源
画

指

～

訳 一般財源 <ゼロ予算

平

事業>計
標 額 他団体事

成

業負担額

成
33年

項       目

度

平成30年度 平成31

（

年度 平成32年度 平成

単

33年度 備     

位

  考
○全体事業期間

 

活 目 災害時避難行動要

 

支援者名簿登
  平成

千

19年度～平成33年

3

円

度録者数 1,980 2

）

,080 2,180 2,280
動 単 位 人

標
指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 <ゼロ予算事業>計
標 額 他団体事業負担額

0

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 自立支援医療費（精神通院）支
  平成30年度～平成33年度給認定申請取扱数 1,450 1,500

年

1,550 1,600
動 単 位 件

標
指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 <ゼロ予算事業>計
標 額 他団体事業負担額

項 

項

      目 平成3

度

 

0年度 平成31年度 平

 

成32年度 平成33年

 

度 備       考

 

○全体事業期間活 目 支

 

給件数
  平成30年

 

度～平成33年度22

 

0 230 240 250

目

動 単 位 件
標

指

標 値 単 位

平

投 計 年度別事業費
合

資

成

内 特定財源
画

指 訳 一般

実

3

財源 <ゼロ予算事業>

0

計
標 額 他団体事業負担

年

額

度 平

項 

成

      目 平成3

3

0年度 平成31年度 平

1

成32年度 平成33年

年

度 備       考

度

○全体事業期間活 目 障

行

平

がい者手帳交付（所持

成

者数）
  平成30年

3

度～平成33年度件数

2

2,550 2,600

年

2,650 2,700

度

動 単 位 件
標

指

標 値 単 位

平

投 計 年度別事業費
合

資

成

内 特定財源
画

指 訳 一般

3

財源 <ゼロ予算事業>

3

計
標 額 他団体事業負担

計

年

額

度 備       
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　０２   健やかで

 

笑顔にあふれ、互いに

健

支えあうまちを目指し

や

ます
 基本施策　０２

か

   安心と希望のあ

で

る生活への支援

笑

基本施策が４

顔

年間でめざす姿

経済的

に

に困窮するなど様々な

あ

生活上の困難を抱えて

政 ふ

いる方が、関係機関の

れ

相談支援を受けながら

、

、それぞれの課題を解

互

決で

きる状態を目指し

い

ます。また、希望を失

に

いかけた方が、地域で

支

あたたかく支援を受け

え

る中で、社会とのつな

あ

がりや周囲から

支えら

う

れていることを実感し

策 ま

、自己有用感や自尊意

ち

識を取り戻し、それぞ

を

れの希望に向かって前

目

向きに踏み出すことが

指

でき

るような状態を目

し

指します。

基本施策目

ま

標の進捗状況分析

・研

す

修機会を確保するなど

 

ケースワーカーの育成

基

を行い、生活保護運営

　
本

体制の整備を図りまし

施

た。

・経済的に困窮し

策

ている方の支援を行う

　

ため生活困窮者に対す

０

る総合相談窓口を設置

１

しました。今後は、関

 

係機関との連携

を強化

 

し、相談窓口の体制の

 

充実を図っていく必要

支

があります。

　
え

事  

あ

     業    

う

   名 事業の意図や

地

ねらい（成果や効果）

域

行旅死病人等取扱事業

福

身元が不明な病人の救

祉

護、身元不明又は葬祭

の

を行う者がいない死亡

推

人の火葬や埋

葬等は、

進

市の責務で実施するこ

　

とにより、安心して生活ができるように図ります

。

（義務的事業）

継続区分 会計・款・項

小

・目 平成30年度の事

 

業概要
身元不明又は葬

 

祭を行う者がいない死

 

亡人１名分の葬祭を実

 

施継続 一般・3款・1

 

項・1目

事    業

０

 

    主    体

 

生活福祉課

【滝沢市主

 

体】

 

事      

 

 業       名

 

事業の意図やねらい（

 

成果や効果）

生活困窮

 

者自立支援事業 困窮す

 

ることなく生活ができ

 

ることを目指し、生活

２

 

に困窮する方に対して

 

個別的

な支援を行うこ

 

とにより、抱えている

 

問題の解決を図ります

 

。

（義務的事業）

継続

 

区分 会計・款・項・目

 

平成30年度の事業概

 

要
・自立相談支援事業

 

を滝沢市社会福祉協議

 

会に委託して実施継続

 

 

一般・3款・1項・1

 

目
・住居確保給付金の

 

支給
事    業  

 

  主    体 ・学

計

習支援事業の実施

生活

 

福祉課

【協働事業】

滝

政

沢市社会福祉協議会、

策

NPO法人
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平 画

年

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位

度

○特定財源
  生活困

別

窮者自立相談支援事業

事

投 計 年度別事業費 64

業

,316 16,061

費

16,085 16,0

4

85 16,085
  

,

費等負担金【国】(3

8

/4)、生合
  活困

5

窮者就労準備支援事業

平

1

費資 内 特定財源 44,

,

948 11,228 1

3

1,240 11,24

0

0 11,240
  等

3

補助金【国】(1/2

1

)画   指 訳 一般財源

,

19,368 4,83

0

3 4,845 4,84

9

5 4,845
計

標 額 他

0

団体事業負担額

成

,769 1,169,

3

341 1,251,4

0

16 1,339,77

年

7
合

資 内 特定財源 3,

度

418,540 758

～

,813 825,38

平

0 884,054 95

成

0,293
画

指 訳 一般

成
3

財源 1,432,76

3

3 331,956 34

年

3,961 367,3

度

62 389,484
計

（

標 額 他団体事業負担額

単

（単位  千円）

位

基本施策の

 

達成（実現）に向けた

 

基本計画期間内の取り

千

組みと方針

・生活保護

3

円

の受給者など要保護者

）

等の支援については、ケースワーカー等の相談支援にあたる職員の育成や支援技術の向上

　を図ると共に、関係機関との支援のネットワークの構築に努め、生活保護運営体制の整備や充実・強化を進め

0

ます。

・生活困窮者の方々に対し、総合的・包括的な相談体制の整備や機能の充実を進めます。また、関係機関との連携を強化し

　ニーズの掘り起しなど地域全体で支援する仕組みを構築します。

基本計画期間内の取り組み

年

と方針のうち、平成30年度の重点課題

・研修機会を確保するなどケースワーカー等の相談支援にあたる職員を育成すると共に、関係

項

機関との支援のネット

 

ワーク

の構築を進め　

 

生活保護運営体制の充

 

実・強化を行います。

度

 

・関係機関と連携し、

 

生活困窮者の方々に対

 

しての総合的・包括的

 

な相談支援体制の充実

目

・強化を行います。　

平成3

項  

0

     目 平成30

年

年度 平成31年度 平成

実

度

32年度 平成33年度

平

備       考
○

成

全体事業期間活 目 身元

3

不明又は葬祭を行う者

1

がい
  平成30年度

年

～平成33年度ない死

度

亡人 1 1 1 1
動 単 位 人

平

標
指

標 値 単 位 ○特定財

成

源
  行旅死病人等取

3

扱事業交付金投 計 年度

行

2

別事業費 1,111 2

年

74 279 279 27

度

9
  ・返戻金【その

平

他】(10/10)合

成

  資 内 特定財源 1,

3

111 274 279 2

3

79 279
  画   

年

指 訳 一般財源
計

標 額 他

度

団体事業負担額

備

計

  

項     

 

  目 平成30年度 平

 

成31年度 平成32年

 

度 平成33年度 備  

 

     考
○全体事

 

業期間活 目 新規相談者

考

実人数
  平成30年

投

度～平成33年度12

計

5 130 135 140
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（成果や効果）

生活保

 

護総務事務 生活保護等

健

の事務に必要となる一

や

般行政事務費を使用し

か

て円滑に制度を実施す

で

る

ことで安心と希望の

笑

ある生活の実現を図り

顔

ます。

（義務的事業）

に

継続区分 会計・款・項

あ

・目 平成30年度の事

政 ふ

業概要
生活保護事務等

れ

に必要となる一般行政

、

事務費（扶助費以外の

互

事務的経費)を使用継

い

続 一般・3款・3項・

に

1目
して生活保護制度

支

等を円滑に実施
事  

え

  業    主  

あ

  体
生活福祉課

【滝

う

沢市主体】

策 ま

事   

ち

    業     

を

  名 事業の意図やね

目

らい（成果や効果）

生

指

活保護事業 困窮するこ

し

となく生活ができるこ

ま

とを目指し、その困窮

す

の程度に応じて必要な

 

保

護を実施することに

基

より、安心と希望のあ

　
本

る生活の実現を図りま

施

す。

（義務的事業）

継

策

続区分 会計・款・項・

　

目 平成30年度の事業

０

概要
生活保護費の支給

２

及び受給者への必要な

 

支援の実施継続 一般・

 

3款・3項・2目

事 

 

   業    主 

安

   体
生活福祉課

【

　
心

滝沢市主体】

と

事  

希

     業    

望

   名 事業の意図や

の

ねらい（成果や効果）

あ

中国残留邦人生活支援

る

給付事業 困窮すること

生

なく生活ができること

活

を目指し、その困窮の

へ

程度に応じて必要な支

　
の

援給付を実施すること

支

により、安心と希望の

援

ある生活の実現を図ります。

（義務的事業）

継続区分 会計・款・項・目 平成30年度の事業概要
中国残留邦人１世帯に対して支援給付費の支給及び必要となる支援を実施継続 一般

０

・3款・3項・2目

事    業    主    体
生活福祉課

【滝沢市主体】

事

小         

 

          

 

          

 

計

  

２

  業       

 

名 事業の意図やねらい
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平 画

考

   考

投 計 年度別事

○

業費 2,475,96

全

7 593,608 61

体

2,051 629,8

事

94 640,414
合

業

資 内 特定財源 1,83

期

8,517 441,0

間

82 454,260 4

活

67,642 475,

目

533
画

指 訳 一般財源

平

生

637,450 152

活

,526 157,79

保

1 162,252 16

護

4,881
計

標 額 他団

受

体事業負担額

給世帯数
 

成

 平成30年度～平成

3

33年度288 294

0

300 306
動 単 位 世

年

帯
標

指

標 値 単 位 ○特定

度

財源
  生活困窮者自

～

立相談支援事業投 計 年

平

度別事業費 49,05

成

0 11,613 12,

成
3

479 12,479 1

3

2,479
  費等負

年

担金【国】対象事業費

度

合
  ×3/4、生活

（

困窮者就労準備資 内 特

単

定財源 18,264 4

位

,566 4,566 4

 

,566 4,566
 

 

 支援事業費等補助金

千

【国】対画   象事業

3

円

費×3/4または1/

）

2指 訳 一般財源 30,786 7,047 7,913 7,913 7,913
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31

0

年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 生活保護受給世帯数
  平成30年度～平成33年度288 294 300 306

動 単 位 世帯
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  生活保護費等負担金【国】(3

年

投 計 年度別事業費 2,356,070 564,305 581,853 599,696 610,216
  /4)、生活保護費負担金【県合
  】対象事業費×1/4、生活保資 内 特定財源 1,770,

項

130 423,998

度

 

437,159 450

 

,541 458,43

 

2
  護返還金【その

 

他】画   指 訳 一般財

 

源 585,940 14

 

0,307 144,6

 

94 149,155 1

目

51,784
計

標 額 他

平

団体事業負担額

成

実

30

項     

年

  目 平成30年度 平

度

成31年度 平成32年

平

度 平成33年度 備  

成

     考
○全体事

3

業期間活 目 支援給付受

1

給世帯数
  平成30

年

年度～平成33年度1

度

1 1 1
動 単 位 世帯

標
指

行

平

標 値 単 位 ○特定財源
 

成

 生活保護費等負担金

3

投 計 年度別事業費 5,

2

420 1,355 1,

年

355 1,355 1,

度

355
  【国】(3

平

/4)合
  資 内 特定

成

財源 4,064 1,0

3

16 1,016 1,0

3

16 1,016
  画

計

年

  指 訳 一般財源 1,

度

356 339 339 3

備

39 339
計

標 額 他団

 

体事業負担額

   

項       

 

目 平成30年度 平成3

 

1年度 平成32年度 平

 

成33年度 備    
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健

す。

児童福祉課 当年度

や

開設予定の子育て世代

か

包括支援センターと連

に

携し、妊娠から子育て

成

期まで

【滝沢市主体】

長

の切れ目ない支援を行

し

います。

、

事    

幸

   業      

福

 名 事業の意図やねら

 

を

い（成果や効果）

保育

享

料等滞納整理調査員設

受

置事業 保育料等の収納

す

率の改善の方策として

る

、口座振替の推進、収

権

納事務協力員の嘱託

、

利

臨戸徴収などを実施し

が

てきましたが、根本的

あ

な解決につながらず、

り

滞納整理調

査員を設置

健

ま

し収納率の向上を図り

す

ます。

継続区分 会計・

。

款・項・目 平成30年

そ

度の事業概要
滞納整理

の

調査員　1名設置継続

た

一般・3款・2項・1

め

目

事    業   

、

 主    体
児童福

子

祉課

【滝沢市主体】

ど

や

も及び子育

てへの支援

か

を通じ、子どもの最善

で

の利益が図られ、子ど

笑

も達が、笑顔に溢れす

顔

くすく育つ環境を整備

に

します。

基本施策目標

あ

の進捗状況分析

・子ど

政 ふ

も・子育て支援の充実

れ

を図るため、平成27

、

年3月に滝沢市子ども

互

・子育て支援事業計画

い

を策定しましたが、既

に

に社会

環境やニーズに

支

変化が見られます。平

え

成29年度は中間評価

あ

の年となりますので、

う

滝沢市子ども・子育て

策 ま

会議等の意見を聴き

な

ち

がら、評価及び見直し

を

を行いました。

・児童

目

手当及び児童扶養手当

指

の支給を通じ、子育て

し

世帯及びひとり親世帯

ま

への経済的支援を行う

す

ことができています。

 

・滝沢市児童家庭相談

基

援助ネットワーク会議

　
本

を通じ、関係機関等と

施

の連携を密にし、要保

策

護児童への対応及び養

　

育支援を進

めることが

０

できています。

３

事 

 

      業   

 

    名 事業の意図

 

やねらい（成果や効果

子

）

放課後児童健全育成

　
ど

事業 保護者が子育てし

も

やすい環境を目指し、

・

保護者が労働等で家庭

子

にいない児童を対

象に

育

、遊びや生活の場を提

て

供することにより、放

へ

課後児童の健全な育成

の

を図りま

す。

継続区分

支

会計・款・項・目 平成

援

30年度の事業概要
放

　

課後児童クラブ16箇所継続 一般・3款・2項・1目

事    業    主    体
児童福祉課

【協働事業】

父母会・社会福祉法人・学校法人・ＮPＯ

基

法人

本

事      

施

 業       名

０

策

事業の意図やねらい（

が

成果や効果）

家庭児童

４

相談員設置事業 制度改

年

正により家庭児童相談

間

（育成相談、養護相談

で

、虐待等）の業務が市

め

町村に

移管され、専任

ざ

職員の配置や窓口体制

す

の充実を求められてい

姿

ます。また子育てに

関

２

す

する家庭の悩みなどに

べ

ついて、相談員を設置

て

し、相談対応すること

の

で、その解

消を支援し

子

ようとするものです｡

ど

継続区分 会計・款・項

も

・目 平成30年度の事

は

業概要
家庭児童相談室

、

を設置し、家庭児童相

愛

談員による相談対応や

 

情

家庭訪問等を実施し継

を

続 一般・3款・2項・

も

1目
、保護者の育児に

っ

おける不安や悩みを解

て

消するよう支援します

育

。また、近年増加
事 

て

   業    主 

ら

   体 している児童

れ

虐待等の防止や早期発

、

見・早期対応を行いま

-46-



平 画

保

88 7,822 7,8

育

22 7,822 7,8

の

22
  国】対象事業

量

費×1/3合
  【県

の

】対象事業費×1/3

見

資 内 特定財源 2,76

込

0 690 690 690

み

690
  画   指 訳

に

一般財源 28,528

対

7,132 7,132

平

す

7,132 7,132

る

計
標 額 他団体事業負担

確

額

保方

項 

策

      目 平成3

及

0年度 平成31年度 平

び

成32年度 平成33年

病

度 備       考

児

○全体事業期間活 目 保

成

保

育所保育料現年分収納

育

率
  平成30年度～

な

平成33年度99 99

ど

99 99
動 単 位 ％

標
指

地

保育所保育料滞納繰越

域

分収納率
40 35 35

子

35
標 値 単 位 ％

投 計 年

ど

度別事業費 9,204

も

2,301 2,301

・

2,301 2,301

3

子

合
資 内 特定財源

画
指 訳

育

一般財源 9,204 2

て

,301 2,301 2

支

,301 2,301
計

援

標 額 他団体事業負担額

事業の量の

0

見込みに対する確保の

年

方策を講じ、子どもと

度

子育て世帯にやさしい

～

環境づくりを進めま

す

平

。

・児童手当及び児童

成

扶養手当を支給し、子

成
3

育て世帯及びひとり親

3

世帯の経済的負担を軽

年

減します。

・滝沢市児

度

童家庭相談援助ネット

（

ワーク会議を通じ、関

単

係機関等との連携を強

位

化し、児童虐待等の防

 

止と早期発見、早期対

 

応を図ります。

・ＤＶ

千

防止の意識啓発、被害

3

円

者からの相談対応や関

）

係機関等との連携を強化します。

基本計画期間内の取り組みと方針のうち、平成30年度の重点課題

・滝沢市子ども・子育て支援事業計画に基づき、幼児期の学校教育・保育の量

基

の見込みに対する確保

0

本

方策及び病児保育など

施

地域子ども・子育て支

策

援事業の量の見込みに

の

対する確保の方策を講

達

じ、子どもと子育て世

成

帯にやさしい環境づく

（

りを進めま

す。

・滝沢

実

市児童家庭相談援助ネ

現

ットワーク会議を通じ

）

、関係機関等との連携

年

に

を強化し、児童虐待等

向

の防止と早期発見、早

け

期対

応を図ります。

た基本

項   

計

    目 平成30年

画

度 平成31年度 平成3

期

2年度 平成33年度 備

間

       考
○全

度

内

体事業期間活 目 放課後

の

児童クラブへの登録児

取

童
  平成30年度～

り

平成33年度数 800

組

880 880 880
動

み

単 位 人
標

指

標 値 単 位 ○

と

特定財源
  子ども・

方

子育て支援交付金投 計

針

年度別事業費 689,

・

773 164,773

実

滝

175,000 175

沢

,000 175,00

市

0
  【国】（1/3

子

）合
  【県】（1/

ど

3）資 内 特定財源 41

も

9,867 100,2

・

47 106,540 1

子

06,540 106,

育

540
  画   指 訳

て

一般財源 269,90

行

支

6 64,526 68,

援

460 68,460 6

事

8,460
計

標 額 他団

業

体事業負担額

計画に

項      

基

 目 平成30年度 平成

づ

31年度 平成32年度

き

平成33年度 備   

計

、

    考
○全体事業

幼

期間活 目 家庭児童相談

児

員設置数
  平成25

期

年度～平成33年度2

の

2 2 2
動 単 位 人

標
指 児

学

童福祉相談員設置数
2

校

2 2 2
標 値 単 位 人 ○特

教

定財源
  子ども・子

育

育て支援交付金【投 計

・

年度別事業費 31,2
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や

向

上につなげ、もって

効

保育所入所児童の処遇

果

の向上を図ります。ま

）

た、幼児ことば

の教室

児

の運営により、就学前

童

児童の言葉などの発達

福

を支援します。

継続区

祉

分 会計・款・項・目 平

施

成30年度の事業概要

設

巡回指導を希望する保

 

等

育所等を対象として実

産

施します。継続 一般・

休

3款・2項・2目
・指

等

導員数：10名（特別

代

支援学校教員・特別支

替

援学級教員・児童発達

職

支援員）
事    業

員

    主    体

費

・期間：4/1～3/

補

31

児童福祉課 ・幼児

健

助

ことばの教室を活用し

保

、ことば等の発達に課

育

題がみられる就学前の

所

児童を

【滝沢市主体】

に

対象に適切な指導・助

お

言をすることにより児

け

童の健全な発育を支援

る

します。

保

事    

育

   業      

や

士

 名 事業の意図やねら

等

い（成果や効果）

児童

が

手当給付事業 次代の社

育

会を担う子ども一人ひ

児

とりの育ちを社会全体

休

で応援するため、中学

暇

校修

了前までの児童を

や

養育している保護者に

病

児童手当を支給するこ

気

とにより、子育て

にか

か

休

かる経済的負担を軽減

暇

し、安心して子育てが

を

できる社会をつくるこ

取

とを目的

（義務的事業

得

） とします。

継続区分

す

会計・款・項・目 平成

る

30年度の事業概要
・

場

中学校修了前（15歳

合

に達した日以後の最初

、

の3月31日）までの

で

代

児童で国内に住継続 一

替

般・3款・2項・2目

職

所を有する者を監護し

員

、かつ生計を同じくす

賃

る父又は母のうち、生

金

計を維持する
事   

の

 業    主   

補

 体 程度の高い方に児

助

童手当を支給します。

を

児童福祉課 ・支給額（

笑

す

児童1人につき月額）

る

：0歳～3歳未満15

こ

,000円、3歳～小

と

学校修了前（

【滝沢市

で

主体】 第1子・第2子

事

）10,000円、3

業

歳～小学校修了前（第

主

3子以降）15,00

の

0円、小学校修

了後中

負

学校修了前10,00

顔

担

0円、所得制限以上の

軽

場合特例給付5,00

減

0円。

を行います。保

に

育士等の職場環境改善

あ

と出産
事業 しやすい環

政 ふ

境づくりにより少子化

れ

対策に寄与するもので

、

す。

継続区分 会計・款

互

・項・目 平成30年度

い

の事業概要
・育児休暇

に

や病気休暇の保育士等

支

の代替職員の賃金に対

え

して助成します。継続

あ

一般・3款・2項・2

う

目
・日額5,950円

策 ま

を上限とし、実際に勤

ち

務した日数を乗じたも

を

のが補助金となりま
事

目

    業    主

指

    体 す。

児童福

し

祉課

【滝沢市主体】

ます

事       業 

 

      名 事業の

基

意図やねらい（成果や

　
本

効果）

子ども・子育て

施

支援交付金事業 就労形

策

態の多様化等に対応し

　

て、きめ細かな保育サ

０

ービスを行うことによ

３

り、就

労と子育ての両

 

立支援を図ります。

継

 

続区分 会計・款・項・

 

目 平成30年度の事業

子

概要
多様な就労形態の

　
ど

子育て世帯への子育て

も

支援対策として各事業

・

を実施し、子育て継続

子

一般・3款・2項・2

育

目
しやすいと感じられ

て

る環境づくりを目指し

へ

ます。
事    業 

の

   主    体
児

支

童福祉課

【滝沢市主体

援

】

　

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

保育所運営委託事業 「保育所は、保育を必要とする乳児・幼児を日々保護者の下から通わせて保育を

行うことを目的とする施設」であり（児童福

０

祉法第39条）、日中

事

家庭で保育でき

ない児

 

童を行政が保育を行う

 

ことで、家庭における

 

仕事と子育ての両立を

 

支援し

（義務的事業）

 

ます。

継続区分 会計・

 

款・項・目 平成30年

 

度の事業概要
市内（1

業

6か所）及び市外の保

２

 

育施設に対して保育の

 

実施を委託し、運営費

 

（委託継続 一般・3款

 

・2項・2目
料）を支

 

払います。
事    

 

業    主    

 

体
児童福祉課

【滝沢市

名

主体】

事

事     

業

  業       

 

の

名 事業の意図やねらい

意

（成果や効果）

障がい

図

児保育巡回指導事業 障

や

がい児や発達に課題が

ね

ある児童について、専

ら

門家から定期的に指導

い

を受けるこ

とで児童の

（

発達を促し、また保育

成

方法等に指導を反映さ

果

せることで保育技能の
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平 画

考

負担額

○全体

項       目 平

事

成30年度 平成31年

業

度 平成32年度 平成3

期

3年度 備      

間

 考
○全体事業期間活

活

目 巡回希望保育園等の

目

実施率
  平成19年

平

保

度～平成33年度10

育

0 100 100 100

所

動 単 位 ％
標

指

標 値 単 位

に

投 計 年度別事業費 10

お

,819 2,707 2

い

,704 2,704 2

て

,704
合

資 内 特定財

安

源
画

指 訳 一般財源 10

定

,819 2,707 2

し

,704 2,704 2

成

た

,704
計

標 額 他団体

職

事業負担額

員体
 

項       

 

目 平成30年度 平成3

平

1年度 平成32年度 平

成

成33年度 備    

3

   考
○全体事業期

0

間活 目 児童手当給付延

3

年

べ児童数
  平成24

度

年度～平成33年度8

～

6,700 86,60

平

0 86,500 86,

成

400
動 単 位 人

標
指

標

3

値 単 位 ○特定財源
  

3

児童手当国庫負担金【

年

国】(投 計 年度別事業

度

費 3,828,976

制

957,244 957

0

が

,244 957,24

確

4 957,244
  

保

０歳～3歳未満の被用

で

者：37/合
  45

き

、その他4/6）児童

た

手当県資 内 特定財源 3

こ

,244,324 81

と

1,081 811,0

の

81 811,081 8

達

11,081
  負担

年

成

金【県】(0歳～3歳

率

未満画   の被用者4

1

/45、その他1/6

0

）指 訳 一般財源 584

0

,652 146,16

1

3 146,163 14

0

6,163 146,1

0

63
計

標 額 他団体事業

1

負担額

0

度

0 100
動 単 位 %

標
指

～

標 値 単 位 ○特定財源
 

平

 児童福祉施設等産休

成

等代替職投 計 年度別事

成
3

業費 14,664 3,

3

666 3,666 3,

年

666 3,666
  

度

員費補助金【県】（1

（

0/10）合
  資 内

単

特定財源 14,664

位

3,666 3,666

 

3,666 3,666

 

  画   指 訳 一般財

千

源
計

標 額 他団体事業負

3

円

担額

）

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 一時預かり事業（保育所型）の
  平成27

0

年度～平成33年度利用延べ人数 2,500 2,500 2,500 2,500
動 単 位 人

標
指 ファミリー・サポート・センタ

ー委託事業 1 1 1 1
標 値 単 位 施設 ○特定財源

  子ども・子育て支援交付金【投 計 年度別事業費 52

年

1,481 129,132 130,783 130,783 130,783
  国】等合
  資 内 特定財源 335,827 83,884 83,981 83,981 83,981
  画   指 訳 一般財源 1

項

85,654 45,2

度

 

48 46,802 46

 

,802 46,802

 

計
標 額 他団体事業負担

 

額

  

項 

 

      目 平成3

目

0年度 平成31年度 平

平

成32年度 平成33年

成

度 備       考

実

3

○全体事業期間活 目 市

0

内保育施設数
  平成

年

27年度～平成33年

度

度16 16 16 16
動

平

単 位 施設
標

指 保育施設

成

入園者数（月平均実人

3

数） 1,774 1,7

1

74 1,774 1,7

年

74
標 値 単 位 人 ○特定

度

財源
  児童運営費負

行

平

担金投 計 年度別事業費

成

8,105,478 2

3

,006,392 2,

2

010,000 2,0

年

24,300 2,06

度

4,786
  【国】

平

（1/2）合
  【県

成

】（1/4）資 内 特定

3

財源 5,407,39

3

3 1,338,474

計

年

1,340,000 1

度

,347,600 1,

備

381,319
  保

 

育所保育料現年負担金

 

【そ画   の他】他指

 

訳 一般財源 2,698

 

,085 667,91

 

8 670,000 67

 

6,700 683,4

 

67
計

標 額 他団体事業
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や

、児童の健全育成を図

効

ります。継続 一般・3

果

款・2項・4目

事  

）

  業    主  

児

  体
児童福祉課

【滝

童

沢市主体】

扶

事   

養

    業     

手

  名 事業の意図やね

当

らい（成果や効果）

放

 

支

課後児童健全育成施設

給

整備事業 保護者が子育

事

てしやすい環境を目指

業

し、保護者が労働等で

児

日中にいない家庭の児

童

童を対象として、新設

扶

小学校区の児童を受入

養

可能な施設の建設等を

手

行い、放課後

児童の健

当

全な育成を図ります。

健

は

継続区分 会計・款・項

、

・目 平成30年度の事

離

業概要
放課後児童クラ

婚

ブ舎（１施設）の建設

に

を行います。継続 一般

よ

・3款・2項・4目

事

る

    業    主

ひ

    体
児童福祉課

と

【滝沢市主体】

り

や

親世帯等、父又は母と

か

生計を同じくしていな

で

い児童が育成される家

笑

庭の生活の安定と自立

顔

の促進に寄与し、児童

に

の福祉の増進

を図るこ

あ

とを目的としています

政 ふ

。

（義務的事業）

継続

れ

区分 会計・款・項・目

、

平成30年度の事業概

互

要
申請、審査、認定、

い

支給事務等年度を通し

に

て遺漏なく事務を執り

支

進め、周知等も継続 一

え

般・3款・2項・3目

あ

含め、ひとり親世帯の

う

生活の安定と自立の促

策 ま

進を図ります。
事  

ち

  業    主  

を

  体
児童福祉課

【滝

目

沢市主体】

指

事   

し

    業     

ま

  名 事業の意図やね

す

らい（成果や効果）

母

 

子・父子自立支援事業

基

ひとり親家庭の母・父

　
本

等の自立の促進を図る

施

ことを目的とするため

策

、母子・父子

自立支援

　

員を設置し、給付金を

０

支給します。

（義務的

３

事業）

継続区分 会計・

 

款・項・目 平成30年

 

度の事業概要
支援を必

 

要としているひとり親

子

家庭等の相談に応じ、

　
ど

自立に必要な情報提供

も

及び継続 一般・3款・

・

2項・3目
支援を行い

子

ます。
事    業 

育

   主    体
児

て

童福祉課

【滝沢市主体

へ

】

の

事       

支

業       名 事

援

業の意図やねらい（成

　

果や効果）

姥屋敷保育所管理運営事業 保護者が子育てしやすい環境を目指し、山間地（開拓地）等における保育を要す

る児童を対象に必要な保育を行い、児童の健全育成を図ります。（へき地保育所

として昭和38年に設置

０

（滝沢市保育協会に運

事

営を委託））

（義務的

 

事業）

継続区分 会計・

 

款・項・目 平成30年

 

度の事業概要
姥屋敷の

 

地域において保育を必

 

要とする児童の保育を

 

実施します。継続 一般

 

・3款・2項・4目

事

業

    業    主

２

 

    体
児童福祉課

 

【他団体事業主体】

社

 

会福祉法人滝沢市保育

 

協会（指定管理者）

  

事       業 

 

      名 事業の

名

意図やねらい（成果や

事

効果）

児童福祉施設維

業

持管理事業 市で管理し

 

の

ている保育施設、放課

意

後健全育成施設等の児

図

童福祉施設について、

や

適

正な維持管理を行い

ね

、児童の健全育成を図

ら

ることを目的とします

い

。

継続区分 会計・款・

（

項・目 平成30年度の

成

事業概要
適正な施設の

果

維持管理を行うことで
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平 画

考

成33年度 備    

○

   考
○全体事業期

全

間活 目 維持管理してい

体

る児童福祉施設
  平

事

成27年度～平成33

業

年度13 14 14 14

期

動 単 位 施設
標

指

標 値 単

間

位 ○特定財源
  財産

活

使用料【その他】投 計

目

年度別事業費 4,78

平

児

4 1,196 1,19

童

6 1,196 1,19

扶

6
  土地使用料【そ

養

の他】合
  資 内 特定

手

財源 2,973 273

当

900 900 900
 

受

 画   指 訳 一般財源

給

1,811 923 29

者

6 296 296
計

標 額

数

他団体事業負担額

成

  平

項    

成

   目 平成30年度

2

平成31年度 平成32

5

年度 平成33年度 備 

年

      考
○全体

度

事業期間活 目 新たに整

～

備する放課後児童クラ

平

  平成30年度～平

3

成

成30年度ブ舎 1 0 0

3

0
動 単 位 施設

標
指

標 値

3

単 位 ○特定財源
  子

年

ども・子育て支援交付

度

金【投 計 年度別事業費

5

73,182 73,1

4

82
  国】2/3、

0

放課後児童クラブ合
 

5

 等整備費補助金【県

4

】1/6、資 内 特定財

0

0

源 66,354 66,

5

354
  社会福祉施

4

設（児童福祉施設画  

0

 ）整備事業債指 訳 一

5

般財源 6,828 6,

4

828
計

標 額 他団体事

0

業負担額

動 単 位

年

人
標

指

標 値 単 位 ○特定

度

財源
  児童扶養手当

～

給付費負担金【投 計 年

平

度別事業費 925,1

成

00 230,767 2

成
3

31,207 231,

3

438 231,688

年

  国】（手当支給額

度

×1/3）合
  資 内

（

特定財源 306,83

単

7 76,536 76,

位

690 76,767 7

 

6,844
  画   

 

指 訳 一般財源 618,

千

263 154,231

3

円

154,517 154

）

,671 154,844
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       

0

考
○全体事業期間活 目 母子・父子自立支援員設置数
  平成25年度～平成33年度1 1 1 1

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  母子生活支援施設措置費負担投 計 年度別事業費 29,068 7,267 7,267 7,26

年

7 7,267
  金【国】(1/2)、母子家庭等合
  対策総合支援事業費補助金【資 内 特定財源 17,344 4,336 4,336 4,336 4,336
  国】(3/4),児童入所施設措置画

項

  負担金【県】（1

度

 

/4）指 訳 一般財源 1

 

1,724 2,931

 

2,931 2,931

 

2,931
＜名称変更

 

事業＞「母子自立支計

 

援事業」から名称変更

 

標 額 他団体事業負担額

目 平成

項  

実

3

     目 平成30

0

年度 平成31年度 平成

年

32年度 平成33年度

度

備       考
○

平

全体事業期間活 目 入所

成

児童数（地区内の年齢

3

別人
  昭和38年度

1

～平成33年度口によ

年

る） 10 10 10 10

度

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位

行

平

○特定財源
  保育所

成

保育料【その他】他投

3

計 年度別事業費 65,

2

114 16,214 1

年

6,300 16,30

度

0 16,300
  合

平

  資 内 特定財源 5,

成

589 1,389 1,

3

400 1,400 1,

3

400
  画   指 訳

計

年

一般財源 59,525

度

14,825 14,9

備

00 14,900 14

 

,900
計

標 額 他団体

 

事業負担額

   

項       

 

目 平成30年度 平成3

 

1年度 平成32年度 平
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や

る効果的かつ効率的な

効

支援等を可能とする介

果

護予防・日常生活支援

）

総合事業等を推進して

私

いく必要があります。

立

・睦大学など、元気な

幼

高齢者の社会参加、生

稚

きがいづくりも進んで

園

いますが、今後、高齢

預

化の加速が予想される

 

か

ことから、

地域で高齢

り

者を支える取組みなど

保

、持続可能な介護保険

育

制度とするためにも、

補

さらに推進していく必

助

要があります。

事業 幼稚

健

園における通常の教育

や

時間外に、預かり保育

か

を必要とする園児の保

で

育をする

ことにより、

笑

働きながら子育てする

顔

保護者の支援を行いま

に

す。

継続区分 会計・款

あ

・項・目 平成30年度

政 ふ

の事業概要
預かり保育

れ

実施時間に応じて、滝

、

沢市私立幼稚園預かり

互

保育推進事業補助金交

い

付継続 一般・10款・

に

4項・1目
要綱に基づ

支

き定額を補助します。

え

事    業    

あ

主    体
児童福祉

う

課

【他団体事業主体】

策 ま

市内私立幼稚園

ち

事 

を

      業   

目

    名 事業の意図

指

やねらい（成果や効果

し

）

私立幼稚園就園奨励

ま

補助事業 保護者の所得

す

状況に応じて経済的負

 

担を軽減することによ

基

り、公立と私立の経済

　
本

的格差を軽減し、幼稚

施

園に入園する環境を容

策

易にすることで就学前

　

教育の充実を

図ります

０

。

継続区分 会計・款・

３

項・目 平成30年度の

 

事業概要
市内に在住の

 

私立幼稚園に通う園児

 

の保護者に対し、滝沢

子

市私立幼稚園就園奨励

　
ど

継続 一般・10款・4

も

項・1目
費補助金交付

・

要綱に基づき、幼稚園

子

を通じて補助を行いま

育

す。
事    業  

て

  主    体
児童

へ

福祉課

【他団体事業主

の

体】

私立幼稚園

支

小        

援

          

　

           計

 政策　　　０２   健やかで笑顔にあふれ、互いに支えあうまちを目指します
 基本施策　０４   長寿社会の安心と生きがいのための支援

基本施策が４年間でめざす姿

市民

０

が幸せを実感し、健や

事

かで笑顔にあふれ、互

 

いに支え合うまちを目

 

指すため、長寿社会の

 

安心と生きがいのため

 

の支援

を推進します。

 

そのためには、介護の

 

必要な状態になった時

 

でも安心して住み慣れ

業

た地域で暮らせるため

２

 

の介護保険制度の

適正

 

な運営が必要です。ま

 

た、多くの高齢者が｢

 

睦大学｣や｢老人クラ

 

ブ｣「コミュニティ活

 

動」などに参加するこ

 

とで、生き

がいのある

名

日々を過ごし、そして

事

支援が必要な時も互い

業

に支え合いながら適切

 

の

な支援が受けられ、自

意

分らしい暮らしを続け

図

られることを目指しま

や

す。

基本施策目標の進

ね

捗状況分析

・「長寿社

ら

会の安心と生きがいの

い

ための支援」では、介

（

護保険制度の適正な運

成

営が求められます。ま

果

た、要支援者等に対す
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平 画

考

や、いきいきと暮らす

○

ための高齢者の社会参

全

加等の支援を継続しま

体

す。

基本計画期間内の

事

取り組みと方針のうち

業

、平成30年度の重点

期

課題

・介護保険制度の

間

適正な運営を図ります

活

。

・｢睦大学｣や｢老

目

人クラブ｣などに参加

平

実

、生きがいのある充実

施

した日々を過ごすこと

幼

による、高齢者の生き

稚

がいづくりを支援

しま

園

す。

・事業所・ボラン

数

ティア・各種団体等と

 

の連携を密にし、また

 

地域の皆さんがお互い

平

に支え合うことで、住

成

み慣れた地域で

安心し

成

3

て生活できる体制整備

0

に取組みます。

年度～平成33年

3

度3 3 3 3
動 単 位 園

標

0

指

標 値 単 位

投 計 年度別

年

事業費 16,640 4

度

,160 4,160 4

～

,160 4,160
合

平

資 内 特定財源
画

指 訳 一

成

般財源 16,640 4

成
3

,160 4,160 4

3

,160 4,160
計

年

標 額 他団体事業負担額

度

（単

項  

位

     目 平成30

 

年度 平成31年度 平成

 

32年度 平成33年度

千

備       考
○

3

円

全体事業期間活 目 減免

）

者数
  平成30年度～平成33年度487 487 487 487

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  幼稚園就園奨励費補助金【国投 計 年度別事業費 242,740 60,685 60,685 60,6

0

85 60,685
  】（1/3×圧縮率）合
  被災児童生徒就学支援等臨時資 内 特定財源 76,024 19,006 19,006 19,006 19,006
  特例交付金【県】(100/100)画   指 訳 一般財源

年

166,716 41,679 41,679 41,679 41,679
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成3

項

2年度 平成33年度 備

度

 

       考

投 計

 

年度別事業費 14,5

 

68,311 3,66

 

7,508 3,610

 

,335 3,624,

 

866 3,665,6

 

02
合

資 内 特定財源 9

目

,899,956 2,

平

505,936 2,4

成

48,290 2,45

実

3

5,967 2,489

0

,763
画

指 訳 一般財

年

源 4,668,355

度

1,161,572 1

平

,162,045 1,

成

168,899 1,1

3

75,839
計

標 額 他

1

団体事業負担額

（単位

年

  千円）

度

基本施策の達成（

行

平

実現）に向けた基本計

成

画期間内の取り組みと

3

方針

・平成30年4月

2

施行の「高齢者保健福

年

祉計画及び介護保険事

度

業計画」に基づき、高

平

齢者が住み慣れた地域

成

で安心して生活で

きる

3

地域包括ケアシステム

3

の深化・推進に向けて

計

年

取組みます。

・安心し

度

て暮らせるための介護

備

保険制度の適正な運営

 

を進めます。特にも介

 

護保険制度改革に係る

 

適切な対応や介護予防

 

・

日常生活支援総合事

 

業等を推進します。

・

 

セーフティネットであ

 

る各種高齢者福祉対策
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や

所得のひと

り暮らし高

ね

齢者等に対し、日常生

ら

活用具を給付すること

い

によって、高齢者の方

（

が

安全な日常生活が送

成

れることを目指します

果

。

継続区分 会計・款・

や

項・目 平成30年度の

効

事業概要
65歳以上の

果

低所得のひとり暮らし

 

）

高齢者等に対し、火災

老

警報器・自動消火器・

人

電継続 一般・3款・1

保

項・4目
磁調理器・老

護

人用電話を給付します

措

。
事    業   

置

 主    体
高齢者

委

支援課

【滝沢市主体】

託事

事       業

健

業

       名 事業

高

の意図やねらい（成果

齢

や効果）

長寿祝い事業

者

本市に在住する高齢者

の

に対し、祝状を贈り長

心

寿をお祝いするととも

身

に、生きがい

づくりと

の

敬老意識の高揚を図る

健

ことを目的とします。

康

継続区分 会計・款・項

や

の

・目 平成30年度の事

保

業概要
・祝状の交付継

持

続 一般・3款・1項・

及

4目
　　米寿対象者1

び

93人
事    業 

生

   主    体 ・

活

祝状の交付及び記念品

の

贈呈

高齢者支援課 　　

安

長寿対象者10人

【滝

全

沢市主体】

か

のため、65歳以上の

で

者であって、環境

上の

笑

理由及び経済的理由に

顔

より、在宅において日

に

常生活を営むのに支障

あ

がある方

を施設へ入所

政 ふ

措置等を行います。

（

れ

義務的事業）

継続区分

、

会計・款・項・目 平成

互

30年度の事業概要
・

い

対象者への適切な支援

に

をし、必要な対象者へ

支

の保護措置を行います

え

。継続 一般・3款・1

あ

項・4目
・延べ措置予

う

定者数：14人×12

策 ま

月＝168人月
事  

ち

  業    主  

を

  体 ・岩手紫波管内

目

合同老人ホーム入所判

指

定委員会負担金26千

し

円

高齢者支援課

【滝沢

ま

市主体】

す

事    

 

   業      

基

 名 事業の意図やねら

　
本

い（成果や効果）

緊急

施

通報体制整備事業 ひと

策

り暮らし高齢者世帯、

　

高齢者のみ世帯及び身

０

体障がい者のみ世帯等

４

に対し、

急病や災害等

 

の緊急時に迅速かつ適

 

切な対応を図るため、

 

緊急通報装置を貸与し

長

ます。

継続区分 会計・

　
寿

款・項・目 平成30年

社

度の事業概要
・新規設

会

置：5人(台）継続 一

の

般・3款・1項・4目

安

・延べ事業件数：82

心

人×12月＝984件

と

事    業    

生

主    体
高齢者支

き

援課

【滝沢市主体】

が
　

い

事       業 

の

      名 事業の

た

意図やねらい（成果や

め

効果）

介護保険給付管

の

理事業 ホ－ムヘルプサ

支

－ビスの対象者が障が

援

い者制度から介護保険制度に移行して利用

料負担が増となる場合に、低所得利用者の利用

０

料の軽減をします。また、低所得

者の介護保険サ－ビス利用の確保及び促進のため、社会福祉法人の協力のもと、

利用者負担額を軽減します。

継続区分 会計・款・項・目 平成30

事

年度の事業概要
低所得

 

者の介護保険サ－ビス

２

 

利用の確保及び促進の

 

ため、社会福祉法人が

 

利用者継続 一般・3款

 

・1項・4目
負担額を

 

軽減したものに対して

 

助成します。
事   

業

 業    主   

 

 体 ・特別養護老人ホ

 

ーム入所者4名利用見

 

込

高齢者支援課

【他団

 

 

体事業主体】

社会福祉

 

法人

 

事      

 

 業       名

名

事業の意図やねらい（

事

成果や効果）

老人日常

業

生活用具給付事業 安心

の

して暮らすことができ

意

る長寿社会の実現を目

図

指し、65歳以上の低
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平 画

考

100 100 100 1

○

00
動 単 位 ％

標
指 祝状

全

の交付
203 196 2

体

61 300
標 値 単 位 人

事

投 計 年度別事業費 1,

業

775 377 359 4

期

47 592
合

資 内 特定

間

財源
画

指 訳 一般財源 1

活

,775 377 359

目

447 592
計

標 額 他

平

延

団体事業負担額

べ措置者数
  昭和

成

59年度～平成33年

3

度168 168 168

0

168
動 単 位 人月

標
指

年

標 値 単 位 ○特定財源
 

度

 老人保護措置費負担

～

金【その投 計 年度別事

平

業費 116,802 2

成

9,162 29,16

成
3

2 29,162 29,

3

316
  他】合
  

年

資 内 特定財源 28,5

度

86 7,108 7,1

（

08 7,108 7,2

単

62
  画   指 訳 一

位

般財源 88,216 2

 

2,054 22,05

 

4 22,054 22,

千

054
計

標 額 他団体事

3

円

業負担額

）

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 緊急通報装置設置件数
  平成7年度～

0

平成33年度87 87 87 87
動 単 位 人

標
指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 7,422 1,754 1,878 1,895 1,895
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 7,422 1,754 1,878 1,895 1,895
計

標 額 他

年

団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 介護保険給

項

付管理事業
  平成1

度

 

2年度～平成33年度

 

4 5 5 5
動 単 位 人

標
指

 

標 値 単 位 ○特定財源
 

 

 介護保険事業費補助

 

金投 計 年度別事業費 1

 

,474 310 388

 

388 388
  【県

目

】3/4合
  資 内 特

平

定財源 1,105 23

成

2 291 291 291

実

3

  画   指 訳 一般財

0

源 369 78 97 97

年

97
計

標 額 他団体事業

度

負担額

平成3

項       目 平

1

成30年度 平成31年

年

度 平成32年度 平成3

度

3年度 備      

行

平

 考
○全体事業期間活

成

目 日常生活用具交付件

3

数
  平成7年度～平

2

成33年度4 4 4 4
動

年

単 位 件
標

指

標 値 単 位

投

度

計 年度別事業費 140

平

35 35 35 35
合

資

成

内 特定財源
画

指 訳 一般

3

財源 140 35 35 3

3

5 35
計

標 額 他団体事

計

年

業負担額

度 備 

項       目

 

平成30年度 平成31

 

年度 平成32年度 平成

 

33年度 備     

 

  考
○全体事業期間

 

活 目 交付率
  平成1

 

6年度～平成33年度
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や

業の意図やねらい（成

ね

果や効果）

生活管理指

ら

導短期宿泊事業 日常生

い

活や社会適応に支援が

（

必要な高齢者に対して

成

短期間の宿泊で日常生

果

活に対

する指導・支援

や

を行い、要介護状態へ

効

の移行の防止を図りま

果

す。

継続区分 会計・款

 

）

・項・目 平成30年度

老

の事業概要
社会生活適

人

応困難な高齢者に対し

ク

、短期宿泊事業を実施

ラ

して日常生活に対する

ブ

指継続 一般・3款・1

活

項・4目
導支援を行い

動

ます。
事    業 

促

   主    体
高

進

齢者支援課

【滝沢市主

健

補

体】

助

事      

事

 業       名

業

事業の意図やねらい（

生

成果や効果）

介護施設

き

開設準備経費等事業 介

が

護サービス施設の施設

い

開放時から開設準備経

を

費を補助することによ

も

り、安定し

た質の高い

や

っ

サービスを提供するた

て

めの体制整備を支援し

社

ます。

継続区分 会計・

会

款・項・目 平成30年

活

度の事業概要
平成30

動

年度に開設予定の事業

に

所の準備経費に対して

参

補助する。継続 一般・

加

3款・1項・4目

事 

し

   業    主 

か

、

   体
高齢者支援課

会

【他団体事業主体】

介

員

護サービス事業所

同士の交流を図

で

り、社会の一員として

笑

、引きこもり・閉じこ

顔

もりを予防し、高齢者

に

福祉の向上に資するこ

あ

とを目指しま

す。単位

政 ふ

老人クラブ・市老人ク

れ

ラブ連合会に補助金を

、

交付することで、活動

互

の活

性化や会員の確保

い

を支援します。

継続区

に

分 会計・款・項・目 平

支

成30年度の事業概要

え

単位老人クラブ及び市

あ

老人クラブ連合会に補

う

助金を交付し、活動を

策 ま

促進します。継続 一般

ち

・3款・1項・4目
・

を

正会員数　1,080

目

人
事    業   

指

 主    体 ・単位

し

クラブ数　25クラブ

ま

高齢者支援課

【他団体

す

事業主体】

滝沢市老人

 

クラブ連合会、単位老

基

人クラブ

　
本

事    

施

   業      

策

 名 事業の意図やねら

　

い（成果や効果）

高齢

０

者及び障害者にやさし

４

い住まいづ 要支援・要

 

介護高齢者及び障がい

 

者の住宅を改修するこ

 

とにより、日常生活動

長

作

や介護動作の改善が

　
寿

図られ、安全で自立し

社

た、快適な在宅生活を

会

継続することが
くり推

の

進補助事業 できます。

安

継続区分 会計・款・項

心

・目 平成30年度の事

と

業概要
在宅で生活する

生

高齢者（介護保険法に

き

よる要介護者及び要支

が

援者）及び障がい者継

　
い

続 一般・3款・1項・

の

4目
（身体障害者福祉

た

法による身体障害者手

め

帳１～３級所持者）に

の

対し、住宅改修費
事 

支

   業    主 

援

   体 の補助（上限額400,000円）を行うことにより、経済的負担を軽減しつつ

０

、かつ

高齢者支援課 日常生活動作及び介護動作の改善を行います。また、制度の周知を図ります。

【滝沢市主体】 ・事業利用件数9件

事       業

事

       名 事業

 

の意図やねらい（成果

２

 

や効果）

福祉バス運行

 

事業 全ての市民が利用

 

できる福祉バスを運行

 

することで、各地域を

 

結び、地域間の交

流や

 

社会参加への促進を図

業

ります。

継続区分 会計

 

・款・項・目 平成30

 

年度の事業概要
・定期

 

運行　月・金　市内３

 

 

路線・１日１往復継続

 

一般・3款・1項・4

 

目
・特別運行　睦大学

 

の入学式・修了式・学

名

園祭
事    業  

事

  主    体
高齢

業

者支援課

【滝沢市主体

の

】

意

事       

図

業       名 事
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平 画

考
○

項       

全

目 平成30年度 平成3

体

1年度 平成32年度 平

事

成33年度 備    

業

   考
○全体事業期

期

間活 目 施設開設準備経

間

費補助事業所
  平成

活

27年度～平成33年

目

度1 0 0 0
動 単 位 か所

平

老

標
指

標 値 単 位 ○特定財

人

源
  介護施設等整備

ク

費補助金（介投 計 年度

ラ

別事業費 37,260

ブ

37,260
  護施

連

設開設準備経費等事業

合

）合
  【県】10/

会

10資 内 特定財源 37

会

,260 37,260

員

  画   指 訳 一般財

成

数

源
計

標 額 他団体事業負

 

担額

 平成5年度～平

3

成33年度1,080

0

1,080 1,080

年

1,080
動 単 位 人

標

度

指 単位老人クラブ数
2

～

5 25 25 25
標 値 単

平

位 クラブ ○特定財源
 

成

 在宅福祉事業費補助

成
3

金投 計 年度別事業費 8

3

,176 2,044 2

年

,044 2,044 2

度

,044
  【県】2

（

/3以内合
  資 内 特

単

定財源 3,592 89

位

8 898 898 898

 

  画   指 訳 一般財

 

源 4,584 1,14

千

6 1,146 1,14

3

円

6 1,146
計

標 額 他

）

団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 受益者数
 

0

 平成20年度～平成33年度9 10 10 10
動 単 位 人

標
指

標 値 単 位 ○特定財源
  高齢者及び障がい者にやさし投 計 年度別事業費 15,600 3,600 4,000 4,000 4,000
  い住まいづくり推進事業費補

年

合
  助金【県】1/2資 内 特定財源 7,800 1,800 2,000 2,000 2,000
  画   指 訳 一般財源 7,800 1,800 2,000 2,000 2,000

計
標 額 他団体事業負担額

項

度

  

項   

 

    目 平成30年

 

度 平成31年度 平成3

 

2年度 平成33年度 備

 

       考
○全

 

体事業期間活 目 利用者

目

数
  平成8年度～平

平

成30年度5,350

成

0 0 0
動 単 位 人

標
指

標

実

3

値 単 位

投 計 年度別事業

0

費 11,960 11,

年

960
合

資 内 特定財源

度

画
指 訳 一般財源 11,

平

960 11,960
計

成

標 額 他団体事業負担額

31年

項  

度

     目 平成30

行

平

年度 平成31年度 平成

成

32年度 平成33年度

3

備       考
○

2

全体事業期間活 目 生活

年

管理指導短期宿泊での

度

生活
  平成18年度

平

～平成33年度支援 2

成

1 21 21 21
動 単 位

3

日
標

指

標 値 単 位 ○特定

3

財源
  生活管理指導

計

年

宿泊事業使用料投 計 年

度

度別事業費 216 54

備

54 54 54
  【そ

 

の他】合
  資 内 特定

 

財源 96 24 24 24

 

24
  画   指 訳 一

 

般財源 120 30 30

 

30 30
計

標 額 他団体

 

事業負担額
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や

支援事業（介護予防 高

ね

齢者に学ぶ機会を提供

ら

し、日常生活の中で役

い

立つ知識を身に付け、

（

社会貢献を

促進すると

成

ともに、介護のお世話

果

にならずいつまでも元

や

気でいきいきと暮らす

効

こ
対策事業） とを目的

果

とします。

継続区分 会

 

）

計・款・項・目 平成3

市

0年度の事業概要
・高

民

齢者の外出する機会を

福

増やして閉じこもりを

祉

予防し、かつ、日常生

セ

活の中で継続 介護・3

ン

款・1項・2目
役立つ

タ

介護予防をはじめとし

ー

た知識を身に付け、心

管

身の機能の維持向上を

健

理

図りま
事    業 

運

   主    体 す

営

。

高齢者支援課 ・趣味

事

の教室(29教室)、

業

教養講座(全6回)、

高

睦大学学園祭等を開催

齢

します。

【他団体事業

者

主体】 ・市内にある大

が

学との連携を深め、世

い

代間の交流と睦大学の

や

き

活性化を図ります。

滝

い

沢市市民福祉センター

き

指定管理者

と

事   

活

    業     

躍

  名 事業の意図やね

す

らい（成果や効果）

家

る

族介護支援事業 在宅で

環

高齢者を介護している

境

家族に対し、介護用品

か

づ

を支給することにより

く

、家族

の経済的な負担

り

の軽減を図るとともに

を

、要介護者の在宅生活

目

の支援を行うことを

目

指

的としています。

継続

し

区分 会計・款・項・目

、

平成30年度の事業概

市

要
家族介護用品支給1

民

9人（要介護4または

で

福

5の方を居宅で介護し

祉

ている住民税非課税継

セ

続 介護・3款・2項・

ン

2目
世帯の家族介護者

タ

）
事    業   

ー

 主    体
高齢者

に

支援課

【滝沢市主体】

おいて

笑

健

康の増進、教養の向

顔

上及びレクリエーショ

に

ンのための便宜を総合

あ

的に提供するこ

とによ

政 ふ

り、高齢者の心身の健

れ

康の維持増進を図りま

、

す。

継続区分 会計・款

互

・項・目 平成30年度

い

の事業概要
指定管理者

に

に対し管理運営を委託

支

をします。継続 一般・

え

3款・1項・5目
・期

あ

間：平成26年4月1

う

日から平成31年3月

策 ま

31日
事    業 

ち

   主    体
高

を

齢者支援課

【他団体事

目

業主体】

滝沢市市民福

指

祉センター指定管理者

しま

事       業

す

       名 事業

 

の意図やねらい（成果

基

や効果）

介護認定審査

　
本

会事務 一次判定結果や

施

主治医意見書等の内容

策

を総合的に判断し、二

　

次判定いわゆる「要

介

０

護状態区分」を確定し

４

、要介護・要支援認定

 

申請者の方がより良い

 

安心した生

活を送るた

 

めの介護サービスを利

長

用できるよう、介護保

　
寿

険法第19条にある「

社

要介

（義務的事業） 護

会

認定、要支援認定」を

の

行うため、介護認定審

安

査会を開催します。

継

心

続区分 会計・款・項・

と

目 平成30年度の事業

生

概要
・審査会の年間予

き

定開催回数62回継続

が

介護・1款・3項・1

　
い

目
・介護認定審査会委

の

員数16名
事    

た

業    主    

め

体
高齢者支援課

【協働

の

事業】

雫石町

支

事  

援

     業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

要介護認定調査事業 要

０

介護認定を申請した方に認定調査員が訪問し、心身の状況や介護に影響を与え

る事項（特記事項）等を調査することにより、その方に必要かつ適切な介護認定

審査を行うための資

事

料を作成し、介護サー

 

ビスを受けられるよう

２

 

にすることを目

（義務

 

的事業） 的としていま

 

す。

継続区分 会計・款

 

・項・目 平成30年度

 

の事業概要
要介護認定

 

を申請した被保険者に

業

対し、認定調査員が訪

 

問し、心身の状況や介

 

護継続 介護・1款・3

 

項・2目
に影響を与え

 

 

る事項（特記事項）等

 

の調査を行います。
事

 

    業    主

 

    体
高齢者支援

名

課

【滝沢市主体】

事

事

業

       業  

の

     名 事業の意

意

図やねらい（成果や効

図

果）

地域介護予防活動
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平 画

考

交付金投 計 年度別事業

○

費 25,557 6,0

全

13 6,314 6,6

体

15 6,615
  【

事

国】25%合
  【県

業

】12.5%資 内 特定

期

財源 16,482 3,

間

878 4,072 4,

活

266 4,266
  

目

【その他】27%画  

平

利

 指 訳 一般財源 9,0

用

75 2,135 2,2

人

42 2,349 2,3

数

49
【特別会計】計

標

 

額 他団体事業負担額

 昭和

項   

5

    目 平成30年

7

度 平成31年度 平成3

成

年

2年度 平成33年度 備

度

       考
○全

～

体事業期間活 目 家族介

平

護用品支給
  平成1

成

2年度～平成33年度

3

19 19 19 19
動 単

3

位 人
標

指 家族介護用品

年

支給率
100 100 1

度

00 100
標 値 単 位 ％

4

○特定財源
  地域支

3

5

援事業交付金投 計 年度

,

別事業費 6,908 1

0

,727 1,727 1

0

,727 1,727
 

0

 【国】38.5%合

4

  【県】19.25

5

%資 内 特定財源 4,0

,

31 998 1,011

0

1,011 1,011

0

  画   指 訳 一般財

0

0

源 2,877 729 7

4

16 716 716
【特

5

別会計】計
標 額 他団体

,

事業負担額

000 45,

年

000
動 単 位 人

標
指

標

度

値 単 位 ○特定財源
  

～

市民福祉センター使用

平

料【そ投 計 年度別事業

成

費 71,472 17,

成
3

868 17,868 1

3

7,868 17,86

年

8
  の他】他合
  

度

資 内 特定財源 7,95

（

2 1,988 1,98

単

8 1,988 1,98

位

8
  画   指 訳 一般

 

財源 63,520 15

 

,880 15,880

千

15,880 15,8

3

円

80
計

標 額 他団体事業

）

負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 審査会開催回数
  

0

平成12年度～平成33年度62 62 62 62
動 単 位 回

標
指 審査件数

2,191 2,300 2,415 2,535
標 値 単 位 件 ○特定財源

  雫石町審査会運営費負担金【投 計 年度別事業費 22,927 5,722 5,735

年

5,735 5,735
  その他】合
  資 内 特定財源 14,287 4,402 3,295 3,295 3,295
  画   指 訳 一般財源 8,640 1,320 2,440 2,440 2,440
【特別

項

会計】計
標 額 他団体事

度

 

業負担額

   

項       目

 

平成30年度 平成31

 

年度 平成32年度 平成

 

33年度 備     

目

  考
○全体事業期間

平

活 目 認定調査事業
  

成

平成20年度～平成3

実

3

3年度2,209 2,

0

319 2,435 2,

年

557
動 単 位 調査件数

度

（件）
標

指

標 値 単 位

投

平

計 年度別事業費 97,

成

825 24,107 2

3

4,459 24,55

1

1 24,708
合

資 内

年

特定財源
画

指 訳 一般財

度

源 97,825 24,

行

平

107 24,459 2

成

4,551 24,70

3

8
【特別会計】計

標 額

2

他団体事業負担額

年度 平

項    

成

   目 平成30年度

3

平成31年度 平成32

3

年度 平成33年度 備 

計

年

      考
○全体

度

事業期間活 目 趣味の教

備

室（実人数）
  平成

 

12年度～平成33年

 

度916 916 916

 

916
動 単 位 人

標
指 教

 

養講座（延参加者数）

 

700 700 700 7

 

00
標 値 単 位 人 ○特定

 

財源
  地域支援事業
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や

が、社会的環境

の変化

ね

を踏まえ、総合計画期

ら

間において、更に強化

い

推進することとなりま

（

す。

成果や効果

 

）

介護保険給付事業 高

健

齢者の生活支援及び介

や

護予防をするために必

か

要な各種サービスの利

で

用に対して

、介護保険

笑

制度による給付を行い

顔

ます。

（義務的事業）

に

継続区分 会計・款・項

あ

・目 平成30年度の事

政 ふ

業概要
介護保険制度に

れ

よる介護サービス給付

、

費、介護予防サービス

互

給付費、審査支払手継

い

続 介護
数料、高額介護

に

サービス費、特定入所

支

者介護サービス費、高

え

額医療合算介護サー
事

あ

    業    主

う

    体 ビス費の給

策 ま

付と支払を行います。

ち

高齢者支援課

【滝沢市

を

主体】

目

事     

指

  業       

し

名 事業の意図やねらい

ま

（成果や効果）

高齢者

す

保健福祉計画及び介護

 

保険事業 高齢者保健福

基

祉計画及び介護保険事

　
本

業計画に沿った３年間

施

の介護保険事業運営や

策

高齢者各種施策につい

　

て、高齢者保健福祉協

０

議会に意見を聴き、評

４

価していただ
計画策定

 

事業 くことで、事業を

 

円滑かつ効果的に実施

 

していくことを目的と

長

しています。

継続区分

　
寿

会計・款・項・目 平成

社

30年度の事業概要
３

会

年間の介護保険施設等

の

の整備や高齢者各種施

安

策について、事業を円

心

滑かつ効率継続 介護
的

と

に実施をするため、第

生

７期の高齢者保健福祉

き

計画及び介護保険事業

が

計画の進行
事    

　
い

業    主    

の

体 管理及び評価をしま

た

す。

高齢者支援課

【滝

め

沢市主体】

小

の

          

支

          

援

         計

 政策　　　０２   健やかで笑顔にあふれ、互いに支えあうま

０

ちを目指します
 基本施策　０５   住みなれた地域で暮らし続けられる地域包括ケアの実現

基本施策が４年間でめざす姿

一人一人が輝き、健やかで笑顔あふれ

事

るまちづくりのため、

 

医療、介護、予防、住

２

 

まい、生活支援が一体

 

的に提供され、多

様な

 

地域の社会資源で支え

 

あう、住みなれた地域

 

で安心して暮らし続け

 

ることのできる地域包

業

括ケアシステムの構築

 

をめざ

し、地域包括支

 

援センターの運営を活

 

発に行うとともに、在

 

 

宅医療・介護連携や認

 

知症施策の推進、生活

 

支援サービスの体

制整

 

備を図ります。

　

基本

名

施策目標の進捗状況分

事

析

地域包括ケアの実現

業

に向けては、平成21

の

年以降その考え方が示

意

され、一定程度取組を

図

進めてきたところです
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平 画

考

組みと方針のうち、平

○

成30年度の重点課題

全

支援の必要な高齢者に

体

、必要な介護予防・日

事

常生活支援総合事業や

業

他事業を利用していた

期

だけるように、十分な

間

説明と適切

な介護予防

活

支援(ケアマネジメン

目

ト)を実施していきま

平

利

す。　

用率（サービス利用

成

者数/介
  平成12

3

年度～平成33年度護

0

認定者数） 85 86 8

年

7 88
動 単 位 ％

標
指

標

度

値 単 位 ○特定財源
  

～

介護給付費負担金【国

平

】20%投 計 年度別事

成

業費 15,544,5

成
3

24 3,399,92

3

2 3,775,731

年

4,042,933 4

度

,325,938
  

（

等、調整交付金【国】

単

5%以内合
  、介護

位

給付費負担金【県】1

 

2資 内 特定財源 9,5

 

59,875 2,09

千

0,949 2,322

3

円

,073 2,486,

）

402 2,660,451
  .5%等、支払基金【その他】2画   7%指 訳 一般財源 5,984,649 1,308,973 1,453,658 1,556,531 1,665,487
【特別会計

0

】計
標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 市高齢者保健福祉協議

年

会開催回
  平成12年度～平成33年度数 2 2 3 2

動 単 位 回
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 212 47 47 71 47
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 212 47 47 71 47
【特別会計】計

標 額 他団体

項

事業負担額

度

  

項

 

       目 平成

 

30年度 平成31年度

 

平成32年度 平成33

 

年度 備       

 

考

投 計 年度別事業費 1

目

5,970,250 3

平

,541,962 3,

成

869,801 4,1

実

3

37,525 4,42

0

0,962
合

資 内 特定

年

財源 9,681,06

度

6 2,149,537

平

2,342,760 2

成

,507,283 2,

3

681,486
画

指 訳

1

一般財源 6,289,

年

184 1,392,4

度

25 1,527,04

行

平

1 1,630,242

成

1,739,476
計

3

標 額 他団体事業負担額

2

（単位  千円）

年

基本施策の

度

達成（実現）に向けた

平

基本計画期間内の取り

成

組みと方針

総合的なサ

3

ービスの提供（介護予

3

防・日常生活支援総合

計

年

事業）の実施にあたり

度

、地域での介護予防や

備

生活支援の取り組みを

 

活発化させ、高齢者が

 

住みなれた地域で健や

 

かに安心して暮らし続

 

けられる地域包括ケア

 

システムの構築を継続

 

、深化・推

進します。

 

基本計画期間内の取り
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・権利擁護事業 地域の

名

高齢者に必要な支援を

事

行うため、関係者との

業

ネットワークや地域力

の

を活か

した高齢者の実

意

態把握とサービスの情

図

報提供等初期対応、継

や

続的で専門的な相談

支

ね

援、各種サービスの調

ら

整等ワンストップ相談

 

い

を行うことで、高齢者

（

の自立支援

（義務的事

成

業） と虐待防止・早期

果

発見の体制構築を図り

や

ます。

継続区分 会計・

効

款・項・目 平成30年

果

度の事業概要
・高齢者

）

にかかる総合相談・支

滝

援継続 介護・3款・2

沢

項・1目
・高齢者の実

健

市

態把握、要援護高齢者

救

把握
事    業  

急

  主    体 ・権

医

利擁護・虐待の防止及

療

び早期発見

地域包括支

情

援センター ・相談体制

報

の情報提供・周知

【滝

キ

沢市主体】 ・盛岡広域

ッ

シルバーケアＳＯＳネ

ト

ットワーク登録　

や

配

事

付

       業  

事

     名 事業の意

業

図やねらい（成果や効

独

果）

包括的・継続的ケ

居

アマネジメント事業 在

高

宅での介護保険サービ

齢

スの中心となるケアマ

者

ネジャーの個別相談を

や

受け、困難

事例への支

か

高

援を行います。また、

齢

地域ネットワーク会議

者

等の開催を通じて、地

世

域

包括ケアの構築を目

帯

指します。

（義務的事

が

業）

継続区分 会計・款

増

・項・目 平成30年度

加

の事業概要
・地域ネッ

す

トワーク会議の開催（

る

研修、情報交換）年6

で

中

回継続 介護・3款・2

、

項・1目
・ケアマネジ

自

ャーへの個別相談、支

宅

援
事    業   

で

 主    体 ・「い

の

きいきライフを語る会

急

」の開催

地域包括支援

病

センター

【滝沢市主体

に

】

備

笑

えるため、緊急連絡先

顔

や病名、主治医、服薬

に

等の情報を入れて保管

あ

するための救急医療情

政 ふ

報キットを配

付します

れ

。救急医療情報キット

、

により、救急隊員や医

互

療機関が迅速な情報把

い

握と

対応ができるよう

に

にし、高齢者の安心と

支

安全に寄与することを

え

目指します。

継続区分

あ

会計・款・項・目 平成

う

30年度の事業概要
・

策 ま

未設置世帯への配付推

ち

進継続 一般・3款・1

を

項・4目
・対象者への

目

窓口・広報による周知

指

事    業    

し

主    体 ・一般介

ま

護予防事業等における

す

普及啓発

地域包括支援

 

センター ・既設置者へ

基

の救急医療情報更新の

　
本

周知

【滝沢市主体】

施策

事       業 

　

      名 事業の

０

意図やねらい（成果や

５

効果）

介護予防普及啓

 

発事業 介護予防に関す

 

る知識の普及や運動等

 

の実技指導を行なう教

住

室を開催することで

、

　
み

高齢者自身が自主的に

な

介護予防に向けた取り

れ

組みを実施することが

た

出来る地域

づくりを目

地

指します。

（義務的事

域

業）

継続区分 会計・款

で

・項・目 平成30年度

暮

の事業概要
・介護予防

ら

教室継続 介護・3款・

し

1項・2目
・地域リハ

　
続

ビリテーション講座
事

け

    業    主

ら

    体 ・運動機能

れ

向上教室

地域包括支援

る

センター ・栄養・口腔

地

機能改善、認知症予防

域

教室

【滝沢市主体】

包括

事       業 

ケ

      名 事業の

０
ア

意図やねらい（成果や

の

効果）

地域介護予防活

実

動支援事業 いきいきサ

現

ロンの開設により、主に高齢者の外出の機会を増やし閉じこもりを予

防し地域で交流が図られることを目的としています。また、本事業を自治会等へ

委託す

２

ることで、地域全体で介護予防に取り組む気運の醸成を図ります。

（義務的事業）

継続区分 会計・款・項・目 平

事

成30年度の事業概要

 

実施要綱に基づき、月

 

1回以上いきいきいサ

 

ロンの開設を希望する

 

自治会等に委継続 介護

 

 

・3款・1項・2目
託

 

し実施します。
事  

 

  業    主  

業

  体
地域包括支援セ

 

ンター

【滝沢市主体】

  

事       業

 

       名 事業

 

の意図やねらい（成果

 

や効果）

総合相談支援

-62-



平 画

考

,280
動 単 位 件

標
指

○

実態把握件数（ブラン

全

チ＋地域
包括支援セン

体

ターでの実態把握 1,

事

540 1,560 1,

業

580 1,580
標 値

期

単 位 件 ○特定財源
  

間

地域支援事業交付金投

活

計 年度別事業費 52,

目

776 13,063 1

平

救

3,287 13,21

急

3 13,213
  【

医

国】38.5%合
  

療

【県】19.25%資

情

内 特定財源 28,18

報

5 6,971 7,10

キ

0 7,057 7,05

ッ

7
  【介護保険料】

ト

23.0%画   指 訳

配

一般財源 24,591

成

付

6,092 6,187

数

6,156 6,156

 

【特別会計】計
標 額 他

 

団体事業負担額

平成2

項     

3

  目 平成30年度 平

年

成31年度 平成32年

度

度 平成33年度 備  

3

～

     考
○全体事

平

業期間活 目 ケアマネジ

成

ャー後方支援対応件
 

3

 平成18年度～平成

3

33年度数 105 11

年

0 115 120
動 単 位

度

件
標

指 地域ネットワー

4

ク会議の開催
6 6 6 6

2

標 値 単 位 回 ○特定財源

0

  地域支援事業交付

0

4

金投 計 年度別事業費 1

3

6,116 4,029

0

4,029 4,029

4

4,029
  【国】

4

38.5%合
  【県

0

】19.25%資 内 特

4

定財源 2,465 61

5

6 616 617 616

0

  【介護保険料】2

動

3.0%画   指 訳 一

年

単

般財源 13,651 3

位

,413 3,413 3

人

,412 3,413
【

標

特別会計】計
標 額 他団

指

体事業負担額

標 値 単 位

投

度

計 年度別事業費 858

～

212 214 216 2

平

16
合

資 内 特定財源
画

成

指 訳 一般財源 858 2

成
3

12 214 216 21

3

6
計

標 額 他団体事業負

年

担額

度

（

項

単

       目 平成

位

30年度 平成31年度

 

平成32年度 平成33

 

年度 備       

千

考
○全体事業期間活 目

3

円

介護予防教室参加実人

）

員
  平成18年度～平成33年度860 900 940 980

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  地域支援事業交付金投 計 年度別事業費 54,535 13,630 13,633 13,636 13,6

0

36
  【国】25.0%合
  【県】12.5%資 内 特定財源 35,176 8,791 8,793 8,796 8,796
  【支払基金】27.0%画   【介護保険料】23.0%指 訳 一般財源 19,359 4,839

年

4,840 4,840 4,840
【特別会計】計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33

項

年度 備       

度

 

考
○全体事業期間活 目

 

いきいきサロン開催カ

 

所　
  平成12年度

 

～平成33年度30 3

 

1 31 31
動 単 位 カ所

 

標
指 利用延べ人数

26

 

,300 26,400

目

26,500 26,6

平

00
標 値 単 位 人 ○特定

成

財源
  地域支援事業

実

3

交付金投 計 年度別事業

0

費 19,204 4,8

年

01 4,801 4,8

度

01 4,801
  【

平

国】25.0%合
  

成

【県】12.5%資 内

3

特定財源 12,387

1

3,097 3,097

年

3,097 3,096

度

  【支払基金】27

行

平

.0%画   【介護保

成

険料】23.0%指 訳

3

一般財源 6,817 1

2

,704 1,704 1

年

,704 1,705
【

度

特別会計】計
標 額 他団

平

体事業負担額

成33

項      

計

年

 目 平成30年度 平成

度

31年度 平成32年度

備

平成33年度 備   

 

    考
○全体事業

 

期間活 目 総合相談件数

 

（地域包括支援セ
  

 

平成18年度～平成3

 

3年度ンターでの総相

 

談件数） 1,240 1

 

,260 1,280 1
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共通した課題を把握し

名

、必要なサー

ビスの検

事

討を進めていくことで

業

、関係機関との連携・

の

協力体制を構築、支援

意

体制

づくりにつなぎ、

図

地域包括ケアシステム

や

の構築推進を図ります

ね

。

（義務的事業）

継続

ら

区分 会計・款・項・目

 

い

平成30年度の事業概

（

要
・地域ケア会議の開

成

催（年8回）継続 介護

果

・3款・2項・1目

事

や

    業    主

効

    体
地域包括支

果

援センター

【滝沢市主

）

体】

認

事      

知

 業       名

健

症

事業の意図やねらい（

総

成果や効果）

家族介護

合

支援事業 高齢者を介護

支

している家族等の身体

援

的、精神的負担の軽減

事

と介護者の様々なニー

業

ズに対応するため、介

認

護教室を開催し、安全

知

で快適な在宅生活が継

症

続できるよう

支援しま

や

に

す。

継続区分 会計・款

な

・項・目 平成30年度

っ

の事業概要
家族介護者

て

教室開催6回（社会福

も

祉法人等委託5回・市

住

主催1回）継続 介護・

み

3款・2項・2目

事 

慣

   業    主 

れ

   体
地域包括支援

た

センター

【滝沢市主体

か

地

】

域で生活を継続でき

で

るよう、医療・介護及

笑

び生活

支援等の連携強

顔

化や地域における支援

に

体制の構築を図ります

あ

。

（義務的事業）

継続

政 ふ

区分 会計・款・項・目

れ

平成30年度の事業概

、

要
・認知症サポーター

互

養成講座　※総合相談

い

事業・権利擁護事業か

に

ら移行継続 介護・3款

支

・2項・1目
・認知症

え

地域支援推進員の配置

あ

（相談支援や支援体制

う

の構築）
事    業

策 ま

    主    体

ち

・地域密着型サービス

を

事業所等での在宅生活

目

継続のための相談

地域

指

包括支援センター ・認

し

知症ケアに携わる多職

ま

種協働研修

【滝沢市主

す

体】 ・認知症初期集中

 

支援チームによる支援

基
　

本

事       業

施

       名 事業

策

の意図やねらい（成果

　

や効果）

在宅医療・介

０

護連携推進事業 地域包

５

括ケアの実現を目指し

 

、在宅医療と介護を包

 

括的、継続的に提供し

 

ていく

ために、地域の

住

医療・介護等の関係機

　
み

関との連携を十分に図

な

り、多職種協働によ

る

れ

医療と介護の円滑な提

た

供体制の構築を図りま

地

す。

（義務的事業）

継

域

続区分 会計・款・項・

で

目 平成30年度の事業

暮

概要
・地域の在宅医療

ら

・介護連携を支援する

し

相談窓口の運営継続 介

　
続

護・3款・2項・1目

け

・医療、介護関係者等

ら

研修会の実施
事   

れ

 業    主   

る

 体 ・地域住民への普

地

及啓発講演会の開催

地

域

域包括支援センター

【

包

滝沢市主体】

括

事  

ケ

     業    

０
ア

   名 事業の意図や

の

ねらい（成果や効果）

実

生活支援体制整備事業

現

介護予防・日常生活支援総合事業を実施していくにあたり、地域の人材の活用や

様々な主体による多様なサービスを提供できるよう、地域課題の把握、事業

２

の調

査検討・基盤整備を行います。

（義務的事業）

継続区分 会計・款・項・目 平成30年度の事業概要
・生活支

事

援コーディネーターの

 

配置継続 介護・3款・

 

2項・1目
・地域支え

 

合い連絡会（協議体）

 

の開催
事    業 

 

 

   主    体
地

 

域包括支援センター

【

 

滝沢市主体】

業

事  

 

     業    

 

   名 事業の意図や

 

ねらい（成果や効果）

 

地域ケア会議推進事業

 

個別ケースの支援内容

 

検討を通じて、地域に
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平 画

考

成33年度 備    

○

   考
○全体事業期

全

間活 目 地域ケア会議の

体

開催
  平成29年度

事

～平成33年度8 8 8

業

8
動 単 位 回

標
指

標 値 単

期

位 ○特定財源
  地域

間

支援事業交付金投 計 年

活

度別事業費 1,848

目

462 462 462 4

平

認

62
  【国】38.

知

5%合
  【県】19

症

.25%資 内 特定財源

サ

1,068 267 26

ポ

7 267 267
  【

ー

介護保険料】23.0

タ

%画   指 訳 一般財源

ー

780 195 195 1

養

95 195
【特別会計

成

】計
標 額 他団体事業負

成

講

担額

座
 

項

 

       目 平成

平

30年度 平成31年度

成

平成32年度 平成33

2

年度 備       

6

考
○全体事業期間活 目

年

家族介護者教室開催回

度

数
  平成18年度～

3

～

平成33年度6 6 6 6

平

動 単 位 回
標

指 家族介護

成

者教室参加人数
120

3

120 120 120
標

3

値 単 位 人 ○特定財源
 

年

 地域支援事業交付金

度

投 計 年度別事業費 53

1

6 134 134 134

6

134
  【国】38

1

.5%合
  【県】1

0

8

9.25%資 内 特定財

1

源 311 77 78 78

8

78
  【介護保険料

1

】23.0%画   指

8

訳 一般財源 225 57

動

56 56 56
【特別会

単

計】計
標 額 他団体事業

位

負担額

回
標

年

指 認知症相談件数（認

度

知症まちか
ど相談室相

～

談件数含む） 90 90

平

90 90
標 値 単 位 件 ○

成

特定財源
  地域支援

成
3

事業交付金投 計 年度別

3

事業費 11,936 2

年

,984 2,984 2

度

,984 2,984
 

（

 【国】38.5%合

単

  【県】19.25

位

%資 内 特定財源 6,8

 

96 1,724 1,7

 

24 1,724 1,7

千

24
  【介護保険料

3

円

】23.0%画   指

）

訳 一般財源 5,040 1,260 1,260 1,260 1,260
【特別会計】計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平

0

成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 普及啓発講演会の開催回数
  平成28年度～平成33年度1 1 1 1

動 単 位 回
標

指 多職種による研修会
3 3 3 3

標 値 単 位 回 ○特定財源
  地域支

年

援事業交付金投 計 年度別事業費 24,000 6,000 6,000 6,000 6,000
  【国】38.5%合
  【県】19.25%資 内 特定財源 13,860 3,465 3,465 3,465 3

項

,465
  【介護保

度

 

険料】23.0%画  

 

 指 訳 一般財源 10,

 

140 2,535 2,

 

535 2,535 2,

 

535
【特別会計】計

 

標 額 他団体事業負担額

 目 平

項  

成

     目 平成30

実

3

年度 平成31年度 平成

0

32年度 平成33年度

年

備       考
○

度

全体事業期間活 目 協議

平

体会議開催回数
  平

成

成28年度～平成33

3

年度2 2 2 2
動 単 位 回

1

標
指

標 値 単 位 ○特定財

年

源
  地域支援事業交

度

付金投 計 年度別事業費

行

平

17,616 2,96

成

4 4,884 4,88

3

4 4,884
  【国

2

】38.5%合
  【

年

県】19.25%資 内

度

特定財源 10,171

平

1,711 2,820

成

2,820 2,820

3

  【介護保険料】2

3

3.0%画   指 訳 一

計

年

般財源 7,445 1,

度

253 2,064 2,

備

064 2,064
【特

 

別会計】計
標 額 他団体

 

事業負担額

   

項       

 

目 平成30年度 平成3

 

1年度 平成32年度 平
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 名 事業の意図やねら

 

い（成果や効果）

介護

健

相談員派遣事業 介護相

や

談員を介護施設・介護

か

サービス提供事業所に

で

派遣し、施設入所者・

笑

サービ

ス利用者等の相

顔

談を通して第三者の視

に

点で施設・事業所と利

あ

用者の橋渡しを行い

ま

政 ふ

す。このことにより、

れ

入所者、利用者の苦情

、

等の未然防止、事業所

互

の資質向上

に資するこ

い

とを目的とします。

継

に

続区分 会計・款・項・

支

目 平成30年度の事業

え

概要
・介護相談員2名

あ

、15施設へ派遣継続

う

介護・3款・2項・2

策 ま

目
・介護相談員連絡会

ち

議の開催（年1回）
事

を

    業    主

目

    体
地域包括支

指

援センター

【滝沢市主

し

体】

ま

事      

す

 業       名

 

事業の意図やねらい（

基

成果や効果）

成年後見

　
本

制度利用支援事業 判断

施

能力に欠ける高齢者の

策

財産管理・身上監護の

　

ため、親族の支援が得

０

られない

高齢者の成年

５

後見人等申立を市が行

 

い、また、成年後見人

 

等の報酬費用補助をす

 

ることで、高齢者の権

住

利擁護に寄与すること

　
み

を目指します。

継続区

な

分 会計・款・項・目 平

れ

成30年度の事業概要

た

・成年後見人の申立及

地

び支援継続 介護・3款

域

・2項・2目
・後見人

で

報酬の費用補助
事  

暮

  業    主  

ら

  体 ・成年後見制度

し

の普及啓発

地域包括支

　
続

援センター

【滝沢市主

け

体】

ら

事      

れ

 業       名

る

事業の意図やねらい（

地

成果や効果）

介護予防

域

・日常生活支援総合事

包

業 高齢者が住み慣れた

括

地域で安心して暮らし

ケ

続けられるようにする

０
ア

ため、市民等多

様な主

の

体による様々なサービ

実

スを提供できるように

現

することで、一般高齢者や要

支援者等に対する効果的かつ効率的な支援を可能とすることを目指します。

（義務的事業）

継続区分 会計・款・項・目 平成30

２

年度の事業概要
介護予防・生活支援サービスや一般介護予防事業が多様な主体で実施されるよう継続 介護
継続的

事

に検討をしていきます

 

。
事    業   

 

 主    体
地域包

 

括支援センター

【滝沢

 

市主体】

小  

 

 

          

 

          

 

       計

業      
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平 画

考
○全体事業期間活 目

平

訪問施設数
  平成1

成

3年度～平成33年度

3

15 16 17 18
動 単

0

位 カ所
標

指 介護相談員

年

数
2 2 2 2

標 値 単 位 人

度

○特定財源
  地域支

～

援事業交付金投 計 年度

平

別事業費 3,770 8

成

82 952 968 96

成
3

8
  【国】38.5

3

%合
  【県】19.

年

25%資 内 特定財源 2

度

,177 509 549

（

559 560
  【介

単

護保険料】23.0%

位

画   指 訳 一般財源 1

 

,593 373 403

 

409 408
【特別会

千

計】計
標 額 他団体事業

3

円

負担額

）

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 成年後見制度利用支援をした数
  平成2

0

1年度～平成33年度2 3 3 3
動 単 位 人

標
指

標 値 単 位 ○特定財源
  地域支援事業交付金投 計 年度別事業費 2,268 567 567 567 567
  【国】38.5%合
  【県】19.25%資 内 特定財源 1,308 32

年

7 327 327 327
  【介護保険料】23.0%画   指 訳 一般財源 960 240 240 240 240
【特別会計】計

標 額 他団体事業負担額

項

項       

度

 

目 平成30年度 平成3

 

1年度 平成32年度 平

 

成33年度 備    

 

   考
○全体事業期

 

間活 目 サービス等調査

 

検討の回数
  平成2

 

9年度～平成31年度

目

4 4 0 0
動 単 位 回

標
指

平

標 値 単 位

投 計 年度別事

成

業費
合

資 内 特定財源
画

実

3

指 訳 一般財源 【特別会

0

計】計 ＜ゼロ予算事業

年

＞標 額 他団体事業負担

度

額

平成

項  

3

     目 平成30

1

年度 平成31年度 平成

年

32年度 平成33年度

度

備       考

投

行

平

計 年度別事業費 205

成

,463 49,728

3

51,947 51,8

2

94 51,894
合

資

年

内 特定財源 114,0

度

04 27,555 28

平

,836 28,807

成

28,806
画

指 訳 一

3

般財源 91,459 2

3

2,173 23,11

計

年

1 23,087 23,

度

088
計

標 額 他団体事

備

業負担額
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福

療体

制を確保し、各市

感

町の住民の安心と健や

を

かな暮らしの実現を図

育

ります。

継続区分 会計

む

・款・項・目 平成30

環

年度の事業概要
・本市

境

を含めた５市町で構成

づ

する岩手西北医師会管

く

内休日救急当番医制事

り

業運営継続 一般・4款

 

」

・1項・1目
協議会が

を

岩手西北医師会に事業

目

を委託して実施します

指

。
事    業   

す

 主    体 ・構成

こ

市町が協議会に負担金

と

を納入し、本事業を実

と

施します。

健康推進課

し

・岩手西北医師会管内

て

休日救急当番医制事業

健

い

運営協議会負担金　2

ま

,226千円

【他団体

す

事業主体】

管内休日救

。

急当番医制事業運営協

同

議会

計

事      

画

 業       名

の

事業の意図やねらい（

ア

成果や効果）

二次救急

ン

対策事業 夜間等の救急

や

ケ

患者や入院加療を必要

ー

とする重症者の受入先

ト

として盛岡保健医療圏

に

（盛岡市・八幡平市・

お

滝沢市・雫石町・岩手

い

町・葛巻町・紫波町・

て

矢巾町）の二

次救急医

、

療体制を確保し、地域

幸

住民の安心と健やかな

福

暮らしの実現を図りま

か

感

す。

継続区分 会計・款

を

・項・目 平成30年度

判

の事業概要
・盛岡保健

断

医療圏8市町が負担金

す

を拠出し、盛岡地区二

る

次救急医療対策委員会

重

に継続 一般・4款・1

要

項・1目
下記4事業を

事

委託しています。盛岡

項

市が事務局となり、二

で

と

次救急医療運営補助事

し

事    業    

て

主    体 業を実施

最

します。

健康推進課 ・

も

病院群輪番制病院運営

高

事業費補助事業負担金

か

1,016千円、盛岡

っ

地区二次救急医

【協働

た

事業】 療対策委員会運

の

営費補助事業負担金6

笑

が

00千円、病院群輪番

「

制病院設備整備事業費

心

盛岡保健医療圏構成8

身

市町 補助事業負担金8

の

56千円、小児救急医

健

療支援事業費補助事業

康

負担金584千円

」とい

顔

う結果でした。市民が

に

幸せを感じながら笑顔

あ

で暮

らすためには、「

政 ふ

心身の健康」は大切な

れ

条件の一つであり、ま

、

た、病気や障がいがあ

互

っても、その人の考え

い

る健康の実現は

、その

に

人らしく豊かな人生を

支

送るために重要です。

え

市民一人一人が健康に

あ

関心を持って、生涯を

う

通じて主体的な健康づ

策 ま

くり

に取り組めるよう

ち

な環境を整備するとと

を

もに、個人や家庭だけ

目

ではなく、自治会等の

指

地域や関係機関、行政

し

が一体となって

互いに

ま

支え合いながら健康な

す

地域、健康な滝沢市を

 

目指します。

基本施策

基

目標の進捗状況分析

・

　
本

自分が心身ともに元気

施

と感じている人の割合

策

　：　平成27年度5

　

7.0％・平成31年

０

度目標値60.5％

・

６

健康づくりに取り組ん

 

でいる人の割合　：　

 

平成27年度58.2

 

％・平成31年度目標

笑

値66％

・健康づくり

　
顔

支援者が企画した健康

輝

教室の開催回数　：　

く

平成27年度86回・

健

平成31年度目標値9

康

1回

・子育ての悩みや

づ

不安を相談できる人が

く

いる（いた）人の割合

り

　：　平成27年度5

へ

8.1％・平成31年

の

度目標値63％

・子供

　
支

が大切に育てられてい

援

ると感じている人の割合　：　平成28年度75.0％・平成31年度目標値78％

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効

基

果）

患者輸送車運行事

０

本

業 無医地区である姥屋

施

敷及び柳沢地域の市民

策

が医療機関を受診する

が

ための交通手段

を確保

４

し、早期受診・治療を

年

行うことにより、地域

間

住民の健康の保持増進

で

を図る

ことを目的とし

め

ています。

継続区分 会

ざ

計・款・項・目 平成3

２

す

0年度の事業概要
・姥

姿

屋敷・柳沢路線とも週

第

1日1往復運行します

１

。継続 一般・4款・1

次

項・1目
・患者輸送車

滝

の運行は市運転技士が

沢

行います。
事    

市

業    主    

総

体 ・交通政策関係課と

合

情報共有を図ります。

 

計

健康推進課

【滝沢市主

画

体】

に

事      

お

 業       名

い

事業の意図やねらい（

て

成果や効果）

在宅救急

市

当番医制事業 本市及び

は

八幡平市・岩手郡内3

「

町の休日（日曜・祝日

幸

）の日中の初期救急医
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平 画

る

業費 9,072 2,2

よ

26 2,257 2,2

う

82 2,307
合

資 内

、

特定財源
画

指 訳 一般財

概

源 9,072 2,22

ね

6 2,257 2,28

4

2 2,307
計

標 額 他

0

団体事業負担額

歳か

平

ら

項     

6

  目 平成30年度 平

4

成31年度 平成32年

歳

度 平成33年度 備  

ま

     考
○全体事

で

業期間活 目 病院群輪番

の

制病院数
  平成30

成

年度～平成33年度1

人

2 12 12 12
動 単 位

を

箇所
標

指 小児救急輪番

成

対

制病院数
5 5 5 5

標 値

象

単 位 箇所

投 計 年度別事

と

業費 12,311 3,

し

056 3,085 3,

、

085 3,085
合

資

が

内 特定財源
画

指 訳 一般

ん

財源 12,311 3,

検

056 3,085 3,

診

085 3,085
計

標

を

額 他団体事業負担額

3

含む各種検診事業を実

0

施するとともに、健康

年

教育・相談、広報、ホ

度

ームページ等、多様な

～

機会をとらえて健康知

平

識

の普及啓発等を行い

成

、市民が健康づくりを

成
3

進めやすくするための

3

環境を整備してまいり

年

ます。

・地域で中心と

度

なって健康づくりをす

（

すめる「健康づくり支

単

援者」の養成や育成に

位

努めます。また、地域

 

と連携した健康づ

くり

 

をすすめるための話し

千

合いの機会や協働での

3

円

健康づくり事業を行っ

）

てまいります。

※健康づくり支援者：保健推進員、食生活改善推進員、運動普及推進員等

・生まれてきた全ての子どもが健やかに育つよう、乳幼児健康診査、予防接種等の健康支

基

援とともに、乳児全戸

0

本

訪問等の育

児支援事業

施

を通し、安心して子育

策

てができるよう支援し

の

て参ります。

基本計画

達

期間内の取り組みと方

成

針のうち、平成30年

（

度の重点課題

・自治会

実

等地域や団体等との連

現

携を強化した健康づく

）

りの推進（健康づくり

年

に

に関する宣言）

・各種

向

健診の受けやすい環境

け

づくりに向けた改善の

た

取り組みと検証

・健康

基

づくりに関する情報提

本

供の拡大と、健康づく

計

り支援者等健康づくり

画

に関わる市民の増員と

期

資質の向上

・妊娠・出

間

産への支援の充実（子

度

内

育て世代包括支援セン

の

ターの体制整備）

・乳

取

児全戸訪問事業の継続

り

とフォロー体制の強化

組

・育児支援事業の充実

みと方

項  

針

     目 平成30

・

年度 平成31年度 平成

実

自

32年度 平成33年度

分

備       考
○

の

全体事業期間活 目 1日

健

あたりの平均乗車人数

康

  昭和42年度～平

状

成33年度8 8 8 8
動

態

単 位 人
標

指 1年間の利

を

用延人数
700 700

把

700 700
標 値 単 位

握

人

投 計 年度別事業費 6

行

し

76 157 173 17

主

3 173
合

資 内 特定財

体

源
画

指 訳 一般財源 67

的

6 157 173 173

に

173
計

標 額 他団体事

健

業負担額

康づく

項       目

り

平成30年度 平成31

計

に

年度 平成32年度 平成

取

33年度 備     

り

  考
○全体事業期間

組

活 目 休日当番医取扱い

む

患者数（滝沢
  昭和

こ

53年度～平成33年

と

度市分） 1,900 1

が

,900 1,900 1

で

,900
動 単 位 人

標
指

き

標 値 単 位

投 計 年度別事
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成

ルス検査を受けたこと

果

がな

健康推進課 い人が

や

対象）

【滝沢市主体】

効

・後期高齢者歯科健康

果

診査（76歳の後期高

）

齢者医療被保険者が対

市

象）

※いずれの健診も

町

指定医療機関での個別

村

健康診査です。

医

事 

 

師

      業   

養

    名 事業の意図

成

やねらい（成果や効果

事

）

肺がん検診事業 肺が

業

ん及び結核等の胸部疾

岩

患の早期発見・早期治

手

療を目指し、肺がん検

県

診を実施

することによ

及

り、肺がんによる死亡

び

の減少を図ります。

継

健

岩

続区分 会計・款・項・

手

目 平成30年度の事業

県

概要
対象：40歳以上

内

の市民 継続 一般・4

市

款・1項・2目
内容：

町

胸部Ｘ線ＤＲ撮影（二

村

重読影）を集団検診で

が

実施します。
事   

負

 業    主   

担

 体 時期：10月～1

や

金

1月　 場所：市内主

を

要施設

健康推進課 その

出

他：広報・ホームペー

し

ジなどを活用し、生活

合

習慣の改善などによる

い

予防の大

【滝沢市主体

、

】 切さを普及・啓発し

将

ます。

来

事     

県

  業       

か

立

名 事業の意図やねらい

病

（成果や効果）

胃がん

院

検診事業 胃がん及び消

及

化器疾患の早期発見・

び

早期治療を目指し、胃

市

がん検診を実施するこ

町

とにより、胃がんによ

村

る死亡の減少を図りま

立

す。

継続区分 会計・款

病

・項・目 平成30年度

で

院

の事業概要
対象：40

等

歳以上の市民 継続 一

の

般・4款・1項・2目

業

内容：胃部Ｘ線間接撮

務

影を集団検診で実施し

に

ます。
事    業 

従

   主    体 時

事

期：6～7月　 場所

し

：市内主要施設

健康推

よ

進課 その他：広報・ホ

笑

う

ームページなどを活用

と

し、生活習慣の改善な

す

どによる予防の大

【滝

る

沢市主体】 切さを普及

者

・啓発します。

・岩手

に

県対ガン協会会費(1

対

0千円）

して修

顔

学資金の貸付を行い、

に

県内における医

師の確

あ

保を目指します。

継続

政 ふ

区分 会計・款・項・目

れ

平成30年度の事業概

、

要
岩手県国民健康保険

互

団体連合会が実施して

い

いる「市町村医師養成

に

事業」に負担金継続 一

支

般・4款・1項・1目

え

を納付することにより

あ

、将来県立病院及び市

う

町村立病院等の業務に

策 ま

従事しようと
事   

ち

 業    主   

を

 体 する者に対して修

目

学資金の貸付を行いま

指

す。

健康推進課 ・市町

し

村医師養成事業負担金

ま

　3,736千円

【他

す

団体事業主体】

岩手県

 

国民健康保険団体連合

基

会

　
本

事       

施

業       名 事

策

業の意図やねらい（成

　

果や効果）

公的病院等

０

助成事業 本市を含む盛

６

岡保健医療圏の二次救

 

急・小児救急医療等を

 

担っている公的病院等

 

（盛岡赤十字病院・岩

笑

手医科大学附属病院・

　
顔

もりおかこども病院）

輝

に対し、特別

交付税措

く

置を活用した財政支援

健

を行うことにより、現

康

在の地域医療及び救急

づ

医療

体制を堅持するこ

く

とができます。

継続区

り

分 会計・款・項・目 平

へ

成30年度の事業概要

の

公的病院等への助成事

　
支

業負担金継続 一般・4

援

款・1項・1目
・救急医療支援事業運営費　　　　922,631円

事    業    主    体 ・小児医療支援事業運営費　　　1,549,962円

健康推進課 ・小児救急医療支援事業運営

０

費　　382,287円　　　合計　2,855千円　

【協働事業

事

】

盛岡保健医療圏構成

 

8市町

 

事     

 

  業       

 

名 事業の意図やねらい

 

（成果や効果）

基本・

 

長寿健康診査事業 生活

２

 

習慣病等の予防、早期

業

発見・早期治療を目指

 

し、基本健康診査や長

 

寿健康診

査等を実施す

 

ることにより、生活習

 

慣の改善と適切な治療

 

に結びつけます。

（義

 

務的事業）

継続区分 会

 

計・款・項・目 平成3

名

0年度の事業概要
・基

 

事

本健康診査（40歳以

業

上の生活保護受給者が

の

対象）継続 一般・4款

意

・1項・2目
・長寿健

図

康診査（後期高齢者医

や

療被保険者が対象）
事

ね

    業    主

ら

    体 ・肝炎ウイ

い

ルス検査（40歳以上

（

の滝沢市民で肝炎ウイ
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平 画

考

80
標 値 単 位 人 ○特定

○

財源
  各種健康診査

全

受診者自己負担投 計 年

体

度別事業費 48,02

事

8 11,826 12,

業

049 12,067 1

期

2,086
  金【そ

間

の他】合
  資 内 特定

活

財源 5,356 1,3

目

35 1,338 1,3

平

岩

40 1,343
  画

手

  指 訳 一般財源 42

県

,672 10,491

国

10,711 10,7

民

27 10,743
計

標

健

額 他団体事業負担額

康保険

項   

団

    目 平成30年

成

体

度 平成31年度 平成3

連

2年度 平成33年度 備

合

       考
○全

会

体事業期間活 目 受診率

 

  昭和38年度～平

 

成33年度36 37 3

平

8 39
動 単 位 ％

標
指 受

成

診者数
4,510 4,

2

520 4,530 4,

0

540
標 値 単 位 人 ○特

3

年

定財源
  各種健康診

度

査受診者自己負担投 計

～

年度別事業費 96,1

平

12 23,739 23

成

,782 24,270

3

24,321
  金【

3

その他】合
  資 内 特

年

定財源 14,714 3

度

,668 3,675 3

市

,682 3,689
 

0

町

 画   指 訳 一般財源

村

81,398 20,0

医

71 20,107 20

師

,588 20,632

養

計
標 額 他団体事業負担

成

額

事業貸付

年

者人数 139 154 1

度

69 184
動 単 位 人

標

～

指

標 値 単 位 ○特定財源

平

  公益財団法人岩手

成

県市町村振投 計 年度別

成
3

事業費 16,339 3

3

,736 4,201 4

年

,201 4,201
 

度

 興協会市町村医師養

（

成事業助合
  成金【

単

その他】資 内 特定財源

位

2,769 330 81

 

3 813 813
  画

 

  指 訳 一般財源 13

千

,570 3,406 3

3

円

,388 3,388 3

）

,388
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期

0

間活 目 助成を受けている病院数
  平成30年度～平成33年度3 3 3 3

動 単 位 箇所
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 11,420 2,855 2,855 2,855 2,855
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 11,420 2,

年

855 2,855 2,855 2,855
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備

項

       考
○全

度

 

体事業期間活 目 受診率

 

（生活保護を受けてい

 

る
  昭和37年度～

 

平成33年度者） 21

 

22 23 24
動 単 位 ％

 

標
指 受診率（後期高齢

 

者医療受給者
） 60 6

目

0 60 60
標 値 単 位 ％

平

○特定財源
  健康増

成

進事業費補助金投 計 年

実

3

度別事業費 126,6

0

29 30,154 31

年

,174 32,147

度

33,154
  【県

平

】（基準額の2/3）

成

合
  岩手県後期高齢

3

者医療広域連資 内 特定

1

財源 57,464 13

年

,442 14,045

度

14,674 15,3

行

平

03
  合保健事業費

成

等補助金【その画   

3

他】指 訳 一般財源 69

2

,165 16,712

年

17,129 17,4

度

73 17,851
計

標

平

額 他団体事業負担額

成33

項   

計

年

    目 平成30年

度

度 平成31年度 平成3

備

2年度 平成33年度 備

 

       考
○全

 

体事業期間活 目 受診率

 

  平成5年度～平成

 

33年度39 40 41

 

42
動 単 位 ％

標
指 受診

 

者数
5,650 5,6

 

60 5,670 5,6
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成

粗しょう症予防検診事

果

業 骨粗しょう症の早期

や

発見・早期治療を目指

効

し、生活習慣の改善を

果

図る機会の提供

ととも

）

に、骨粗しょう症が原

大

因の寝たきりの発生を

腸

予防します。

継続区分

が

会計・款・項・目 平成

ん

30年度の事業概要
・

 

検

20歳以上の女性の希

診

望者を対象に、超音波

事

による踵骨の骨強度測

業

定及び判定を継続 一般

大

・4款・1項・2目
行

腸

うとともに、生活習慣

が

の改善などによる予防

ん

の大切さを普及・啓発

及

します。
事    業

び

    主    体

健

消

・検診は、毎年実施す

化

る必要がなく（概ね５

器

年に１回）対象者も限

疾

定されている

健康推進

患

課 ことから、検診費用

の

は全額自己負担とし、

早

希望者に実施します。

期

【滝沢市主体】

発

事 

見

      業   

や

・

    名 事業の意図

早

やねらい（成果や効果

期

）

成人歯科健康診査事

治

業 歯周病をはじめとす

療

る歯科疾患の予防及び

を

早期発見・治療を目的

目

に実施します。

また、

指

歯科健康診査を契機と

し

し、本人はもとより、

、

生まれてくる子どもに

か

大

ついて

も、かかりつけ

腸

歯科医を持つことを推

が

進します。

継続区分 会

ん

計・款・項・目 平成3

検

0年度の事業概要
対象

診

：妊産婦（産後1年ま

を

で）継続 一般・4款・

実

1項・2目
内容：歯科

施

健康診査
事    業

す

    主    体

で

る

期間：4月～3月

健康

こ

推進課 場所：市内委託

と

歯科医療機関

【滝沢市

に

主体】

より、大腸が

笑

んによる死亡の減少を

顔

図ります。

継続区分 会

に

計・款・項・目 平成3

あ

0年度の事業概要
対象

政 ふ

：40歳以上の市民継

れ

続 一般・4款・1項・

、

2目
内容：便潜血反応

互

検査2日法を集団検診

い

で実施します。
事  

に

  業    主  

支

  体 時期：6～7月

え

　

健康推進課 場所：市

あ

内主要施設

【滝沢市主

う

体】 その他：広報・ホ

策 ま

ームページなどを利用

ち

し、生活習慣の改善な

を

どによる予防の大

切さ

目

を普及・啓発します。

指し

事       業

ま

       名 事業

す

の意図やねらい（成果

 

や効果）

婦人病検診事

基

業 子宮頸がん及び乳が

　
本

んの早期発見・早期治

施

療を目指し、婦人病検

策

診を実施するこ

とによ

　

り、子宮頸がん及び乳

０

がん等による死亡の減

６

少を図ります。

継続区

 

分 会計・款・項・目 平

 

成30年度の事業概要

 

子宮頸部がん検診：2

笑

0歳以上の隔年の女性

　
顔

及び前年度の未受診者

輝

を対象に視診・継続 一

く

般・4款・1項・2目

健

内診・子宮頸部細胞診

康

を集団検診と個別検診

づ

で実施します。
事  

く

  業    主  

り

  体 乳がん検診：4

へ

0歳以上の隔年の女性

の

及び前年度の未受診者

　
支

を対象に乳房エックス

援

健康推進課 線撮影・乳房超音波検査（40歳代のみ）を集団検診と個別検診で実施します。広

【滝沢市主体】 報・ホームページ・リーフレット配布などを活用し、生活習慣の改善などによる

予防の大切

０

さを普及・啓発していきます。

事    

事

   業      

 

 名 事業の意図やねら

 

い（成果や効果）

前立

 

腺がん検診事業 前立腺

 

がん及び前立腺疾患の

 

早期発見・早期治療を

 

目指し、前立腺がん検

２

 

診（Ｐ

ＳＡ検査）を実

業

施することにより、前

 

立腺がんによる死亡の

 

減少を図ります。

継続

 

区分 会計・款・項・目

 

平成30年度の事業概

 

要
50歳以上の男性の

 

希望者を対象に、前立

 

腺がん検診（ＰＳＡ検

名

査）を市内指定医継続

 

事

一般・4款・1項・2

業

目
療機関にて個別検診

の

で実施します。
事  

意

  業    主  

図

  体
健康推進課

【滝

や

沢市主体】

ね

事   

ら

    業     

い

  名 事業の意図やね

（

らい（成果や効果）

骨
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平 画

考

内 特定財源
画

指 訳 一般

○

財源 44 11 11 11

全

11
計

標 額 他団体事業

体

負担額

事業期

項       目 平

間

成30年度 平成31年

活

度 平成32年度 平成3

目

3年度 備      

平

受

 考
○全体事業期間活

診

目 受診者数
  平成3

率

0年度～平成33年度

 

200 220 220 2

 

20
動 単 位 人

標
指

標 値

平

単 位

投 計 年度別事業費

成

2,150 500 55

4

0 550 550
合

資 内

年

特定財源
画

指 訳 一般財

度

源 2,150 500 5

成

～

50 550 550
計

標

平

額 他団体事業負担額

成33年度36 3

3

7 38 39
動 単 位 ％

標

0

指 受診者数
6,650

年

6,660 6,670

度

6,680
標 値 単 位 人

～

○特定財源
  各種健

平

康診査受診者自己負担

成

投 計 年度別事業費 40

成
3

,499 10,003

3

10,033 10,2

年

24 10,239
  

度

金【その他】合
  資

（

内 特定財源 6,012

単

1,500 1,502

位

1,504 1,506

 

  画   指 訳 一般財

 

源 34,487 8,5

千

03 8,531 8,7

3

円

20 8,733
計

標 額

）

他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 子宮頸が

0

ん検診受診率
  昭和39年度～平成33年度28 29 30 31

動 単 位 ％
標

指 乳がん検診受診率
32 33 34 35

標 値 単 位 ％ ○特定財源
  新たなステージに入ったがん投 計 年度別事業費 119,198 29,363 29,

年

945 29,945 29,945
  検診の総合支援事業費補助金合
  【県】(基準額の1/2） 資 内 特定財源 14,009 3,311 3,566 3,566 3,566
  各種健康診査受診者自

項

己負担画   金【その

度

 

他】指 訳 一般財源 10

 

5,189 26,05

 

2 26,379 26,

 

379 26,379
計

 

標 額 他団体事業負担額

  目

項  

平

     目 平成30

成

年度 平成31年度 平成

実

3

32年度 平成33年度

0

備       考
○

年

全体事業期間活 目 受診

度

者数
  平成23年度

平

～平成33年度1,8

成

00 1,820 1,8

3

40 1,860
動 単 位

1

人
標

指

標 値 単 位

投 計 年

年

度別事業費 10,70

度

2 2,578 2,69

行

平

3 2,708 2,72

成

3
合

資 内 特定財源
画

指

3

訳 一般財源 10,70

2

2 2,578 2,69

年

3 2,708 2,72

度

3
計

標 額 他団体事業負

平

担額

成3

項

3

       目 平成

計

年

30年度 平成31年度

度

平成32年度 平成33

備

年度 備       

 

考
○全体事業期間活 目

 

受診者数
  平成7年

 

度～平成33年度14

 

0 140 140 140

 

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位

 

投 計 年度別事業費 44

 

11 11 11 11
合

資
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成

（成果や効果）

健康づ

果

くり事業 保健事業が円

や

滑に推進されることを

効

目指し、健康づくり推

果

進協議会は保健事業の

）

全体の審議企画を、地

人

域栄養食生活連絡会と

間

生涯歯科保健連絡会は

ド

、特に栄養や

歯科に関

ッ

して専門的な意見や支

 

ク

援を得るための会議を

事

実施することにより、

業

関係

機関の連携を図り

健

ます。

継続区分 会計・

康

款・項・目 平成30年

診

度の事業概要
保健事業

査

全体のほか、当課で所

や

掌している総合計画の

が

分野別計画である「母

ん

子保継続 一般・4款・

健

検

1項・2目
健計画」と

診

「地域保健計画」の進

を

捗管理について審議を

同

行います。
事    

時

業    主    

に

体 ・健康づくり推進協

受

議会会議2回

健康推進

信

課 ・地域栄養食生活連

で

絡会会議2回

【滝沢市

き

主体】 ・生涯歯科保健

や

る

連絡会会議1回

人

事 

間

      業   

ド

    名 事業の意図

ッ

やねらい（成果や効果

ク

）

地域健康づくり支援

事

事業 地域において市民

業

による自主的な健康づ

の

くり活動の実践を目指

実

し、市内1自治会

を指

か

施

定しておおむね2年間

に

、重点的に健康づくり

よ

の支援を行います。ま

り

た、平成

３０年度「健

、

康づくり宣言」を行い

受

、健康づくりについて

診

一人ひとりの意識の高

者

揚と各団体等との取組

の

みの推進を図ります。

利

継続区分 会計・款・項

で

便

・目 平成30年度の事

性

業概要
・指定１自治会

を

と協議し年間の活動計

図

画をたてて実施します

り

。（健康教室、検診継

、

続 一般・4款・1項・

健

2目
受診率向上対策、

康

若い世代への健康づく

を

りの企画等）
事   

阻

 業    主   

笑

害

 体 ・「健康づくり宣

す

言」を行い、一人ひと

る

りの健康づくり及び地

危

域や団体と実施す

健康

険

推進課 る健康づくり事

因

業等により、健康づく

子

りの意識の高揚を図り

の

ます。

【協働事業】

自

早

治会、健康づくり支援

期

者

顔

発見と疾病の予防およ

に

び受診者数

の増加を目

あ

指します。

継続区分 会

政 ふ

計・款・項・目 平成3

れ

0年度の事業概要
対象

、

：40歳以上の市民（

互

ただし、国民健康保険

い

被保険者を除く）継続

に

一般・4款・1項・2

支

目
内容（公費負担額）

え

：基本項目12,00

あ

0円、基本項目と追加

う

項目（子宮頸がん検診

策 ま

事    業    

ち

主    体 または乳

を

がん検診のどちらか一

目

方）15,400円、

指

基本項目と追加項目（

し

子宮頸がん

健康推進課

ま

検診と乳がん検診の両

す

方を実施）19,00

 

0円

【滝沢市主体】

基
　

本

事       業 

施

      名 事業の

策

意図やねらい（成果や

　

効果）

精神保健事業 市

０

民の心の健康の保持増

６

進を図ることを目的に

 

、心の健康に関する知

 

識や理解を

深めていき

 

ます。また、精神障が

笑

い者の社会参加の促進

　
顔

と自殺予防対策を推進

輝

し

、自殺者の減少を目

く

指します。

継続区分 会

健

計・款・項・目 平成3

康

0年度の事業概要
・専

づ

門家による精神保健相

く

談を開催　継続 一般・

り

4款・1項・2目
・普

へ

及啓発事業の実施・充

の

実－(相談窓口の周知

　
支

）
事    業   

援

 主    体 ・当事者支援－ディケアの実施　

健康推進課 ・家族会支援－自主活動の推進

【滝沢市主体】 ・精神保健ボランティアの養成・育成

・自殺予防対策の推進及び市自殺対策計画の策定

０

事       業       名 事業の意図

事

やねらい（成果や効果

 

）

健康教育・相談事業

 

個人及び地域全体の心

 

身の健康増進を目指し

 

、個別または集団に対

 

して必要な支

援及び助

 

言や情報提供を行うこ

２

 

とにより、健康づくり

業

の知識の習得と行動変

 

容を

促します。

（義務

 

的事業）

継続区分 会計

 

・款・項・目 平成30

 

年度の事業概要
・健康

 

教育（健康教室、生活

 

習慣病予防教室等を地

 

域や目的別に開催。市

名

広報紙継続 一般・4款

 

事

・1項・2目
等へ健康

業

情報の掲載）
事   

の

 業    主   

意

 体 ・総合・重点健康

図

相談、健康手帳の交付

や

。

健康推進課

【滝沢市

ね

主体】

ら

事     

い

  業       

（

名 事業の意図やねらい
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平 画

考

    目 平成30年

○

度 平成31年度 平成3

全

2年度 平成33年度 備

体

       考
○全

事

体事業期間活 目 取り組

業

みをする自治会の数
 

期

 平成25年度～平成

間

33年度1 1 1 1
動 単

活

位 自治会
標

指

標 値 単 位

目

○特定財源
  ○地域

平

人

経営推進費投 計 年度別

間

事業費 1,886 1,

ド

441 173 136 1

ッ

36
  【県】事業費

ク

の1/2に相当す合
 

利

 る額資 内 特定財源 8

用

39 720 69 50
 

者

 画   指 訳 一般財源

数

1,047 721 10

 

4 86 136
計

標 額 他

成

 

団体事業負担額

平成22年度～平成

3

33年度380 380

0

380 380
動 単 位 人

年

標
指

標 値 単 位

投 計 年度

度

別事業費 22,934

～

5,732 5,734

平

5,734 5,734

成

合
資 内 特定財源

画
指 訳

成
3

一般財源 22,934

3

5,732 5,734

年

5,734 5,734

度

計
標 額 他団体事業負担

（

額

単位

項 

 

      目 平成3

 

0年度 平成31年度 平

千

成32年度 平成33年

3

円

度 備       考

）

○全体事業期間活 目 精神保健相談回数
  平成30年度～平成33年度6 6 6 6

動 単 位 回
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  地域自殺対策強化交付金【県投 計 年度別事業費 5,431 1,397 1,329 1

0

,382 1,323
  】合
  資 内 特定財源 1,647 421 408 409 409
  画   指 訳 一般財源 3,784 976 921 973 914

計
標 額 他団体事業負担額

年

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 集団健康教室実施回数
  昭和58年度～平成33年度120 125 125 1

項

25
動 単 位 回

標
指 総合

度

 

健康相談回数
80 80

 

80 80
標 値 単 位 回 ○

 

特定財源
  健康増進

 

事業費補助金投 計 年度

 

別事業費 4,087 1

 

,009 1,026 1

 

,026 1,026
 

目

 【県】（基準額と事

平

業経費を合
  比較し

成

て少ない方の2/3）

実

3

資 内 特定財源 2,02

0

3 505 506 506

年

506
  画   指 訳

度

一般財源 2,064 5

平

04 520 520 52

成

0
計

標 額 他団体事業負

3

担額

1年

項

度

       目 平成

行

平

30年度 平成31年度

成

平成32年度 平成33

3

年度 備       

2

考
○全体事業期間活 目

年

健康づくり推進協議会

度

会議開催
  昭和53

平

年度～平成33年度回

成

数 2 2 2 2
動 単 位 回

標

3

指 地域栄養食生活連絡

3

会会議開催
回数 2 2 2

計

年

2
標 値 単 位 回

投 計 年度

度

別事業費 688 172

備

172 172 172
合

 

資 内 特定財源
画

指 訳 一

 

般財源 688 172 1

 

72 172 172
計

標

 

額 他団体事業負担額

   

項   
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成

事     

果

  業       

や

名 事業の意図やねらい

効

（成果や効果）

インフ

果

ルエンザ予防接種事業

）

個人の発病またはその

保

重症化を防止し、伴せ

健

てインフルエンザの蔓

推

延の予防に資

すること

進

を目的に実施します。

 

員

（義務的事業）

継続区

設

分 会計・款・項・目 平

置

成30年度の事業概要

事

指定医療機関による個

業

別接種を実施し、接種

市

希望者の接種費用の一

民

部を公費負担継続 一般

自

・4款・1項・2目
し

ら

ます。対象者は、接種

が

日に65歳以上の市民

健

健

（規定の障がいによる

康

身体障害者手
事   

づ

 業    主   

く

 体 帳を有する60歳

り

以上64歳以下の市民

に

を含む）及び小学校就

関

学前の幼児を予定して

心

健康推進課 います。

【

を

滝沢市主体】

持

事  

や

ち

     業    

積

   名 事業の意図や

極

ねらい（成果や効果）

的

予防接種事業 感染の恐

に

れがある疾病の発生及

健

び蔓延を予防するため

康

に予防接種を行い、公

づ

衆衛

生の向上を図りま

く

す。

（義務的事業）

継

り

続区分 会計・款・項・

か

に

目 平成30年度の事業

取

概要
予防接種法に定め

り

る定期予防接種を医療

組

機関との委託契約によ

む

り個別方式で実施継続

こ

一般・4款・1項・2

と

目
します。内容：麻し

を

及び風しん、4種混合

目

（ジフテリア・破傷風

指

・百日せき・不
事  

で

し

  業    主  

、

  体 活化ポリオ）、

各

2種混合（ジフテリア

自

・破傷風）、不活化ポ

治

リオ、日本脳炎、Ｂ

健

会

康推進課 ＣＧ、子宮頸

か

がん予防、ヒブ、小児

ら

用肺炎球菌、水痘、Ｂ

推

型肝炎ワクチン、高齢

薦

【滝沢市主体】 者肺炎

笑

さ

球菌ワクチン

れた保健推進員に対

顔

し、市の保健事業の健

に

康づくりにかか

る情報

あ

提供や保健事業への協

政 ふ

力依頼等を行い、地域

れ

において中心となって

、

活動い

ただくことによ

互

り、地域ぐるみの健康

い

づくりの実現を図りま

に

す。

継続区分 会計・款

支

・項・目 平成30年度

え

の事業概要
・市事業へ

あ

の参加・協力継続 一般

う

・4款・1項・2目
・

策 ま

会議及び研修会（3回

ち

）の開催
事    業

を

    主    体

目

・地域での健康教室及

指

び普及啓発活動

健康推

し

進課 ・県主催の会議、

ま

研修会への参加

【協働

す

事業】 ・保健推進員協

 

議会活動への支援

滝沢

基

市保健推進員協議会

　
本施

事       業 

策

      名 事業の

　

意図やねらい（成果や

０

効果）

食生活改善・運

６

動普及推進員養成、育

 

地域での健康づくりの

 

推進を目指し、健康づ

 

くり支援者である食生

笑

活改善推進員

及び運動

　
顔

普及推進員の養成や育

輝

成、活動を支援するこ

く

とで、よりよい食生活

健

や運
成事業 動習慣など

康

の生活習慣の定着を図

づ

ります。

継続区分 会計

く

・款・項・目 平成30

り

年度の事業概要
・運動

へ

普及推進員養成講座の

の

開催継続 一般・4款・

　
支

1項・2目
・食生活改

援

善推進員及び運動普及推進員の育成研修会を年各2～3回開催
事    業    主    体 ・両推進員の自主活動等の支援

健康推進課

【滝沢市主体】

事       業

０

       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

食育推進事業

事

生涯を通じて心身とも

 

に健康でいきいきと暮

 

らせることを目指し、

 

関係者と課題

や目標を

 

共有、推進するために

 

食育推進委員会を開催

 

し、協働で食育に取り

２

 

組み

ます。また、幼児

業

や児童及び生徒を対象

 

として事業を行い、望

 

ましい食習慣の定

着を

 

目指します。

継続区分

 

会計・款・項・目 平成

 

30年度の事業概要
・

 

第1次滝沢市食育推進

 

計画の評価及び第2次

名

滝沢市食育推進計画の

 

事

策定継続 一般・4款・

業

1項・2目
・食育推進

の

委員会を年3回開催
事

意

    業    主

図

    体 ・食育に関

や

する普及啓発活動

健康

ね

推進課 ・幼児及び児童

ら

・生徒を対象とした食

い

育事業の実施

【滝沢市

（

主体】
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平 画

考

をして
  平成30年

○

度～平成33年度いる

全

人の割合 99 99 99

体

99
動 単 位 ％

標
指 第1

事

期麻しん及び風疹予防

業

接種
率 98 98 98 9

期

8
標 値 単 位 ％ ○特定財

間

源
  総合賠償補償保

活

険金【その他投 計 年度

目

別事業費 475,83

平

保

8 115,567 11

健

9,359 120,4

推

56 120,456
 

進

 】合
  資 内 特定財

員

源 4 1 1 1 1
  画  

企

 指 訳 一般財源 475

画

,834 115,56

健

6 119,358 12

康

0,455 120,4

教

55
計

標 額 他団体事業

成

室

負担額

実施回
  昭和61

3

年度～平成33年度数

0

30 32 32 32
動 単

年

位 回
標

指 保健推進員の

度

数
86 86 86 86

標

～

値 単 位 人

投 計 年度別事

平

業費 4,656 1,1

成

75 1,153 1,1

成
3

75 1,153
合

資 内

3

特定財源
画

指 訳 一般財

年

源 4,656 1,17

度

5 1,153 1,17

（

5 1,153
計

標 額 他

単

団体事業負担額

位  

項     

千

  目 平成30年度 平

3

円

成31年度 平成32年

）

度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 食生活改善推進員数
  昭和56年度～平成33年度115 115 115 115

動 単 位 人
標

指 運動普及推進員数
80 80 80 80

標 値 単 位 人

投 計

0

年度別事業費 1,654 380 447 380 447
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 1,654 380 447 380 447
計

標 額 他団体事業負担額

項       

年

目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 朝食をとっている人の割合（3
  平成27年度～平成33年度歳児） 100 100 100 100

動 単 位

項

％
標

指 食育に関する事

度

 

業を実施した学
級数 6

 

6 6 6
標 値 単 位 クラス

 

投 計 年度別事業費 2,

 

763 1,620 38

 

1 381 381
合

資 内

 

特定財源
画

指 訳 一般財

 

源 2,763 1,62

目

0 381 381 381

平

計
標 額 他団体事業負担

成

額

実

30

項 

年

      目 平成3

度

0年度 平成31年度 平

平

成32年度 平成33年

成

度 備       考

3

○全体事業期間活 目 接

1

種率（65歳以上定期

年

接種分）
  平成13

度

年度～平成33年度5

行

平

2 52 52 52
動 単 位

成

％
標

指

標 値 単 位

投 計 年

3

度別事業費 78,17

2

6 19,535 19,

年

547 19,547 1

度

9,547
合

資 内 特定

平

財源
画

指 訳 一般財源 7

成

8,176 19,53

3

5 19,547 19,

3

547 19,547
計

計

年

標 額 他団体事業負担額

度 備 

項  

 

     目 平成30

 

年度 平成31年度 平成

 

32年度 平成33年度

 

備       考
○

 

全体事業期間活 目 12

 

か月までにＢＣＧ接種
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成

、沐浴実習

健康推進課

果

・子育てセミナー：妊

や

婦さんやその家族向け

効

の講話、栄養講話

【滝

果

沢市主体】

）

事   

検

    業     

診

  名 事業の意図やね

事

らい（成果や効果）

妊

業

婦個別健康診査事業 妊

 

非

婦健診の受診票を交付

常

することにより、出産

勤

への経済的支援を行い

職

ます。また

、適切な時

員

期に必要な回数の受診

設

により、身体の異常の

置

早期発見・対応を行う

事

こ

とをねらいとしてい

業

ます。

継続区分 会計・

検

款・項・目 平成30年

健

診

度の事業概要
・妊娠届

受

出時及び転入届出時に

付

、契約医療機関で使用

業

できる受診票を、妊娠

務

届出継続 一般・4款・

や

1項・3目
の週数に応

検

じて妊婦健診14回以

診

内、子宮頸がん検診1

事

回以内で交付し、受診

後

のあ
事    業  

や

処

  主    体 った

理

契約医療機関に委託料

等

を支出します。

健康推

を

進課 ・委託契約できな

非

い医療機関で、自己負

常

担で妊婦健診を受診し

勤

た方に対し、出産

【滝

職

沢市主体】 後の申請に

員

応じて助成金を支出し

が

ます。

・診査結果を管

か

実

理し、保健指導に役立

施

てます。

す

事    

る

   業      

こ

 名 事業の意図やねら

と

い（成果や効果）

乳幼

に

児保健事業 乳児健診は

よ

、異常の早期発見と早

り

期対応、保護者の育児

、

不安の軽減をねらいと

で

各

し

ています。また、歯

が

科健診は、う歯有病者

ん

率低下を目指し、う歯

検

予防について正

しい知

診

識の普及と食生活・生

事

活習慣に対する意識の

業

向上を図ることをねら

を

いとし

（重点事業） て

円

います。

継続区分 会計

滑

・款・項・目 平成30

笑

に

年度の事業概要
<集団

進

乳児健診>対象：3～

め

4か月、9～10か月

る

児　年間27回市内2

等

会場　内容：問診継続

受

一般・4款・1項・3

診

目
・保健指導、身体計

環

測、内科健診、栄養相

境

談・離乳食指導、栄養

を

士講話、歯科講
事  

顔

整

  業    主  

え

  体 話、歯科個別相

る

談

健康推進課 <個別乳

こ

児健診>対象：1～2

と

か月、6～7か月、1

を

歳～1歳2か月　医療

目

機関委託

【滝沢市主体

的

】 <歯科健診>対象：

と

1歳児（集団）年間1

し

2回　内容：歯科診察

に

て

、歯科指導、保健指

導

い

、栄養講話・相談 対

ま

象：2歳児（個別）内

す

容：歯科診察、歯科指

。

導

継続区分 会

あ

計・款・項・目 平成3

政 ふ

0年度の事業概要
各が

れ

ん検診受付業務、成人

、

保健の窓口業務、検診

互

未受診理由の回収及び

い

データ処継続 一般・4

に

款・1項・2目
理等を

支

主な業務として行いま

え

す。
事    業  

あ

  主    体 ・各

う

がん検診受付業務　胃

策 ま

がん検診・大腸がん検

ち

診（早朝検診）約80

を

00件、婦人

健康推進

目

課 病検診約1500件

指

、肺がん検診約500

し

0件

【滝沢市主体】 ・

ま

成人保健窓口業務　人

す

間ドック800件、が

 

ん検診料金免除申請1

基

50件

　
本

事     

施

  業       

策

名 事業の意図やねらい

　

（成果や効果）

思春期

０

保健事業 「いのちの大

６

切さ」を中心に、医師

 

等の講話により人間性

 

と社会性を持った性意

 

識、性行動を身につけ

笑

るとともに、乳児健診

　
顔

を活用し、赤ちゃんや

輝

保護者とのふ

れあいの

く

中で、父性・母性の育

健

成を図り、自分を大切

康

にすることの意識付け

づ

をね

らいとして行いま

く

す。

継続区分 会計・款

り

・項・目 平成30年度

へ

の事業概要
・思春期保

の

健講演会：市内小・中

　
支

学校の主に高学年の児

援

童・生徒を対象継続 一般・4款・1項・3目
・赤ちゃんふれあい体験事業：市の乳児健診で、中学生と健診を受診する乳児と

事    業    主    体 その保護者との交流を図ります。

健康推

０

進課 （実施に当たっては教育委員会、市内小中学校養護教諭と連携

事

）

【滝沢市主体】

 

事

 

       業  

 

     名 事業の意

 

図やねらい（成果や効

 

果）

妊婦保健事業 妊娠

 

、出産、育児に関する

２

 

必要な知識の普及や助

業

言を行うことで、夫婦

 

が抱えて

いる不安を軽

 

減し、夫婦で協力して

 

取り組んでいくこと、

 

さらに仲間作りとして

 

の場を提供することを

 

ねらいとしています。

 

継続区分 会計・款・項

名

・目 平成30年度の事

 

事

業概要
・マタニティク

業

ラブ：内容は歯の健康

の

、助産師による乳房ケ

意

アの講話、赤ちゃん継

図

続 一般・4款・1項・

や

3目
とのふれあい等

事

ね

    業    主

ら

    体 ・両親学級

い

：年間8回　内容は助

（

産師の講話、妊婦体験
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平 画

考

診率
  平成30年度

○

～平成33年度97 9

全

7 97 97
動 単 位 ％

標

体

指 かかりつけ歯科医の

事

ある人の割
合（2歳児

業

歯科） 30 30 30 3

期

0
標 値 単 位 ％ ○特定財

間

源
  地域整備特別対

活

策事業基金繰投 計 年度

目

別事業費 54,247

平

非

13,517 13,5

常

72 13,574 13

勤

,584
  入金【そ

職

の他】合
  資 内 特定

員

財源 16,000 4,

の

000 4,000 4,

人

000 4,000
  

数

画   指 訳 一般財源 3

 

8,247 9,517

 

9,572 9,574

成

平

9,584
計

標 額 他団

成

体事業負担額

27年度～平成3

3

3年度1 1 1 1
動 単 位

0

人
標

指

標 値 単 位

投 計 年

年

度別事業費 7,232

度

1,808 1,808

～

1,808 1,808

平

合
資 内 特定財源

画
指 訳

成

一般財源 7,232 1

成
3

,808 1,808 1

3

,808 1,808
計

年

標 額 他団体事業負担額

度

（単

項  

位

     目 平成30

 

年度 平成31年度 平成

 

32年度 平成33年度

千

備       考
○

3

円

全体事業期間活 目 思春

）

期保健事業が役に立った生
  平成30年度～平成33年度徒の割合 70 70 70 70

動 単 位 ％
標

指 思春期保健講演会実施回数
14 14 14 14

標 値 単 位 回

投 計 年度別事業費 920 230 230 230

0

230
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 920 230 230 230 230
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成3

年

3年度 備       考
○全体事業期間活 目 妊婦教室参加で妊娠中の不安解
  平成30年度～平成33年度消に役立ったと感じた人の割合 75 75 75 75

動 単 位 ％
標

指 妊婦教室（両親学級・マタ

項

二テ
ィクラブ）の参加

度

 

者数 140 140 14

 

0 140
標 値 単 位 人

投

 

計 年度別事業費 1,0

 

67 266 267 26

 

7 267
合

資 内 特定財

 

源
画

指 訳 一般財源 1,

 

067 266 267 2

目

67 267
計

標 額 他団

平

体事業負担額

成

実

30

項      

年

 目 平成30年度 平成

度

31年度 平成32年度

平

平成33年度 備   

成

    考
○全体事業

3

期間活 目 妊婦一般健康

1

診査初回受診率
  平

年

成30年度～平成33

度

年度100 100 10

行

平

0 100
動 単 位 ％

標
指

成

標 値 単 位

投 計 年度別事

3

業費 183,772 4

2

5,943 45,94

年

3 45,943 45,

度

943
合

資 内 特定財源

平

画
指 訳 一般財源 183

成

,772 45,943

3

45,943 45,9

3

43 45,943
計

標

計

年

額 他団体事業負担額

度 備 

項   

 

    目 平成30年

 

度 平成31年度 平成3

 

2年度 平成33年度 備

 

       考
○全

 

体事業期間活 目 乳幼児

 

健診（3～4か月）受
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成

方が滝沢市民であり法

果

律上の婚姻をしている

や

夫婦で、岩継続 一般・

効

4款・1項・3目
手県

果

の「不妊に悩む方への

）

特定治療支援事業」の

１

交付決定を受けた方
事

歳

    業    主

６

    体 助成金額：

か

夫婦1組に対して、1

 

月

回の治療につき治療に

児

要した費用から岩手県

・

の助

健康推進課 成金を

３

控除した額の2分の1

歳

と10万円を比較して

児

少ない方の額とし、1

健

年度あたり1

【滝沢市

康

主体】 回の助成

診

小         

査

          

健

事

          

業

計

1歳6か月児、3

や

歳児の成長・発達の評

か

価や疾病・異常の早期

で

発見・早期対応を行

い

笑

ます。また、育児支援

顔

・健康推進への支援を

に

行うことで、保護者の

あ

育児不安の

軽減や虐待

政 ふ

の早期発見・介入をね

れ

らいとしています。

（

、

義務的事業）

継続区分

互

会計・款・項・目 平成

い

30年度の事業概要
・

に

1歳6か月児健康診査

支

（年間17回）継続 一

え

般・4款・1項・3目

あ

内容：内科診察、歯科

う

健診・指導（希望者フ

策 ま

ッ素塗布）、問診、計

ち

測、保健指導
事   

を

 業    主   

目

 体 、 栄養相談、心

指

理相談

健康推進課 ・3

し

歳児健康診査（年間1

ま

7回）

【滝沢市主体】

す

内容：内科診察、歯科

 

健診・指導（希望者フ

基

ッ素塗布）、問診、計

　
本

測、保健指導

、 栄養

施

相談、心理相談、尿検

策

査、視力・聴力検査

　０

事       業 

６

      名 事業の

 

意図やねらい（成果や

 

効果）

育児支援事業 子

 

育て世代包括支援セン

笑

ターを設置し、早期に

　
顔

妊産婦及び乳幼児の状

輝

況を把握し

、家庭訪問

く

・各種相談・教室等を

健

通して育児不安の軽減

康

を図ります。また、必

づ

要

により支援プランの

く

策定や関係機関との連

り

絡調整を行い、妊娠期

へ

から子育て期に

（重点

の

事業） わたる切れ目の

　
支

ない支援を提供する体

援

制の構築を目指します。

継続区分 会計・款・項・目 平成30年度の事業概要
・子育て世代包括支援センターの設置、運営。妊産婦・乳幼児の相談・家庭訪問継続 一般・4款・1項・3目
による支援

事 

０

   業    主    体 ・課題に応じた子育て支援の教室・

事

相談（離乳食教室・す

 

こやか相談、電話相談

 

健康推進課 等）、交流

 

・子育て支援を目的と

 

した広場の開催

【滝沢

 

市主体】 ・発育や発達

 

、育児に関する相談機

２

 

会の提供、療育教室の

業

開催

・小児慢性特定疾

 

病児童日常生活用具の

 

給付

 

事      

 

 業       名

 

事業の意図やねらい（

 

成果や効果）

特定不妊

 

治療助成事業 不妊治療

名

の内、特定不妊治療（

 

事

体外受精及び顕微受精

業

）を受ける夫婦に対し

の

、そ

の治療費の一部を

意

助成することにより経

図

済的負担の軽減を図る

や

ことを目的としま

す。

ね

（重点事業）

継続区分

ら

会計・款・項・目 平成

い

30年度の事業概要
対

（

象者：夫婦いずれか一
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平 画

考

0,678 354,6

○

55 357,453 3

全

58,581
合

資 内 特

体

定財源 171,097

事

41,798 42,4

業

88 43,110 43

期

,701
画

指 訳 一般財

間

源 1,250,270

活

308,880 312

目

,167 314,34

平

3

3 314,880
計

標

歳

額 他団体事業負担額

児健診受診率
  

成

平成30年度～平成3

3

3年度97.5 97.

0

5 97.5 97.5
動

年

単 位 ％
標

指 1歳6か月

度

児健診受診率
98 98

～

98 98
標 値 単 位 ％

投

平

計 年度別事業費 18,

成

238 4,534 4,

成
3

556 4,574 4,

3

574
合

資 内 特定財源

年

画
指 訳 一般財源 18,

度

238 4,534 4,

（

556 4,574 4,

単

574
計

標 額 他団体事

位

業負担額

  千

項       目

3

円

平成30年度 平成31

）

年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 子育ての悩みや不安を相談でき
  平成30年度～平成33年度る人がいる（いた）割合 62 63 64 64

動 単 位 ％
標

指 乳児全戸

0

訪問事業における訪問
実施割合 94 94 94 95

標 値 単 位 ％ ○特定財源
  子ども子育て支援交付金【国投 計 年度別事業費 50,598 12,648 12,650 12,650 12,650
  ・県】、岩手県小児慢性特定

年

合
  疾病対策補助金【県】、地域資 内 特定財源 42,260 10,565 10,565 10,565 10,565
  整備特別対策事業基金繰入金画   【その他】指 訳 一般財源 8,338 2,08

項

3 2,085 2,08

度

 

5 2,085
計

標 額 他

 

団体事業負担額

   

項     

 

  目 平成30年度 平

 

成31年度 平成32年

目

度 平成33年度 備  

平

     考
○全体事

成

業期間活 目 特定不妊治

実

3

療助成申請者（実人
 

0

 平成27年度～平成

年

33年度員） 50 50

度

50 50
動 単 位 人

標
指

平

特定不妊治療助成申請

成

者（延べ
人員） 50 5

3

0 50 50
標 値 単 位 ○

1

特定財源
  地域整備

年

特別対策事業基金繰投

度

計 年度別事業費 14,

行

平

000 3,500 3,

成

500 3,500 3,

3

500
  入金【その

2

他】合
  資 内 特定財

年

源 8,000 2,00

度

0 2,000 2,00

平

0 2,000
  画  

成

 指 訳 一般財源 6,0

3

00 1,500 1,5

3

00 1,500 1,5

計

年

00
計

標 額 他団体事業

度

負担額

備 

項

 

       目 平成

 

30年度 平成31年度

 

平成32年度 平成33

 

年度 備       

 

考

投 計 年度別事業費 1

 

,421,367 35
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」

業 心身に障がいがあり

「

、医療を受ける機会の

所

多い受給対象者に対し

得

て、医療費を助

成する

・

ことにより、当該家庭

収

の経済的負担を軽減し

入

、安心して医療を受け

」

られる

環境を整えます

な

。

継続区分 会計・款・

ど

項・目 平成30年度の

 

が

事業概要
対象：身体障

あ

害者福祉法に規定する

げ

障がいの程度が1・2

ら

級・療育手帳A・障害

れ

基継続 一般・3款・1

て

項・7目
礎年金1級・

い

特別児童扶養手当1級

ま

に該当又は所持してい

す

る方。　
事    業

。

    主    体

健

心

内容：1月1医療機関

身

外来1,500円、入

の

院5,000円を超え

健

た医療費を給付します

康

。但

保険年金課 し受給

に

者が3歳から就学前の

は

児童には、それぞれ半

、

額の750円、2,5

市

00円を超えた

【滝沢

民

市主体】 医療費を給付

や

一

します。3歳に達する

人

月まで並びに受給者及

一

びその扶養義務者等が

人

住民税非課税の場合は

が

、受給者負担はありま

自

せん。

分

事     

の

  業       

健

名 事業の意図やねらい

康

（成果や効果）

妊産婦

か

状

医療費給付事業 医療を

態

受ける機会が多くなる

を

妊産婦に対して、医療

把

費を助成することによ

握

り、当

該家庭の経済的

し

負担を軽減し、母体の

、

健康保持を促します。

健

継続区分 会計・款・項

康

・目 平成30年度の事

づ

業概要
対象：妊娠5か

で

く

月に達する月の初日か

り

ら、出産した翌月末ま

に

での妊産婦継続 一般・

取

3款・1項・7目
内容

り

：1月1医療機関外来

組

1,500円、入院5

み

,000円を超えた医

、

療費を給付します。但

病

事    業    

気

主    体 し、受給

笑

や

者及びその保護者が住

け

民税非課税の場合は、

が

受給者負担はありませ

で

ん。

保険年金課

【滝沢

治

市主体】

療が必要と

顔

なったときは、安心し

に

て医療を受けることが

あ

できる制度があること

政 ふ

です。また、経済的安

れ

定には、老後や万が一

、

の場合に、年金という

互

経済的基盤が確保され

い

ることが必

要です。必

に

要な医療を受けること

支

ができ、また老後や万

え

が一の場合に、経済的

あ

安定が保障されること

う

で、市民一人一人が健

策 ま

やかに安心して暮らせ

ち

る状態を目指します。

を

基本施策目標の進捗状

目

況分析

・「市民が幸せ

指

を感じながら暮らす」

し

には、社会保障制度の

ま

充実が必要です。国民

す

健康保険・後期高齢者

 

医療・国民年金は

、持

基

続可能な制度とするた

　
本

め、改革が進められて

施

いますので、これに適

策

切に対応することが求

　

められています。

・「

０

自分が心身ともに元気

７

と感じる」には、国民

 

健康保険特定健康診査

 

等で自分の健康状態を

 

把握することが重要で

安

すが、

特定健康診査受

　
心

診率は、様々な推進方

で

策を進めていますが、

き

目標値の達成には至っ

る

ていません。

・各種医

暮

療費給付制度は、医療

ら

を受ける機会が多い人

し

が対象であり、対象範

の

囲・所得・受給者負担

実

等を検討しながら実施

現

し

ていますが、財源に

　

は限界があり、市民ニーズと費用対効果に基づき、サービスの取捨選択が求められています。

事       業       名

基

事業の意図やねらい（

本

成果や効果）

国民年金

施

事務 国民年金制度は、

０

策

世代間扶養により老齢

が

、障がい又は死亡に関

４

して必要な給付を

行う

年

ことで、健全な生活の

間

維持・向上に重要な役

で

割を担っています。住

め

民が安心

して暮らすた

ざ

めの経済的基盤を確保

す

するため、被保険者の

姿

年金受給権確保の支援

２

市

（義務的事業） を行い

民

ます。

継続区分 会計・

が

款・項・目 平成30年

幸

度の事業概要
・国民年

福

金の各種相談継続 一般

を

・3款・1項・3目
・

実

国民年金の各種届出、

感

申請、請求の受付と進

す

達
事    業   

る

 主    体 ・国民

 

た

年金制度の広報（広報

め

たきざわへの記事掲載

の

など）

保険年金課

【他

要

団体事業主体】

日本年

素

金機構

に

事     

、

  業       

「

名 事業の意図やねらい

健

（成果や効果）

重度心

康

身障害者医療費給付事
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平 画

適

32 59,089 59

正

,383 59,681

か

59,979
  引い

つ

た額の1/2）画   

円

指 訳 一般財源 171,

滑

693 42,750 4

に

2,753 42,98

実

0 43,210
計

標 額

施

他団体事業負担額

し

平

ます

項    

。

   目 平成30年度

・

平成31年度 平成32

国

年度 平成33年度 備 

民

      考
○全体

健

事業期間活 目 対象者数

康

  昭和48年度～平

保

成33年度210 21

険

0 210 210
動 単 位

成

・

人
標

指

標 値 単 位 ○特定

後

財源
  妊産婦医療費

期

補助金【県】投 計 年度

高

別事業費 86,763

齢

21,039 21,4

者

68 21,905 22

医

,351
  （妊産婦

療

の扶助費から高額療合

・

  養費収入を引いた

国

額の1/2）資 内 特定

3

民

財源 61,847 15

年

,000 15,304

金

15,613 15,9

は

30
  画   指 訳 一

、

般財源 24,916 6

社

,039 6,164 6

会

,292 6,421
計

保

標 額 他団体事業負担額

障制

0

度改革等が進められて

年

いますので、法改正に

度

適切に対応します

。

・

～

国民健康保険は、特定

平

健康診査等を通じて健

成

康づくりを支援すると

成
3

ともに、医療費の適正

3

化に努めます。

・子ど

年

も医療費給付制度は、

度

子育て支援の観点から

（

全国的に拡大する傾向

単

がありますので、県及

位

び県内市町村の動向を

 

踏ま

え、他の子育て支

 

援事業と財政状況を見

千

据えながら、総合的に

3

円

検討して参ります。

基

）

本計画期間内の取り組みと方針のうち、平成30年度の重点課題

・国民健康保険・後期高齢者医療・国民年金は、社会保障制度改革等が進められていますので、法改正に適切に対

基

応します

。

・国民健康

0

本

保険は、特定健康診査

施

等を通じて健康づくり

策

を支援するとともに、

の

医療費の適正化に努め

達

ます。

・子ども医療費

成

給付制度は、子育て支

（

援の観点から全国的に

実

拡大する傾向がありま

現

すので、県及び県内市

）

町村の動向を踏ま

え、

年

に

他の子育て支援事業と

向

財政状況を見据えなが

け

ら、総合的に検討して

た

参ります。

基本計

項       

画

目 平成30年度 平成3

期

1年度 平成32年度 平

間

成33年度 備    

度

内

   考
○全体事業期

の

間活 目 国民年金制度の

取

広報
  昭和36年度

り

～平成33年度13 1

組

3 13 13
動 単 位 回

標

み

指

標 値 単 位 ○特定財源

と

  国民年金事務費交

方

付金【国】投 計 年度別

針

事業費 10,698 3

・

,651 2,349 2

実

国

,349 2,349
 

民

 合
  資 内 特定財源

健

10,698 3,65

康

1 2,349 2,34

保

9 2,349
  画  

険

 指 訳 一般財源
計

標 額

・

他団体事業負担額

後期高

項    

行

齢

   目 平成30年度

者

平成31年度 平成32

医

年度 平成33年度 備 

療

      考
○全体

・

事業期間活 目 対象者数

国

  昭和48年度～平

民

成33年度1,014

年

1,014 1,015

金

1,015
動 単 位 人

標

・

指

標 値 単 位 ○特定財源

計

各

  重度心身障害者医

種

療費補助金投 計 年度別

医

事業費 409,825

療

101,839 102

費

,136 102,66

助

1 103,189
  

成

【県】（重度心身障が

制

い者の合
  扶助費か

度

ら高額療養費収入を資

を

内 特定財源 238,1
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や

円を超えた医療費

【滝

効

沢市主体】 を給付しま

果

す。また、3歳に達す

）

る月まで並びに受給者

医

及びその扶養義務者等

療

が

住民税非課税の場合

費

は、受給者負担はあり

助

ません。

成

事    

窓

   業      

 

口

 名 事業の意図やねら

相

い（成果や効果）

養育

談

医療費給付事業 養育医

員

療給付事業については

設

、従来都道府県及び中

置

核市にて事務が執り行

事

われて

いましたが、平

業

成25年度より市町村

医

に権限委譲されていま

療

す。未熟児等に関わる

健

費

医療費は高額であるた

助

め、当該家庭の経済的

成

負担を軽減し、対象児

窓

童に必要な医

療が受け

口

られる環境を整え、乳

相

幼児の健全な発育を促

談

します。

継続区分 会計

員

・款・項・目 平成30

を

年度の事業概要
対象：

配

身体の発育が未熟のま

や

置

ま出生し入院が必要な

す

乳児であって、正常児

る

の出生継続 一般・3款

こ

・2項・5目
時に有す

と

る諸機能を得るに至る

に

までの児童
事    

よ

業    主    

っ

体 内容：当該乳児が属

て

する世帯には市町村民

、

税所得割額等に応じた

か

制

受給者負担があ

保険年

度

金課 りますが、保険診

の

療及び食事療養費分の

説

1／2を国が、1／4

明

を県が、1／4を市町

が

村

【滝沢市主体】 が負

図

担します。市町村は、

ら

受給者負担の徴収に係

れ

る事務も執り行います

、

。

で

各

事       

種

業       名 事

手

業の意図やねらい（成

続

果や効果）

若年者健康

き

診査助成事業 自らの健

が

康状態を把握する機会

正

の提供がない若者を対

確

象に、生涯にわたる健

か

康の

確保を目指して健

つ

診受診機会を提供し、

笑

迅

安心できる生活の実現

速

に寄与します。

継続区

に

分 会計・款・項・目 平

行

成30年度の事業概要

わ

対象：19歳以上39

れ

歳以下の国民健康保険

ま

被保険者のうち希望の

す

あった者継続 国保・5

。

款・1項・2目
内容：

継

労働安全衛生法第66

顔

続

条に基づき、実施され

区

る定期健康診断に準ず

分

る内容を
事    業

会

    主    体

計

健診項目とし、健診費

・

用の全部又は一部（8

款

,000円上限）を助

・

成します。

保険年金課

項

【滝沢市主体】

・

に

目 平成30年度の事業

あ

概要
来庁する対象者等

政 ふ

に対して、制度の説明

れ

を行うとともに、受給

、

者証の発行、各種継続

互

一般・3款・1項・7

い

目
申請・届出の受付を

に

行います。
事    

支

業    主    

え

体
保険年金課

【滝沢市

あ

主体】

う

事     

策 ま

  業       

ち

名 事業の意図やねらい

を

（成果や効果）

子ども

目

医療費給付事業 比較的

指

医療を受けることの多

し

い子どもに対して、未

ま

就学児童及び小学生に

す

係る医

療費を助成する

 

ことにより、当該家庭

基

の経済的負担を軽減し

　
本

、子どもの健全な発

育

施

を促し、子育て支援に

策

寄与します。

継続区分

　

会計・款・項・目 平成

０

30年度の事業概要
対

７

象：所得制限度内の未

 

就学児童及び小学生継

 

続 一般・3款・2項・

 

5目
内容：3歳に達す

安

る月の翌月から就学前

　
心

の子どもには、1月1

で

医療機関外来750円

き

、
事    業   

る

 主    体 入院2

暮

,500円を超えた医

ら

療費を給付します。小

し

学生については、外来

の

1,500円、入

保険

実

年金課 院5,000円

現

を超えた医療費を給付

　

します。出生から3歳に達する月まで及び保護者

【滝沢市主体】 が住民税非課税の場合は、受給者負担はありません（小学生の外来を除く）。

事       業       名 事業の意図やねら

０

い（成果や効果）

ひと

事

り親家庭医療費給付事

 

業 比較的所得の低いひ

 

とり親家庭受給者に対

 

して、医療費を助成す

 

ることにより、

当該家

 

庭の経済的負担を軽減

 

し、安心して医療を受

 

けられる環境を整え、

業

子育て

支援に寄与しま

２

 

す。

継続区分 会計・款

 

・項・目 平成30年度

 

の事業概要
対象：配偶

 

者のない女子及び男子

 

で、18歳に達する日

 

以降最初の3月31日

 

までの継続 一般・3款

名

・2項・5目
間にある

事

児童を養育している方

業

とその児童及び父母の

 

の

いない児童
事    

意

業    主    

図

体 内容：1月1医療機

や

関外来1,500円、

ね

入院5,000円を超

ら

えた医療費を給付しま

い

す。但

保険年金課 し、

（

3歳から就学前の児童

成

には、それぞれ半額の

果

750円、2,500
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平 画

考

計 年度別事業費 9,6

○

44 2,218 2,3

全

42 2,473 2,6

体

11
  金【国】（1

事

/2）、養育医療合
 

業

 給付事業費県負担金

期

【県】（資 内 特定財源

間

6,235 1,436

活

1,514 1,598

目

1,687
  1/4

平

受

）、養育医療受益者負

付

担画   金指 訳 一般財

件

源 3,409 782 8

数

28 875 924
計

標

 

額 他団体事業負担額

 平成

項   

2

    目 平成30年

7

度 平成31年度 平成3

成

年

2年度 平成33年度 備

度

       考
○全

～

体事業期間活 目 実施率

平

  平成25年度～平

成

成33年度9 10 11

3

12
動 単 位 ％

標
指

標 値

3

単 位 ○特定財源
  保

年

険給付費等交付金【県

度

】投 計 年度別事業費 1

1

7,104 4,276

3

,

4,276 4,276

4

4,276
  合
  

5

資 内 特定財源 17,1

0

04 4,276 4,2

1

76 4,276 4,2

,

76
  画   指 訳 一

4

般財源 【特別会計】計

5

標 額 他団体事業負担額

0 1

0

,450 1,450
動

年

単 位 件
標

指

標 値 単 位

投

度

計 年度別事業費 7,4

～

96 1,874 1,8

平

74 1,874 1,8

成

74
合

資 内 特定財源
画

成
3

指 訳 一般財源 7,49

3

6 1,874 1,87

年

4 1,874 1,87

度

4
計

標 額 他団体事業負

（

担額

単位

項

 

       目 平成

 

30年度 平成31年度

千

平成32年度 平成33

3

円

年度 備       

）

考
○全体事業期間活 目 対象者数
  昭和48年度～平成33年度4,500 4,500 4,500 4,500

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  子ども医療費補助金【県】投 計 年度別事業費 411,

0

928 101,560 102,582 103,453 104,333
  （子どもの扶助費から高額療合
  養費収入を引いた額の1/2）資 内 特定財源 153,216 37,735 38,111 38,493 38,877

年

  画   指 訳 一般財源 258,712 63,825 64,471 64,960 65,456
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平

項

成30年度 平成31年

度

 

度 平成32年度 平成3

 

3年度 備      

 

 考
○全体事業期間活

 

目 対象者数
  平成2

 

2年度～平成33年度

 

1,270 1,270

 

1,270 1,270

目

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位

平

○特定財源
  ひとり

成

親家庭医療費補助金【

実

3

投 計 年度別事業費 97

0

,783 23,512

年

24,126 24,7

度

51 25,394
  

平

県】（ひとり親家庭の

成

扶助費合
  から高額

3

療養費収入を引いた資

1

内 特定財源 48,82

年

9 11,742 12,

度

046 12,360 1

行

平

2,681
  額の1

成

/2）画   指 訳 一般

3

財源 48,954 11

2

,770 12,080

年

12,391 12,7

度

13
計

標 額 他団体事業

平

負担額

成33

項       目 平

計

年

成30年度 平成31年

度

度 平成32年度 平成3

備

3年度 備      

 

 考
○全体事業期間活

 

目 対象延件数
  平成

 

25年度～平成33年

 

度30 30 30 30
動

 

単 位 件
標

指

標 値 単 位 ○

 

特定財源
  養育医療

 

給付事業費国庫負担投
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や

を行います。

（義務的

効

事業）

継続区分 会計・

果

款・項・目 平成30年

）

度の事業概要
後期高齢

特

者に対する適切な医療

定

の給付等を行います。

健

２年に一度の保険料率

康

の見継続 後高
直しがあ

診

ります。
事    業

査

    主    体

 

等

保険年金課

【協働事業

事

】

岩手県後期高齢者医

業

療広域連合

小 

内

          

臓

          

脂

        計

肪型肥満

健

に着目して実施する特

や

定健康診査により生活

か

習慣病とその予備群

を

で

早期発見し、特定保健

笑

指導によりその予防と

顔

改善を進めることで、

に

医療費適正

化を図りま

あ

す。

（義務的事業）

継

政 ふ

続区分 会計・款・項・

れ

目 平成30年度の事業

、

概要
厚生労働省令「特

互

定健康診査・特定保健

い

指導の実施に関する基

に

準」に定められて継続

支

国保・5款・2項・1

え

目
いる内容をもとに実

あ

施します。
事    

う

業    主    

策 ま

体 ・対象：40歳以上

ち

の国民健康保険被保険

を

者

保険年金課 ・健診内

目

容：基本的健診項目、

指

詳細な健診項目

【滝沢

し

市主体】 ・保健指導：

ま

検査結果等により要支

す

援となった者へ栄養・

 

運動等の保健指導

基

事

　
本

       業  

施

     名 事業の意

策

図やねらい（成果や効

　

果）

国民健康保険 国民

０

健康保険税と保険給付

７

費等交付金等の財源を

 

基に必要な保険給付や

 

保健事業

等を実施し、

 

国民健康保険被保険者

安

の健康の維持増進を図

　
心

ります。

（義務的事業

で

）

継続区分 会計・款・

き

項・目 平成30年度の

る

事業概要
・国民健康保

暮

険法に基づき、国民健

ら

康保険被保険者に対し

し

て、必要な保険給付と

の

継続 国保
保健事業を行

実

います。
事    業

現

    主    体

　

・国民健康保険の広域化により、国民健康保険の財政責任者となる岩手県と連携

保険年金課 して適切な予算執行を行います。

【滝沢市主体】

事       業       名 事業の意図やねらい

０

（成果や効果）

後期高

事

齢者医療保険窓口相談

 

員設置事 後期高齢者医

 

療保険窓口相談員を配

 

置することによって、

 

制度の説明が図られ、

 

各種手続きが正確かつ

 

迅速に行われます。
業

 

継続区分 会計・款・項

業

・目 平成30年度の事

２

 

業概要
来庁する被保険

 

者等に対して、制度の

 

説明を行うとともに、

 

被保険者証の発行、継

 

続 後高・1款・1項・

 

1目
各種申請・届出の

 

受付を行います。
事 

名

   業    主 

事

   体
保険年金課

【

業

滝沢市主体】

 

の

事  

意

     業    

図

   名 事業の意図や

や

ねらい（成果や効果）

ね

後期高齢者医療制度 高

ら

齢者の医療の確保に関

い

する法律（昭和57年

（

法律第80号）に基づ

成

き、後期高齢者

に対す

果

る適切な医療の給付等
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平 画

考

定財源 2,146 1,

○

156 330 330 3

全

30
  画   指 訳 一

体

般財源 1,621,6

事

66 358,719 3

業

89,005 420,

期

152 453,790

間

【特別会計】計
標 額 他

活

団体事業負担額

目

平

特定

項      

健

 目 平成30年度 平成

康

31年度 平成32年度

診

平成33年度 備   

査

    考

投 計 年度別

の

事業費 22,026,

実

798 5,483,5

施

33 5,491,83

率

0 5,512,627

成

 

5,538,808
合

 

資 内 特定財源 14,3

平

93,493 3,65

成

6,783 3,606

2

,401 3,568,

0

357 3,561,9

年

52
画

指 訳 一般財源 7

度

,633,305 1,

～

826,750 1,8

平

85,429 1,94

3

成

4,270 1,976

3

,856
計

標 額 他団体

3

事業負担額

年度50 52 5

0

4 56
動 単 位 ％

標
指 特

年

定保健指導の実施率
3

度

5 40 45 50
標 値 単

～

位 ％ ○特定財源
  保

平

険給付費等交付金【県

成

】投 計 年度別事業費 2

成
3

19,644 54,0

3

59 54,627 55

年

,195 55,763

度

  合
  資 内 特定財

（

源 219,644 54

単

,059 54,627

位

55,195 55,7

 

63
  画   指 訳 一

 

般財源 【特別会計】計

千

標 額 他団体事業負担額

3

円）

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目   昭和34年度～平成33年度

動 単 位
標

指

標 値

0

単 位 ○特定財源
  保険給付費等交付金【県】投 計 年度別事業費 19,124,665 4,807,771 4,784,856 4,771,349 4,760,689
  合
  資 内 特定財源 13,635,642 3,46

年

8,639 3,418,461 3,378,462 3,370,080
  画   指 訳 一般財源 5,489,023 1,339,132 1,366,395 1,392,887 1,390,609
【特

項

別会計】計
標 額 他団体

度

 

事業負担額

   

項       

 

目 平成30年度 平成3

 

1年度 平成32年度 平

 

成33年度 備    

目

   考
○全体事業期

平

間活 目 受付件数
  平

成

成27年度～平成33

実

3

年度1,920 1,9

0

70 2,020 2,0

年

70
動 単 位 件

標
指

標 値

度

単 位

投 計 年度別事業費

平

7,436 1,859

成

1,859 1,859

3

1,859
合

資 内 特定

1

財源
画

指 訳 一般財源 7

年

,436 1,859 1

度

,859 1,859 1

行

平

,859
【特別会計】

成

計
標 額 他団体事業負担

3

額

2年

項 

度

      目 平成3

平

0年度 平成31年度 平

成

成32年度 平成33年

3

度 備       考

3

○全体事業期間活 目  

計

年

 平成20年度～平成

度

33年度

動 単 位
標

指

標

備

値 単 位 ○特定財源
  

 

保険料還付金、還付加

 

算金【投 計 年度別事業

 

費 1,623,812

 

359,875 389

 

,335 420,48

 

2 454,120
  

 

その他】合
  資 内 特
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   健やかで笑顔にあ政 ふれ、互いに支えあう策 まちを目指します
 基

　
本施策　０７   安

　
心できる暮らしの実現

　

 ０２   健

０

やかで笑顔にあふれ、

２

互いに支えあうまちを

 

目指します
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平 画

投 計 年度別事業費 61

平

,519,459 14

成

,777,786 15

3

,159,960 15

0

,565,675 16

年

,016,038
合

資

度

内 特定財源 39,51

～

6,673 9,581

平

,504 9,748,

成

415 9,955,2

成
3

20 10,231,5

3

34
画

指 訳 一般財源 2

年

2,002,786 5

度

,196,282 5,

（

411,545 5,6

単

10,455 5,78

位

4,504
計

標 額 他団

 

体事業負担額

 千

3

円）

0年

項 

度

      目 平成3

実

0年度 平成31年度 平

行

成32年度 平成33年

計

度 備       考
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す。また、盛岡地域雇用開発協会、岩手中央職業訓練協会、ふるさといわて定住
事    業    主    体 財団、公共職業安定所等の各関係機関と連携し、職業訓練、地域の雇用情勢の情

商工観光課 報共有と課題解

 

決に努めます。

【滝沢市主体】

次代

計画のビジョン（

を

政策が実現できたとき

担

の状態）

目指すまちの

う

姿は「雇用環境が充実

若

し、みんなが安心して

者

活き活きと働けるまち

が

」です。このため、滝

政 育

沢市の特性や強みを

活

ち

かし、地域資源を活用

、

して顧客ニーズに応じ

新

た価値の創造や、産学

た

官連携や異業種連携を

な

推進し、競争力の高い

価

産業の育

成を目指しま

値

す。この結果、雇用拡

の

大と産業振興を図り、

創

次代を担う若者が育ち

策 造

、新たな価値の創造に

に

挑戦するまちを目指

し

挑

ます。

政策目標値の達

戦

成状況

基準値 上：戦略

す

目標見込値／下：達成

る

値 目標値 進捗状況No

ま

政 策 目 標 指 数
平成26

ち

年度 平成27年度 平成

を

28年度 平成29年度

目

平成30年度 平成31

　 指

年度 進捗率(%)

暮 自

し

分の仕事に満足してい

ま

る人の割合
1 ら 54 5

す

5 56 57 58 -53

 

.5単 位 ％し 53 5

基

3.5 0 - - 0.0

幸

本

身に付けた知識や技術

施

を仕事や趣味の場で活

策

かせる機会があると感

　

じる人の割合
2 40.

　
０

5 42 43.5 45 4

１

6 -39.5単 位 ％

 

福 40.4 40.4 0

 

- - 0.0

 

基本施策が４年間

地

でめざす姿

自然、観光

域

、農産物など価値ある

資

地域情報を提供し、こ

源

れらを広域連携へと展

を

開し、集客力の向上を

　
活

目指します。またＩＣ

用

Ｔ（情報通信技術）を

し

活用した地域特産品の

た

ブランド化や異業種連

戦

携、農商工連携等によ

略

る商品開発を様々な機

的

関と連携し

て推進し、

な

地域産業の活性化を目

産

指します。

基本施策目

業

標の進捗状況分析

チャ

０
振

グチャグ馬コ入込数２

興

万９千人に対し、１万８千人と目標に達せず、伝統行事の維持保存と集客に向けた新たな展開が

必要であると考えます。

事       業       名 事業の意図やねら

３

い（成果や効果）

労働環境整備事業 就労者が安心して働ける環境づくりや、資金の融資等による生活の安定と福祉の

向上に寄与することを目的に運用します。また、就職面接会や参加学校における

求職動向等の調査、雇用に

 

関する情報提供を行い雇用の拡大を図ることを目的と

します。

継続区分 会計・款・項・目 平成30年度の事業概要
滝沢市生活安定資金の新規貸付を行い、生活安定に対するサポートをして参りま継続 一般・5款・1項・1目
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平 画

に

などの適切な森林整備

オ

を推進します。

ー

基本施策の達

プ

成（実現）に向けた基

ン

本計画期間内の取り組

し

みと方針

・ビッグルー

た

フ滝沢内にオープンし

、

た「たきざわキッチン

た

」を核として、ＩＣＴ

き

等を活用した自然資源

平

ざ

や観光資源などの情

報

わ

発信や、市民、企業、

キ

商工会など様々な関係

ッ

団体と価値を共有し、

チ

適切な資源保全に向け

ン

た体制構築や、新たな

を

価値の創

造による集客

拠

力向上に向けた取り組

点

みを推進します。

・市

と

内の大半をしめる小規

成

し

模商工業者は、その時

　

々の経済情勢に経営状

　

況が左右されやすく、

て

経営基盤の強化が必要

、

とされ

ています。この

Ｉ

ことから、関係団体と

Ｃ

の連携して異業種連携

Ｔ

、人材育成並びにブラ

を

ンド開発を支援するこ

活

とにより、経営力

の向

3

用

上と体質強化を支援し

し

ます。

基本計画期間内

た

の取り組みと方針のう

観

ち、平成30年度の重

光

点課題

・平成２８年度

情

に実施した「馬資源を

報

活用した農産物のブラ

、

ンド化・地域共創事業

イ

」を引き続き関係者と

ベ

連携して実施し、

自然

0

ン

資源や伝統文化を活か

ト

した観光振興について

情

は、「ビッグルーフ滝

報

沢」並びに「たきざわ

な

キッチン」を活用し情

ど

報発信

に取り組みます

の

。

・商工業の支援と地

情

域資源を活かした産業

報

振興については、関係

発

団体と連携して、小規

年

信

模企業等の課題等につ

や

いて調査研究

し課題等

滝

を整理します。

沢ブラ

項     

ン

  目 平成30年度 平

ド

成31年度 平成32年

開

度 平成33年度 備  

発

     考
○全体事

度

な

業期間活 目 滝沢市生活

ど

安定資金貸付件数（
 

価

 平成30年度～平成

値

33年度新規） 5 5 5

あ

5
動 単 位 件

標
指

標 値 単

る

位 ○特定財源
  東北

地

労働金庫生活安定資金

域

預投 計 年度別事業費 1

情

3,256 3,314

報

3,314 3,314

～

の

3,314
  託金【

提

その他】合
  資 内 特

供

定財源 12,000 3

に

,000 3,000 3

よ

,000 3,000
 

る

 画   指 訳 一般財源

集

1,256 314 31

　

4 314 314
計

標 額

客

他団体事業負担額

力

平

の向上を目指します。

成

また、地域特産物のブ

成
3

ランド化を関係機関と

3

連携して推進し、地域

年

産業の活性化を目指し

度

ま　

　す。商工会と連

（

携し小規模商工業者を

単

対象とした商工業振興

位

計画を策定し、経営基

 

盤の確立と体質強化を

 

支援します。

・「企業

千

集積と産学官連携の推

3

円

進」については、イノ

）

ベーションセンター、イノベパークを拠点とした産学官連携や異業種

　連携を推進し、企業が成長しやすい環境整備と人材育成を支援し、新たな価値が創造され、民間資金が集積

政

しやすい環境

　を構築

0

策

し、企業集積の加速化

の

を目指します。また、

達

誘致企業数の増加や誘

成

致企業の成長に伴い、

（

集積の加速化に寄与す

実

る

　次期企業誘致構想

現

を策定します。

・「農

）

林業の振興」について

に

は、農地集積の推進、

向

畜産の振興により、次

年

け

代の担い手の育成・確

た

保に努めます。また、

基

日本

　型直接支払や森

本

林整備を推進し、農地

計

や森林が有する多面的

画

機能の持続的な発揮を

期

目指します。また、産

間

直施設のネット

　ワー

内

ク化や食育と連携した

の

食の安全・安心を基本

度

取

とする地産地消を推進

り

し、持続可能な農林業

組

を育成します。

基本計

み

画期間内の取り組みと

と

方針のうち、平成30

方

年度の重点課題

・「地

針

域資源を活用した戦略

・

的な産業振興」につい

「

ては、産業創造センタ

地

ーの開設に伴い、指定

実

域

管理者と共に、観光と

資

物産

　の情報発信に取

源

り組みます。また、平

を

成28年度に実施した

活

「馬資源を活用した農

用

産物のブランド化・地

し

域共創事業」に引

　き

た

続き取り組みます。

・

戦

「企業集積と産学官連

略

携の推進」については

行

的

、イノベパークへの企

な

業誘致の促進します。

産

また産学官連携や共同

業

研究を進

　めるととも

振

に、人材育成と企業が

興

成長しやすい環境整備

」

の推進と次期産業用地

に

の調査検討を進めます

つ

。

・「農林業の振興」

い

については、農地中間

計

て

管理事業を活用した担

は

い手への農地集積の推

、

進、日本型直接支払の

ビ

推進と産直や

　食育と

ッ

連携した地産地消を推

グ

進し、持続可能な農業

ル

経営体の育成を図りま

ー

す。また、相の沢牧野

フ

の運営管理による畜産

内

振

　興、松くい虫対策
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事

団体の活用、中小企業

業

団体中央会等の活用。

の

【協働事業】 ・その他

意

商工業に関する必要施

図

策の展開。

滝沢市商工

や

会

ね

事       

ら

業       名 事

い

業の意図やねらい（成

（

果や効果）

中小企業振

 

成

興資金利子補給費補助

果

事業 滝沢市が市内商工

や

業者に対して行う滝沢

効

市中小企業振興資金の

果

融通を円滑にする

ため

）

、当該資金に係る利子

地

補給を行います。経営

域

基盤の弱い中小企業の

職

円滑な資

金調達及び経

業

営を支援するものであ

次

相

り、もって中小企業の

談

振興を図ります。

（義

室

務的事業）

継続区分 会

管

計・款・項・目 平成3

理

0年度の事業概要
・滝

運

沢市中小企業振興資金

営

を活用する中小企業者

事

に対し、市が年に2回

業

（前期：4継続 一般・

国

7款・1項・2目
月～

代

と

9月、後期：10月～

の

3月）利子の内1.5

共

％の補給を行います。

同

事    業    

運

主    体 （Ｈ30

営

年1月1日現在におい

に

て、当該資金の利率は

よ

、3年以内の返済の場

り

合2.70％

商工観光

地

課 、3年を越える返済

を

域

の場合2.90％とな

職

っています。）

【滝沢

業

市主体】 ・市内企業は

相

、当制度により低利で

談

融資を活用することが

室

可能となります。

を

事

開

       業  

設

     名 事業の意

し

図やねらい（成果や効

担

、

果）

中小企業振興資金

雇

保証料補給費補助事 滝

用

沢市が市内商工業者に

相

対して行う滝沢市中小

談

企業振興資金の融通を

員

円滑にする

ため、当該

に

資金に係る保証料補給

よ

を行うことにより経営

る

基盤の弱い中小企業の

労

円
業 滑な資金調達及び

う

働

経営を支援し、中小企

問

業の振興を図ります。

題

（義務的事業）

継続区

に

分 会計・款・項・目 平

関

成30年度の事業概要

す

・滝沢市中小企業振興

る

資金を活用する中小企

相

業者に対し、市が融資

談

金額にかかる継続 一般

や

・7款・1項・2目
保

若

求

証料について、年に1

人

回補給を行います。
事

求

    業    主

職

    体 （現行の保

紹

証料率は、0.45％

介

～1.7％の9段階と

業

なっており、段階に応

務

じて0.35％

商工観

補

光課 ～1.4％補給を

助

行っています）

【滝沢

者

を

市主体】 ・岩手県小規

行

模小口資金を活用する

い

中小企業者に対し、市

、

が融資金額に係る保証

ミ

料について、年に1回

ス

補給を行います。

マッチの

が

解消に努め、就業率の

政 育

向

上を目指します。

継

ち

続区分 会計・款・項・

、

目 平成30年度の事業

新

概要
滝沢市地域職業相

た

談室を設置し、雇用相

な

談員による労働相談や

価

職業の斡旋業務等継続

値

一般・5款・1項・1

の

目
を行うことにより、

創

ミスマッチの解消等を

策 造

し就業の一助として運

に

営を行います。
事  

挑

  業    主  

戦

  体
商工観光課

【協

す

働事業】

岩手労働局

るま

事       業 

ち

      名 事業の

を

意図やねらい（成果や

目

効果）

滝沢市シルバー

　 指

人材センター補助事業

し

市内高齢者が定年退職

ま

後も臨時的・短期的な

す

就業を通じて自己の経

 

験及び労働能

力を活用

基

し、自らの生涯の充実

本

を図り社会参加すると

施

ともに、高齢者の能力

策

を活

かした活力ある地

　

域社会づくりに寄与す

　
０

ることを目的とします

１

。

継続区分 会計・款・

 

項・目 平成30年度の

 

事業概要
高齢者の就業

 

機会の拡充、技能講習

地

の推進を図るために運

域

営している（公社）滝

資

継続 一般・5款・1項

源

・1目
沢市シルバー人

を

材センターに対して補

　
活

助を実施します。
事 

用

   業    主 

し

   体
商工観光課

【

た

他団体事業主体】

（公

戦

社）滝沢市シルバー人

略

材センター

的

事   

な

    業     

産

  名 事業の意図やね

業

らい（成果や効果）

商

０
振

工業経営安定支援事業

興

商工業の発展は地域経済の活性につながるだけでなく、雇用の増大、住民の利便

性の向上など市全体の振興につながります。本市では、事業者の多くが小規模事

業者であり、小規模・中規模事業者に対

３

する支援を充実し、地域企業の安定した

経営と商工業全体の活性化

事

を図ることを目的とし

 

ます。

継続区分 会計・

 

款・項・目 平成30年

 

度の事業概要
地域企業

 

の安定した経営と商工

 

業全体の活性化を図る

 

ため次の事業を行いま

 

 

す。継続 一般・7款・

業

1項・2目
・商工業者

 

の経営基盤の支援のた

 

め、滝沢市中小企業振

 

興資金及び県小規模小

 

口
事    業   

 

 主    体 資金の

 

活用、セーフティネッ

 

ト保証の認定等。

商工

名

観光課 ・各種商工業者
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平 画

考

00 8,800 8,8

○

00 8,800
合

資 内

全

特定財源
画

指 訳 一般財

体

源 35,200 8,8

事

00 8,800 8,8

業

00 8,800
計

標 額

期

他団体事業負担額

間活 目

項    

平

就

   目 平成30年度

職

平成31年度 平成32

件

年度 平成33年度 備 

数

      考
○全体

 

事業期間活 目 市融資利

 

用件数
  昭和58年

平

度～平成33年度50

成

50 50 50
動 単 位 件

3

標
指 保証料補給実績

5

0

,000 5,000 5

成

年

,000 5,000
標

度

値 単 位 千円 ○特定財源

～

  中小企業振興資金

平

保証料返戻投 計 年度別

成

事業費 24,000 6

3

,000 6,000 6

3

,000 6,000
 

年

 金【その他】合
  

度

資 内 特定財源 4 1 1 1

1

1
  画   指 訳 一般

3

,

財源 23,996 5,

5

999 5,999 5,

0

999 5,999
計

標

0

額 他団体事業負担額

1,500 1

0

,500 1,500
動

年

単 位 件
標

指

標 値 単 位 ○

度

特定財源
  大崎宿舎

～

駐車場賃借料【その投

平

計 年度別事業費 23,

成

920 5,980 5,

成
3

980 5,980 5,

3

980
  他】、大崎

年

宿舎敷地内電話線合
 

度

 路電柱敷地料【その

（

他】資 内 特定財源 1,

単

284 321 321 3

位

21 321
  画   

 

指 訳 一般財源 22,6

 

36 5,659 5,6

千

59 5,659 5,6

3

円

59
計

標 額 他団体事業

）

負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 シルバー人材センタ

0

ー加入率（
  平成30年度～平成33年度60歳以上） 2.9 2.9 2.9 2.9

動 単 位 ％
標

指 受託件数
1,200 1,200 1,200 1,200

標 値 単 位 件

投 計 年度別事業費 35,280 8,820 8,820 8,8

年

20 8,820
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 35,280 8,820 8,820 8,820 8,820
計

標 額 他団体事業負担額

項    

項

   目 平成30年度

度

 

平成31年度 平成32

 

年度 平成33年度 備 

 

      考
○全体

 

事業期間活 目 事業所数

 

（生産年齢人口1千人

 

  平成21年度～平

 

成33年度当たり） 4

目

5 45 45 45
動 単 位

平

事業所
標

指

標 値 単 位 ○

成

特定財源
  滝沢市中

実

3

小企業振興資金預託投

0

計 年度別事業費 270

年

,728 67,682

度

67,682 67,6

平

82 67,682
  

成

金【その他】合
  資

3

内 特定財源 268,0

1

00 67,000 67

年

,000 67,000

度

67,000
  画  

行

平

 指 訳 一般財源 2,7

成

28 682 682 68

3

2 682
計

標 額 他団体

2

事業負担額

年度 平

項       

成

目 平成30年度 平成3

3

1年度 平成32年度 平

3

成33年度 備    

計

年

   考
○全体事業期

度

間活 目 事業所数（生産

備

年齢人口1千人
  昭

 

和57年度～平成33

 

年度当たり） 45 45

 

45 45
動 単 位 事業所

 

標
指 融資新規利用件数

 

35 35 35 35
標 値

 

単 位 件

投 計 年度別事業

 

費 35,200 8,8
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事

地域産品の研究開発を

業

組織的かつ継続的に行

の

います。継続 一般・7

意

款・1項・2目
・既存

図

地域産品の推奨、ＰＲ

や

活動及び販路の拡大を

ね

図ります。
事    

ら

業    主    

い

体
商工観光課

【協働事

（

業】

滝沢市商工会、生

 

成

産者等

果

事     

や

  業       

効

名 事業の意図やねらい

果

（成果や効果）

観光基

）

盤整備事業 滝沢市の観

滝

光資源をＰＲするとと

沢

もに、観光客の受入態

市

勢を整備し、また広域

商

観

光を推進し観光客の

次

工

誘客を図り、地域活性

会

化に努めます。

継続区

補

分 会計・款・項・目 平

助

成30年度の事業概要

事

・観光啓発事業を実施

業

します。継続 一般・7

商

款・1項・3目
・観光

工

ＰＲ活動を展開します

会

。
事    業   

は

 主    体 ・各種

代

法

観光関連団体へ協力し

に

ます。

商工観光課 ・各

基

種観光関連団体が開催

づ

する観光イベントにお

く

いて協力します。

【滝

地

沢市主体】 ・観光パン

域

フレットの製作、マス

総

コミへの投込み、また

合

はインターネット等の

経

情

報発信に努めます。

を

済団

事       業

体

       名 事業

で

の意図やねらい（成果

あ

や効果）

観光施設管理

り

運営事業 市の自然観光

、

資源である岩手山登山

地

者の約半数が柳沢コー

域

スを利用し、年間1万

商

人以上の登山者が訪れ

担

工

ています。そのほか、

業

鞍掛山登山者や相の沢

者

・馬返しキャ

ンプ場も

の

多くの利用者が訪れる

経

ため、快適で安全な登

営

山と岩手山麓の自然を

改

楽し

めるように施設を

善

管理し、観光産業の資

指

源として市内経済の拡

導

大を図ります。

継続区

う

、

分 会計・款・項・目 平

地

成30年度の事業概要

域

・相の沢・馬返しキャ

経

ンプ場の管理継続 一般

済

・7款・1項・3目
・

振

鞍掛山周辺、岩手山登

興

山道の管理
事    

、

業    主    

社

体 ・山開き等の行事開

会

催

商工観光課

【滝沢市

若

福

主体】

祉増進など幅広く活

者

動しています。商工会

が

事業を通じて中小

企業

政 育

の経営基盤を強化し、

ち

その活力を最大限発揮

、

させることにより、雇

新

用創出や

税収拡大、地

た

域経済の活性化、市の

な

商工業施策への反映を

価

期待するものです。

継

値

続区分 会計・款・項・

の

目 平成30年度の事業

創

概要
(1)経営改善普

策 造

及事業　継続 一般・7

に

款・1項・2目
・地域

挑

の小規模事業者の経営

戦

の改善発達を図るため

す

、経営指導、各種研修

る

会の開
事    業 

ま

   主    体 催

ち

、情報提供等を行いま

を

す。

商工観光課 (2)

目

地域総合振興事業

【他

　 指

団体事業主体】 ・時代

し

に即した地域商工業の

ま

課題、問題の解決を図

す

る活動を行います。

滝

 

沢市商工会 ・地域の活

基

性化のために、まちづ

本

くりや地域資源活用の

施

強化を行います。

策

事

　

       業  

　
０

     名 事業の意

１

図やねらい（成果や効

 

果）

物産振興事業 市の

 

物産及び産業等を紹介

 

することにより、市民

地

の理解と認識を高め、

域

生産の奨

励及び販路の

資

拡大を図り、市内の産

源

業振興に資することが

を

できます。

継続区分 会

　
活

計・款・項・目 平成3

用

0年度の事業概要
・い

し

わて産業振興センター

た

を通じて、滝沢市の物

戦

産の普及、地場産業の

略

振興を図継続 一般・7

的

款・1項・2目
ります

な

。
事    業   

産

 主    体 ・滝沢

業

市産業まつりを開催、

０
振

市の物産展の開催、ま

興

た情報発信により、生産の奨

商工観光課 励及び販路の拡大を図ります。

【協働事業】 ・県、広域で開催するイベントに参加しＰＲに努めます。

市産業まつり実行委員会 等

事 

３

      業       名 事業の意図やねらい（成果や効果

事

）

滝沢市特産品開発事

 

業 地域振興や産業振興

 

の方策として、自然、

 

歴史、風土、食文化等

 

を反映した地域

ブラン

 

ドへの関心が高まって

 

います。まちづくりの

 

 

イメージアップや、地

業

域外の

資金や人材を呼

 

び込み持続的な地域経

 

済の活性化を図る好循

 

環に繋がるよう、地

域

 

資源のブランディング

 

や加工、販路拡大に取

 

り組みます。

継続区分

 

会計・款・項・目 平成

名

30年度の事業概要
・
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平 画

考

事業費 17,908 4

○

,477 4,477 4

全

,477 4,477
 

体

 合
  資 内 特定財源

事

2,600 650 65

業

0 650 650
  画

期

  指 訳 一般財源 15

間

,308 3,827 3

活

,827 3,827 3

目

,827
計

標 額 他団体

平

市

事業負担額

内事業

項       

主

目 平成30年度 平成3

の

1年度 平成32年度 平

商

成33年度 備    

工

   考
○全体事業期

会

間活 目 岩手山登山者数

加

  平成30年度～平

成

入

成33年度14 14 1

率

4 14
動 単 位 千人

標
指

 

キャンプ場利用者数
2

 

,000 2,000 2

平

,000 2,000
標

成

値 単 位 人 ○特定財源
 

3

 自然公園施設管理業

0

務委託金投 計 年度別事

年

業費 29,684 7,

度

421 7,421 7,

3

～

421 7,421
  

平

【県】、地域整備特別

成

対策事合
  業基金繰

3

入金【その他】、市資

3

内 特定財源 25,76

年

0 6,437 6,44

度

1 6,441 6,44

5

1
  町村振興交付金

7

【その他】ほ画   か

5

指 訳 一般財源 3,92

0

7

4 984 980 980

5

980
計

標 額 他団体事

7

業負担額

57
動 単 位 ％

標

年

指

標 値 単 位

投 計 年度別

度

事業費 47,124 1

～

1,781 11,78

平

1 11,781 11,

成

781
合

資 内 特定財源

成
3

画
指 訳 一般財源 47,

3

124 11,781 1

年

1,781 11,78

度

1 11,781
計

標 額

（

他団体事業負担額

単位 

項    

 

   目 平成30年度

千

平成31年度 平成32

3

円

年度 平成33年度 備 

）

      考
○全体事業期間活 目 滝沢市産業まつり出店・出展者
  昭和57年度～平成33年度数 55 55 55 55

動 単 位 事業所
標

指 滝沢市産業まつり来場者数
15,000 15,000 15,0

0

00 15,000
標 値 単 位 人 ○特定財源

  市町村振興交付金【その他】投 計 年度別事業費 15,468 3,867 3,867 3,867 3,867
  、地域整備特別対策事業基金合
  繰入金【その他】資 内 特定財源 1

年

4,800 3,700 3,700 3,700 3,700
  画   指 訳 一般財源 668 167 167 167 167

計
標 額 他団体事業負担額

項

項

       目 平成

度

 

30年度 平成31年度

 

平成32年度 平成33

 

年度 備       

 

考
○全体事業期間活 目

 

開発品目数
  平成2

 

8年度～平成33年度

 

3 3 3 3
動 単 位 品

標
指

目

補助交付実績
3 3 3 3

平

標 値 単 位 件 ○特定財源

成

  市町村振興交付金

実

3

【その他】投 計 年度別

0

事業費 21,732 5

年

,433 5,433 5

度

,433 5,433
 

平

 、地域整備特別対策

成

事業基金合
  繰入金

3

【その他】ほか資 内 特

1

定財源 21,012 5

年

,253 5,253 5

度

,253 5,253
 

行

平

 画   指 訳 一般財源

成

720 180 180 1

3

80 180
計

標 額 他団

2

体事業負担額

年度 平

項      

成

 目 平成30年度 平成

3

31年度 平成32年度

3

平成33年度 備   

計

年

    考
○全体事業

度

期間活 目 観光入込客数

備

  平成30年度～平

 

成33年度430 43

 

0 430 430
動 単 位

 

千人
標

指 岩手山登山者

 

数
14 14 14 14

標

 

値 単 位 千人 ○特定財源

 

  市町村振興助成金

 

【その他】投 計 年度別
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事

ベント等に出馬しチャ

業

グチャグ馬コのＰＲを

の

実施します。
事   

意

 業    主   

図

 体
商工観光課

【滝沢

や

市主体】

ね

事    

ら

   業      

い

 名 事業の意図やねら

（

い（成果や効果）

自然

 

成

資源保護管理事業 岩手

果

県自然環境保全条例に

や

おける野生動物保護地

効

区に該当する春子谷地

果

湿原をは

じめとして、

）

岩手山など貴重な自然

チ

環境の保護や保全をし

ャ

、次代に引き継ぐこと

グ

が重要です。貴重な動

チ

植物の保護と、岩手山

次

ャ

においては登山等観光

グ

的利用及び自

然環境保

馬

全のバランスをとり、

コ

自然愛護の啓発を図り

関

ます。

継続区分 会計・

連

款・項・目 平成30年

事

度の事業概要
・自然公

業

園保護管理員により岩

チ

手山の巡回及び指導を

ャ

行います。継続 一般・

代

グ

7款・1項・3目
・自

チ

然保護指導員による自

ャ

然環境保全地域（春子

グ

谷地湿原）の巡回及び

馬

指導を行
事    業

コ

    主    体

は

います。

商工観光課 ・

、

植樹地周辺刈払い等の

全

環境整備を行います。

国

【滝沢市主体】 ・外来

を

に

種駆除を行います。

知名

事       業 

度

      名 事業の

の

意図やねらい（成果や

あ

効果）

滝沢市商店街支

る

援事業 本市の商店街は

本

各地区に点在し比較的

市

新しい店舗が多く、各

の

店舗間の連携が希薄

な

担

観

状況となっています。

光

商工会と連携を図りな

資

がら各地域の課題解決

源

に向けた事

業の支援を

で

行い、市の商工業の活

あ

性化を図り併せて地域

り

の活性化に寄与します

、

。

継続区分 会計・款・

チ

項・目 平成30年度の

ャ

事業概要
各振興会で検

う

グ

討した事業実施の支援

チ

をします。継続 一般

事

ャ

    業    主

グ

    体
商工観光課

馬

【協働事業】

地元商工

コ

振興会及び滝沢市商工

保

会

存会事

若

業（行進事業、ＰＲ事

者

業、保存事業）への負

が

担金を中心にチャグチ

政 育

ャグ馬コの保存により

ち

、観光収益や市民の文

、

化意識の向上に寄与し

新

ます。

継続区分 会計・

た

款・項・目 平成30年

な

度の事業概要
・チャグ

価

チャグ馬コ行進行事出

値

馬全体数92頭継続 一

の

般・7款・1項・3目

創

・チャグチャグ馬コ同

策 造

好会滝沢支部出馬数4

に

5頭
事    業  

挑

  主    体 ・観

戦

光客入込客数170千

す

人（内市内分30千人

る

）

商工観光課 ・チャグ

ま

チャグ馬コ保存会負担

ち

金

【滝沢市主体】

を

事

目

       業  

　 指

     名 事業の意

し

図やねらい（成果や効

ま

果）

滝沢市観光協会補

す

助事業 地域資源を生か

 

した観光集客を目指す

基

ため、チャグチャグ馬

本

コや岩手山麓の自然

を

施

中心としたイベントを

策

民間団体等と協働で実

　

施するとともに市の観

　
０

光物産情報

のＰＲ及び

１

旅行企画を実施し、観

 

光産業の振興を図りま

 

す。

継続区分 会計・款

 

・項・目 平成30年度

地

の事業概要
・チャグチ

域

ャグ馬コ関連行事やイ

資

ベントを開催します。

源

継続 一般・7款・1項

を

・3目
・岩手山・鞍掛

　
活

山山開き等岩手山麓の

用

自然を活用した事業を

し

実施・支援します。
事

た

    業    主

戦

    体 ・市内の観

略

光物産情報のＰＲ事業

的

を実施します。

商工観

な

光課 ・旅行企画商品を

産

開発し実施します。

【

業

他団体事業主体】 ・観

０
振

光土産品の開発及び普

興

及啓発を図ります。

滝沢市観光協会 ・市内物産商品のネット販売事業を実施します。

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

チャグチャグ馬コ

３

馬資源確保事業 市内の農用馬の飼育頭数は年々減少傾向にあり、県

事

内外から馬を借用して

 

チャグ

チャグ馬コを実

 

施しているのが現状で

 

す。市内馬資源の減少

 

に歯止めをかけ、馬

産

 

地岩手の馬事文化の保

 

存と市へ観光に訪れた

 

 

お客様がいつでも馬に

業

親しむ機会

を持つこと

 

ができるチャグチャグ

 

馬コの里滝沢の形成を

 

目指します。

継続区分

 

会計・款・項・目 平成

 

30年度の事業概要
・

 

市有馬の預託事業を実

 

施します。継続 一般・

名

7款・1項・3目
・イ
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平 画

考

業費 7,644 1,9

○

11 1,911 1,9

全

11 1,911
  金

体

【県】、自然公園保護

事

管理合
  業務委託金

業

【県】、自然環境資 内

期

特定財源 5,957 1

間

,490 1,489 1

活

,489 1,489
 

目

 保全条例事務処理交

平

チ

付金【県画   】ほか

ャ

指 訳 一般財源 1,68

グ

7 421 422 422

チ

422
計

標 額 他団体事

ャ

業負担額

グ馬コ

項       目

同

平成30年度 平成31

好

年度 平成32年度 平成

成

会

33年度 備     

滝

  考
○全体事業期間

沢

活 目 地域振興会の組織

支

数
  平成20年度～

 

平成33年度5 5 5 5

 

動 単 位 団体
標

指

標 値 単

平

位

投 計 年度別事業費
合

成

資 内 特定財源
画

指 訳 一

2

般財源 <ゼロ予算事業

2

>計
標 額 他団体事業負

3

年

担額

度～平成33年度部

0

出馬頭数 45 45 45

年

45
動 単 位 頭

標
指 チャ

度

グチャグ馬コ行進行事

～

出馬
全体数 92 92 9

平

2 92
標 値 単 位 頭 ○特

成

定財源
  市町村振興

成
3

助成金【その他】投 計

3

年度別事業費 25,9

年

51 6,592 6,4

度

53 6,453 6,4

（

53
  合
  資 内 特

単

定財源 24,000 6

位

,000 6,000 6

 

,000 6,000
 

 

 画   指 訳 一般財源

千

1,951 592 45

3

円

3 453 453
計

標 額

）

他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 観光客入

0

込み数
  昭和43年度～平成33年度430 430 430 430

動 単 位 千人
標

指 観光協会会員数
70 70 70 70

標 値 単 位 人

投 計 年度別事業費 48,400 12,100 12,100 12,100 12,100
合

資 内 特定

年

財源
画

指 訳 一般財源 48,400 12,100 12,100 12,100 12,100
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30

項

年度 平成31年度 平成

度

 

32年度 平成33年度

 

備       考
○

 

全体事業期間活 目 チャ

 

グチャグ馬コ同好会滝

 

沢支
  平成20年度

 

～平成33年度部出馬

 

頭数 45 45 45 45

目

動 単 位 頭
標

指 市内農用

平

馬飼養頭数
61 61 6

成

1 61
標 値 単 位 頭 ○特

実

3

定財源
  市町村振興

0

助成金【その他】投 計

年

年度別事業費 5,49

度

2 1,373 1,37

平

3 1,373 1,37

成

3
  合
  資 内 特定

3

財源 4,000 1,0

1

00 1,000 1,0

年

00 1,000
  画

度

  指 訳 一般財源 1,

行

平

492 373 373 3

成

73 373
計

標 額 他団

3

体事業負担額

2年度

項      

平

 目 平成30年度 平成

成

31年度 平成32年度

3

平成33年度 備   

3

    考
○全体事業

計

年

期間活 目 自然公園保護

度

管理員設置日数
  平

備

成30年度～平成33

 

年度160 160 16

 

0 160
動 単 位 日

標
指

 

自然保護指導員設置日

 

数
40 40 40 40

標

 

値 単 位 日 ○特定財源
 

 

 自然保護指導員設置

 

業務委託投 計 年度別事
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したブランド訴求、ス

 

マートフォンアプリに

 

よる市の魅力発信、保

 

育園・幼稚園の支援シ

 

ステムなどの実用化を

 

通じて企

業との連携強

計

化が図られました。

 政

事       業 

策

      名 事業の

 

　

意図やねらい（成果や

　

効果）

企業誘致事業 市

　

内における雇用の場の

０

確保及び産業振興を図

３

るために、県外企業・

 

市外企業等

の誘致を行

 

います。また、市内企

 

業の工場拡充などの支

次

援や新規事業取組み等

代

へ

の支援により、安定

次

を

した雇用の確保を図り

担

ます。

（重点事業）

継

う

続区分 会計・款・項・

若

目 平成30年度の事業

者

概要
岩手県、岩手県立

が

大学及び産業支援機関

育

とのネットワーク等を

ち

活用し、滝沢市内継続

、

一般・7款・1項・2

新

目
の産業用地の検討及

代

た

び企業誘致活動を行い

な

、また、既存企業の事

価

業拡充等への支
事  

値

  業    主  

の

  体 援も行ないます

創

。また、新たな産業用

造

地や利用可能適地を検

に

討します。

企業振興課

挑

【滝沢市主体】

戦

事 

を

す

      業   

る

    名 事業の意図

ま

やねらい（成果や効果

ち

）

経済振興連携事業 企

を

業誘致や企業が行なう

目

事業の高度化、新事業

指

への取組み等に対する

し

支援を行う

ため、企業

ま

や様々な機関との情報

す

共有、連携の構築を図

担

 

り企業誘致の促進と市

基

内

企業の強化を図りま

本

す。

継続区分 会計・款

施

・項・目 平成30年度

策

の事業概要
・企業の経

　

営安定化を図るため、

０

支援機関、研究機関等

２

との連携を構築します

 

。継続 一般・7款・1

 

項・2目
・広く各分野

う

 

で、市内の産学官連携

企

事業を展開します。（

業

岩手ネットワークシス

集

事    業    

積

主    体 テム会費

と

10千円、ＥＴロボコ

産

ン東北地区大会開催負

学

担金100千円、盛岡

官

広域地域

企業振興課 活

連

性化協議会負担金29

若

携

1千円）

【滝沢市主体

の

】 ・企業からの情報収

推

集を強化するため、産

進

業振興アドバイザーを設置し、産学官

連携を手法とした企業高度化、企業誘致を促進します。

者

基本施策が４年間で

が

めざす姿

企業集積と産

政 育

学官連携について、イ

ち

ノベーションパークを

、

拠点とした産学官連携

新

や異業種連携を推進し

た

、新たな価値が創造

さ

な

れ、民間資金が集積す

価

る環境を構築し、企業

値

集積を推進します。

(

の

１)inove（イノ

創

ベ）等への企業集積の

策 造

促進と産業立地構想の

に

策定

イノベーションパ

挑

ーク及び盛岡西リサー

戦

チパークへの企業誘致

す

を促進するとともに、

る

企業数の増加や誘致企

ま

業の成長に伴い

、集積

ち

の加速化に寄与する次

を

期企業誘致構想を策定

目

します。

(２)産学官

　 指

連携や異業種連携によ

し

る価値の創造

イノベー

ま

ションパークを拠点と

す

した産学官連携や融合

 

、共同研究、これらの

基

研究成果を実践する場

本

を提供することにより

施

、

inove（イノベ

策

）への質の高い技術の

　

蓄積と次代を担う人材

　
０

を育てるとともに、金

１

融機関等との連携によ

 

るファンド創成な

どの

 

模索を進める必要があ

 

ります。また、ＩＣＴ

地

を活用した付加価値の

域

高い地域資源やサービ

資

スの提供により、企業

源

の成長

や起業を支援し

を

、若者の雇用機会を創

　
活

出します。

(３)ＩＣ

用

Ｔを活用した地域情報

し

化の推進

より迅速で、

た

より正確な情報の伝達

戦

を図るため、ＩＣＴを

略

活用した地域情報化の

的

推進と、住民自治の確

な

立のためのコミュニ

テ

産

ィ形成や防災時の情報

業

の収集、伝達のため大

０
振

学や企業等と連携のも

興

と地域情報化方針等を検討するとともに、その構築を

図ります。併せて、ＩＣＴの活用の促進を図るため、情報

小

リテラシー向上のため

 

の人材育成を推進しま

 

す。

基本施策目標の進

 

捗状況分析

・盛岡西リ

３

 

サーチパークは平成2

 

8年度残りの1区画を

 

1社拡張に伴い分譲し

 

、分譲率100％とな

 

り、製造業、卸売業、

 

設計コ

ンサルタント、

 

サービス業などの企業

 

が事業を展開していま

 

す。

・inove（滝

 

沢市ＩＰＵイノベーシ

 

 

ョンセンター）は21

 

室中18室、8シェア

 

デスク中2デスクに2

 

2社が入居しています

 

。

・産学官連携の推進

 

として、平成22～2

 

9年度の間に産学官共

 

同研究9件、産学共同

 

研究21件を実施し、

 

ネットショップを活

用
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平 画

年

連携による課題解決の

度

実
  平成14年度～

別

平成33年度績（累計

事

） 39 41 43 45
動

業

単 位 件
標

指 産学官交流

費

事業の実施（累計）
2

6

0 22 24 26
標 値 単

2

位 回 ○特定財源
  滝

1

沢市IPUイノベーシ

,

ョンセ投 計 年度別事業

平

7

費 1,172 293 2

8

93 293 293
  

7

ンター使用料【その他

1

】合
  資 内 特定財源

5

1,172 293 29

5

3 293 293
  画

,

  指 訳 一般財源
計

標

5

額 他団体事業負担額

51

成

155,412 155

3

,412 155,41

0

2
合

資 内 特定財源 37

年

9,417 94,85

度

2 94,855 94,

～

855 94,855
画

平

指 訳 一般財源 242,

成

370 60,699 6

成
3

0,557 60,55

3

7 60,557
計

標 額

年

他団体事業負担額

（単

度

位  千円）

（

基本施策の達成

単

（実現）に向けた基本

位

計画期間内の取り組み

 

と方針

岩手県立大学を

 

中心とした大学や研究

千

機関の先進的研究と人

3

円

材、inove、盛岡

）

西リサーチパークを中心とした企業の集積は

滝沢市にとっての大きな強みになっています。人口減少等により企業が人材を重要課題とする中、人材育成や産学官、企業

間、異業種などの連携を重要と捉

0

え事業を進めてきたことにより成果が見え始めており、今後も、この活動を加速させると

ともに市内企業、大学、関係機関と連携を更に深めながら、競争力の高い産業の育成を目指すことにより、更なる雇用機会

の確保と若

年

者活躍できる地域の創造を目指していきます。

基本計画期間内の取り組みと方針のうち、平成30年度の重点課題

・inove等への

項

企業集積をさらに加速

 

するための更なる誘致

 

を推進と市内企業との

 

連携と支援を強化しま

度

 

す。

・inoveを拠

 

点とした人材育成、産

 

学官等連携推進、共同

 

研究、実証実験の場の

目

提供を図ります。

・市

平

民が情報を得やすく、

成

更には市民から情報を

3

発信できる場を創造し

0

ます。

年

実

度 平

項       目 平

成

成30年度 平成31年

3

度 平成32年度 平成3

1

3年度 備      

年

 考
○全体事業期間活

度

目 誘致企業数
  平成

平

8年度～平成33年度

成

3 3 3 3
動 単 位 件

標
指

3

標 値 単 位 ○特定財源
 

行

2

 滝沢市ＩＰＵイノベ

年

ーション投 計 年度別事

度

業費 12,712 3,

平

178 3,178 3,

成

178 3,178
  

3

センター使用料【その

3

他】合
  資 内 特定財

年

源 12,712 3,1

度

78 3,178 3,1

備

78 3,178
  画

計

 

  指 訳 一般財源
計

標

 

額 他団体事業負担額

   

項   

 

    目 平成30年

 

度 平成31年度 平成3

考

2年度 平成33年度 備

投

       考
○全

計

体事業期間活 目 産学官
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図

事       

や

業       名 事

ね

業の意図やねらい（成

ら

果や効果）

イノベーシ

い

ョンセンター窓口対応

（

嘱託 ＩＰＵイノベーシ

成

ョンセンターの窓口対

果

応や施設管理運営補助

や

などを行うことに

より

効

、適正な施設運営を行

 

果

います。
員設置事業

継

）

続区分 会計・款・項・

起

目 平成30年度の事業

業

概要
イノベーションセ

機

ンターの適正な運営を

会

行い、サービス向上を

創

図ります。継続 一般・

出

7款・1項・2目

事 

支

   業    主 

援

   体
企業振興課

【

次

事

滝沢市主体】

業

事  

新

     業    

規

   名 事業の意図や

起

ねらい（成果や効果）

業

地域人材育成のための

の

事業 市内企業への若者

創

の就職機会や起業機会

出

をつくるため、雇用拡

や

大のための開発支

援や

代

既

、「企業と繋ぐため」

存

、「起業を誘発するた

事

め」の人材育成等の機

業

会を作る

ことにより、

の

地域内人材やＵＩター

活

ン人材の雇用拡大及び

性

起業を促進することを

化

（重点事業） 目的とし

の

ます。

継続区分 会計・

た

款・項・目 平成30年

を

め

度の事業概要
若者や首

に

都圏等のＵＩターンを

、

希望する人材を対象に

起

した交流会や起業や二

業

次創継続 一般・7款・

す

1項・2目
業を支援す

る

るセミナーの実施、企

人

業の経営基盤強化、競

や

争力向上のため産学金

既

官
事    業   

担

存

 主    体 連携を

企

促進する事業を実施す

業

ることで、市内企業等

に

へ若者の就職確保、創

対

業支援

企業振興課 によ

し

る起業、企業の拡張や

各

二次創業を支援し企業

種

集積と産学官連携の推

の

進を図り

【協働事業】

情

ます。

商工会、岩手県

う

報

立大学等の高等教育機

を

関

提供します。また

若

、実際に創業を行った

者

場合や事業拡大を行っ

が

た場合、

継続的支援等

政 育

を行います。更には、

ち

もりおか起業ファンド

、

との連携を行い、起業

新

（重点事業） 家の支援

た

を行います。

継続区分

な

会計・款・項・目 平成

価

30年度の事業概要
盛

値

岡広域市町(盛岡市・

の

矢巾町・紫波町・滝沢

創

市の協議会)でセミナ

策 造

ー等を開催し継続 一般

に

・7款・1項・2目
、

挑

新規創業者等を対象と

戦

した創業に対する支援

す

及び地場企業の開発、

る

経営の支援
事    

ま

業    主    

ち

体 を行います。また、

を

もりおか起業ファンド

目

と連携し、企業の支援

　 指

を行います。

企業振興

し

課 ・地域人材育成ネッ

ま

トワーク事業負担金8

す

0千円

【協働事業】

盛

 

岡市、矢巾町、紫波町

基本

事       業

施

       名 事業

策

の意図やねらい（成果

　

や効果）

イノベーショ

　
０

ンセンター等管理運営

２

事 岩手県立大学の特色

 

を活かし、大学等との

 

連携を目的とした企業

 

立地を支援し、

地域産

企

業の振興を図ります。

業

業

継続区分 会計・款・

集

項・目 平成30年度の

積

事業概要
・滝沢市ＩＰ

と

Ｕイノベーションセン

　
産

ター入居促進のための

学

活動を行います。継続

官

一般・7款・1項・2

連

目
・滝沢市ＩＰＵイノ

携

ベーションセンターの

の

適正な運営を行います

推

。
事    業   

進

 主    体 ・新たなビジネス、技術の創出による雇用拡大のた

０

め、入居企業への支援を行い

企業振興課 ます。

【協働事業】

岩手県、公立大学法人岩手県立大学

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

デジタ

事

ルディバイド解消事業

３

 

平成21年度に交付金

 

事業により整備した光

 

伝送路の安定運用と利

 

活用の推進を図

ります

 

。

（義務的事業）

継続

 

区分 会計・款・項・目

 

平成30年度の事業概

業

要
・条件不利地域にお

 

ける光伝送路設備を維

 

持管理し、芯線を通信

 

 

事業者に貸付す継続 一

 

般・7款・1項・2目

 

ることにより通信情報

 

格差の是正を行います

 

。
事    業   

名

 主    体 ・光伝

事

送路設備の維持管理を

業

行います。

企業振興課

の

【協働事業】

通信事業

意

者
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平 画

考

2 2,038 2,03

○

8 2,038 2,03

全

8
  ンター使用料【

体

その他】合
  資 内 特

事

定財源 8,152 2,

業

038 2,038 2,

期

038 2,038
  

間

画   指 訳 一般財源
計

活

標 額 他団体事業負担額

目

平

事業

項  

の

     目 平成30

実

年度 平成31年度 平成

施

32年度 平成33年度

に

備       考
○

よ

全体事業期間活 目 産学

り

官連携による課題解決

市

の実
  平成26年度

内

～平成33年度績（累

成

で

計） 39 41 43 45

創

動 単 位 件
標

指 産学官交

業

流事業の実施（累計）

し

20 22 24 26
標 値

 

単 位 回 ○特定財源
  

 

滝沢市ＩＰＵイノベー

平

ション投 計 年度別事業

成

費 12,524 3,1

1

31 3,131 3,1

6

31 3,131
  セ

3

年

ンター使用料【その他

度

】合
  資 内 特定財源

～

12,524 3,13

平

1 3,131 3,13

成

1 3,131
  画  

3

 指 訳 一般財源
計

標 額

3

他団体事業負担額

年度た

0

方 1 1 1 1
動 単 位 人

標

年

指

標 値 単 位 ○特定財源

度

  滝沢市ＩＰＵイノ

～

ベーション投 計 年度別

平

事業費 320 80 80

成

80 80
  センター

成
3

使用料【その他】合
 

3

 資 内 特定財源 320

年

80 80 80 80
  

度

画   指 訳 一般財源
計

（

標 額 他団体事業負担額

単位 

項  

 

     目 平成30

千

年度 平成31年度 平成

3

円

32年度 平成33年度

）

備       考
○全体事業期間活 目 イノベーションセンター入居室
  平成21年度～平成33年度数 21 21 21 21

動 単 位 入居室数
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  滝沢市ＩＰＵイノベーション投

0

計 年度別事業費 62,236 15,559 15,559 15,559 15,559
  センター使用料【その他】、合
  滝沢市ＩＰＵイノベーション資 内 特定財源 62,236 15,559 15,559 15,559 15

年

,559
  センター電気水道使用料【そ画   の他】、行政財産目的外使用指 訳 一般財源 ＜名称変更事業＞「滝沢市ＩＰ計 Ｕイノベーションセンター等管標 額 他団体事業負担額
理運営事業」から名称

項

変更

度

  

項

 

       目 平成

 

30年度 平成31年度

 

平成32年度 平成33

 

年度 備       

 

考
○全体事業期間活 目

目

光ブロードバンド利活

平

用世帯普
  平成21

成

年度～平成33年度及

実

3

率 56 57 58 59
動

0

単 位 ％
標

指

標 値 単 位 ○

年

特定財源
  光伝送路

度

使用料【その他】投 計

平

年度別事業費 39,1

成

80 9,795 9,7

3

95 9,795 9,7

1

95
  滝沢市IPU

年

イノベーションセ合
 

度

 ンター使用料【その

行

平

他】資 内 特定財源 39

成

,180 9,795 9

3

,795 9,795 9

2

,795
  画   指

年

訳 一般財源
計

標 額 他団

度

体事業負担額

平成3

項      

3

 目 平成30年度 平成

計

年

31年度 平成32年度

度

平成33年度 備   

備

    考
○全体事業

 

期間活 目 嘱託員数
  

 

平成27年度～平成3

 

3年度1 1 1 1
動 単 位

 

人
標

指

標 値 単 位 ○特定

 

財源
  滝沢市IPU

 

イノベーションセ投 計

 

年度別事業費 8,15
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図

地への企

業立地を促進

や

します。

継続区分 会計

ね

・款・項・目 平成30

ら

年度の事業概要
滝沢市

い

企業立地補助金交付要

（

綱に基づき立地企業に

成

対し補助金を交付しま

果

す。継続 一般・7款・

や

1項・2目

事    

効

業    主    

 

果

体
企業振興課

【滝沢市

）

主体】

産

事     

学

  業       

官

名 事業の意図やねらい

共

（成果や効果）

岩手県

同

立大学周辺産業集積整

研

備事業 岩手県立大学の

究

ポテンシャルを活かし

事

たＩＴ産業等の集積を

次

業

図り、特色ある地域

産

既

業の振興、雇用の拡大

存

及び優れた人材の流出

企

防止を目指します。

継

業

続区分 会計・款・項・

と

目 平成30年度の事業

大

概要
・滝沢市IPUイ

学

ノベーションパークへ

等

の企業誘致継続 一般
・

と

イノベーションパーク

代

の

の活性化策の検討
事 

連

   業    主 

携

   体
企業振興課

【

強

協働事業】

岩手県、公

化

立大学法人岩手県立大

を

学

促進する

を

ため、共同研究に対し

担

て補助を行いま

す。ま

う

た、滝沢市が抱えてい

若

る課題解決のために市

者

と企業が共同研究を行

が

います

。これにより、

政 育

地域課題の解決と既存

ち

企業の基盤強化、さら

、

に大学等との連携の

（

新

重点事業） 強化、更に

た

は企業の新たな技術等

な

の開発を図ります。

継

価

続区分 会計・款・項・

値

目 平成30年度の事業

の

概要
大学等と企業の共

創

同研究事業　1,00

策 造

0千円（2件）継続 一

に

般・7款・1項・2目

挑

事    業    

戦

主    体
企業振興

す

課

【協働事業】

企業

るま

事       業 

ち

      名 事業の

を

意図やねらい（成果や

目

効果）

地域ＩＣＴ活用

　 指

事業 産官共同研究事業

し

において開発した移動

ま

携帯端末向けアプリを

す

、市民等に提供し

、滝

 

沢の魅力とともに必要

基

な情報が容易に入手で

本

きる状況を実現し、広

施

く行政情

報を伝達する

策

と共に観光及び産業の

　

振興を図ります。

継続

　
０

区分 会計・款・項・目

２

平成30年度の事業概

 

要
生活情報や観光案内

 

を発信するスマートフ

 

ォン向けのアプリの適

企

正な管理を行う継続 一

業

般・7款・1項・2目

集

とともに、更に滝沢市

積

の魅力を発信する情報

と

提供の充実を図ります

　
産

。
事    業   

学

 主    体
企業振

官

興課

【滝沢市主体】

連携

事       業 

の

      名 事業の

推

意図やねらい（成果や

進

効果）

滝沢市工場等設置奨励事業 滝沢市工場等設置奨励条例に基づ

０

く各種優遇措置を講ずることにより、誘致企業

の立地に係る経費負担の軽減を図り、イノベーションパークなど市内適地への企

業立地を促進します。

継続区分 会計・款・項・目 平成30年度の事業概要

事

滝沢市工場等設置奨励

３

 

条例に基づき立地企業

 

に対し奨励金を交付し

 

ます。継続 一般・7款

 

・1項・2目
（利子補

 

給金、雇用奨励金）
事

 

    業    主

 

    体
企業振興課

業

【滝沢市主体】

 

事 

 

      業   

 

 

    名 事業の意図

 

やねらい（成果や効果

 

）

滝沢市企業立地補助

 

事業 滝沢市企業立地補

 

助金交付要綱に基づく

名

各種優遇措置を講ずる

事

ことで、誘致企業

の立

業

地に係る経費負担の軽

の

減を図り、イノベーシ

意

ョンパークなど市内適
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平 画

考

体事業期間活 目 岩手県

○

立大学周辺への企業の

全

立
  平成21年度～

体

平成33年度地件数（

事

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｾﾝ

業

ﾀｰ含む） 23 24 2

期

5 26
動 単 位 件

標
指

標

間

値 単 位

投 計 年度別事業

活

費
合

資 内 特定財源
画

指

目

訳 一般財源 <ゼロ予算

平

共

事業>計
標 額 他団体事

同

業負担額

研究数
  平成2

成

2年度～平成33年度

3

2 2 2 2
動 単 位 件

標
指

0

標 値 単 位 ○特定財源
 

年

 滝沢市IPUイノベ

度

ーションセ投 計 年度別

～

事業費 4,000 1,

平

000 1,000 1,

成

000 1,000
  

成
3

ンター使用料【その他

3

】合
  資 内 特定財源

年

4,000 1,000

度

1,000 1,000

（

1,000
  画   

単

指 訳 一般財源
計

標 額 他

位

団体事業負担額

  千

項     

3

円

  目 平成30年度 平

）

成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 アプリケーションダウンロード
  平成25年度～平成33年度数 1,100 1,200 1,300 1,400

動 単 位 件
標

0

指

標 値 単 位 ○特定財源
  滝沢市IPUイノベーションセ投 計 年度別事業費 8,000 2,000 2,000 2,000 2,000
  ンター使用料【その他】合
  資 内 特定財源 8,000 2,000 2,000 2,00

年

0 2,000
  画   指 訳 一般財源

計
標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備 

項

      考
○全体

度

 

事業期間活 目 誘致企業

 

数（企業誘致事業目標

 

  平成7年度～平成

 

33年度と同じに設定

 

） 3 3 3 3
動 単 位 件

標

 

指

標 値 単 位

投 計 年度別

 

事業費
合

資 内 特定財源

目

画
指 訳 一般財源 ＜ゼロ

平

予算事業＞計
標 額 他団

成

体事業負担額

実

30年

項      

度

 目 平成30年度 平成

平

31年度 平成32年度

成

平成33年度 備   

3

    考
○全体事業

1

期間活 目 誘致企業数（

年

企業誘致事業目標
  

度

平成8年度～平成33

行

平

年度と同じに設定） 3

成

3 3 3
動 単 位 件

標
指

標

3

値 単 位 ○特定財源
  

2

企業立地促進奨励事業

年

費補助投 計 年度別事業

度

費 23,680 23,

平

680
  金【県】（

成

1/2）、土地売払合

3

  収入【その他】資

3

内 特定財源 23,68

計

年

0 23,680
  画

度

  指 訳 一般財源
計

標

備

額 他団体事業負担額

   

項   

 

    目 平成30年

 

度 平成31年度 平成3

 

2年度 平成33年度 備

 

       考
○全
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 名 事業の意図やねら

 

い（成果や効果）

農業

計

経営基盤強化資金利子

 

補給補助事 融資機関が

政

農業者に貸し付けた農

策

業経営基盤強化資金の

　

融通をより円滑にする

　

た

め、市が農業者に当

　

該資金に係る利子補給

０

を行うことにより、農

 

３

業者の効率的か
業 つ安

 

定的な農業経営に資す

 

ることができます。

（

 

義務的事業）

継続区分

次

会計・款・項・目 平成

代

30年度の事業概要
農

を

業者の効率的かつ安定

担

的な農業経営の実現を

う

図ることを目的に、融

若

資機関が農継続 一般・

次

者

6款・1項・3目
業者

が

に対して行う農業経営

育

基盤強化資金の融通を

ち

より円滑にするため、

、

市が農業
事    業

新

    主    体

た

者に当該資金に係る利

な

子補給を行います。

農

価

林課

【滝沢市主体】

値

代

の創造に挑戦するまち

を

を目指します
 基本施

担

策　０３   農林業

う

の振興

若

基本施策が４年間でめ

者

ざす姿

農業従事者の高

が

齢化・就業人口の減少

政 育

や農産物価格の低迷、

ち

資材の高騰などに加え

、

、ＴＰＰ交渉など農業

新

を取り巻く環境は

厳し

た

さを増しています。こ

な

うしたなか、農地集積

価

の推進、畜産の振興に

値

より、次代の担い手の

の

育成に努めます。また

創

、農地

や森林の持つ多

策 造

面的機能の発揮は、広

に

く一般市民の方々にも

挑

寄与していることから

戦

多面的機能支払交付金

す

などの日本型直接

支払

る

の実施により、農地や

ま

森林の適正な管理をめ

ち

ざします。また、産直

を

施設のネットワーク化

目

や食育と連携し、食の

　 指

安心・

安全を基本に地

し

産地消を推進し、持続

ま

可能な農林業を育成し

す

ます。

基本施策目標の

 

進捗状況分析

農業就業

基

者が減少する一方で、

本

転職や離職等により就

施

農へと移行するのも少

策

なくない状況です。営

　

農体系の習得や栽培技

　
０

術

の向上により農地の

２

有効活用を図り、耕作

 

放棄地の増加を食い止

 

めることが重要となっ

 

ています。農地の有効

企

活用の観点か

ら認定農

業

業者の育成については

集

、農業経営指導マネー

積

ジャーを中心に育成・

と

指導しており、その成

　
産

果があらわれています

学

。

また、集落営農組織

官

については、地域資源

連

（農地、水路、農道等

携

）のもつ多面的機能の

の

維持、管理の地域活動

推

を図る上でも

必要なこ

進

とから、組織化を図っていく必要があります。

０

事       業       名 事

小

業の意図やねらい（成

 

果や効果）

農業近代化

 

資金利子補給補助事業

 

農業近代化資金の融通

 

をより円滑にするため

 

、融資機関が貸し付け

 

た農業近代化

資金に係

 

る利子補給を市が行う

３

 

ことにより、農業者等

 

の資本装備の高度化を

 

図り

、農業経営の近代

 

化に資することができ

 

ます。

（義務的事業）

 

継続区分 会計・款・項

 

・目 平成30年度の事

 

業概要
農業者等の資本

 

装備の高度化及び農業

 

経営の近代化に資する

 

 

ため、融資機関が貸継

 

続 一般・6款・1項・

 

3目
し付けた農業近代

 

化資金に係る利子補給

 

を市が行います。
事 

 

   業    主 

 

   体
農林課

【滝沢

 

市主体】

 

事    

 

   業      
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平 画

年

標 値 単 位

投 計 年度別事

度

業費 864 268 23

別

1 196 169
合

資 内

事

特定財源
画

指 訳 一般財

業

源 864 268 231

費

196 169
計

標 額 他

1

団体事業負担額

71,

項     

平

9

  目 平成30年度 平

7

成31年度 平成32年

6

度 平成33年度 備  

6

     考
○全体事

0

業期間活 目 概ね5年以

,

内に個々の計画を達
 

7

 平成7年度～平成3

5

3年度成できた農業者

4

の割合 100 100 1

3

00 100
動 単 位 ％

標

成

7

指

標 値 単 位 ○特定財源

,

  農業経営基盤強化

0

資金利子補投 計 年度別

7

事業費 424 179 1

4

29 79 37
  給費

3

補助金合
  【県】（

7

1/2以内）資 内 特定

,

財源 210 89 64 3

0

9 18
  画   指 訳

7

一般財源 214 90 6

3

4

5 40 19
計

標 額 他団

3

体事業負担額

7,074
合

資 内

0

特定財源 171,97

年

6 60,754 37,

度

074 37,074 3

～

7,074
画

指 訳 一般

平

財源
計

標 額 他団体事業

成

負担額

（単位  千円

成
3

）

基本

3

施策の達成（実現）に

年

向けた基本計画期間内

度

の取り組みと方針

・農

（

業の担い手育成につい

単

ては地域農業マスター

位

プラン（人・農地プラ

 

ン）を基本とし、担い

 

手への農地中間管理事

千

業を活

用した農地集積

3

円

を進めます。また、岩

）

洞水路の改修や生産施設などの基盤整備や多面的機能支払交付金への取り組みを推進

するとともに、相の沢牧野、通年預託施設を活用した酪農・肉牛など畜産振興を図ることで、次代の担い手の経営基

0

盤を強

化し持続可能な農業経営体を育成します。

・林業振興については森林からの林産物の供給や水源かん養のほか、保健レクリエーション機能、二酸化炭素の吸収による

地球温暖化防止機能や森林生物の多様性などの多面

年

的機能の発揮を確保していけるよう、森林の整備と松くい虫被害対策を

推進します。

・産直等との連携による地産地消の推進について

項

は、学校給食への供給

 

などのほか、ＩＣＴを

 

活用した産直のサービ

 

ス向上

や農商工連携・

度

 

異業種連携による６次

 

産業化、ブランド化な

 

どの付加価値を高め、

 

ビッグルーフ滝沢の活

目

用による生産拡大

と地

平

産地消の拡大により生

成

産者が生き生きと働け

3

るよう推進します。

基

0

本計画期間内の取り組

年

みと方針のうち、平成

実

度

30年度の重点課題

農

平

政は農業基盤整備、施

成

設整備等の推進及び担

3

い手の明確化や直接支

1

払制度への取組を推進

年

します。林業の推進に

度

ついては

、森林整備計

平

画による整備の推進、

成

松くい虫などの病害虫

3

対策の推進を進めます

行

2

。産直等との連携によ

年

る地産地消の推進に

つ

度

いては、産直施設の連

平

携体制の構築、生産拡

成

大への取り組み推進及

3

びブランド化の検討を

3

行います。

年度 備

項       

計

 

目 平成30年度 平成3

 

1年度 平成32年度 平

 

成33年度 備    

 

   考
○全体事業期

 

間活 目 概ね5年以内に

 

個々の計画を達
  昭

 

和37年度～平成33

考

年度成できた農業者の

投

割合 100 100 10

計

0 100
動 単 位 ％

標
指
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果

（特定野菜等育成事業

や

）

農林課 ・県単青果物

効

等価格安定事業（県単

果

青果物等事業）

【他団

）

体事業主体】 (2)ブ

畜

ロイラー価格安定対策

産

事業（ブロイラー価格

環

安定基金補填金）

（社

境

）岩手県農畜産物価格

保

安定基金協会等 ※市支

 

全

出金額等は市場動向に

特

より変動

別

事    

支

   業      

援

 名 事業の意図やねら

資

い（成果や効果）

農業

金

振興対策事業 水田転作

利

などの水田農業を推進

子

するための滝沢市農業

補

再生協議会の活動を支

次

給

援し

ます。

（義務的事

補

業）

継続区分 会計・款

融

・項・目 平成30年度

資

の事業概要
事業実施に

機

あたり、協議会へ補助

関

金を支払います。継続

が

一般・6款・1項・3

資

目
・滝沢市農業再生協

金

議会補助金　　4,0

を

10千円
事    業

代

畜

    主    体

産

農林課

【協働事業】

市

業

農業再生協議会

経

事 

営

      業   

者

    名 事業の意図

等

やねらい（成果や効果

に

）

グリーン・ツーリズ

貸

ム推進事業 滝沢市の実

し

情に即して、グリーン

を

付

・ツーリズムを段階的

け

に推進するため、必要

た

な

啓発普及、情報発信

場

等の条件整備を関係機

合

関・団体等が一体とな

、

って実施し、農

山漁村

市

と都市の交流等による

が

農山漁村地域の活性化

当

に資することを目的と

該

してい

ます。

継続区分

担

融

会計・款・項・目 平成

資

30年度の事業概要
体

機

験インストラクター等

関

への各種研修等の案内

に

等をしていきます。ま

対

た、市グリ継続 一般・

し

6款・1項・3目
ーン

て

・ツーリズム推進協議

利

会設立に伴い、活動の

子

質の向上に繋がる情報

う

補

交換会や
事    業

給

    主    体

を

研修会を開催します。

行

農林課

【協働事業】

市

う

グリーン・ツーリズム

こ

推進協議会

とにより

若

、家畜排せつ物の管理

者

の適正化及び利用の促

が

進に関す
助事業 る法律

政 育

に基づく家畜排せつ物

ち

の適正管理等を促進し

、

ます。

（義務的事業）

新

継続区分 会計・款・項

た

・目 平成30年度の事

な

業概要
家畜排せつ物の

価

管理の適正化及び利用

値

の促進に関する法律に

の

基づく家畜排せつ物継

創

続 一般・6款・1項・

策 造

3目
の適正管理等を促

に

進するため、融資機関

挑

が資金を畜産業経営者

戦

等に貸し付けた場
事 

す

   業    主 

る

   体 合、市が当該

ま

融資機関に対して利子

ち

補給を行います。

農林

を

課

【滝沢市主体】

目

事

　 指

       業  

し

     名 事業の意

ま

図やねらい（成果や効

す

果）

岩手の水田農業確

 

立推進事業 市が（経営

基

所得安定対策等推進事

本

業実施要綱（平成27

施

年４月９日付け26経

策

営第35

69号農林水

　

産事務次官依命通知）

　
０

第２に定める地域農業

３

再生協議会（以下「地

 

域

協議会」という。）

 

の構成員として事業を

 

行う場合に限る。）が

農

行う、稲作や転

作のビ

林

ジョンを推進する仕組

業

みづくりを支援します

の

。

継続区分 会計・款・

振

項・目 平成30年度の

　
興

事業概要
・滝沢市が構成員である滝沢市農業再生協議会が行う、稲作や転作ビジョンを推継続 一般・6款・1項・3目
進する仕組みづくりの支援

事    業    主    体 ・水田農業者へ生産数量目標目安の情報等

０

の提供

農林課

【滝沢市主体】

事

事     

 

  業       

 

名 事業の意図やねらい

 

（成果や効果）

農畜産

 

物価格安定事業 生産者

 

が、農協・全農岩手県

 

本部を通じて出荷した

 

青果物等の価格が異常

３

業

に低落

した場合に、補

 

給金を交付することに

 

よって、生産者の経営

 

に及ぼす影響を緩和

す

 

るとともに、青果物等

 

の安定的な生産振興及

 

び需要調整を行い、青

 

果物等の生

（義務的事

名

業） 産と価格の安定を

事

図ります。

継続区分 会

 

業

計・款・項・目 平成3

の

0年度の事業概要
(1

意

)青果物等価格安定事

図

業継続 一般・6款・1

や

項・3目
・指定野菜価

ね

格安定対策事業（指定

ら

野菜事業）
事    

い

業    主    

（

体 ・特定野菜等供給産

成

地育成価格差補給事業
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平 画

考

0 10 10 10
計

標 額

○

他団体事業負担額

全体事

項    

業

   目 平成30年度

期

平成31年度 平成32

間

年度 平成33年度 備 

活

      考
○全体

目

事業期間活 目 グリーン

平

資

・ツーリズム旅行者受

金

  平成10年度～平

融

成33年度入れ数 50

資

0 500 500 500

を

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位

受

投 計 年度別事業費 96

け

24 24 24 24
合

資

た

内 特定財源
画

指 訳 一般

農

財源 96 24 24 24

業

24
計

標 額 他団体事業

成

者

負担額

への利
  平成13

3

年度～平成32年度子

0

補給割合 100 100

年

100 0
動 単 位 ％

標
指

度

標 値 単 位 ○特定財源
 

～

 畜産環境保全特別支

平

援資金利投 計 年度別事

成

業費 12 6 4 2
  子

成
3

補給費補助金合
  【

3

県】（1/2以内）資

年

内 特定財源 6 3 2 1
 

度

 画   指 訳 一般財源

（

6 3 2 1
計

標 額 他団体

単

事業負担額

位  

項       

千

目 平成30年度 平成3

3

円

1年度 平成32年度 平

）

成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 主食用米生産数量
  平成16年度～平成33年度3,961,000 3,961,000 3,961,000 3,961,000

動 単 位 ㎏
標

指

標 値

0

単 位 ○特定財源
  岩手の水田農業確立推進事業投 計 年度別事業費 592 148 148 148 148
  費補助金合
  【県】（10/10以内）資 内 特定財源 588 147 147 147 147
  画   指 訳 一般財源 4 1

年

1 1 1
＜名称変更事業＞「数量調整円計 滑化推進事業」から名称変更標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平

項

成32年度 平成33年

度

 

度 備       考

 

○全体事業期間活 目 農

 

畜産物価格の異常低落

 

時にお
  平成29年

 

度～平成33年度ける

 

負担金の支払い率 10

 

0 100 100 100

目

動 単 位 ％
標

指

標 値 単 位

平

投 計 年度別事業費 1,

成

051 187 288 2

実

3

88 288
合

資 内 特定

0

財源
画

指 訳 一般財源 1

年

,051 187 288

度

288 288
計

標 額 他

平

団体事業負担額

成31

項     

年

  目 平成30年度 平

度

成31年度 平成32年

行

平

度 平成33年度 備  

成

     考
○全体事

3

業期間活 目 需給調整（

2

平成30年度から生産

年

  平成22年度～平

度

成33年度調整目安）

平

54.7 54.7 54

成

.7 54.7
動 単 位 ％

3

標
指

標 値 単 位 ○特定財

3

源
  直接支払推進事

計

年

業等助成金投 計 年度別

度

事業費 16,040 4

備

,010 4,010 4

 

,010 4,010
 

 

 【県】(10/10

 

)合
  資 内 特定財源

 

16,000 4,00

 

0 4,000 4,00

 

0 4,000
  画  

 

 指 訳 一般財源 40 1
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果

例の研修、視察、農業

や

施策の学習会等、様々

効

な活動が実現されるこ

果

とにより、地
事   

）

 業    主   

農

 体 域農業の振興を図

業

ります。

農林課

【協働

担

事業】

滝沢市認定農業

い

者協議会

手

事    

 

育

   業      

成

 名 事業の意図やねら

対

い（成果や効果）

担い

策

手支援育成補助事業 転

事

作田における小麦・大

業

豆、新規需要米（輸出

農

米）の作付者に助成す

業

ることによ

り作付け誘

青

導と所得向上につなげ

年

ます。

継続区分 会計・

次

等

款・項・目 平成30年

の

度の事業概要
対象農業

担

者等の中で転作田での

い

小麦、大豆の作付面積

手

に対して10a当たり

を

1万円、継続 一般・6

対

款・1項・3目
輸出米

象

の取組面積に対して1

と

0a当たり5千円を助

し

成します。
事    

代

て

業    主    

先

体
農林課

【協働事業】

進

新岩手農業協同組合

地研

事       業 

修

      名 事業の

に

意図やねらい（成果や

派

効果）

農業振興地域整

遣

備促進事業 食料の安定

し

供給及び生産性の高い

を

、

農業経営の育成を基本

地

的な目標とし、優良農

域

地

を確保しつつ地域の

農

実情を考慮し、農業上

業

の土地利用と非農業的

の

土地利用との調

整に留

力

意して行なうものであ

強

り、農業近代化の条件

い

を備えた農用地区域を

後

保全・

形成し、農業に

担

継

関する投資を計画的に

者

推進します。

継続区分

と

会計・款・項・目 平成

し

30年度の事業概要
・

て

個別農振除外案件の検

育

討継続 一般・6款・1

成

項・3目
・優良農地の

す

確保
事    業  

る

  主    体
農林

ほ

課

【滝沢市主体】

う

か、岩手県立農業大学

若

校に係る後援会会費を

者

負担し、次代を担

う農

が

業者の確保及び育成に

政 育

寄与します。

継続区分

ち

会計・款・項・目 平成

、

30年度の事業概要
農

新

業青年等の担い手を対

た

象に、全国各地より様

な

々な経営体が参集する

価

全国農業担継続 一般・

値

6款・1項・3目
い手

の

サミット等の集会へ派

創

遣することで、地域農

策 造

業の力強い後継者とし

に

て育成す
事    業

挑

    主    体

戦

るほか、岩手県立農業

す

大学校に係る後援会会

る

費を負担し、次代を担

ま

う農業者の確

農林課 保

ち

及び育成を図ります。

を

【他団体事業主体】

岩

目

手県立農業大学校後援

　 指

会

し

事       

ま

業       名 事

す

業の意図やねらい（成

 

果や効果）

農業経営指

基

導マネージャー設置事

本

業 滝沢市農業を担う農

施

業経営者の意向、農業

策

経営に関する基本的条

　

件を考慮し、農

業経営

　
０

改善計画の自主的な作

３

成や相互の連携、農用

 

地の利用集積等を図り

 

、農業

者等が行う地域

 

農業振興のための自主

農

的な努力を助長します

林

。

継続区分 会計・款・

業

項・目 平成30年度の

の

事業概要
主体的に取組

振

む農業者が作成する農

　
興

業経営改善計画を市が認定し、生産方式及び継続 一般・6款・1項・3目
経営管理の合理化、農用地の利用集積等への支援を行います。また、農業経営指

事    業    主    体 導マネージャーを設置することに

０

より、認定農業者の確保、育成活動を展開し

事

ま

農林課 す。

【滝沢市

 

主体】

 

事     

 

  業       

 

名 事業の意図やねらい

 

（成果や効果）

認定農

 

業者協議会事業費補助

 

事業 地域農業の中核で

３

業

ある認定農業者が組織

 

する協議会に対し補助

 

金を交付すること

で、

 

研修会及び交流会等に

 

よる学習及び情報交換

 

等の実施、相互に研鑽

 

しあう仲

間づくり並び

 

に農業経営改善支援セ

名

ンターを中心とした関

事

係機関との連携を実現

 

業

し、個々の農業経営の

の

安定及び地域農業の振

意

興に寄与します。

継続

図

区分 会計・款・項・目

や

平成30年度の事業概

ね

要
滝沢市認定農業者協

ら

議会へ補助金を交付し

い

、認定農業者相互の研

（

鑽及び先進地事継続 一

成

般・6款・1項・3目
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平 画

考

単 位

投 計 年度別事業費

○

49 37 4 4 4
合

資 内

全

特定財源
画

指 訳 一般財

体

源 49 37 4 4 4
計

標

事

額 他団体事業負担額

業期間活 目

平

研修等派遣人数
  平

成

成21年度～平成33

3

年度5 5 5 5
動 単 位 人

0

標
指

標 値 単 位 ○特定財

年

源
  市町村振興交付

度

金【その他】投 計 年度

～

別事業費 2,017 3

平

97 540 540 54

成

0
  合
  資 内 特定

成
3

財源 1,850 350

3

500 500 500
 

年

 画   指 訳 一般財源

度

167 47 40 40 4

（

0
計

標 額 他団体事業負

単

担額

位 

項

 

       目 平成

千

30年度 平成31年度

3

円

平成32年度 平成33

）

年度 備       考
○全体事業期間活 目 認定農業者数
  平成7年度～平成33年度200 200 200 200

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 8,752 2,044 2,236 2,236

0

2,236
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 8,752 2,044 2,236 2,236 2,236
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成3

年

1年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 協議会会員数（認定農業者数）
  平成9年度～平成33年度200 200 200 200

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業

項

費 2,000 500 5

度

 

00 500 500
合

資

 

内 特定財源
画

指 訳 一般

 

財源 2,000 500

 

500 500 500
計

 

標 額 他団体事業負担額

  目

項  

平

     目 平成30

成

年度 平成31年度 平成

実

3

32年度 平成33年度

0

備       考
○

年

全体事業期間活 目 小麦

度

・大豆の作付け面積、

平

新規
  平成16年度

成

～平成33年度需要米

3

（輸出米）取組面積 8

1

3 83 83 83
動 単 位

年

ha
標

指

標 値 単 位

投 計

度

年度別事業費 32,4

行

平

00 8,100 8,1

成

00 8,100 8,1

3

00
合

資 内 特定財源
画

2

指 訳 一般財源 32,4

年

00 8,100 8,1

度

00 8,100 8,1

平

00
計

標 額 他団体事業

成

負担額

33

計

年

項       目 平

度

成30年度 平成31年

備

度 平成32年度 平成3

 

3年度 備      

 

 考
○全体事業期間活

 

目 農振地域内優良農地

 

率
  昭和47年度～

 

平成33年度50.8

 

50.8 50.8 50

 

.8
動 単 位 ％

標
指

標 値
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果

業    主    

や

体 ついては基本的に新

効

規整備を優先とします

果

が、現在設置されてい

）

るネットの機能

農林課

中

向上であれば、対象と

山

します。

【協働事業】

間

・補助率：総事業費の

地

市1/2以内・残りに

域

ついては受益者負担

市

 

等

内各果樹共同防除組合

直接

事       業

支

       名 事業

払

の意図やねらい（成果

交

や効果）

農産物地域ブ

付

ランド化推進事業 ６次

金

産業化、農商工連携、

事

地産地消や地域ブラン

業

ド化の推進を目指し、

次

中

市内で生

産される農産

山

物の中から滝沢ブラン

間

ド品開発、育成支援、

地

宣伝活動を行うことに

域

より、滝沢産農産物の

等

付加価値を高め、併せ

に

て農業所得の向上を図

お

ります。

継続区分 会計

け

・款・項・目 平成30

る

年度の事業概要
・滝沢

代

耕

ブランド品ＰＲのため

作

、販売促進用資材を購

放

入します。継続 一般・

棄

6款・1項・3目
・滝

の

沢市特産品の各種ＰＲ

発

を実施し、滝沢ブラン

生

ドを確立させます。
事

を

    業    主

防

    体 ・滝沢ブラ

止

ンド品開発のため、加

を

し

工品等開発に係る各種

、

支援を行います。

農林

農

課 ・イベント等の開催

業

による地産地消の啓発

・

活動を行います。

【滝

農

沢市主体】

村

事   

の

    業     

有

  名 事業の意図やね

す

らい（成果や効果）

環

担

る

境保全型農業直接支払

多

交付金事業 新たな食料

面

・農業・農村基本計画

的

に基づき、地球温暖化

機

防止及び生物多様性保

能

全

に効果の高い営農活

発

動の普及拡大を図るた

揮

め、農業者等が地球温

の

暖化防止を目的

とした

維

、農地土壌への炭素貯

う

持

留に効果の高い営農活

・

動や生物多様性保全に

促

効果の

高い営農活動を

進

取り組む場合に、交付

を

金を交付することで支

図

援を行います。

継続区

る

分 会計・款・項・目 平

た

成30年度の事業概要

め

新たな食料・農業・農

、

村基本計画に基づき、

若

多

地球温暖化防止及び生

面

物多様性保全継続 一般

的

・6款・1項・3目
に

機

効果の高い営農活動の

能

普及拡大を図るため、

発

農業者等が地球温暖化

揮

防止を目的
事    

促

業    主    

進

体 とした、農地土壌へ

事

の炭素貯留に効果の高

者

業

い営農活動や生物多様

に

性保全に効果の

農林課

係

高い営農活動を取り組

る

む場合に、交付金を交

計

付することで支援を行

画

います。

【滝沢市主体

及

】

び認定

が

を受

けた集落協定又は

政 育

個別協定に基づき農業

ち

生産活動等を実施した

、

農業者等に対し交

付金

新

を交付し、自律的かつ

た

持続的な農業生産活動

な

の体制整備の強化を図

価

ります。

継続区分 会計

値

・款・項・目 平成30

の

年度の事業概要
耕作放

創

棄地の増加等により多

策 造

面的機能の低下が特に

に

懸念されている中山間

挑

地域等継続 一般・6款

戦

・1項・3目
において

す

、担い手の育成等によ

る

る農業生産の維持を通

ま

じて多面的機能を確保

ち

する
事    業  

を

  主    体 こと

目

を目的に、要件に合致

　 指

する農業生産活動を行

し

う農業者等に対し、交

ま

付金を交

農林課 付しま

す

す。

【他団体事業主体

 

】

姥屋敷集落

基

事  

本

     業    

施

   名 事業の意図や

策

ねらい（成果や効果）

　

農業生産管理用機械整

　
０

備補助事業 農作物の生

３

産振興を目指し、団体

 

で行う農業とその規模

 

拡大時等に必要となる

 

生

産管理用機械導入経

農

費の補助を行うことに

林

より、農業者の経営効

業

率化・拡大を図

ります

の

。

継続区分 会計・款・

振

項・目 平成30年度の

　
興

事業概要
過去の機器導入実績等を検証したうえで、滝沢農業振興地域整備計画に基づき、継続 一般・6款・1項・3目
県単補助事業との調整を図りながら、機器導入を進めます。

事    業    主    体
農林課

【

０

他団体事業主体】

事業申請各農業団体

事

事 

 

      業   

 

    名 事業の意図

 

やねらい（成果や効果

 

）

災害に強い果樹経営

 

支援補助事業 防風対策

 

施設等整備への補助を

 

行うことにより、台風

３

業

等による被害抑止、園

 

地界

に植付されている

 

防風林の倒木や民家へ

 

の枝飛び等の防止、農

 

薬散布時の飛散防

止を

 

図ることで、農産物の

 

安定した生産や供給体

 

制の構築及び経営の向

名

上を図り

ます。

継続区

事

分 会計・款・項・目 平

 

業

成30年度の事業概要

の

果樹共同防除組合を事

意

業実施主体とし、予算

図

の範囲内で、防風ネッ

や

ト整備事業費継続 一般

ね

・6款・1項・3目
・

ら

支柱強化等整備費用（

い

台風被害を減少するた

（

め）の半額を補助。防

成

風ネットに
事    
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平 画

考

般財源 6,583 1,

○

519 1,688 1,

全

688 1,688
計

標

体

額 他団体事業負担額

事業期

項   

間

    目 平成30年

活

度 平成31年度 平成3

目

2年度 平成33年度 備

平

交

       考
○全

付

体事業期間活 目 取組を

金

行っている農地の面積

交

  平成23年度～平

付

成33年度809 80

対

9 809 809
動 単 位

象

ａ
標

指

標 値 単 位 ○特定

区

財源
  環境保全型農

域

業直接支払交付投 計 年

内

度別事業費 2,592

成

に

648 648 648 6

お

48
  金【県】（3

け

/4）合
  資 内 特定

る

財源 1,940 485

 

485 485 485
 

 

 画   指 訳 一般財源

平

652 163 163 1

成

63 163
計

標 額 他団

1

体事業負担額

3

3

年度～平成33年度耕

0

作面積 74,346 7

年

4,346 74,34

度

6 74,346
動 単 位

～

㎡
標

指

標 値 単 位 ○特定

平

財源
  中山間地域等

成

直接支払交付金投 計 年

成
3

度別事業費 6,248

3

1,562 1,562

年

1,562 1,562

度

  【県】（2/3以

（

内）合
  資 内 特定財

単

源 4,160 1,04

位

0 1,040 1,04

 

0 1,040
  画  

 

 指 訳 一般財源 2,0

千

88 522 522 52

3

円

2 522
計

標 額 他団体

）

事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 農業団体等から

0

申請のあった補
  平成20年度～平成33年度助対象事業に対する事業実施数 1 1 1 1

動 単 位 件
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 4,840 1,210 1,210 1,210 1,210
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 4,8

年

40 1,210 1,210 1,210 1,210
計

標 額 他団体事業負担額 24,192 6,048 6,048 6,048 6,048

項   

項

    目 平成30年

度

 

度 平成31年度 平成3

 

2年度 平成33年度 備

 

       考
○全

 

体事業期間活 目 申請件

 

数
  平成22年度～

 

平成33年度5 5 5 5

 

動 単 位 件
標

指

標 値 単 位

目

投 計 年度別事業費 5,

平

604 1,401 1,

成

401 1,401 1,

実

3

401
合

資 内 特定財源

0

画
指 訳 一般財源 5,6

年

04 1,401 1,4

度

01 1,401 1,4

平

01
計

標 額 他団体事業

成

負担額 5,604 1,

3

401 1,401 1,

1

401 1,401

年度

行

平

項    

成

   目 平成30年度

3

平成31年度 平成32

2

年度 平成33年度 備 

年

      考
○全体

度

事業期間活 目 イベント

平

等での宣伝活動回数
 

成

 平成29年度～平成

3

33年度10 10 10

3

10
動 単 位 回

標
指

標 値

計

年

単 位 ○特定財源
  市

度

町村振興交付金【その

備

他】投 計 年度別事業費

 

14,583 3,51

 

9 3,688 3,68

 

8 3,688
  合
 

 

 資 内 特定財源 8,0

 

00 2,000 2,0

 

00 2,000 2,0

 

00
  画   指 訳 一
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果

に対して支援を行い、

や

多面的機

能が今後とも

効

適切に発揮されるよう

果

にするとともに、担い

）

手の育成等構造改革を

新

後押しします。

継続区

規

分 会計・款・項・目 平

就

成30年度の事業概要

農

農業の多面的機能の維

対

持・発揮のための組織

 

策

活動などに対し、制度

事

に基づき交付継続 一般

業

・6款・1項・3目
金

次

を交付します。
事  

世

  業    主  

代

  体
農林課

【滝沢市

を

主体】

担

事     

う

  業       

農

名 事業の意図やねらい

次

業

（成果や効果）

農地中

者

間管理事業 農地の有効

と

利用と農業の効率化を

な

進めるため、地域農業

る

の担い手等中心経営体

こ

と

なる農業者に対し、

と

農地中間管理事業を活

を

用して農地の集積・集

志

約化を進めます

。

継続

向

区分 会計・款・項・目

代

す

平成30年度の事業概

る

要
農地所有者や農地借

者

受希望者に対し、農地

に

中間管理事業の周知と

対

誘引を行い、農継続 一

し

般・6款・1項・3目

て

地の集積・集約化を促

、

進します。また、制度

そ

に基づき、経営転換協

の

力金などの協
事   

を

就

 業    主   

農

 体 力金を交付します

直

。

農林課

【滝沢市主体

後

】

の

事       

経

業       名 事

営

業の意図やねらい（成

確

果や効果）

相の沢牧野

立

管理事業 畜産農家が牧

に

野を活用することによ

担

資

り、排せつ物処理や飼

す

養管理に係る労働力な

る

ど経費の節減を図るこ

農

とができます。

継続区

業

分 会計・款・項・目 平

次

成30年度の事業概要

世

・5月から10月は全

代

畜種を対象に夏期放牧

人

を行います。継続 一般

材

・6款・1項・4目
・

う

投

11月から翌年度4月

資

は乳用牛（育成牛）を

資

対象に冬期預託施設で

金

舎飼を行いま
事   

を

 業    主   

交

 体 す。

農林課

【滝沢

付

市主体】

するこ

若

とで、青年の早期の経

者

営安定及び

就農の定着

が

を図り、持続可能な農

政 育

業を実現します。

継続

ち

区分 会計・款・項・目

、

平成30年度の事業概

新

要
滝沢市農業次世代人

た

材投資資金の新規申請

な

者及び継続申請者への

価

農業次世代人材継続 一

値

般・6款・1項・3目

の

投資資金の交付に加え

創

、申請者が作成した収

策 造

支計画等に基づき、農

に

業経営指導マ
事   

挑

 業    主   

戦

 体 ネージャーを中心

す

に盛岡農業改良普及セ

る

ンター等の関係機関と

ま

連携し、営農指導

農林

ち

課 を行います。また、

を

盛岡広域振興局及び盛

目

岡農業改良普及センタ

　 指

ー等関係機関と

【滝沢

し

市主体】 連携し、情報

ま

共有を図りながら、新

す

規就農者の継続的確保

 

に努めます。

基

事  

本

     業    

施

   名 事業の意図や

策

ねらい（成果や効果）

　

いわて地域農業マスタ

　
０

ープラン実践支 農業を

３

めぐる情勢が急激に変

 

化している中で、農業

 

生産基盤を確固たるも

 

のとす

るために、地域

農

農業を担う意欲ある担

林

い手を育成するととも

業

に、これら担い手を
援

の

補助事業 中心とする地

振

域ぐるみ農業の推進に

　
興

より、収益性・効率の高い地域農業の確立を

目指します。

継続区分 会計・款・項・目 平成30年度の事業概要
事業主体の農業協同組合等を通じて、農業者（組合）に対し、農業機器・農業用継続 一般・6款・1項・3目
施設

０

等を県1/3・市1/6の補助率で導入経費

事

に補助を行い、農業経

 

営基盤の確立、
事  

 

  業    主  

 

  体 強化・地元農業

 

者による「地域ぐるみ

 

農業」の具現化を目指

 

します。農機具・農

農

 

林課 業施設は非常に即

３

業

効性のある機器・施設

 

であり、事業目的を即

 

効的に実現してい

【他

 

団体事業主体】 きます

 

。過去の同類事業によ

 

る導入機器・施設台帳

 

をもとに効率的な事業

 

の推進

新岩手農業協同

名

組合等 を図ります。

事

 

業

事       業 

の

      名 事業の

意

意図やねらい（成果や

図

効果）

多面的機能支払

や

事業 国土保全、水源涵

ね

養、景観形成等の多面

ら

的機能を有する農業・

い

農村において、多

面的

（

機能の発揮のための地

成

域活動や営農の継続等
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平 画

考

考
○全体事業期間活 目

○

農地中間管理事業によ

全

る農地の
  平成26

体

年度～平成33年度貸

事

借件数 5 5 5 5
動 単 位

業

件
標

指

標 値 単 位 ○特定

期

財源
  機構集積協力

間

金交付事業補助投 計 年

活

度別事業費 13,06

目

7 3,203 3,28

平

認

8 3,288 3,28

定

8
  金【県】（10

新

/10）合
  農地中

規

間管理事業収入【その

就

資 内 特定財源 11,7

農

60 2,940 2,9

者

40 2,940 2,9

数

40
  他】（10/

 

10）画   指 訳 一般

 

財源 1,307 263

成

平

348 348 348
計

成

標 額 他団体事業負担額

25年

項  

度

     目 平成30

～

年度 平成31年度 平成

平

32年度 平成33年度

成

備       考
○

3

全体事業期間活 目 家畜

3

3

の放牧延べ頭数
  昭

年

和40年度～平成33

度

年度130,000 1

9

30,000 130,

9

000 130,000

9

動 単 位 頭
標

指

標 値 単 位

9

○特定財源
  牧野使

動

用料【その他】投 計 年

単

度別事業費 241,7

位

35 58,735 61

0

経

,000 61,000

営

61,000
  牧草

体

売払収入【その他】合

標

  資 内 特定財源 15

指

0,829 33,82

標

9 39,000 39,

値

000 39,000
 

単

 画   指 訳 一般財源

位

90,906 24,9

○

06 22,000 22

年

特

,000 22,000

定

計
標 額 他団体事業負担

財

額

源
  いわてニ

度

ューファーマー支援投

～

計 年度別事業費 74,

平

020 18,505 1

成

8,505 18,50

成
3

5 18,505
  事

3

業〔農業次世代人材投

年

資資合
  金（経営開

度

始型）〕【県】（資 内

（

特定財源 73,440

単

18,360 18,3

位

60 18,360 18

 

,360
  10/1

 

0）画   指 訳 一般財

千

源 580 145 145

3

円

145 145
計

標 額 他

）

団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 単年度補助

0

申請件数分の全件数
  平成25年度～平成33年度の補助導入実現 2 2 2 2

動 単 位 件
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  いわて地域農業マスタープラ投 計 年度別事業費 11,616 2,904 2,904 2,904 2,904
 

年

 ン実践支援事業費補助金合
  【県】（1/3以内）資 内 特定財源 7,740 1,935 1,935 1,935 1,935
  画   指 訳 一般財源 3,876 969 969 969 969

計
標 額 他団体

項

事業負担額 11,61

度

 

6 2,904 2,90

 

4 2,904 2,90

 

4

  

項 

 

      目 平成3

 

0年度 平成31年度 平

目

成32年度 平成33年

平

度 備       考

成

○全体事業期間活 目 多

実

3

面的機能発揮等のため

0

の事業
  平成26年

年

度～平成35年度取組

度

面積 800 900 1,

平

000 1,000
動 単

成

位 ｈａ
標

指

標 値 単 位 ○

3

特定財源
  多面的機

1

能支払交付金投 計 年度

年

別事業費 95,038

度

22,038 23,0

行

平

00 25,000 25

成

,000
  【県】（

3

75％）、地域整備特

2

合
  別対策事業基金

年

繰入金【その資 内 特定

度

財源 78,465 18

平

,465 19,000

成

20,500 20,5

3

00
  他】画   指

3

訳 一般財源 16,57

計

年

3 3,573 4,00

度

0 4,500 4,50

備

0
計

標 額 他団体事業負

 

担額

  

項

 

       目 平成

 

30年度 平成31年度

 

平成32年度 平成33

 

年度 備       
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果

の意図やねらい（成果

や

や効果）

畜産競争力強

効

化整備補助事業 畜産・

果

酪農の生産コストの軽

）

減・飼養規模の拡大を

畜

行い、畜産物の付加価

産

値向上

や需要創出等を

共

進めるために生産基盤

進

の整備を図ります。

継

会

続区分 会計・款・項・

 

事

目 平成30年度の事業

業

概要
要望なしのため事

優

業実施予定なし継続 一

良

般・6款・1項・4目

な

事    業    

家

主    体
農林課

【

畜

他団体事業主体】

畜産

を

クラスター協議会等

一堂

事       業 

次

に

      名 事業の

集

意図やねらい（成果や

め

効果）

基幹水利施設管

審

理事業 本市の水田農業

査

を支える岩手山麓開拓

を

建設事業で造成された

行

岩洞ダム農業用水路

の

い

基幹的な水利施設部分

、

の計画的な管理事業に

家

対し、その事業費の負

代

畜

担を行うこ

とで、継続

の

的な維持管理の結果、

改

農業用水の安定供給、

良

農業生産の安定化を図

増

り

ます。

継続区分 会計

殖

・款・項・目 平成30

と

年度の事業概要
岩洞ダ

飼

ム（農業負担分）及び

養

基幹的な水路（岩洞第

管

２発電所～導水路～南

を

理

北分水継続 一般・6款

技

・1項・5目
工～東部

術

分水工）の維持管理事

の

業に対する事業費の一

改

部負担を行います。
事

善

    業    主

を

    体 ・基幹水利

促

施設管理事業費負担金

進

農林課

【他団体事業主

し

体】

岩手県（岩手山麓

担

、

土地改良区へ管理委託

畜

）

産農家相互の研鑚

う

と意欲の向上を図り、

若

畜産振興に寄与します

者

。

継続区分 会計・款・

が

項・目 平成30年度の

政 育

事業概要
・滝沢・雫石

ち

連合畜産共進会負担金

、

（7月頃開催）300

新

千円継続 一般・6款・

た

1項・4目
・岩手県畜

な

産共進会（8月下旬頃

価

開催）副賞交付
事  

値

  業    主  

の

  体 ・農用1才馬共

創

進会（10月頃開催）

策 造

副賞・賞状交付

農林課

に

・新岩手農協共励会副

挑

賞交付

【協働事業】 ・

戦

岩手花平農協共進会副

す

賞交付

新岩手農協・岩

る

中酪農協・岩手花平農

ま

協 ・岩中酪農協共進会

ち

副賞交付ほか

を

事  

目

     業    

　 指

   名 事業の意図や

し

ねらい（成果や効果）

ま

畜産環境改善支援補助

す

事業 畜産を取り巻く諸

 

情勢の中、酪農ヘルパ

基

ーの利用促進や初産牛

本

出産時の危険回避

のた

施

めの受精卵移植などを

策

行い、効率的で生産性

　

の高い経営体の育成と

　
０

ゆとりあ

る健全な経営

３

の促進を図ります。

継

 

続区分 会計・款・項・

 

目 平成30年度の事業

 

概要
畜産･酪農家の経

農

営に対する必要な経費

林

に対して、総合的に補

業

助することにより継続

の

一般・6款・1項・4

振

目
、経営の安定化と維

　
興

持促進を図ります。
事    業    主    体 ・酪農経営体質強化推進事業

農林課 　　酪農ヘルパー利用、生乳検査実施に伴う助成

【他団体事業主体】

新岩手農協・岩中酪農協・岩手花平農協

０

事       業       名 事業

事

の意図やねらい（成果

 

や効果）

畜産振興総合

 

対策推進指導補助事業

 

畜産経営の合理化を図

 

るため、牛群検定を実

 

施し、優良乳用雌牛群

 

の選抜確保等

飼養改善

 

を図り、効率的で生産

３

業

性の高い畜産経営体を

 

支援します。

継続区分

 

会計・款・項・目 平成

 

30年度の事業概要
岩

 

手県畜産振興総合対策

 

推進指導事業実施要領

 

・要綱等に基づき実施

 

される乳用継続 一般・

名

6款・1項・4目
牛群

事

検定普及定着化事業に

 

業

対し補助金を交付しま

の

す。
事    業  

意

  主    体 ・畜

図

産振興総合対策推進指

や

導事業費補助金347

ね

千円

農林課

【他団体事

ら

業主体】

岩手花平農協

い（

事       業

成

       名 事業
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平 画

考

00 66,460,0

○

00 66,460,0

全

00
動 単 位 立方ﾒｰﾄ

体

ﾙ
標

指

標 値 単 位

投 計 年

事

度別事業費 3,476

業

869 869 869 8

期

69
合

資 内 特定財源
画

間

指 訳 一般財源 3,47

活

6 869 869 869

目

869
計

標 額 他団体事

平

出

業負担額 72,572

品

18,143 18,1

頭

43 18,143 18

数

,143

  平成16

成

年度～平成33年度4

3

0 40 40 40
動 単 位

0

頭
標

指

標 値 単 位

投 計 年

年

度別事業費 1,408

度

352 352 352 3

～

52
合

資 内 特定財源
画

平

指 訳 一般財源 1,40

成

8 352 352 352

成
3

352
計

標 額 他団体事

3

業負担額

年度

（

項       目

単

平成30年度 平成31

位

年度 平成32年度 平成

 

33年度 備     

 

  考
○全体事業期間

千

活 目 酪農ヘルパー利用

3

円

回数
  平成5年度～

）

平成33年度800 800 800 800
動 単 位 回

標
指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 20,000 5,000 5,000 5,000 5,000
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 20,000 5,000 5,0

0

00 5,000 5,000
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活

年

目 検定参加農家数
  平成18年度～平成33年度21 21 21 21

動 単 位 戸
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  岩手県畜産振興総合対策推進投 計 年度別事業費 1,388 347 347 347 347
  指導

項

事業費補助金合
  【

度

 

県】資 内 特定財源 1,

 

388 347 347 3

 

47 347
  画   

 

指 訳 一般財源
計

標 額 他

 

団体事業負担額

  目

項     

平

  目 平成30年度 平

成

成31年度 平成32年

実

3

度 平成33年度 備  

0

     考
○全体事

年

業期間活 目 酪農農家戸

度

数
  平成27年度～

平

平成33年度63 63

成

62 62
動 単 位 戸

標
指

3

標 値 単 位 ○特定財源
 

1

 畜産競争力強化整備

年

事業費補投 計 年度別事

度

業費 90,000 30

行

平

,000 30,000

成

30,000
  助金

3

【県】合
  資 内 特定

2

財源 90,000 30

年

,000 30,000

度

30,000
  画  

平

 指 訳 一般財源
計

標 額

成

他団体事業負担額

33

計

年

項    

度

   目 平成30年度

備

平成31年度 平成32

 

年度 平成33年度 備 

 

      考
○全体

 

事業期間活 目 岩洞ダム

 

農業用水供給量
  平

 

成13年度～平成35

 

年度66,460,0

 

00 66,460,0
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果

効果）

県営農村災害対

や

策整備事業 国営造成施

効

設管理体制整備促進事

果

業「岩手山麓地域」の

）

末端受益500haに

国

ついて

、県営農村災害

営

対策整備事業で整備す

造

ることにより末端まで

成

の完了を目指すもの

で

施

あり、より効率的で安

 

設

定した維持管理システ

管

ムの構築が期待できま

理

す。

（義務的事業）

継

体

続区分 会計・款・項・

制

目 平成30年度の事業

整

概要
県が実施する主幹

備

線水路等の整備事業の

促

実施を支援し、滝沢市

進

に係る事業費を負継続

事

一般・6款・1項・5

次

業

目
担します。

事   

国

 業    主   

営

 体
農林課

【他団体事

事

業主体】

岩手県

業

事 

で

      業   

造

    名 事業の意図

成

やねらい（成果や効果

さ

）

市有林整備事業 市有

れ

林・分収林の整備を通

代

た

じ、財産的価値及び森

土

林の持つ多面的機能の

地

発揮の向

上を図るため

改

、適正管理等を行いま

良

す。

継続区分 会計・款

施

・項・目 平成30年度

設

の事業概要
・市有林・

の

分収林整備（15ha

維

）継続 一般・6款・2

持

項・1目
　除間伐、保

を

管

育
事    業   

理

 主    体
農林課

費

【滝沢市主体】

用のうち、多面

担

的機能に相当す

る分の

う

費用を支援することに

若

より土地改良施設の持

者

つ機能を持続的に発揮

が

のほか

、地域住民等と

政 育

の施設維持管理に係る

ち

アドプト協定を締結し

、

身近な施設の住民主

体

新

の効率的な維持管理シ

た

ステムの構築が期待で

な

きます。

継続区分 会計

価

・款・項・目 平成30

値

年度の事業概要
土地改

の

良施設等の係る啓発普

創

及活動、地域住民との

策 造

協働事業（推進活動事

に

業）、継続 一般・6款

挑

・1項・5目
施設管理

戦

費に対する多面的機能

す

分に相当する補助金交

る

付事業（強化支援事業

ま

）、
事    業  

ち

  主    体 施設

を

の寿命を伸ばすための

目

施設の補修事業（予防

　 指

保全事業）等を実施し

し

ます。

農林課 ・国営造

ま

成施設維持管理適正化

す

事業費負担金

【他団体

 

事業主体】

岩手県

基

事

本

       業  

施

     名 事業の意

策

図やねらい（成果や効

　

果）

滝沢市土地改良補

　
０

助事業 農地のほ場整備

３

、用排水路の整備など

 

の土地改良事業を国庫

 

補助事業等により実

施

 

する場合に、市補助金

農

を交付します。補助金

林

交付により受益者負担

業

が軽減され

るとともに

の

、施設の整備促進によ

振

る施設機能が維持向上

　
興

、農業生産の安定化、維

持管理の効率化が期待できます。

継続区分 会計・款・項・目 平成30年度の事業概要
要望なしのため、事業実施予定なし。継続 一般・6款・1項・5目

事    業    主    体
農林課

【他

０

団体事業主体】

土地改良区等

事

事     

 

  業       

 

名 事業の意図やねらい

 

（成果や効果）

土地改

 

良施設維持管理事業 市

 

が所有する土地改良施

 

設（農道）を適正に管

 

理し、その機能を維持

３

業

します。

対象施設：農

 

道上郷第２線

継続区分

 

会計・款・項・目 平成

 

30年度の事業概要
農

 

道上郷第２線を対象に

 

次の事業を行います。

 

継続 一般・6款・1項

 

・5目
・夏期の法面の

名

除草等管理業務
事  

事

  業    主  

 

業

  体 ・冬期の除雪業

の

務

農林課 ・その他必要

意

とする維持補修工事等

図

の実施

【滝沢市主体】

や

・道路賠償責任保険　

ね

保険料、賠償補償金

らい

事       業 

（

      名 事業の

成

意図やねらい（成果や
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平 画

考

00

○全

項

体

       目 平成

事

30年度 平成31年度

業

平成32年度 平成33

期

年度 備       

間

考
○全体事業期間活 目

活

市有林・分収林の整備

目

  平成29年度～平

平

地

成33年度15 15 1

域

5 15
動 単 位 ha

標
指

住

標 値 単 位 ○特定財源
 

民

 森林整備補助金【県

と

】（65％投 計 年度別

の

事業費 20,696 5

施

,174 5,174 5

設

,174 5,174
 

維

 以内）、地域整備特

持

別対策事合
  業基金

成

管

繰入金【その他】、市

理

資 内 特定財源 19,5

協

52 4,888 4,8

定

88 4,888 4,8

 

88
  有林貸付収入

 

【その他】画   指 訳

平

一般財源 1,144 2

成

86 286 286 28

1

6
計

標 額 他団体事業負

3

担額

3

年度～平成35年度締

0

結数 11 11 11 11

年

動 単 位 箇所（累計）
標

度

指

標 値 単 位

投 計 年度別

～

事業費 8,632 1,

平

132 2,500 2,

成

500 2,500
合

資

成
3

内 特定財源
画

指 訳 一般

3

財源 8,632 1,1

年

32 2,500 2,5

度

00 2,500
計

標 額

（

他団体事業負担額 95

単

,000 20,000

位

25,000 25,0

 

00 25,000

 千

3

円

項    

）

   目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 期間中の施設改修率
  平成12年度～平成35年度100 100 100 100

動 単 位 ％
標

指 期間

0

中の当該年度における事業
対象箇所数 0 1 2 2

標 値 単 位 箇所

投 計 年度別事業費 8,600 2,600 3,000 3,000
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 8,600 2,600 3,000 3,000
計

標 額 他団体事業負担額

年

43,000 13,000 15,000 15,000

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備     

項

  考
○全体事業期間

度

 

活 目 農道上郷第２線に

 

おける除草等
  平成

 

13年度～平成35年

 

度維持作業、除雪作業

 

7 7 7 7
動 単 位 回（日

 

）
標

指

標 値 単 位 ○特定

 

財源
  総合賠償補償

目

保険金【その他投 計 年

平

度別事業費 1,656

成

414 414 414 4

実

3

14
  】合
  資 内

0

特定財源 4 1 1 1 1
 

年

 画   指 訳 一般財源

度

1,652 413 41

平

3 413 413
計

標 額

成

他団体事業負担額

31年

項    

度

   目 平成30年度

行

平

平成31年度 平成32

成

年度 平成33年度 備 

3

      考
○全体

2

事業期間活 目 事業進捗

年

率
  平成26年度～

度

平成34年度15 30

平

45 70
動 単 位 ％

標
指

成

標 値 単 位

投 計 年度別事

3

業費 38,351 2,

3

351 12,000 1

計

年

2,000 12,00

度

0
合

資 内 特定財源
画

指

備

訳 一般財源 38,35

 

1 2,351 12,0

 

00 12,000 12

 

,000
計

標 額 他団体

 

事業負担額 1,750

 

,000 250,00

 

0 500,000 50

 

0,000 500,0
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果

、乾しいたけ2,11

や

4kg

農林課

【他団体

効

事業主体】

岩手山しい

果

たけ生産企業組合

）

事

民

       業  

有

     名 事業の意

林

図やねらい（成果や効

森

果）

林業成長産業化総

林

合対策事業 木材産業の

 

保

健全な発展と木材利用

全

の推進を図るため、需

整

要に応じた木材の安定

備

供

給体制の構築に向け

補

た間伐材等の供給力の

助

強化、森林・林業の再

事

生の基盤となる

施設・

業

機械の整備等を支援し

低

ます。

継続区分 会計・

迷

款・項・目 平成30年

次

を

度の事業概要
森林整備

続

の推進を図るため、高

け

性能林業機械等を導入

る

し、森林整備を積極的

林

に実新規 一般・6款・

業

2項・1目
施していく

経

林業経営体に対して補

営

助金を交付し支援を行

に

います。
事    業

意

    主    体

代

欲

農林課

【他団体事業主

を

体】

林業経営体

持たせ、適正な森

を

林体系の確立と森林施

担

業の推進

を図り、また

う

、山林所有者の自己負

若

担を軽減するため、造

者

林、除間伐及び枝打ち

が

等森林整備を実施した

政 育

場合に補助を行います

ち

。

継続区分 会計・款・

、

項・目 平成30年度の

新

事業概要
造林、間伐、

た

除伐、枝打等の森林保

な

全整備事業の実施に対

価

し、補助金を交付しま

値

継続 一般・6款・2項

の

・1目
す。

事    

創

業    主    

策 造

体
農林課

【滝沢市主体

に

】

挑

事       

戦

業       名 事

す

業の意図やねらい（成

る

果や効果）

林道等維持

ま

管理事業 林道の維持修

ち

繕及び除雪等適正管理

を

を行い、林道の機能と

目

役割を維持します。

継

　 指

続区分 会計・款・項・

し

目 平成30年度の事業

ま

概要
・維持修繕、敷砂

す

利、除雪業務継続 一般

 

・6款・2項・1目
・

基

岩手県治山林道協会費

本

　7千円
事    業

施

    主    体

策

・道路賠償責任保険　

　

保険料、賠償補償金

農

　
０

林課

【滝沢市主体】

３ 

事       業 

 

      名 事業の

 

意図やねらい（成果や

農

効果）

有害鳥獣防護柵

林

設置補助事業 カラス・

業

ツキノワグマ・イノシ

の

シ等、有害鳥獣による

振

農作物被害と農作業等

　
興

にお

ける人身被害の防止を図ります。

継続区分 会計・款・項・目 平成30年度の事業概要
・電気柵設置補助　6基　補助率1/2以下、1基あたり60千円を上限として補助を継続 一般・6款・2項・1目
実施します。

事 

０

   業    主    体 ・有害鳥獣の

事

追払い、捕獲を実施し

 

ます。

農林課

【協働事

 

業】

市内外関係農協等

  

事       業

 

       名 事業

 

の意図やねらい（成果

 

や効果）

特用林産施設

３

業

体制整備補助事業 東日

 

本大震災からの早期復

 

興のため、きのこ原木

 

等生産資材の新規導入

 

補助を図

ることで、特

 

用林産物である原木し

 

いたけの生産拡大につ

 

なげます。

継続区分 会

名

計・款・項・目 平成3

事

0年度の事業概要
安全

 

業

安心な生産物を消費者

の

に提供する環境の構築

意

と、生産者の経営安定

図

のため生継続 一般・6

や

款・2項・1目
産資材

ね

の導入に対する補助を

ら

実施します。
事   

い

 業    主   

（

 体 収穫量計画　生し

成

いたけ4,706kg
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平 画

考

9年度繰越計 明許費4

○

,514千円標 額 他団

全

体事業負担額 18,1

体

87 4,527 4,5

事

40 4,553 4,5

業

67

期間

項

活

       目 平成

目

30年度 平成31年度

平

民

平成32年度 平成33

有

年度 備       

林

考
○全体事業期間活 目

の

高性能林業機械整備
 

森

 平成30年度～平成

林

30年度1 0 0 0
動 単

施

位 台
標

指

標 値 単 位 ○特

業

定財源
  林業成長産

面

業化総合対策事業投 計

積

年度別事業費 6,30

成

 

0 6,300
  補助

 

金【県】(1/3)合

平

  資 内 特定財源 6,

成

300 6,300
  

2

画   指 訳 一般財源 ＜

9

新規事業＞計
標 額 他団

年

体事業負担額 12,6

度

00 12,600

～平

3

成33年度53 53 5

0

3 53
動 単 位 ha

標
指

年

標 値 単 位

投 計 年度別事

度

業費 6,264 1,5

～

66 1,566 1,5

平

66 1,566
合

資 内

成

特定財源
画

指 訳 一般財

成
3

源 6,264 1,56

3

6 1,566 1,56

年

6 1,566
計

標 額 他

度

団体事業負担額

（単位

項     

 

  目 平成30年度 平

 

成31年度 平成32年

千

度 平成33年度 備  

3

円

     考
○全体事

）

業期間活 目 維持修繕工事等（敷き砂利を含
  平成21年度～平成35年度む） 6 6 6 6

動 単 位 回（件）
標

指 除雪業務
8 8 8 8

標 値 単 位 回（日） ○特定財源
  総合賠償補償保険金【その他投 計 年度別

0

事業費 10,064 2,516 2,516 2,516 2,516
  】合
  資 内 特定財源 4 1 1 1 1
  画   指 訳 一般財源 10,060 2,515 2,515 2,515 2,515

計
標 額 他団体事業負担額

年

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 農作物被害額
  平成21年度～平成3

項

3年度460 445 4

度

 

30 415
動 単 位 千円

 

標
指

標 値 単 位

投 計 年度

 

別事業費 1,440 3

 

60 360 360 36

 

0
合

資 内 特定財源
画

指

 

訳 一般財源 1,440

 

360 360 360 3

目

60
計

標 額 他団体事業

平

負担額

成

実

30

項       目 平

年

成30年度 平成31年

度

度 平成32年度 平成3

平

3年度 備      

成

 考
○全体事業期間活

3

目 生産資材（きのこ原

1

木）の導入
  平成2

年

8年度～平成33年度

度

34,100 34,2

行

平

00 34,300 34

成

,400
動 単 位 本

標
指

3

生産資材（きのこ種菌

2

）の導入
4,448 4

年

,461 4,474 4

度

,487
標 値 単 位 枚（

平

種菌460個／枚） ○

成

特定財源
  岩手県特

3

用林産施設等体制整投

3

計 年度別事業費 18,

計

年

187 4,527 4,

度

540 4,553 4,

備

567
  備事業費補

 

助金【県】1/2合
 

 

 資 内 特定財源 18,

 

183 4,526 4,

 

539 4,552 4,

 

566
  画   指 訳

 

一般財源 4 1 1 1 1
平

 

成30年度実施平成2
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果や効果）

森林・山村

 

多面的機能発揮対策補

次

助事 地域住民が森林所

代

有者等と協力して実施

を

する里山林をはじめと

担

する森林の保全管

理及

う

び山村地域の活性化に

若

資する取組の促進を図

者

ります。
業

継続区分 会

が

計・款・項・目 平成3

政 育

0年度の事業概要
森林

ち

の有する多面的機能を

、

発揮させるための保全

新

活動及び山村地域の活

た

性化に資新規 一般・6

な

款・2項・1目
する取

価

組に対し補助金を交付

値

します。
事    業

の

    主    体

創

農林課

【他団体事業主

策 造

体】

いわて里山再生地

に

域協議会

挑

事    

戦

   業      

す

 名 事業の意図やねら

る

い（成果や効果）

国営

ま

かんがい排水事業（岩

ち

手山麓地区 本市の基幹

を

水利施設である岩洞ダ

目

ム及び主幹線水路は国

　 指

営岩手山麓開拓事業に

し

よ

り昭和16年から同

ま

43年に造成されたも

す

ので老朽化が進み機能

 

低下が著しい状況で
）

基

す。老朽化した施設の

本

改修を行うことにより

施

、農業用水の安定的か

策

つ効率的な供

給を図り

　

、農業生産性の向上と

　
０

農業経営の安定を図り

３

ます。

継続区分 会計・

 

款・項・目 平成30年

 

度の事業概要
国が実施

 

する導水路、分水口、

農

主幹線水路等の整備事

林

業の実施を支援します

業

。継続 一般

事    

の

業    主    

振

体
農林課

【他団体事業

　
興

主体】

農林水産省東北農政局

小                             計

 ０３   次代を担う若者が育ち、新たな価値の創造に挑戦するまちを目指します

０

事       

３

業       名 事

 

業の意図やねらい（成

-120-



平 画

考
○全体事業期間活 目

平

森林整備面積
  平成

成

30年度～平成33年

3

度3.9 3.9 3.9

0

3.9
動 単 位 ha

標
指

年

標 値 単 位

投 計 年度別事

度

業費 312 78 78 7

～

8 78
合

資 内 特定財源

平

画
指 訳 一般財源 312

成

78 78 78 78
＜新

成
3

規事業＞計
標 額 他団体

3

事業負担額

年度

（

項       

単

目 平成30年度 平成3

位

1年度 平成32年度 平

 

成33年度 備    

 

   考
○全体事業期

千

間活 目 受益面積
  平

3

円

成26年度～平成34

）

年度1,574 1,574 1,574 1,574
動 単 位 ｈａ

標
指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源
計

標 額 他団体事業負担額 12,000,000 3,000,000 3,000

0

,000 3,000,000 3,000,000

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考

投 計 年度別事業費 770,

年

414 160,611 201,736 204,062 204,005
合

資 内 特定財源 490,419 99,706 129,249 130,736 130,728
画

指 訳 一般財源 279,995 60,9

項

05 72,487 73

度

 

,326 73,277

 

計
標 額 他団体事業負担

 

額 14,032,77

 

1 3,315,623

 

3,571,036 3

 

,573,049 3,

 

573,063

目 平成

項      

実

3

 目 平成30年度 平成

0

31年度 平成32年度

年

平成33年度 備   

度

    考

投 計 年度別

平

事業費 1,564,1

成

77 376,916 3

3

94,222 396,

1

548 396,491

年

合
資 内 特定財源 1,0

度

41,812 255,

行

平

312 261,178

成

262,665 262

3

,657
画

指 訳 一般財

2

源 522,365 12

年

1,604 133,0

度

44 133,883 1

平

33,834
計

標 額 他

成

団体事業負担額 14,

3

032,771 3,3

3

15,623 3,57

計

年

1,036 3,573

度

,049 3,573,

備

063
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   ひ

計画のビジョン（

と

政策が実現できたとき

に

の状態）

少子高齢化の

や

進展に対応した暮らし

さ

やすい生活基盤の整備

し

・維持管理について、

く

子供から高齢者まで安

安

心して安全に暮らし

、

政 心

交流することで生きが

・

いを感じることができ

快

るひとにやさしく安心

適

・快適で活力にあふれ

で

るまちとなること。

政

活

策目標値の達成状況

基

力

準値 上：戦略目標見込

あ

値／下：達成値 目標値

ふ

進捗状況No 政 策 目 標

れ

指 数
平成26年度 平成

策 る

27年度 平成28年度

ま

平成29年度 平成30

ち

年度 平成31年度 進捗

を

率(%)

暮 滝沢市は住

目

みやすい市だと感じて

指

いる人の割合
1 ら 76

し

76.7 77.4 78

ま

78.5 -75.9単

す

 位 ％し 74.1 74

 

.3 0 - - 0.0

幸 滝

　
基

沢市に愛着がある市民

本

の割合
2 75 75.7

施

76.4 77 77.7

策

-74.2単 位 ％福

　

72.3 78.3 0 -

０

- 0.0

１

基本施策が４年間で

 

めざす姿

本市で暮らし

 

、働き、学ぶ人などが

 

、いつまでも住み続け

　
都

たいと思える都市づく

市

りの基本構想や実施計

づ

画が市民とともに策

定

く

され、都市づくりにお

り

いて適正に推進してい

ビ

る状態を目指します。

ジ

基本施策目標の進捗状

ョ

況分析

平成26年度に

ン

おいて、本市の都市計

の

画の基礎部分（都市計

　
策

画区域変更や都市計画

定

マスタープランなど）を変更しました。こ

れに基づき一部の個別計画については取り組んでおりますが、今後はさらに個別計画に取り組む必要があります。

事       業

０

       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

地籍調査事業 国土調査は、国土の開発及び保全並びにその利用の高度化に資するとともにあわ

せて地籍の明確化を図るため、国土の実態を科学的かつ総合的に調査するこ

４

とを

目的とします。

（義務的事業） 着手年度：昭和46年度

継続区分 会計・款・項・目 平成30年度の事業概要
・湯舟沢の一部　　　　　　　　計画面積　1.55㎢（林地）継続 一般・2款・5項・3目
・外山の一部、湯

 

舟沢の一部　　計画面積　0.98㎢（林地）
事    業    主    体 ・外山の一部、湯舟沢の一部　　計画面積　0.07㎢（宅地）

都市政策課

【滝沢市主体】
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平 画

実

特にも拠点整備につい

施

ては、調査に基づき関

し

係機関との協

議を進め

て

てまいります。

・安全

参

で快適に暮らせる住環

り

境の整備を進めるため

ま

、耐震事業や被災者住

す

宅関連事業、空き家対

。

策事業などを継続しま

・

す。

・一般公園の遊具

平

市

更新事業や総合公園の

に

適正な管理を行い、憩

相

いの場の形成を図りま

応

す。

しい

項

持

       目 平成

続

30年度 平成31年度

可

平成32年度 平成33

能

年度 備       

成

な

考
○全体事業期間活 目

公

地籍調査事業実施面積

共

  昭和46年度～平

交

成33年度2 2 2 2
動

通

単 位 k㎡
標

指

標 値 単 位

に

○特定財源
  【県】

つ

地籍調査補助金（3/

い

4投 計 年度別事業費 1

て

13,736 27,9

、

69 28,589 28

3

市

,589 28,589

民

  ）合
  資 内 特定

や

財源 83,656 20

関

,449 21,069

係

21,069 21,0

部

69
  画   指 訳 一

署

般財源 30,080 7

、

,520 7,520 7

関

,520 7,520
計

係

標 額 他団体事業負担額

0

機関と連携しながら検

年

討して参ります。

・交

度

流と活力、雇用の拠点

～

づくりに向けた土地利

平

用関連事務について、

成

熟度に応じた関係機関

成
3

との協議・調整を進め

3

て参り

ます。

・滝沢中

年

央スマートインターチ

度

ェンジの平成３１年３

（

月の完成・供用に向け

単

、ネクスコ東日本ほか

位

関係機関と連携しなが

 

ら

着実に事業を進めて

 

参ります。

・歩行環境

千

の充実等安全な道路お

3

円

よび河川環境の整備を

）

着実に進めるとともに、今あるストックが安定し持続可能なものと

するため地域の連携と中長期的視点による事業を展開して参ります。

・岩手山麓の水源を確保するとともに、水

政

の安全管理を徹底し、

0

策

老朽管の更新や地震に

の

強い配水管の整備を進

達

めます。

・経営の効率

成

化と利用者サービスの

（

向上のため、上下水道

実

料金徴収業務の民間委

現

託を行っています。

・

）

市街化区域内の公共下

に

水道整備を推進し、ま

向

たその他の区域は放流

年

け

先を確保しながら、合

た

併処理浄化槽の設置を

基

推進しま

す。

基本計画

本

期間内の取り組みと方

計

針のうち、平成30年

画

度の重点課題

・河川浸

期

水箇所の安全対策の実

間

施

・拠点の土地利用計

内

画に関わる関係機関と

の

の事前協議・調整

・地

度

取

域公共交通網形成計画

り

策定後の具体の計画検

組

討と利用促進

・スマー

み

トインターチェンジの

と

年度末完成・供用開始

方

に向けた事業推進

・小

針

岩井駅前広場の事業着

・

手

・空き家対策の推進

度

、市民・議会への進捗

重

状況の説明

・経年老朽

実

な

施設の更新と整備の実

る

施

・不明水対策と下水

豪

道維持管理計画策定に

雨

向けた調査と下水道整

等

備事業の推進

に

基本施策の達成

よ

（実現）に向けた基本

る

計画期間内の取り組み

浸

と方針

・いつまでも住

水

み続けたいまちづくり

行

対

の推進については、各

策

計画等の策定、市民へ

に

の周知から個別の施策

つ

の展開を進めます

。

・

い

安全で快適に暮らせる

て

住環境の整備について

、

は、建築行政、市営住

内

宅、震災被災者支援な

水

どについて、関係機関

対

と連携し

ながら、確実

計

策

な推進を図ります。

・

も

ゆとりある憩いの場の

含

形成については、適切

め

な公園管理に努めます

た

。

基本計画期間内の取

安

り組みと方針のうち、

全

平成30年度の重点課

対

題

・都市づくりに必要

策

な計画の見直しについ

を

て進めてまいります。
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成

度の事業概要
公営住宅

果

法、滝沢市営住宅条例

や

に基づく市営住宅の管

効

理運営継続 一般・8款

果

・5項・1目

事   

）

 業    主   

都

 体
都市政策課

【滝沢

市

市主体】

計

事    

画

   業      

 

総

 名 事業の意図やねら

務

い（成果や効果）

木造

事

住宅耐震化支援事業 地

務

震発生時における住宅

滝

の倒壊等による被害の

沢

軽減化を図るため、市

市

民の住宅の

耐震化に対

ら

する意識を高め、地震

し

に強いまちづくりを視

い

野に入れながら市民の

ひ

豊

生

命、財産の保護を目

か

的とします。

継続区分

な

会計・款・項・目 平成

自

30年度の事業概要
・

然

木造住宅耐震診断の支

環

援継続 一般・8款・5

境

項・1目
・木造住宅耐

の

震改修に対する補助金

保

交付
事    業  

全

  主    体
都市

と

及

政策課

【滝沢市主体】

び農地利用との調整

に

を行い、良好な住環境

や

の形成に努めながら都

さ

市機能の充実を図り、

し

住・商・工が健全な姿

く

で共存してい

るまちの

安

実現を目指します。

（

政 心

義務的事業）

継続区分

・

会計・款・項・目 平成

快

30年度の事業概要
・

適

都市計画決定及び都市

で

計画事業の推進継続 一

活

般・8款・4項・1目

力

・拠点整備土地利用計

あ

画の検討
事    業

ふ

    主    体

れ

・各種協議会等への参

策 る

加

都市政策課

【滝沢市

ま

主体】

ち

事     

を

  業       

目

名 事業の意図やねらい

指

（成果や効果）

都市計

し

画審議会事務 都市計画

ま

決定を行う際は、市町

す

村に置かれた都市計画

 

審議会の議を経る必要

　
基

があ

ります。審議会委

本

員は、学識者（大学教

施

授）や市議会議員、農

策

業委員、民間など

から

　

選ばれており、市民の

０

代表として案の審議を

１

していただき、市民の

 

意思を反

（義務的事業

 

） 映させることができ

 

ます。

継続区分 会計・

　
都

款・項・目 平成30年

市

度の事業概要
滝沢市都

づ

市計画審議会の開催継

く

続 一般・8款・4項・

り

1目

事    業  

ビ

  主    体
都市

ジ

政策課

【滝沢市主体】

ョン

事       業

の

       名 事業

　
策

の意図やねらい（成果

定

や効果）

公園維持管理事業 市民のゆとりある憩いの場の形成を目指し、生活に身近な公園の適切な維持管理

を行うことにより、利用者に良好で快適な環境を提供し、もって地域活動の活性

化を図ります

０

。

（義務的事業）

継続区分 会計・款・項・目 平成30年度の事業概

事

要
・公園管理嘱託員に

 

よる公園施設の日常的

 

な点検、修繕の実施継

 

続 一般・8款・4項・

 

4目
・老朽化した遊具

 

の修繕、更新
事   

 

 業    主   

４

 

 体 ・植栽の剪定、伐

業

採

都市政策課 ・市民と

 

の協働による市内19

 

2公園の維持管理

【滝

 

沢市主体】

 

事   

 

    業     

 

  名 事業の意図やね

 

らい（成果や効果）

市

名

営住宅管理運営事業 市

 

事

民が健康で文化的な生

業

活を営むに足りる住宅

の

を整備し、これを住宅

意

に困窮する

低所得者に

図

対して低廉な家賃で賃

や

貸し、市民の生活の安

ね

定と社会福祉の増進に

ら

寄

与します。

（義務的

い

事業）

継続区分 会計・

（

款・項・目 平成30年
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平 画

考

地使用料合
  資 内 特

○

定財源 5,064 1,

全

266 1,266 1,

体

266 1,266
  

事

画   指 訳 一般財源
計

業

標 額 他団体事業負担額

期間活

項  

目

     目 平成30

平

年

年度 平成31年度 平成

度

32年度 平成33年度

末

備       考
○

市

全体事業期間活 目 木造

街

住宅耐震診断実施済数

化

  平成18年度～平

区

成32年度7 7 7 0
動

域

単 位 戸
標

指

標 値 単 位 ○

内

特定財源
  【国】社

人

会資本整備総合交付投

成

口

計 年度別事業費 4,3

（

08 1,436 1,4

平

36 1,436
  金

成

（1/2）、【県】木

 

造住宅合
  耐震診断

 

支援事業補助金（1/

平

資 内 特定財源 3,15

成

0 1,050 1,05

3

0 1,050
  4）

0

、木造住宅耐震改修支

3

年

援画   事業補助金（

度

1/4）指 訳 一般財源

～

1,158 386 38

平

6 386
計

標 額 他団体

成

事業負担額

33年度2

0

9年度新規活動指標）

年

32,239 32,2

度

39 32,239 32

～

,239
動 単 位 人

標
指

平

標 値 単 位 ○特定財源
 

成

 【県】開発行為規制

成
3

事務委託投 計 年度別事

3

業費 19,294 1,

年

045 17,073 5

度

88 588
  金、建

（

築確認申請等調査事務

単

合
  委託金、ひとに

位

やさしいまち資 内 特定

 

財源 2,500 868

 

544 544 544
 

千

 づくり条例委任事務

3

円

委託金【画   その他

）

】ほか指 訳 一般財源 16,794 177 16,529 44 44
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成3

0

2年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 開催回数
  平成30年度～平成33年度2 2 2 2

動 単 位 回
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 728 182 182 182 182
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 728

年

182 182 182 182
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備      

項

 考
○全体事業期間活

度

 

目 遊具の更新基数（平

 

成29年度新
  平成

 

30年度～平成33年

 

度規目標値） 4 4 4 4

 

動 単 位 基
標

指

標 値 単 位

 

○特定財源
  【国】

 

特定防衛施設周辺整備

目

投 計 年度別事業費 10

平

6,921 18,96

成

0 28,987 29,

実

3

487 29,487
 

0

 調整交付金、【その

年

他】公園合
  等使用

度

料資 内 特定財源 49,

平

405 5,602 14

成

,601 14,601

3

14,601
  画  

1

 指 訳 一般財源 57,

年

516 13,358 1

度

4,386 14,88

行

平

6 14,886
計

標 額

成

他団体事業負担額

32年

項    

度

   目 平成30年度

平

平成31年度 平成32

成

年度 平成33年度 備 

3

      考
○全体

3

事業期間活 目 市営住宅

計

年

入居率
  平成30年

度

度～平成33年度10

備

0 100 100 100

 

動 単 位 ％
標

指

標 値 単 位

 

○特定財源
  【その

 

他】住宅使用料投 計 年

 

度別事業費 5,064

 

1,266 1,266

 

1,266 1,266

 

  【その他】住宅土
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成果や効果）

生活再建

 

住宅支援事業 東日本大

ひ

震災により被災した住

と

宅の再建に必要な資金

に

の一部補助を実施する

や

こと

により、被災者の

さ

早期生活再建を図りま

し

す。

継続区分 会計・款

く

・項・目 平成30年度

安

の事業概要
・復興住宅

政 心

融資利子補給継続 一般

・

・8款・5項・1目
・

快

被災住宅補修等工事に

適

対する補助金交付
事 

で

   業    主 

活

   体 ・被災宅地復

力

旧工事に対する補助金

あ

交付

都市政策課 ・復興

ふ

住宅新築工事に対する

れ

補助金交付

【滝沢市主

策 る

体】

ま

事      

ち

 業       名

を

事業の意図やねらい（

目

成果や効果）

滝沢市被

指

災者住宅再建支援補助

し

事業 東日本大震災にお

ま

いて、岩手県内で自宅

す

が全壊又は解体し市内

 

に住宅を新築・購

入し

　
基

た被災世帯に補助する

本

ことで、住宅再建を促

施

進します。

継続区分 会

策

計・款・項・目 平成3

　

0年度の事業概要
被災

０

者住宅新築・購入に対

１

する補助金交付継続 一

 

般・8款・5項・1目

 

事    業    

 

主    体
都市政策

　
都

課

【滝沢市主体】

市

事

づ

       業  

く

     名 事業の意

り

図やねらい（成果や効

ビ

果）

空き家対策推進事

ジ

業 空き家等の実態を調

ョ

査・把握し対策を検討

ン

することにより、良好

の

な住環境の形成

を図り

　
策

ます。

継続区分 会計・

定

款・項・目 平成30年度の事業概要
市で把握している空き家等を定期的に継続調査し現状把握を行うとともに、空き継続 一般・8款・5項・1目
家等所有者へ適正管理を促します。

事    業   

０

 主    体 また、空き家等対策計画の策定について検討します

事

。

都市政策課

【滝沢市

 

主体】

 

事     

 

  業       

 

名 事業の意図やねらい

 

（成果や効果）

建築確

 

認等進達事務 建築確認

４

 

申請及び開発許可申請

業

等の申請者に対して、

 

規制内容等の指導を行

 

い申

請行為が円滑に行

 

われることを目指しま

 

す。

（義務的事業）

継

 

続区分 会計・款・項・

 

目 平成30年度の事業

 

概要
建築確認申請者、

名

開発許可申請者等につ

 

事

いて、規制内容等の指

業

導を行います。継続 ―

の

事    業    

意

主    体
都市政策

図

課

【滝沢市主体】

や

小        

ね

          

ら

          

い

 計

（
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平 画

考

0 40,530 39,

○

480
画

指 訳 一般財源

全

108,699 22,

体

846 39,403 2

事

3,418 23,03

業

2
計

標 額 他団体事業負

期

担額

間活 目

平

生活再建住宅支援事業

成

補助金交
  平成24

3

年度～平成35年度付

0

件数（平成29年度新

年

規目標値 14 5 5 5
動

度

単 位 件
標

指

標 値 単 位 ○

～

特定財源
  【県】生

平

活再建住宅支援事業投

成

計 年度別事業費 12,

成
3

623 6,623 2,

3

000 2,000 2,

年

000
  補助金（1

度

0/10）合
  資 内

（

特定財源 12,623

単

6,623 2,000

位

2,000 2,000

 

  画   指 訳 一般財

 

源
計

標 額 他団体事業負

千

担額

3

円）

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 補助金交付件数
  平成24年度～平成30年度3 0 0 0

動 単 位 件

0

標
指

標 値 単 位 ○特定財源
  【県】被災者住宅再建支援事投 計 年度別事業費 3,000 3,000
  業費補助金（2/3）合
  資 内 特定財源 1,998 1,998
  画   指 訳 一般財源 1,002 1,002

計
標 額 他

年

団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 空き家等の

項

問題解消数（平成29

度

 

  平成30年度～平

 

成33年度年度新規目

 

標値） 3 3 3 3
動 単 位

 

件
標

指

標 値 単 位

投 計 年

 

度別事業費 1,421

 

221 400 400 4

 

00
合

資 内 特定財源
画

目

指 訳 一般財源 1,42

平

1 221 400 400

成

400
計

標 額 他団体事

実

3

業負担額

0年度

項       目

平

平成30年度 平成31

成

年度 平成32年度 平成

3

33年度 備     

1

  考
○全体事業期間

年

活 目 建築確認進達件数

度

  平成30年度～平

行

平

成33年度123 12

成

3 123 123
動 単 位

3

件
標

指

標 値 単 位

投 計 年

2

度別事業費
合

資 内 特定

年

財源
画

指 訳 一般財源 <

度

ゼロ予算事業>計
標 額

平

他団体事業負担額

成33

項     

計

年

  目 平成30年度 平

度

成31年度 平成32年

備

度 平成33年度 備  

 

     考

投 計 年度

 

別事業費 267,09

 

5 60,702 79,

 

933 63,948 6

 

2,512
合

資 内 特定

 

財源 158,396 3

 

7,856 40,53
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活

する補助（補助率　1

基

/3）継続 一般・8款

盤

・2項・1目

事   

で

 業    主   

あ

 体
道路課

【他団体事

る

業主体】

個人、自治会

道路につ

 

いて、将来の少子高齢

ひ

化や施設の老朽化によ

と

る補修・更新需要

の増

に

加を見据えて、安全で

や

快適に利用できる道路

さ

網の整備と老朽施設の

し

補修・更新を含めた維

く

持管理を計画的に実施

安

し、よ

り安全で安心な

政 心

道路環境の整備を目指

・

します。

基本施策目標

快

の進捗状況分析

道路新

適

設改良事業、歩道整備

で

事業、市道改修事業等

活

により、安全で安心な

力

市道環境の整備を進め

あ

てきましたが、依然と

ふ

して

道路に関する地域

れ

からの要望は多く寄せ

策 る

られており、早急に地

ま

域からの要望に応えて

ち

いくためには、更なる

を

効率的な事業の

実施が

目

必要となっています。

指し

事       業

ま

       名 事業

す

の意図やねらい（成果

 

や効果）

道路台帳補正

　
基

事業 道路法に基づき市

本

道認定している道路に

施

ついて、道路台帳を作

策

成し毎年更新する

こと

　

により、市道を適正に

０

管理することを目的と

２

します。

（義務的事業

 

）

継続区分 会計・款・

 

項・目 平成30年度の

 

事業概要
毎年度築造・

　
計

改修・修繕・廃止され

画

た市道について、道路

的

台帳を調製します。継

な

続 一般・8款・2項・

道

1目

事    業  

路

  主    体
道路

整

課

【滝沢市主体】

備

事

と

       業  

維

     名 事業の意

　
持

図やねらい（成果や効

管

果）

滝沢市私道等補助

理

事業 市民生活に密着して利用されている私道及び作業道の所有者や利用者が事業主体

となり舗装、側溝などの整備や修繕を行おうとする場合、その経費の一部を補助

することによ

０

基

り私道等の整備を促進

本

し、もって生活環境の

施

向上を図ります。

継続

策

区分 会計・款・項・目

が

平成30年度の事業概

４

要
私道の舗装・側溝等

年

の整備や維持補修(舗

間

装補修、砂利敷等)に

で

要する費用に対す継続

め

一般・8款・2項・1

４

ざ

目
る補助を行います。

す

事    業    

姿

主    体
道路課

【

安

他団体事業主体】

個人

心

、自治会

で

事    

快

   業      

適

 名 事業の意図やねら

な

い（成果や効果）

私道

暮

除雪事業費補助事業 私

 

ら

道にかかる防災及び被

し

災の軽減を図るため平

を

常時の私道除雪を適正

支

に実施して

いる道路利

え

用者等の除雪に係る費

る

用負担の軽減を図りま

重

す。

継続区分 会計・款

要

・項・目 平成30年度

な

の事業概要
要綱に該当

生

する私道除雪経費に対
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平 画

効

数
  平成30年度～

果

平成33年度15 15

的

15 15
動 単 位 件

標
指

な

標 値 単 位

投 計 年度別事

市

業費 2,000 500

道

500 500 500
合

整

資 内 特定財源
画

指 訳 一

備

般財源 2,000 50

を

0 500 500 500

推

計
標 額 他団体事業負担

平

進

額

するため逐次事業計

成

画の見直

しを行うとと

3

もに「道路整備計画」

0

の変更を行います。ま

年

た、道路施設の中長期

度

的な維持修繕の指針と

～

なる「道路維持管理

計

平

画」を策定し、施設の

成

機能維持を図りながら

成
3

計画的な老朽化対策に

3

取り組みます。

2つの

年

施策名称

・より安全で

度

安心な道路環境の整備

（

・安全快適な幹線道路

単

網の整備

基本計画期間

位

内の取り組みと方針の

 

うち、平成30年度の

 

重点課題

2つの施策の

千

重点課題

・より安全で

3

円

安心な道路環境の整備

）

　→　市道の老朽化対策として、舗装の更新や橋梁の点検・補修等を着実に進めるとと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　もに、市道改修事業の促進により通学路や生活道

基

路の安全性の向上を図

0

本

る必要が

　　　　　　

施

　　　　　　　　　　

策

　　　あります。

・安

の

全快適な幹線道路網の

達

整備　　　→　現在実

成

施している道路新設改

（

良事業について、事業

実

の進捗が市民の目に見

現

える形

　　　　　　　

）

　　　　　　　　　　

年

に

　　で事業の促進を図

向

っていく必要がありま

け

す。

た基

項

本

       目 平成

計

30年度 平成31年度

画

平成32年度 平成33

期

年度 備       

間

考
○全体事業期間活 目

度

内

道路台帳調製
  平成

の

30年度～平成33年

取

度1 1 1 1
動 単 位 式

標

り

指

標 値 単 位

投 計 年度別

組

事業費 14,400 3

み

,200 3,200 4

と

,000 4,000
合

方

資 内 特定財源
画

指 訳 一

針

般財源 14,400 3

2

,200 3,200 4

実

つ

,000 4,000
計

の

標 額 他団体事業負担額

施策の

項  

達

     目 平成30

成

年度 平成31年度 平成

に

32年度 平成33年度

向

備       考
○

け

全体事業期間活 目 整備

行

た

箇所数
  平成30年

取

度～平成33年度2 2

組

2 2
動 単 位 箇所

標
指

標

を

値 単 位

投 計 年度別事業

継

費 4,800 1,20

続

0 1,200 1,20

的

0 1,200
合

資 内 特

に

定財源
画

指 訳 一般財源

実

4,800 1,200

施

1,200 1,200

計

し

1,200
計

標 額 他団

ま

体事業負担額

す。具

項      

体

 目 平成30年度 平成

的

31年度 平成32年度

に

平成33年度 備   

は

    考
○全体事業

、

期間活 目 補助金交付件
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（

事

成

       業  

果

     名 事業の意

や

図やねらい（成果や効

効

果）

マイロード支援事

果

業 市道等の維持管理事

）

業について、生活に密

市

着した市道等の整備や

道

管理、除雪作業

の支援

等

対策を講じ行政と市民

 

維

との役割分担を図りな

持

がら官民協働で各種事

管

業を進

める事で、地域

理

の道路に関する市民満

事

足の向上を図ります。

業

継続区分 会計・款・項

道

・目 平成30年度の事

路

業概要
・協働による除

パ

雪推進事業　市道･市

ト

の管理する道路のうち

ひ

ロ

生活道路及び通学路継

ー

続 一般・8款・2項・

ル

2目
の除雪を市民が中

を

心となって行う団体に

含

対して、除雪機貸与等

め

の支援を行います
事 

た

   業    主 

維

   体 。また、貸与

持

除雪機の更新を行いま

管

す。（１台）

道路課 ・

と

理

地域みちなおし事業　

の

市道・市の管理する道

方

路等の維持、整備を住

法

民が中心と

【協働事業

を

】 なって行う際に原材

体

料支給、機械貸与等の

系

支援を行います。（団

化

地内側溝蓋交換

自治会

し

等 の材料支給等)

、

事

に

市

       業  

道

     名 事業の意

の

図やねらい（成果や効

破

果）

一本木４号線外２

損

整備事業 本路線は、南

等

一本木地区の主要生活

危

道路として利用されて

険

いますが、幅員狭小か

箇

つ舗装の傷みが激しく

所

、車両の通行に支障が

や

を

生じています。また、

適

側溝が未整備

であるた

正

め雨水処理対策が地域

に

全体の課題となってい

修

ることから、現道を整

繕

備す

ることにより雨水

す

処理対策の課題の解消

る

と、交通の円滑化を図

こ

ります。

継続区分 会計

と

・款・項・目 平成30

さ

に

年度の事業概要
道路改

よ

修工事（第５柳原線）

り

　L=590ｍ継続 一

、

般・8款・2項・2目

安

事    業    

全

主    体
道路課

【

な

滝沢市主体】

道路交

し

通の確保を目的としま

く

す。

（義務的事業）

継

安

続区分 会計・款・項・

政 心

目 平成30年度の事業

・

概要
道路パトロールを

快

徹底することにより道

適

路の破損箇所を早期に

で

把握し、即時補修継続

活

一般・8款・2項・2

力

目
が可能なものに関し

あ

ては、単価契約により

ふ

年間契約している請負

れ

業者による修繕
事  

策 る

  業    主  

ま

  体 を実施します。

ち

住民より寄せられた要

を

望・苦情に対しては、

目

道路修繕基本方針に

道

指

路課 基づき、現地調査

し

を実施し調査結果を住

ま

民へ回答するとともに

す

、修繕必要箇所に

【滝

 

沢市主体】 ついては修

　
基

繕業者による修繕を実

本

施します。規模の大き

施

な修繕については、市

策

道

修繕管理台帳を作成

　

し、緊急度に応じて年

０

次計画により実施しま

２

す

 

事       

 

業       名 事

 

業の意図やねらい（成

　
計

果や効果）

市道除排雪

画

事業 市道その他市が管

的

理する公道について適

な

切な除雪を実施するこ

道

とにより冬期間に

おけ

路

る公共交通を確保し、

整

もって市民の生活の安

備

定を図ります。

（義務

と

的事業）

継続区分 会計

維

・款・項・目 平成30

　
持

年度の事業概要
市内を

管

地区に分割し民間委託

理

により市道その他市が管理する公道の除雪を実施し継続 一般・8款・2項・2目
ます。

事    業    主    体
道路課

【滝沢市主体】

事   

０

    業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

市道改修事業 「道路修繕

事

管理台帳」に登載され

 

た規模の大きな修繕に

 

ついて、緊急度及び道

 

路

の重要度等を考慮し

 

て年次計画により市道

 

の部分的改修を実施す

４

 

ることにより、

道路交

 

通の安全確保を図りま

業

す。

継続区分 会計・款

 

・項・目 平成30年度

 

の事業概要
・規模の大

 

きな維持修繕工事につ

 

いて、市道修繕管理台

 

帳を作成し、台帳に登

 

載継続 一般・8款・2

 

項・2目
されたものの

 

名

中から、緊急度及び路

事

線の重要度に応じて実

業

施路線を選定し年次計

の

事    業    

意

主    体 画により

図

実施します。

道路課 ・

や

整備必要箇所を決定す

ね

る段階において、市民

ら

の意見を取り入れます

い

。

【滝沢市主体】
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平 画

考

度 平成33年度 備  

○

     考
○全体事

全

業期間活 目 みちなおし

体

実施箇所数
  平成3

事

0年度～平成33年度

業

1 1 1 1
動 単 位 箇所

標

期

指 協働除雪実施団体数

間

3 4 5 6
標 値 単 位 団体

活

投 計 年度別事業費 18

目

,940 6,478 4

平

要

,154 4,154 4

望

,154
合

資 内 特定財

・

源
画

指 訳 一般財源 18

苦

,940 6,478 4

情

,154 4,154 4

件

,154
計

標 額 他団体

数

事業負担額

  平

項       

成

成

目 平成30年度 平成3

3

1年度 平成32年度 平

0

成33年度 備    

年

   考
○全体事業期

度

間活 目 事業費による換

～

算延長(年度事
  平

平

成26年度～平成30

成

年度業費/総事業費×

3

総延長) 505 0 0 0

3

○全体事業量動 単 位 ｍ

3

年

  道路修繕（3路線

度

）標   L=1,98

5

0ｍ指 ○全体事業費
 

2

 230,000千円

5

標 値 単 位 ○特定財源
 

5

 特定防衛施設周辺整

2

備調整交投 計 年度別事

0

業費 58,500 58

5

,500
  付金基金

1

【その他】合
  資 内

0

5

特定財源 55,319

5

55,319
  画  

1

 指 訳 一般財源 3,1

0

81 3,181
平成3

動

0年度実施平成29年

単

度繰越計 明許費7,0

位

00千円標 額 他団体事

件

業負担額

標
指

年

修繕管理台帳登載箇所

度

のうち実
施件数 3 3 3

～

3
標 値 単 位 件 ○特定財

平

源
  総合賠償補償保

成

険金【その他投 計 年度

成
3

別事業費 400,73

3

2 97,023 97,

年

000 98,000 1

度

08,709
  】合

（

  資 内 特定財源 80

単

0 200 200 200

位

200
  画   指 訳

 

一般財源 399,93

 

2 96,823 96,

千

800 97,800 1

3

円

08,509
計

標 額 他

）

団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 除雪への満

0

足度
  平成30年度～平成33年度60 62 64 66

動 単 位 ％
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  社会資本整備総合交付金（道投 計 年度別事業費 742,226 184,526 185,700 186,000 186,000
  

年

路）【国】(2/3)合
  資 内 特定財源 24,000 6,000 6,000 6,000 6,000
  画   指 訳 一般財源 718,226 178,526 179,700 180,000 180,00

項

0
計

標 額 他団体事業負

度

 

担額

  

項

 

       目 平成

 

30年度 平成31年度

 

平成32年度 平成33

 

年度 備       

目

考
○全体事業期間活 目

平

市道改修事業実施箇所

成

数
  平成30年度～

実

3

平成33年度5 5 5 5

0

動 単 位 箇所
標

指 修繕管

年

理台帳登載箇所の修繕

度

進
捗率 46 48 50 5

平

2
標 値 単 位 ％ ○特定財

成

源
  社会資本整備総

3

合交付金(道投 計 年度

1

別事業費 268,00

年

0 67,000 67,

度

000 67,000 6

行

平

7,000
  路)【

成

国】(5.5/10、

3

6/10)合
  道路

2

整備事業債資 内 特定財

年

源 243,450 60

度

,000 61,150

平

61,150 61,1

成

50
  画   指 訳 一

3

般財源 24,550 7

3

,000 5,850 5

計

年

,850 5,850
平

度

成30年度実施平成2

備

9年度繰越計 明許費2

 

3,521千円標 額 他

 

団体事業負担額

   

項     

 

  目 平成30年度 平

 

成31年度 平成32年
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（

性向上のため、団地へ

成

のアクセス

道路を複数

果

化します。

継続区分 会

や

計・款・項・目 平成3

効

0年度の事業概要
・用

果

地測量及び補償調査算

）

定　一式継続 一般・8

国

款・2項・3目
・用地

道

取得　一式
事    

4

業    主    

 

号

体
道路課

【滝沢市主体

交

】

差

事       

点

業       名 事

接

業の意図やねらい（成

続

果や効果）

穴口・室小

部

路地区人道橋外新設事

整

業 当該地区は諸葛川を

備

挟んで分断されており

事

、小中高生をはじめ歩

ひ

業

行等での地区間

アクセ

（

スが困難となっており

第

、地域間交流の阻害要

1

因ともなっています。

巣

このこ

とから、地域間

当

交流の促進を図るとと

該

もに、新設予定小学校

3

の通学路としての活

用

路

を考慮し、地区間に人

線

道橋等を整備します。

と

は

継続区分 会計・款・項

近

・目 平成30年度の事

年

業概要
・橋梁上部工　

の

　　一式継続 一般・8

巣

款・2項・3目
・歩道

子

整備　　　　一式
事 

地

   業    主 

区

   体
道路課

【滝沢

の

市主体】

急

に

激な人口及び交通量の

や

増加に伴い、慢性的な

さ

渋

滞が発生しており、

し

歩道が整備されていな

く

いこと、幅員が狭いこ

安

とから大変危険
子線外

政 心

2路線） な路線であり

・

ます。そこで、国道4

快

号の4車線化に合わせ

適

、交差点接続区間の改

で

良

と歩道整備を行い、

活

通行する車両と歩行者

力

の安全を確保します。

あ

継続区分 会計・款・項

ふ

・目 平成30年度の事

れ

業概要
第１巣子線　道

策 る

路改良舗装工事 L=

ま

50ｍ(改良舗装・用

ち

地補償）継続 一般・8

を

款・2項・3目

事  

目

  業    主  

指

  体
道路課

【滝沢市

し

主体】

ま

事     

す

  業       

 

名 事業の意図やねらい

　
基

（成果や効果）

巣子野

本

沢線道路改良舗装事業

施

本路線は、東小学校、

策

第二小学校、第二中学

　

校の通学路となってい

０

ますが、国道

4号の抜

２

け道として通過する車

 

両が多く、歩道も一部

 

区間しか整備されてい

 

ない

ため、児童生徒を

　
計

はじめ地域住民の日常

画

生活においても危険な

的

状態にあることか

ら、

な

歩道整備と道路改良を

道

行い歩行者と通行する

路

車両の安全を確保しま

整

す。

継続区分 会計・款

備

・項・目 平成30年度

と

の事業概要
・巣子工区

維

　　　改良舗装　L=

　
持

165ｍ継続 一般・8

管

款・2項・3目
・葉の

理

木沢工区　用地補償　一式
事    業    主    体

道路課

【滝沢市主体】

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効

０

果）

畜産試験場柳沢線道路改良舗装事業 本路線は、岩手山演習場へ連絡する路線で自衛隊

事

車両が頻繁に通行して

 

いますが

、幅員狭小で

 

あり車両の離合に支障

 

が生じていることから

 

、歩道整備と拡幅改良

 

を行い安全かつ円滑な

４

 

道路交通の確保を図り

 

ます。

継続区分 会計・

業

款・項・目 平成30年

 

度の事業概要
・道路改

 

良舗装工事　L=1,

 

100ｍ継続 一般・8

 

款・2項・3目
・水道

 

管移設工事設計　　一

 

式
事    業   

 

 主    体 ・物件

 

名

調査算定　　　　　一

事

式

道路課

【滝沢市主体

業

】

の

事       

意

業       名 事

図

業の意図やねらい（成

や

果や効果）

第６湯舟沢

ね

線道路改良舗装事業 防

ら

災対策としての交通分

い

散及び道路交通の利便
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平 画

考

2,180 219,0

○

29 177,014 8

全

5,896 60,24

体

1
  補助金【国】(

事

7/10,6/10)

業

合
  道路整備事業債

期

資 内 特定財源 506,

間

215 199,949

活

169,359 80,

目

438 56,469
 

平

事

 画   指 訳 一般財源

業

35,965 19,0

費

80 7,655 5,4

に

58 3,772
平成3

よ

0年度実施平成29年

る

度繰越計 明許費786

換

千円標 額 他団体事業負

算

担額

延長

項

成

(

       目 平成

年

30年度 平成31年度

度

平成32年度 平成33

事

年度 備       

 

考
○全体事業期間活 目

 

事業費による換算延長

平

（年度事
  平成25

成

年度～平成34年度業

2

費／総事業費×総延長

1

） 72 127 119 1

3

年

11
○全体事業量動 単

度

位 ｍ   L=580ｍ

～

標   指 ○全体事業費

平

  146,000千

成

円標 値 単 位 ○特定財源

3

  社会資本整備総合

4

交付金（道投 計 年度別

年

事業費 108,000

度

18,000 32,0

業

00 30,000 28

0

費

,000
  路）【国

/

】(5.5/10)合

総

  道路整備事業債　

事

資 内 特定財源 99,1

業

00 17,100 28

費

,600 27,650

×

25,750
  画  

総

 指 訳 一般財源 8,9

延

00 900 3,400

長

2,350 2,250

年

)

＜名称変更事業＞「(

3

仮称)第６計 湯舟沢線

8

道路改良舗装事業」か

3

標 額 他団体事業負担額

8

ら名称変更

38 2

項       

8

目 平成30年度 平成3

○

1年度 平成32年度 平

度

全

成33年度 備    

体

   考
○全体事業期

事

間活 目 事業費による換

業

算延長（年度事
  平

量

成24年度～平成30

動

年度業費/総事業費×

単

総延長） 15 0 0 0
○

位

全体事業量動 単 位 ｍ  

m

 歩道橋　L=33.

 

7ｍ，W=3.5ｍ標

～

 

  歩道工　一式指 ○

交

全体事業費
  197

差

,059千円標 値 単 位

点

○特定財源
  社会資

接

本整備総合交付金（道

続

投 計 年度別事業費 86

部

,476 86,476

市

  路）【国】(5.

道

5/10)合
  資 内

3

特定財源 81,400

平

路

81,400
  画  

線

 指 訳 一般財源 5,0

標

76 5,076
平成3

 

0年度実施平成29年

 

度繰越計 明許費43,

Ｌ

354千円標 額 他団体

＝

事業負担額

668

成

ｍ指 ○全体事業費
  

成
3

530,000千円標

3

値 単 位 ○特定財源
  

年

社会資本整備総合交付

度

金(道投 計 年度別事業

（

費 111,800 30

単

,000 30,000

位

30,000 21,8

 

00
  路)【国】(

 

5.5/10)合
  

千

道路整備事業債資 内 特

3

円

定財源 103,000

）

27,650 27,650 27,650 20,050
  画   指 訳 一般財源 8,800 2,350 2,350 2,350 1,750
平成30年度実施平成29年度繰越計 明許費74,085千円標 額

0

他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 事業費による換算延長(年度事

年

  平成22年度～平成36年度業費/総事業費×総延長) 63 264 264 278
○全体事業量動 単 位 m   道路改良舗装標   L=1,880ｍ指 ○全体事業費
  1,710,000千円標 値 単

項

位 ○特定財源
  社会

度

 

資本整備総合交付金(

 

道投 計 年度別事業費 7

 

90,600 57,0

 

00 240,200 2

 

40,200 253,

 

200
  路)【国】

 

(5.5/10)合
 

目

 道路整備事業債資 内

平

特定財源 704,54

成

0 52,450 209

実

3

,920 209,92

0

0 232,250
  

年

画   指 訳 一般財源 8

度

6,060 4,550

平

30,280 30,2

成

80 20,950
平成

3

30年度実施平成29

1

年度繰越計 明許費37

年

,799千円標 額 他団

度

体事業負担額

行

平成3

項      

2

 目 平成30年度 平成

年

31年度 平成32年度

度

平成33年度 備   

平

    考
○全体事業

成

期間活 目 事業費による

3

換算（年度事業費
  

3

平成25年度～平成3

計

年

3年度／総事業費） 1

度

,042 843 409

備

287
○全体事業量動

 

単 位 ｍ   L=4,9

 

50ｍ標   指 ○全体

 

事業費
  1,040

 

,000千円標 値 単 位

 

○特定財源
  防衛施

 

設周辺道路改修事業費

 

投 計 年度別事業費 54
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（

らい（成果や効果）

第

成

４風林線風林橋架替事

果

業 越前堰河川改修に合

や

わせて、狭隘となって

効

いる風林橋を架け替え

果

ることで、道路

交通の

）

利便性の向上及び橋梁

橋

による越水被害の解消

梁

を図ります。

継続区分

維

会計・款・項・目 平成

 

持

30年度の事業概要
平

補

成31年度以降事業着

修

手予定継続 一般

事  

事

  業    主  

業

  体
道路課

【滝沢市

年

主体】

々老朽化

ひ

の進む市道橋梁につい

と

て、法令に基づく定期

に

点検の実施により橋梁

や

の

状態を把握します。

さ

また、点検結果に基づ

し

き優先順位を定めて計

く

画的な橋梁補修

を実施

安

することにより、橋梁

政 心

事故の未然防止と橋梁

・

の長寿命化を図ります

快

。

継続区分 会計・款・

適

項・目 平成30年度の

で

事業概要
・橋梁定期点

活

検（跨線橋）　5橋継

力

続 一般・8款・2項・

あ

4目
・橋梁補修工事　

ふ

　　　　　1橋
事  

れ

  業    主  

策 る

  体
道路課

【滝沢市

ま

主体】

ち

事     

を

  業       

目

名 事業の意図やねらい

指

（成果や効果）

交通安

し

全施設（施設修繕）整

ま

備事業 市道における交

す

通安全施設の修繕に関

 

する整備修繕方針を標

　
基

準化し、交通安全施

設

本

の整備及び修繕を適正

施

に実施することによる

策

交通の安全確保を目的

　

とします。

継続区分 会

０

計・款・項・目 平成3

２

0年度の事業概要
区画

 

線設置　L=7,00

 

0ｍ継続 一般・8款・

 

2項・5目

事    

　
計

業    主    

画

体
道路課

【滝沢市主体

的

】

な

事       

道

業       名 事

路

業の意図やねらい（成

整

果や効果）

県街路事業

備

市町村負担金 滝沢市内

と

の都市計画決定道路の

維

うち県が管理する道路

　
持

の整備促進を図るため

管

、事

業費の一部を負担

理

し、道路交通の安全確保と交通混雑の緩和を図ります。

継続区分 会計・款・項・目 平成30年度の事業概要
・岩手県都市計画道路整備事業負担金　2,271千円継続 一般・8款

０

・4項・2目
・岩手県都市計画街路街路事業促進協議会負担金　19千円

事    業 

事

   主    体
道

 

路課

【他団体事業主体

 

】

岩手県

 

事    

 

   業      

 

 名 事業の意図やねら

４

 

い（成果や効果）

第４

 

砂込線道路改良舗装事

業

業 当該路線と紫野工区

 

2号幹線は、国道4号

 

を挟んで食い違い交差

 

点となっています

。そ

 

の解消と現道を拡幅整

 

備することにより、安

 

全で円滑な道路交通を

 

確保を図

ります。

継続

 

名

区分 会計・款・項・目

事

平成30年度の事業概

業

要
平成31年度以降事

の

業着手予定継続 一般

事

意

    業    主

図

    体
道路課

【滝

や

沢市主体】

ね

事   

ら

    業     

い

  名 事業の意図やね
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平 画

考

項       目

○

平成30年度 平成31

全

年度 平成32年度 平成

体

33年度 備     

事

  考
○全体事業期間

業

活 目 事業費による換算

期

延長（年度事
  平成

間

31年度～平成36年

活

度業費/総事業費×総

目

延長） 0 0 0 0
○全体

平

定

事業量動 単 位 ｍ   道

期

路改良　L=130ｍ

点

標   橋梁架替　１橋

検

指 ○全体事業費
  2

橋

69,800千円標 値

梁

単 位 ○特定財源
  社

数

会資本整備総合交付金

 

（道投 計 年度別事業費

 

  路）【国】(5.

平

5/10)合
  道路

成

成

整備事業債資 内 特定財

3

源   画   指 訳 一般

0

財源 ＜調査事業＞計
標

年

額 他団体事業負担額

度～平成33

3

年度5 20 25 25
動

0

単 位 橋
標

指

標 値 単 位 ○

年

特定財源
  社会資本

度

整備総合交付金（道投

～

計 年度別事業費 120

平

,000 60,000

成

20,000 20,0

成
3

00 20,000
  

3

路）【国】(5.5/

年

10)合
  道路整備

度

事業債資 内 特定財源 8

（

5,350 40,00

単

0 14,050 15,

位

650 15,650
 

 

 画   指 訳 一般財源

 

34,650 20,0

千

00 5,950 4,3

3

円

50 4,350
計

標 額

）

他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 交通安全

0

施設等修繕実施箇所
  平成30年度～平成33年度3 3 3 3

動 単 位 箇所
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 12,000 3,000 3,000 3,000 3,000
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 12,000 3,000 3,

年

000 3,000 3,000
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備     

項

  考
○全体事業期間

度

 

活 目 工事延長
  平成

 

30年度～平成33年

 

度0 15 45 45
動 単

 

位 ｍ
標

指

標 値 単 位

投 計

 

年度別事業費 9,39

 

1 2,284 1,06

 

9 3,019 3,01

目

9
合

資 内 特定財源
画

指

平

訳 一般財源 9,391

成

2,284 1,069

実

3

3,019 3,019

0

計
標 額 他団体事業負担

年

額

度 平

項 

成

      目 平成3

3

0年度 平成31年度 平

1

成32年度 平成33年

年

度 備       考

度

○全体事業期間活 目 事

行

平

業費による換算延長（

成

年度事
  平成25年

3

度～平成34年度業費

2

／総事業費×総延長）

年

0 0 0 0
○全体事業量

度

動 単 位 ｍ   L=50

平

0ｍ標   指 ○全体事

成

業費
  142,20

3

0千円標 値 単 位 ○特定

3

財源
  社会資本整備

計

年

総合交付金（道投 計 年

度

度別事業費   路）【

備

国】(5.5/10)

 

合
  道路整備事業債

 

資 内 特定財源   画  

 

 指 訳 一般財源 ＜調査

 

事業＞計
標 額 他団体事

 

業負担額

  

-135-



  

策

果）

交通広場維持管理

　

事業 市内全駅における

　

交通広場施設の適正な

　

管理を通じ、公共交通

０

機関の利用促進と

周辺

４

地域の活性化を図りま

 

す。

継続区分 会計・款

 

・項・目 平成30年度

 

の事業概要
適正利用に

ひ

係る夜間警備業務及び

 

と

除雪業務などの委託、

に

利用周知に係る駅施設

や

の継続 一般・2款・1

さ

項・9目
管理業務従事

し

者との連携を図るなど

く

、市内各駅における交

安

通広場施設の適正な管

心

事    業    

・

主    体 理に努め

快

ます。

都市政策課

【協

ひ

適

働事業】

鉄道事業者、

で

地元自治会、マイレー

活

ルサークル各会

力あふれるまち

と

を目指します
 基本施

に

策　０３   利用し

や

やすい交通網の整備

さ

基本施策

し

が４年間でめざす姿

市

く

民の移動に欠くことの

安

できない鉄道、バス等

政 心

の公共交通について、

・

小岩井駅の整備や市内

快

幹線バス網の整備によ

適

る交流拠

点複合施設の

で

バスターミナル化など

活

の結節点整備、利用し

力

やすいバスマップの作

あ

成による利用促進を行

ふ

い市内における移動

や

れ

交流のしやすい交通環

策 る

境を提供することで市

ま

民の暮らしやすさの向

ち

上を目指します。

また

を

、産業集積、救急医療

目

アクセス等の基盤とな

指

るスマートインターチ

し

ェンジの整備を行い企

ま

業立地のための環境整

す

備と市

民の利便性や安

 

全安心の向上を目指し

　
基

ます。

基本施策目標の

本

進捗状況分析

・スマー

施

トインターチェンジを

策

整備し市民に高い移動

　

利便性と安全安心を提

０

供すると共に産業支援

２

・強化に向けた基盤の

 

整

　備を図る必要があ

 

ります。

・市民から要

 

望の多い市内幹線バス

　
計

網の整備を行い市役所

画

周辺のバスターミナル

的

化を目指し市民の移動

な

の利便性を高める必

　

道

要があります。

・小岩

路

井駅周辺整備について

整

地元、JR及び関係機

備

関等との協議を行い事

と

業内容の確定、事業化

維

、事業推進を図る必要

　
持

があり

　ます。

・地域

管

公共交通網形成計画に

理

基づき地域にとって望ましい公共交通網を形成する必要があります。

事       

小

業       名 事

 

業の意図やねらい（成

 

果や効果）

交通政策推

０

 

進事務 市民の日常生活

 

に必要とされる公共交

 

通について、維持また

 

は利用促進を推進す

る

 

ため、総合計画及び地

 

域公共交通網形成計画

 

など各種計画に基づい

 

た施策を展

開し、交通

 

渋滞の緩和や安全性の

 

向上、排出ガスの削減

４

 

など環境にもやさしい

 

公

（義務的事業） 共交

 

通機関の活性化を図り

 

ます。

継続区分 会計・

 

款・項・目 平成30年

 

度の事業概要
地域公共

 

交通網形成計画に基づ

 

く施策の推進、公共交

 

通利用促進施策の調査

 

・検継続 一般・2款・

 

 

1項・9目
討の実施、

 

駅前駐輪場の維持管理

 

などに取り組みます。

 

事    業    

 

主    体
都市政策

 

課

【滝沢市主体】

 

事

計

       業  

 

     名 事業の意

政

図やねらい（成果や効
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平 画

年

／日
標

指 ＪＲ大釜駅の

度

１日平均乗降人員
96

別

8 968 968 968

事

標 値 単 位 人／日 ○特定

業

財源
  交通広場使用

費

料【その他】投 計 年度

3

別事業費 21,878

,

5,609 5,423

2

5,423 5,423

9

  合
  資 内 特定財

平

0

源 166 61 35 35

,

35
  画   指 訳 一

0

般財源 21,712 5

4

,548 5,388 5

5

,388 5,388
計

8

標 額 他団体事業負担額

94,2

成

16 862,037 7

3

72,969 760,

0

823
合

資 内 特定財源

年

1,903,174 5

度

40,068 516,

～

929 428,658

平

417,519
画

指 訳

成

一般財源 1,386,

成
3

871 354,148

3

345,108 344

年

,311 343,30

度

4
計

標 額 他団体事業負

（

担額

（単位  千円）

単

基本施

位

策の達成（実現）に向

 

けた基本計画期間内の

 

取り組みと方針

・スマ

千

ートインターチェンジ

3

円

整備事業を推進し平成

）

30年度末の供用開始を目指します。

・地域公共交通網形成計画を基本に市内交通網の検討を行います。

・小岩井駅周辺整備事業について関係者と協議の上、駅前広場整備を検討します。

基本計画期間

0

内の取り組みと方針のうち、平成30年度の重点課題

・スマートインターチェンジ整備事業を推進し平成30年度末の供用開始を目指します。

・地域公共交通網形成計画を基本に市内交通網の検討を行います。

・小岩井駅周

年

辺整備事業について関係者と協議の上、駅前広場整備を検討します。

項 

項

      目 平成3

 

0年度 平成31年度 平

 

成32年度 平成33年

 

度 備       考

度

 

○全体事業期間活 目 市

 

内全駅(滝沢/巣子/

 

大釜/小岩
  平成1

 

8年度～平成33年度

目

井)の1日平均乗降人

平

員の合計 6,000 6

成

,000 6,000 6

3

,000
動 単 位 人／日

0

標
指 定期路線バスが区

年

域内で運行さ
れている

実

度

自治会数 30 30 30

平

30
標 値 単 位 地区(全

成

30自治会のうち) ○

3

特定財源
  地域公共

1

交通確保維持改善事投

年

計 年度別事業費 9,4

度

31 2,831 4,2

平

00 1,200 1,2

成

00
  業費補助金【

3

国】(50%)合
  

行

2

資 内 特定財源 2,60

年

0 1,100 1,50

度

0
  画   指 訳 一般

平

財源 6,831 1,7

成

31 2,700 1,2

3

00 1,200
計

標 額

3

他団体事業負担額

年度 備

項    

計

 

   目 平成30年度

 

平成31年度 平成32

 

年度 平成33年度 備 

 

      考
○全体

 

事業期間活 目 ＩＧＲ滝

 

沢駅の１日平均乗降人

 

  平成15年度～平

考

成33年度員 3,09

投

5 3,095 3,09

計

5 3,095
動 単 位 人
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成

共交通機関の利用促進

果

と周辺地域の活性化を

や

図ります

。

継続区分 会

効

計・款・項・目 平成3

果

0年度の事業概要
・測

）

量設計　L=200m

巣

継続 一般・2款・1項

子

・9目
・用地測量　L

駅

=200m
事    

複

業    主    

 

合

体
都市政策課

【滝沢市

交

主体】

通

事     

施

  業       

設

名 事業の意図やねらい

管

（成果や効果）

スマー

理

トインターチェンジ整

運

備事業 だれもが暮らし

営

やすいまちを目指しス

事

マートインターチェン

ひ

業

ジの整備を行うこと

に

巣

より、東北縦貫自動車

子

道の利用者の利便性の

駅

向上、交通の円滑化、

複

観光拠点等

へのアクセ

合

スの向上、救急医療支

交

援及び企業誘致等の地

通

域活性化を図ります。

施

継続区分 会計・款・項

設

・目 平成30年度の事

と

の

業概要
協定に基づき、

適

事業を管理すると共に

正

市実施分について事業

な

を進めます。継続 一般

管

・8款・2項・3目
・

理

滝沢中央SIC整備事

を

業（SIC本体）
事 

通

   業    主 

じ

   体 ・市道茨島土

、

沢線交差点新設工事　

に

公

L=200ｍ

都市政策

共

課

【協働事業】

東日本

交

高速道路株式会社

通機関の利用促

や

進と周辺地域の

活性化

さ

を図ります。

継続区分

し

会計・款・項・目 平成

く

30年度の事業概要
指

安

定管理者のＩＧＲいわ

政 心

て銀河鉄道㈱と連携し

・

、巣子駅複合交通施設

快

の適正な管継続 一般・

適

2款・1項・9目
理に

で

努めます。
事    

活

業    主    

力

体
都市政策課

【協働事

あ

業】

ＩＧＲ、地元自治

ふ

会、マイレールサーク

れ

ル巣子駅会

策 る

事   

ま

    業     

ち

  名 事業の意図やね

を

らい（成果や効果）

バ

目

ス路線維持対策費補助

指

事業 通学する児童・生

し

徒や高齢者などいわゆ

ま

る交通弱者を中心とし

す

た市民の日常生活

にお

 

いて必要不可欠な移動

　
基

の足となっているバス

本

路線について、事業者

施

独自によ

る運行が困難

策

な路線に対して補助金

　

を交付することにより

０

、路線の維持を図りま

３

す。

継続区分 会計・款

 

・項・目 平成30年度

 

の事業概要
地域住民の

 

日常生活にとって欠か

　
利

すことにできないバス

用

路線の維持に対し、国

し

や継続 一般・2款・1

や

項・9目
県、沿線市町

す

などとも連携を図り、

い

住民と協働した利用促

交

進を図りながら補助金

通

事    業    

網

主    体 を支出し

の

ます。

都市政策課

【協

　
整

働事業】

バス事業者、

備

地域住民

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

いわて銀河鉄道経営安定化基金造成負 市が出資する第三セクター鉄道ＩＧＲいわて銀河鉄道株

０

式会社に対し今後見込ま

れる大規模な設備更新（車両）に要する経

事

費、災害復旧費を支援

 

し健全経営の維
担金 持

 

と鉄路の存続を図りま

 

す。

（義務的事業）

継

 

続区分 会計・款・項・

 

目 平成30年度の事業

 

概要
今後見込まれる大

４

 

規模な設備更新（車両

業

更新）に要する経費を

 

基金として計画的継続

 

一般・2款・1項・9

 

目
に積み立てます。

事

 

    業    主

 

    体
都市政策課

 

【他団体事業主体】

Ｉ

 

ＧＲ、いわて銀河鉄道

名

利用促進協議会

 

事

事 

業

      業   

の

    名 事業の意図

意

やねらい（成果や効果

図

）

ＪＲ小岩井駅活性化

や

事業 小岩井駅前の整備

ね

を通じ、盛岡西リサー

ら

チパークや小岩井農場

い

などを含めた小岩

井地

（

域の玄関口として、公
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平 画

考

／日
標

指

標 値 単 位 ○特

○

定財源
  社会資本整

全

備総合交付金（道投 計

体

年度別事業費 140,

事

000 20,000 4

業

0,000 40,00

期

0 40,000
  路

間

）【国】（5.5/1

活

0）、公共合
  事業

目

等債資 内 特定財源 13

平

Ｉ

3,700 19,10

Ｇ

0 38,200 38,

Ｒ

200 38,200
 

巣

 画   指 訳 一般財源

子

6,300 900 1,

駅

800 1,800 1,

の

800
計

標 額 他団体事

１

業負担額

日平

成

均

項       目

乗

平成30年度 平成31

降

年度 平成32年度 平成

人

33年度 備     

 

  考
○全体事業期間

 

活 目 スマートインター

平

チェンジの整
  平成

成

24年度～平成31年

1

度備完了 1 0 0 0
○全

7

体事業量動 単 位 1=整

3

年

備完了(H30年度予

度

定   アクセス道路整

～

備　L=0.20km

平

標   指 ○全体事業費

成

  1,250,00

3

0千円標 値 単 位 ○特定

3

財源
  道路局所管補

年

助金【国】(5.5投

度

計 年度別事業費 628

員

,604 623,60

0

9

4 5,000
  /1

9

0）、東日本高速道路

4

㈱負合
  担金【その

9

他】、公共事業等資 内

9

特定財源 594,95

4

0 594,950
  

9

債画   指 訳 一般財源

9

33,654 28,6

4

54 5,000
平成3

9

0年度実施平成29年

年

9

度繰越計 明許費205

4

,490千円標 額 他団

動

体事業負担額

単 位 人／日
標

指

度

施設または駅前広場を

～

活用した
特別行事（イ

平

ベント）開催回数 9 9

成

9 9
標 値 単 位 回／年 ○

成
3

特定財源
  巣子駅複

3

合交通施設使用料【投

年

計 年度別事業費 12,

度

918 3,225 3,

（

231 3,231 3,

単

231
  その他】、

位

公衆電話使用料【合
 

 

 その他】、行政財産

 

目的外使資 内 特定財源

千

7,430 1,853

3

円

1,859 1,859

）

1,859
  用料【その他】、施設使用者画   公共料金相当額【その他】指 訳 一般財源 5,488 1,372 1,372 1,372 1,372

計
標 額 他団体事業負担額

0

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 定期路線バスが区域内で運行さ
  昭和60年度～平成33年度れている自治

年

会数 30 30 30 30
動 単 位 地区(全30自治会のうち)

標
指

標 値 単 位 ○特定財源
  地域バス交通支援事業費補助投 計 年度別事業費 1,811 311 500 500 500
  金【県】(50%)合
 

項

 資 内 特定財源 200

度

 

50 50 50 50
  

 

画   指 訳 一般財源 1

 

,611 261 450

 

450 450
計

標 額 他

 

団体事業負担額

  目

項     

平

  目 平成30年度 平

成

成31年度 平成32年

実

3

度 平成33年度 備  

0

     考
○全体事

年

業期間活 目 ＩＧＲいわ

度

て銀河鉄道株式会社
 

平

 平成15年度～平成

成

34年度の単年度決算

3

における黒字達成 1 1

1

1 1
動 単 位 (1=黒字

年

決算達成)
標

指

標 値 単

度

位

投 計 年度別事業費 1

行

平

8,749 4,687

成

4,688 4,687

3

4,687
合

資 内 特定

2

財源
画

指 訳 一般財源 1

年

8,749 4,687

度

4,688 4,687

平

4,687
計

標 額 他団

成

体事業負担額

33

計

年

項      

度

 目 平成30年度 平成

備

31年度 平成32年度

 

平成33年度 備   

 

    考
○全体事業

 

期間活 目 ＪＲ小岩井駅

 

の１日平均乗降人
  

 

平成24年度～平成3

 

3年度員 992 992

 

992 992
動 単 位 人
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成

款・3項・1目
・地域

果

住民（自治会等）との

や

協働による、除草等環

効

境保全活動の水平展開

果

と支援
事    業 

）

   主    体 を

市

行います。

河川課

【滝

内

沢市主体】

幹線

 

バス網整備事業 交流拠

ひ

点複合施設開設に併せ

と

て市内各地域から市役

に

所周辺へアクセスする

や

市内幹

線バス網を整備

さ

し、市役所周辺の賑わ

し

いを創出すると共に、

く

市民に不可欠なバス

交

安

通の利便性が向上され

政 心

ます。

継続区分 会計・

・

款・項・目 平成30年

快

度の事業概要
地域公共

適

交通網形成計画に基づ

で

き、事業実施箇所や手

活

法、必要経費などにつ

力

いて継続 一般
調査検討

あ

します。
事    業

ふ

    主    体

れ

都市政策課

【協働事業

策 る

】

バス事業者、地域

ま

小      

ち

          

を

          

目

   計

 政策　　　

指

０４   ひとにやさ

し

しく安心・快適で活力

ま

あふれるまちを目指し

す

ます
 基本施策　０４

 

   河川砂防・雨水

　
基

排除施設の整備

本

基本施策が４

施

年間でめざす姿

市内を

策

流れる河川や市街地の

　

雨水排水の氾濫による

０

浸水被害を未然に防止

３

するため、浸水対策に

 

かかる計画的な整備を

 

行う

とともに、火山砂

 

防や土石流・地すべり

　
利

などの土砂災害から市

用

民を守るため、これら

し

を所管する国や県に協

や

力し必要な整備

を推進

す

することにより、自然

い

災害に強い安全・安心

交

なまちづくりを目指し

通

ます。

基本施策目標の

網

進捗状況分析

・火山砂

の

防や土石流・地すべり

　
整

などの土砂災害対策と

備

して、これまで、国の直轄砂防事業の要望活動を行うとともに、土砂

災害警戒区域等について、岩手県が行う指定に伴う地元調整に協力するとともに対策事業に対する要望活動を行っています

。

・浸水

０

対策としては、市街化区域については下水道事業により順次整備を

事

進めてきており、その

 

他の普通河川について

 

は事

後保全を主体とし

 

た浸水対策及び災害対

 

策を進めています。そ

 

のほかに、小岩井地区

 

の浸水被害の対策とし

４

 

て、準用河川仁

沢瀬川

業

について、国庫補助事

 

業による改修を進めま

 

す。

 

事      

 

 業       名

 

事業の意図やねらい（

 

成果や効果）

河川維持

 

管理事業 安全で安心な

名

河川環境の形成を目指

 

事

し、河川機能の維持管

業

理を行なうことで、災

の

害に強い河川環境の保

意

全を図ります。

（義務

図

的事業）

継続区分 会計

や

・款・項・目 平成30

ね

年度の事業概要
・河川

ら

機能の適正な維持管理

い

と河川施設の管理を行

（

います。継続 一般・8
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平 画

考

07 14,108 14

○

,286 15,000

全

平成30年度実施平成

体

29年度繰越計 明許費

事

9,000千円標 額 他

業

団体事業負担額

期間活 目

平

  平成30年度～平

成

成33年度

動 単 位
標

指

3

標 値 単 位

投 計 年度別事

0

業費
合

資 内 特定財源
画

年

指 訳 一般財源 ＜調査事

度

業＞計
標 額 他団体事業

～

負担額

平成

項  

成
3

     目 平成30

3

年度 平成31年度 平成

年

32年度 平成33年度

度

備       考

投

（

計 年度別事業費 833

単

,391 660,26

位

7 63,042 55,

 

041 55,041
合

 

資 内 特定財源 739,

千

046 617,114

3

円

41,644 40,1

）

44 40,144
画

指 訳 一般財源 94,345 43,153 21,398 14,897 14,897
計

標 額 他団体事業負担額

（単位  千円）

基本施策の達成（実現）に向けた基本計画

0

期間内の取り組みと方針

市民の安全安心の確保を最優先に、河川護岸の緊急修繕などの河川維持管理に係る迅速な対応を継続するとともに、計画的

な河川整備事業、雨水排水対策事業の実施とそれを実現するための特定財源

年

の確保を行っていきます。また、それぞれの整

備推進を図るため、可能な限り効率的な設計や発注方法の工夫を行い、工事コストの縮減に努めるものとします。　

基本計画期間内の取り組みと方針のう

項

ち、平成30年度の重

度

 

点課題

・適正な河川維

 

持管理

・国庫補助事業

 

による準用河川仁沢瀬

 

川の河川改修事業の推

 

進

・電源立地地域対策

 

交付金関連等河川改修

 

・維持管理事業の推進

目

・火山砂防・土砂災害

平

関連要望活動の推進

・

成

河川整備計画の策定に

実

3

向け調査作業

0年度

項      

平

 目 平成30年度 平成

成

31年度 平成32年度

3

平成33年度 備   

1

    考
○全体事業

年

期間活 目 河川愛護団体

度

の組織化数
  平成2

行

平

1年度～平成33年度

成

7 7 7 7
動 単 位 団体数

3

標
指 施設管理の実施（

2

水門管理委託
、環境維

年

持業務等） 7 7 7 7
標

度

値 単 位 箇所数 ○特定財

平

源
  県単河川維持修

成

繕業務委託金投 計 年度

3

別事業費 62,597

3

15,456 15,3

計

年

57 15,535 16

度

,249
  【県】、

備

河川水門管理委託金合

 

  【県】、土木施設

 

使用料【そ資 内 特定財

 

源 4,996 1,24

 

9 1,249 1,24

 

9 1,249
  の他

 

】画   指 訳 一般財源

 

57,601 14,2
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い（成果や効果）

仁沢

 

瀬川外治水対策事業 安

ひ

全で安心な河川環境の

と

形成を目指し、たびた

に

び越水被害が起きてい

や

る仁沢瀬川

外の治水対

さ

策を実施することで、

し

災害に強い河川の整備

く

を行ないます。

継続区

安

分 会計・款・項・目 平

政 心

成30年度の事業概要

・

・設計業務継続 一般・

快

8款・3項・1目

事 

適

   業    主 

で

   体
河川課

【滝沢

活

市主体】

力

事    

あ

   業      

ふ

 名 事業の意図やねら

れ

い（成果や効果）

電源

策 る

立地地域対策交付金事

ま

業 普通河川市兵衛川外

ち

の土水路区間を改修す

を

ることにより、災害に

目

強い河川の整備

を行い

指

ます。

継続区分 会計・

し

款・項・目 平成30年

ま

度の事業概要
測量設計

す

継続 一般・8款・3項

 

・1目

事    業 

　
基

   主    体
河

本

川課

【滝沢市主体】

施策

事       業 

　

      名 事業の

０

意図やねらい（成果や

４

効果）

準用河川仁沢瀬

 

川河川台帳整備事業 河

 

川区域等においては、

 

種々の行為の制限が行

　
河

われるとともに、河川

川

においては

流水占用そ

砂

の他各種の河川使用が

防

行われているため、河

・

川管理を円滑かつ的確

雨

な

遂行を図ります。

継

水

続区分 会計・款・項・

排

目 平成30年度の事業

除

概要
・現地調査新規 一

施

般・8款・3項・1目

　
設

事    業    

の

主    体
河川課

【

整

滝沢市主体】

備

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

滝沢市河川整備計画事業 計画的に河川改修・維持管理を実施するた

０

め、市管理河川の整備・維持管理計画

を策定することにより、安心安全な雨水排除施設の整備維持管理を図りま

事

す。

継続区分 会計・款

 

・項・目 平成30年度

 

の事業概要
・現地調査

 

継続 一般
・資料収集及

 

び整理
事    業 

４

 

   主    体
河

 

川課

【滝沢市主体】

 業

事       業 

 

      名 事業の

 

意図やねらい（成果や

 

効果）

（仮称）地域保

 

全計画推進事業 新規土

 

砂災害危険個所を調査

 

し、保全工事を実施す

 

 

ることで災害から市民

名

を守り

ます。

継続区分

事

会計・款・項・目 平成

業

30年度の事業概要
・

の

現地調査継続 一般

事 

意

   業    主 

図

   体
河川課

【滝沢

や

市主体】

ねら
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平 画

考

000
合

資 内 特定財源

○

画
指 訳 一般財源 15,

全

000 15,000
＜

体

調査事業＞計
標 額 他団

事

体事業負担額

業期間

項      

活

 目 平成30年度 平成

目

31年度 平成32年度

平

補

平成33年度 備   

助

    考
○全体事業

事

期間活 目 事業進捗度
 

業

 平成30年度～平成

決

33年度0 0 0 0
動 単

定

位 ％
標

指

標 値 単 位

投 計

ま

年度別事業費
合

資 内 特

で

定財源
画

指 訳 一般財源

の

＜調査事業＞計
標 額 他

進

団体事業負担額

成

捗率
  平成25年度

3

～平成58年度0 0 0

0

0
○全体事業量動 単 位

年

%   治水対策延長　

度

L=2.6km標   

～

指 事業進捗率（事業費

平

ベース）
○全体事業費

成

8 11 14 16
  1

成
3

,121,900千円

3

標 値 単 位 % ○特定財源

年

  社会資本整備総合

度

交付金【国投 計 年度別

（

事業費 122,000

単

30,500 30,5

位

00 30,500 30

 

,500
  】（1/

 

3）合
  資 内 特定財

千

源 112,000 28

3

円

,000 28,000

）

28,000 28,000
  画   指 訳 一般財源 10,000 2,500 2,500 2,500 2,500

計
標 額 他団体事業負担額

項  

0

     目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 事業費による換算延長（年度事
  平成19年度～平成34年度業費/総事業費×総延長） 10 10 10 10

動 単 位

年

ｍ
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  岩手県電源立地地域対策交付投 計 年度別事業費 19,800 4,900 4,900 5,000 5,000
  金事業【県】合
  資 内 特定財源 17,600 4,400 4

項

,400 4,400 4

度

 

,400
  画   指

 

訳 一般財源 2,200

 

500 500 600 6

 

00
平成29年度市兵

 

衛川完了。計 平成30

 

年度より巣子川着手。

 

標 額 他団体事業負担額

目 平成

項  

実

3

     目 平成30

0

年度 平成31年度 平成

年

32年度 平成33年度

度

備       考
○

平

全体事業期間活 目 準用

成

河川仁沢瀬川　延長L

3

=6.46
  平成3

1

3年度～平成33年度

年

Km 0 0 0 6.46
動

度

単 位 km
標

指

標 値 単 位

行

平

投 計 年度別事業費 15

成

,000 15,000

3

合
資 内 特定財源

画
指 訳

2

一般財源 15,000

年

15,000
＜新規事

度

業＞＜調査事業＞計
標

平

額 他団体事業負担額

成33

項   

計

年

    目 平成30年

度

度 平成31年度 平成3

備

2年度 平成33年度 備

 

       考
○全

 

体事業期間活 目 事業進

 

捗率
  平成32年度

 

～平成32年度0 0 1

 

00 0
動 単 位 ％

標
指

標

 

値 単 位

投 計 年度別事業

 

費 15,000 15,
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い（成果や効果）

下水

 

道整備事業（雨水） 都

ひ

市化の進展による雨水

と

流出量の増加及び最近

に

の局地的な集中豪雨等

や

の雨水対策

を目的に、

さ

雨水排除施設を整備促

し

進することにより、市

く

民に良好な住環境を提

安

供

するとともに安全な

政 心

暮らしの確保を図りま

・

す。

継続区分 会計・款

快

・項・目 平成30年度

適

の事業概要
・雨水排水

で

路整備　L=56ｍ継

活

続 ―

事    業  

力

  主    体
河川

あ

課

【滝沢市主体】

ふ

小       

れ

          

策 る

          

ま

  計

 政策　　　０

ち

４   ひとにやさし

を

く安心・快適で活力あ

目

ふれるまちを目指しま

指

す
 基本施策　０５ 

し

  持続可能な水道経

ま

営

基本

す

施策が４年間でめざす

 

姿

水道は、市民の日常

　
基

生活における重要なラ

本

イフラインであり、安

施

全な水道水を持続して

策

供給できる健全な水道

　

事業の経営を

目指しま

０

す。

基本施策目標の進

４

捗状況分析

基本施策で

 

ある持続可能な水道経

 

営の実現に向け、滝沢

 

市水道ビジョンの施策

　
河

方針に従い、概ね順調

川

に各施策が進められて

砂

います。

防

事    

・

   業      

雨

 名 事業の意図やねら

水

い（成果や効果）

水道

排

事業経営 安全な水道水

除

を安定供給できる健全

施

な水道経営を目指し、

　
設

滝沢市新水道ビジョン

の

及び前期経営計画に基

整

づき、事業の効率化と

備

財源確保を行い健全な経営に努めま

す。

（義務的事業）

継続区分 会計・款・項・目 平成30年度の事業概要
・新水道ビジョンに基づく事業の効率化と安定経

０

営、水道料金改定の検討継続 ―
・料金徴収業務の適正なモニタリング

事    業    主    体 ・水道

事

広報活動の充実（アン

 

ケート調査、子供対象

 

の体験型学習）

水道総

 

務課 ・研修計画の評価

 

および改善

【滝沢市主

４

 

体】 ・盛岡広域ブロッ

 

ク検討会広域連携検討

 

結果とりまとめ

業      

 

 名 事業の意図やねら
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平 画

考

度別事業費
合

資 内 特定

○

財源
画

指 訳 一般財源 ＜

全

ゼロ予算事業＞計 【公

体

営企業会計】標 額 他団

事

体事業負担額

業期間活 目

平

雨水排水施設整備面積

成

  昭和53年度～平

3

成47年度174 17

0

5 176 177
○全体

年

事業量動 単 位 ha（累

度

計）   2,010h

～

a標   指 ○全体事業

平

費
  20,316,

成

000千円標 値 単 位 ○

成
3

特定財源
  社会資本

3

整備総合交付金【国投

年

計 年度別事業費 60,

度

000 15,000 1

（

5,000 15,00

単

0 15,000
  】

位

(1/2)合
  資 内

 

特定財源 56,000

 

14,000 14,0

千

00 14,000 14

3

円

,000
  画   指

）

訳 一般財源 4,000 1,000 1,000 1,000 1,000
【公営企業会計】計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成

0

31年度 平成32年度 平成33年度 備       考

投 計 年度別事業費 294,397 65,856 65,757 81,035 81,749
合

資 内 特定財源 190,596 47,649 47,649 47,649 47,6

年

49
画

指 訳 一般財源 103,801 18,207 18,108 33,386 34,100
計

標 額 他団体事業負担額

（単位  千円）

基本施策の達成（実現）に向けた基本計画期間内の取

項

り組みと方針

・健全な

度

 

水道事業経営に努めま

 

す。

・官民連携による

 

業務の最適化を進めま

 

す。

・計画的な職員研

 

修を実施します。

・広

 

聴広報活動を充実しま

 

す。

・広域連携の検討

目

を進めます。

基本計画

平

期間内の取り組みと方

成

針のうち、平成30年

実

3

度の重点課題

・持続可

0

能な水道経営を実現す

年

るための運営指針とな

度

る後期経営計画（平成

平

３１年度～３４年度）

成

の策定年度となってい

3

ま

す。

・後期経営計画

1

期間における必要な料

年

金収入総額を試算し、

度

水道料金見直しの検討

行

平

を行う必要があります

成

。

・広域連携のあり方

3

については、今後の経

2

営方針に多大な影響を

年

及ぼす可能性があるこ

度

とから、経営計画策定

平

に併せ一定の

方針をま

成

とめる必要があります

3

。

3

計

年

項 

度

      目 平成3

備

0年度 平成31年度 平

 

成32年度 平成33年

 

度 備       考

 

○全体事業期間活 目 経

 

営資本営業利益率
  

 

平成17年度～平成3

 

4年度1 1 1 1
動 単 位

 

％
標

指

標 値 単 位

投 計 年
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０

量計室の設置を進め、

４

配水ブロックの細分化

 

（義務的事業） を行い

 

、配水流量監視体制の

 

強化を図ります。

継続

ひ

区分 会計・款・項・目

と

平成30年度の事業概

に

要
漏水調査　市内16

や

0㎞の水道管路音聴調

さ

査　継続 ―
配水量監視

 

し

用流量計室（地下）の

く

整備　4基
事    

安

業    主    

心

体
水道整備課

【滝沢市

・

主体】

快適で活力

ひ

あふれるまちを目指し

と

ます
 基本施策　０６

に

   安全で強靭な水

や

道の持続

さ

基本施策が４年間で

し

めざす姿

岩手山麓の水

く

源を大切に活用し、強

安

靭な水道施設の整備に

政 心

努め、市民が必要とす

・

る安全な水をいつでも

快

提供できる水道を目

指

適

します。

基本施策目標

で

の進捗状況分析

基本施

活

策目標値である「滝沢

力

市の水道水がおいしい

あ

と感じている人の割合

ふ

」は基準値である平成

れ

26年度の68.1％

策 る

に対し平成

28年度は

ま

75.4％と目標値で

ち

ある71.0％を上回

を

り、平成31年度の最

目

終目標値である73.

指

5％も既に達成してい

し

ますが、引き続き

水質

ま

管理体制の堅持や水道

す

広報紙などによる広報

 

活動を推進していきま

　
基

す。

「漏水率」は全国

本

平均に比べ低いほうで

施

すが、平成20年度末

策

の4.0％をピークに

　

増加傾向にあることか

０

ら、平成28年度から

５

大規模な漏水調査と修

 

繕を進めておりますが

 

、漏水は繰り返される

 

という性質があること

　
持

から、引き続き水資源

続

の有効利用

とコストの

可

縮減を目指し、費用対

能

効果を勘案しながら漏

な

水対策を講じることが

水

必要です。

道

事   

経

    業     

営

  名 事業の意図やねらい（成果や効果）

配

　

水管整備事業 老朽配水管の更新による有効率の向上及び配水管の耐

小

震化により災害に強い

 

水道

の構築を目指しま

 

す。給水区域内の未普

 

及地区の配水管整備に

 

より普及率の向上

を図

 

ります。

（義務的事業

 

）

継続区分 会計・款・

０

 

項・目 平成30年度の

 

事業概要
配水管整備　

 

　　        

 

 φ75  Ｌ＝  

 

300ｍ継続 ―
老朽管

 

更新（団地等）φ25

 

0～100 Ｌ＝4,

 

000ｍ
事    業

 

    主    体

 

配水管移設　　　　　

４

 

　　　　　　一式

水道

 

整備課 配水管付属施設

 

整備        

 

    　一式

【滝沢

 

市主体】 実施設計　　

 

　　　　　　　　　　

 

一式

 

事      

 

 業       名

 

事業の意図やねらい（

 

 

成果や効果）

漏水対策

 

事業 漏水調査、漏水箇

 

所の早期修繕及び漏水

計

多発給配水施設の更新

 

による水資源の有

効利

政

用や地下水揚水に伴う

策

電力消費量の削減など

　

、環境にやさしい水道

　

への取組

みと経費削減

　

を図ります。また、流
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平 画

年

00 8,700 8,7

度

00
  画   指 訳 一

別

般財源 【公営企業会計

事

】計
標 額 他団体事業負

業

担額

費
合

資 内 特

平

定財源
画

指 訳 一般財源

成

計
標 額 他団体事業負担

3

額

（単位  千円）

0

基本施策

年

の達成（実現）に向け

度

た基本計画期間内の取

～

り組みと方針

いつでも

平

安全に使うことのでき

成

る水道水の提供を行う

成
3

ため、平成２７年度に

3

策定した「水安全計画

年

」に基づく水源から給

度

水

栓に至る統合的な水

（

質管理の実現と、アセ

単

ットマネジメントに基

位

づく老朽水道施設の整

 

備や更新・耐震化を進

 

めます。維持

管理分野

千

では、漏水調査の実施

3

円

による漏水率の改善や

）

災害対応体制の強化を進めます。また、これらの事業を円滑に継続的

に遂行するため、長期的視点に立って職員の「配置」と「教育」を一体として計画し、組織・人員体制について適切な形を

追求しま

0

す。

基本計画期間内の取り組みと方針のうち、平成30年度の重点課題

基本施策の達成（実現）のため、「水道事業前期経営計画」のうち平成３１年度から平成３４年度まで事業計画を策定しま

す。また、老朽水道施設更新

年

と配水管路の耐震化を継続的に実施します。

項       目 平成30

項

年度 平成31年度 平成

 

32年度 平成33年度

 

備       考
○

 

全体事業期間活 目 管路

度

 

耐震化率（導・送水管

 

を除
  平成27年度

 

～平成34年度く） 2

 

5 26 27 28
動 単 位

目

％
標

指 管路耐震化率（

平

幹線）
22 23 24 2

成

5
標 値 単 位 ％ ○特定財

3

源
  『水道事業会計

0

』投 計 年度別事業費 1

年

,409,400 35

実

度

9,400 350,0

平

00 350,000 3

成

50,000
  合
 

3

 資 内 特定財源 1,4

1

09,400 359,

年

400 350,000

度

350,000 350

平

,000
  画   指

成

訳 一般財源 【公営企業

3

会計】計
標 額 他団体事

行

2

業負担額

年度 平

項       目

成

平成30年度 平成31

3

年度 平成32年度 平成

3

33年度 備     

年

  考
○全体事業期間

度

活 目 漏水率
  平成2

備

7年度～平成34年度

計

 

6.8 6.6 6.3 6

 

.2
動 単 位 ％

標
指

標 値

 

単 位 ○特定財源
  『

 

水道事業会計』投 計 年

 

度別事業費 44,57

 

0 17,170 10,

 

000 8,700 8,

考

700
  合
  資 内

投

特定財源 44,570

計

17,170 10,0
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果や効果）

基幹水道施

 

設整備事業 統合する一

ひ

本木簡易水道と上水道

と

の連絡管の整備に着手

に

し、安全でおいしい水

や

の

安定供給を図ります

さ

。また、柳沢高区配水

し

池増設計画に着手し、

く

配水池貯留能力

の向上

安

を図ります。

（義務的

政 心

事業）

継続区分 会計・

・

款・項・目 平成30年

快

度の事業概要
・柳沢一

適

本木連絡管整備工事実

で

施設計　一式継続 ―

事

活

    業    主

力

    体
水道整備課

あ

【滝沢市主体】

ふ

事 

れ

      業   

策 る

    名 事業の意図

ま

やねらい（成果や効果

ち

）

老朽水道施設更新事

を

業 耐用年数を迎え、取

目

水・浄水能力や運転管

指

理・水質管理に支障を

し

及ぼすおそれの

ある施

ま

設・設備等を順次改良

す

・更新し、水道施設の

 

機能保持を図ります。

　
基

（義務的事業）

継続区

本

分 会計・款・項・目 平

施

成30年度の事業概要

策

・柳沢高区配水池流入

　

電動弁更新工事継続 ―

０

・滝沢浄水場真空ポン

６

プ更新工事
事    

 

業    主    

 

体 ・湯舟沢配水池配水

 

流量計更新工事

水道整

　
安

備課 ・柳沢取水ポンプ

全

場滅菌設備更新工事

【

で

滝沢市主体】 ・柳沢高

強

区配水池受電設備等更

靭

新工事

小  

な

          

水

          

道

       計

 政

の

策　　　０４   ひ

持

とにやさしく安心・快

　
続

適で活力あふれるまちを目指します
 基本施策　０７   効率的な汚水処理施設の整備

基本施策が４年間でめざす姿

公共下水道事業と浄化槽設置整備補助事業の両輪で、効果的、経済的に汚水施設整備を推

０

進し、適正に管理されているとと

もに、今後

事

下水道施設を長期安定

 

的に運営するために必

 

要な経営方針や施設の

 

計画的更新の骨子が明

 

らかになっています。

 

基本施策目標の進捗状

 

況分析

・平成28年度

 

末の行政人口に対する

４

業

下水道供用開始可能人

 

口の割合を表す汚水処

 

理人口普及率は、公共

 

下水道で67.3％、

 

合

併処理浄化槽や団地

 

ごとの集合処理施設で

 

17.2％、全体で8

 

4.5％となっていま

名

す。

・平成27年度に

事

移行した公営企業会計

 

業

の初決算によると収支

の

は黒字側で均衡してい

意

ます。一方で、手持ち

図

資金の状態を表す

流動

や

比率は低く、財政の柔

ね

軟性が低いことが明ら

ら

かになりました。

い（成
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平 画

考

げについて上下水道事

○

業経営審議会に諮問し

全

、同様の答申があり

ま

体

した。今後も、設定し

事

た使用料の定期的な検

業

証が必要です。

基本計

期

画期間内の取り組みと

間

方針のうち、平成30

活

年度の重点課題

・経費

目

及び工事コストの縮減

平

配

に引き続き取り組みま

水

す。

・下水道使用料や

池

受益者負担金などの確

貯

実な収納に取り組みま

留

す。

・整備計画の変更

能

や維持管理計画の策定

力

に向けた調査などに着

 

手します。

・収支の均

 

衡やコスト削減、流動

平

比率向上等、健全な下

成

成

水道事業会計の着実な

2

維持に努め、もって将

7

来経営の安定化を図り

年

ます。

度～平成34

3

年度0.85 0.85

0

0.87 0.87
動 単

年

位 日
標

指

標 値 単 位 ○特

度

定財源
  『水道事業

～

会計』投 計 年度別事業

平

費 650,000 25

成

0,000 200,0

成
3

00 200,000
 

3

 合
  資 内 特定財源

年

650,000 250

度

,000 200,00

（

0 200,000
  

単

画   指 訳 一般財源 【

位

公営企業会計】計
標 額

 

他団体事業負担額

 千

3

円

項    

）

   目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 浄水機能の低下による障害や水
  平成27年度～平成34年度質事故数 0 0 0 0

動 単 位 件
標

指

標

0

値 単 位 ○特定財源
  『水道事業会計』投 計 年度別事業費 142,894 52,894 30,000 30,000 30,000
  合
  資 内 特定財源 142,894 52,894 30,000 30,000 30,000
 

年

 画   指 訳 一般財源 【公営企業会計】計
標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備   

項

    考

投 計 年度別

度

 

事業費 2,246,8

 

64 429,464 6

 

40,000 588,

 

700 588,700

 

合
資 内 特定財源 2,2

 

46,864 429,

 

464 640,000

目

588,700 588

平

,700
画

指 訳 一般財

成

源
計

標 額 他団体事業負

実

3

担額

（単位  千円）

0

基本施

年

策の達成（実現）に向

度

けた基本計画期間内の

平

取り組みと方針

・公共

成

下水道と合併処理浄化

3

槽の最適な配分による

1

汚水処理を推進すると

年

ともに、既存の公共下

度

水道の適正な維持改修

行

平

、長

期サイクルでの計

成

画的管理を目指します

3

。

・合併処理浄化槽設

2

置に係る助成、融資あ

年

っせんなどによる汚水

度

処理普及率の向上と下

平

水道施設の効率的利用

成

を図ります。

・公共下

3

水道の整備や維持には

3

多額の費用を要するた

計

年

め、費用対効果を重視

度

した面的整備、不明水

備

対策、供用開始後の確

 

実

な使用料の回収やコ

 

スト縮減などを推進し

 

、経営基盤の確立や安

 

定した経営の維持に努

 

めます。

・下水道使用

 

料の定期的見直しによ

 

り必要最低限度の値上

-149-



  

（

生活環境を市民に提供

成

するととも

に健全な水

果

循環・良好な水環境の

や

保全を図ります。

継続

効

区分 会計・款・項・目

果

平成30年度の事業概

）

要
・小岩井北処理分区

滝

（整備、舗装復旧）継

沢

続 ―
　整備面積　4.

市

7ha
事    業 

 

水

   主    体 ・

洗

小岩井南処理分区（舗

便

装復旧）

下水道課 ・巣

所

子第二処理分区（市街

改

化区域）、滝沢駅前処

造

理分区（市街化区域）

資

【滝沢市主体】 　実施

金

設計　1式

利

事   

子

    業     

ひ

補

  名 事業の意図やね

給

らい（成果や効果）

北

事

上川上流流域下水道建

業

設負担金 北上川上流流

合

域下水道の建設に要す

併

る費用の一部を負担す

処

ることで、安定した汚

理

水の適正処理を図りま

浄

す。

（義務的事業）

継

化

続区分 会計・款・項・

と

槽

目 平成30年度の事業

設

概要
北上川上流流域下

置

水道建設負担金（起債

工

償還分）　 21,2

事

14千円継続 ―

事  

に

  業    主  

伴

  体
下水道課

【他団

う

体事業主体】

岩手県

、く

に

み取り便所から水洗便

や

所への改造資金を金融

さ

機関に融資斡旋し利子

し

を補給することにより

く

、合併処理浄化槽の普

安

及を促進し、

生活排水

政 心

による公共用水域の水

・

質保全とともに環境衛

快

生の向上を図ります。

適

（義務的事業）

継続区

で

分 会計・款・項・目 平

活

成30年度の事業概要

力

・滝沢市水洗便所改造

あ

資金融資斡旋利子事業

ふ

（浄化槽）による、公

れ

共用水域の水継続 一般

策 る

・4款・1項・4目
質

ま

保全及び公衆衛生の向

ち

上
事    業   

を

 主    体 ・滝沢

目

市水洗便所改造資金融

指

資斡旋利子事業実績（

し

浄化槽）　60千円（

ま

新規融資

下水道課 斡旋

す

見込2件）

【滝沢市主

 

体】

　
基

事      

本

 業       名

施

事業の意図やねらい（

策

成果や効果）

滝沢市浄

　

化槽設置整備補助事業

０

合併処理浄化槽の設置

７

を促進することにより

 

、浄化槽設置者に快適

 

で文化的な生

活環境を

 

提供するとともに、公

　
効

共用水域の水質保全及

率

び公衆衛生の向上を図

的

りま

す。

継続区分 会計

な

・款・項・目 平成30

汚

年度の事業概要
・滝沢

水

市浄化槽設置整備事業

処

補助金交付による、公

理

共用水域の水質保全及

施

び公衆継続 一般・4款

設

・1項・4目
衛生の向

　
の

上
事    業   

整

 主    体 ・滝沢

備

市浄化槽設置整備事業補助金交付予定基数　50基

下水道課

【滝沢市主体】

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

排水

０

設備確認申請審査事務 排水設備工事確認申請書を審査し、完了届による実地検査をするこ

事

とにより、誤

接続など

 

の不適切な工事を無く

 

し、より快適な生活環

 

境を市民に提供します

 

。

（義務的事業）

継続

 

区分 会計・款・項・目

４

 

平成30年度の事業概

 

要
・新規接続申請及び

業

排水設備改造申請の技

 

術的審査継続 ―
・完了

 

後の実地検査を実施
事

 

    業    主

 

    体 ・年間予定

 

件数　300件

下水道

 

課

【滝沢市主体】

 

事

 

名

       業  

事

     名 事業の意

業

図やねらい（成果や効

の

果）

下水道整備事業（

意

汚水） 居住環境の改善

図

、公衆衛生の向上及び

や

公共用水域の水質保全

ね

を目的に公共下水道

の

ら

整備を促進することに

い

より、快適で文化的な
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平 画

考

指 訳 一般財源 【公営企

○

業会計】計
標 額 他団体

全

事業負担額

体事業

項       

期

目 平成30年度 平成3

間

1年度 平成32年度 平

活

成33年度 備    

目

   考
○全体事業期

平

整

間活 目 整備区域内人口

備

  昭和53年度～平

人

成33年度36,40

口

9 36,497 36,

 

584 36,685
動

 

単 位 人
標

指

標 値 単 位 ○

平

特定財源
  下水道事

成

業債投 計 年度別事業費

3

128,520 21,

0

214 35,243 3

成

年

5,766 36,29

度

7
  受益者負担金【

～

その他】合
  資 内 特

平

定財源 128,520

成

21,214 35,2

3

43 35,766 36

3

,297
  画   指

年

訳 一般財源 【公営企業

度

会計】計
標 額 他団体事

9

業負担額

3

,579 9,683 9

0

,787 9,894
動

年

単 位 人
標

指

標 値 単 位

投

度

計 年度別事業費 228

～

60 60 58 50
合

資

平

内 特定財源
画

指 訳 一般

成

財源 228 60 60 5

成
3

8 50
計

標 額 他団体事

3

業負担額

年度

（

項       目

単

平成30年度 平成31

位

年度 平成32年度 平成

 

33年度 備     

 

  考
○全体事業期間

千

活 目 浄化槽設置基数
 

3

円

 平成1年度～平成3

）

3年度50 65 60 55
動 単 位 基

標
指

標 値 単 位 ○特定財源
  循環型社会形成推進交付金投 計 年度別事業費 104,085 23,244 28,581 27,024 25,236
  【国】(5年間総枠

0

で1/3、年合
  度間調整あり)資 内 特定財源 60,403 12,225 17,166 16,014 14,998
  浄化槽設置整備県補助金画   【県】（1/3）指 訳 一般財源 43,682 11,019 11,415

年

11,010 10,238
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備      

項

 考
○全体事業期間活

度

 

目 水洗化率
  昭和5

 

8年度～平成33年度

 

95.1 96.2 97

 

.2 98.2
動 単 位 ％

 

標
指

標 値 単 位

投 計 年度

 

別事業費
合

資 内 特定財

 

源
画

指 訳 一般財源 ＜ゼ

目

ロ予算事業＞計
標 額 他

平

団体事業負担額

成

実

30

項     

年

  目 平成30年度 平

度

成31年度 平成32年

平

度 平成33年度 備  

成

     考
○全体事

3

業期間活 目 整備区域内

1

人口
  昭和53年度

年

～平成33年度36,

度

409 36,497 3

行

平

6,584 36,68

成

5
○全体事業量動 単 位

3

人（累計）   1,2

2

84ha標   指 人口

年

普及率
○全体事業費6

度

6.5 66.7 67 6

平

7.3
  20,90

成

4,000千円標 値 単

3

位 ％ ○特定財源
  社

3

会資本整備総合交付金

計

年

投 計 年度別事業費 77

度

7,000 257,0

備

00 180,000 1

 

80,000 160,

 

000
  【国】1/

 

2合
  資 内 特定財源

 

777,000 257

 

,000 180,00

 

0 180,000 16

 

0,000
  画   
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（

る経

費を貸し付けるこ

成

とにより、水洗便所の

果

普及を促進し、生活排

や

水による公共用水

域の

効

水質保全とともに環境

果

衛生の向上を図ります

）

。

継続区分 会計・款・

下

項・目 平成30年度の

水

事業概要
水洗便所改造

道

資金貸付事業　300

 

維

千円（対象見込件数１

持

件）継続 ―

事    

管

業    主    

理

体
下水道課

【滝沢市主

事

体】

業

事      

市

 業       名

民

事業の意図やねらい（

の

成果や効果）

下水道改

生

築事業（汚水） 持続可

ひ

活

能な下水道事業経営の

基

ため改築・更新を要す

盤

る施設について、国の

で

ストッ

クマネジメント

あ

支援制度を活用し計画

る

的に更新するものです

下

。なお、同制度で実

施

水

する調査・点検につい

道

ては不明水対策として

施

活用可能であり、維持

と

設

修繕事業と

併せて実施

の

することで、安定した

適

企業経営につながりま

正

す。

継続区分 会計・款

な

・項・目 平成30年度

維

の事業概要
鵜飼西処理

持

分区新規 ―
　・管渠改

管

築　　L=200ｍ、

理

取付管カメラ調査　N

を

=900箇所
事   

に

図

 業    主   

る

 体 穴口処理分区

下水

と

道課 　・マンホールポ

と

ンプ改築　N=1式

【

も

滝沢市主体】 巣子第二

に

処理分区

　・マンホー

、

ルポンプ改築　N=1

公

式

共下

や

水道

への早期接続を促

さ

進します。

（義務的事

し

業）

継続区分 会計・款

く

・項・目 平成30年度

安

の事業概要
・汚水施設

政 心

維持管理経費（管渠費

・

）　　　　　65,0

快

69千円継続 ―
・雨水

適

施設管理経費（雨水処

で

理費）　　　　　  

活

 214千円
事   

力

 業    主   

あ

 体 ・流域下水道維持

ふ

管理負担金　　　　　

れ

　　 185,508

策 る

千円

下水道課 ・賦課徴

ま

収業務等の経費（業務

ち

費）　　　　　55,

を

882千円

【滝沢市主

目

体】 ・企業経営に関す

指

る経費（総係費）　　

し

　　　40,292千

ま

円

す

事       

 

業       名 事

　
基

業の意図やねらい（成

本

果や効果）

滝沢市水洗

施

便所改造資金利子補給

策

事業 排水設備工事に係

　

る改造資金を金融機関

０

に融資斡旋し、利子を

７

補給することによ

り、

 

公共下水道への早期の

 

接続を促進し、生活排

 

水による公共用水域の

　
効

水質保全

とともに環境

率

衛生の向上を図ります

的

。

継続区分 会計・款・

な

項・目 平成30年度の

汚

事業概要
・滝沢市水洗

水

便所改造資金融資斡旋

処

利子事業（公共下水道

理

）による、公共用水域

施

継続 ―
の水質保全及び

設

公衆衛生の向上
事  

　
の

  業    主  

整

  体 ・滝沢市水洗便

備

所改造資金融資斡旋利子事業実績（公共下水道）　162千円（新

下水道課 規融資斡旋見込6件）

【滝沢市主体】

事       業       名 事

０

業の意図やねらい（成果や効果）

滝沢市水洗便所設置費補助事業 生活保護法に規定する被

事

保護者等が既設のくみ

 

取り便所を水洗便所に

 

改造する経

費に対し補

 

助金を交付することに

 

より、水洗便所の普及

 

を促進し、生活排水に

４

 

よ

る公共用水域の水質

 

保全とともに環境衛生

業

の向上を図ります。

継

 

続区分 会計・款・項・

 

目 平成30年度の事業

 

概要
水洗便所設置費補

 

助事業　240千円（

 

対象件数１件）継続 ―

 

事    業    

 

主    体
下水道課

 

名

【滝沢市主体】

事

事 

業

      業   

の

    名 事業の意図

意

やねらい（成果や効果

図

）

滝沢市水洗便所改造

や

資金貸付事業 生活保護

ね

法に規定する被保護者

ら

等が既設のくみ取り便

い

所を水洗便所に改造す
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平 画

考

13
動 単 位 人（累計）

○

標
指 水洗化率

95.1

全

96.2 97.2 98

体

.2
標 値 単 位 ％ ○特定

事

財源
  下水道使用料

業

【その他】投 計 年度別

期

事業費 1,200 30

間

0 300 300 300

活

  合
  資 内 特定財

目

源 1,200 300 3

平

水

00 300 300
  

洗

画   指 訳 一般財源 【

化

公営企業会計】計
標 額

人

他団体事業負担額

口
  

項    

昭

   目 平成30年度

和

平成31年度 平成32

5

年度 平成33年度 備 

成

3

      考
○全体

年

事業期間活 目 ストック

度

マネジメント計画記載

～

  平成30年度～平

平

成33年度の改築完了

成

0 0 0 1
動 単 位 完了＝

3

1
標

指

標 値 単 位 ○特定

3

財源
  社会資本整備

年

総合交付金（防投 計 年

度

度別事業費 575,0

3

3

00 80,000 16

4

5,000 165,0

,

00 165,000
 

6

 災・安全）【国】1

3

/2合
  資 内 特定財

2

源 575,000 80

3

,000 165,00

5

0 165,000 16

,

5,000
  画   

0

指 訳 一般財源 <分割事

0

9

業>「下水道整備事業

8

（計 汚水）」から分離

3

【公営企業会標 額 他団

5

体事業負担額
計】

,563 36

年

,013
動 単 位 人（累

度

計）
標

指 水洗化率
95

～

.1 96.2 97.2

平

98.2
標 値 単 位 ％ ○

成

特定財源
  下水道使

成
3

用料【その他】投 計 年

3

度別事業費 1,396

年

,956 346,96

度

5 343,024 35

（

5,054 351,9

単

13
  合
  資 内 特

位

定財源 1,285,9

 

13 316,870 3

 

14,856 328,

千

033 326,154

3

円

  画   指 訳 一般財

）

源 111,043 30,095 28,168 27,021 25,759
【公営企業会計】計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成3

0

0年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 水洗化人口
  平成30年度～平成33年度34,632 35,098 35,563 36,013

動 単 位 人（累計）
標

指 水洗化率
95.

年

1 96.2 97.2 98.2
標 値 単 位 ％ ○特定財源

  下水道使用料【その他】投 計 年度別事業費 756 162 188 200 206
  合
  資 内 特定財源 378 81 94 100 103
  画   指 訳

項

一般財源 378 81 9

度

 

4 100 103
【公営

 

企業会計】計
標 額 他団

 

体事業負担額

   

項      

 

 目 平成30年度 平成

目

31年度 平成32年度

平

平成33年度 備   

成

    考
○全体事業

実

3

期間活 目 水洗化人口
 

0

 昭和58年度～平成

年

33年度34,632

度

35,098 35,5

平

63 36,013
動 単

成

位 人（累計）
標

指 水洗

3

化率
95.1 96.2

1

97.2 98.2
標 値

年

単 位 ％ ○特定財源
  

度

下水道使用料【その他

行

平

】投 計 年度別事業費 9

成

60 240 240 24

3

0 240
  合
  資

2

内 特定財源 960 24

年

0 240 240 240

度

  画   指 訳 一般財

平

源 【公営企業会計】計

成

標 額 他団体事業負担額

33

計

年

項  

度

     目 平成30

備

年度 平成31年度 平成

 

32年度 平成33年度

 

備       考
○

 

全体事業期間活 目 水洗

 

化人口
  昭和58年

 

度～平成33年度34

 

,632 35,098

 

35,563 36,0
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 ０４   ひとに

 

やさしく安心・快適で

ひ

活力あふれるまちを目

と

指します

にやさしく安政 心・快適で活力あふれ策 るまちを目指します
 

　
基本施策　０７   

　
効率的な汚水処理施設

　
の整備

小  

０

          

４

          

 

       計
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平 画

年度別事業費 2,98

平

4,705 729,1

成

85 752,636 7

3

63,642 739,

0

242
合

資 内 特定財源

年

2,829,374 6

度

87,930 712,

～

899 725,453

平

703,092
画

指 訳

成

一般財源 155,33

成
3

1 41,255 39,

3

737 38,189 3

年

6,150
計

標 額 他団

度

体事業負担額

（単位

項       

 

目 平成30年度 平成3

 

1年度 平成32年度 平

千

成33年度 備    

3

円

   考

投 計 年度別事

）

業費 9,916,497 2,839,690 2,463,405 2,325,335 2,288,067
合

資 内 特定財源 8,067,450 2,360,081 1,999,651 1,871,134

0

1,836,584
画

指 訳 一般財源 1,849,047 479,609 463,754 454,201 451,483
計

標 額 他団体事業負担額

年

項   

度

    目 平成30年

実

度 平成31年度 平成3

行

2年度 平成33年度 備

計

       考

投 計
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。また、特別支援学級へ就学する児童生徒の保護者に対し、経済的負

（義務的事業） 担を軽減するため必要な援助を行い、特別支援教育の普及奨励を図ります。

継続区分 会計・款・項・目 平成30年度の事業概要
・就学援助

 

費継続 一般・10款・1項・3目
　要保護及び準要保護児童生徒を認定し、その保護者へ学用品費、通学用品費

計

、
事    業   

画

 主    体 給食費

の

、医療費等を支給しま

ビ

す。　

教育総務課 ・特

ジ

別支援教育就学奨励費

一

ョ

【滝沢市主体】 　特別

ン

支援学級在籍者につい

（

て、世帯の所得に応じ

政

て支弁区分を決定し、

策

支弁区

分に応じて学用

が

品費、通学用品費、給

実

食費等を支給します。

現

　

でき

人

たときの状態）

市民一

一

人一人が生涯にわたっ

人

て、学び合い、教え合

が

い、学んだ成果を活か

学

し合うことにより、人

ぶ

や地域とのつながりや

よ

伝統

文化の継承等が図

政 ろ

られ、心豊かで健康な

こ

社会生活を過ごし幸福

び

感が育まれている状態

を

を目指します。

政策目

実

標値の達成状況

基準値

感

上：戦略目標見込値／

で

下：達成値 目標値 進捗

き

状況No 政 策 目 標 指 数

る

平成26年度 平成27

ま

年度 平成28年度 平成

策 ち

29年度 平成30年度

を

平成31年度 進捗率(

目

%)

暮 子どもの教育に

指

ついて、学校、家庭、

し

地域の連携があると感

ま

じている人の割合
1 ら

す

35 36.5 38 40

 

41 -31.7単 位

基

％し 38.5 45.6

本

0 - - 0.0

幸 趣味や

　
施

特技を披露できる機会

策

が地域にある人の割合

　

2 17 18 19 20 2

０

1 -15.7単 位 ％

１

福 15.3 18.3 0

 

- - 0.0

 

基本施策が４年間

 

でめざす姿

・子どもた

教

ちが生き生きと学習で

育

きる、居心地の良い、

　
基

安全・安心な教育基盤

盤

の充実に努めます。

・

の

新しい教育委員会制度

充

に的確に対応するとと

実

もに、少子化、児童生徒の偏在化を踏まえ中長期的な展望のもとに学校配置

についての検討に着手します。

・就学機会を確保すべく経

　

済的に困窮している世帯への支援を引き続き行うとともに、急速な情報化社会の進展に即応して

学校ＩＣＴ（情報通信技術）化の促進を図り、市内の大学との連携強化や地域の人材を活用するなど支援者等の確保に努め

ます

０

。

・新設小学校の整備を進めるとともに既存施設の修繕、長寿命化を図るなど維持管理に努め、教育基盤のより一層の充実を

目指します。

基本施策目標の進捗状況分析

　基本施策目標における指標値は上昇傾向にありますが

５

、具体の基本施策については、少子化、児童生徒の偏在化、経済的

環境、校務の情報化、学校の施設・設備の老朽化等により、様々な課題があります。

事       業       名 事業の意

 

図やねらい（成果や効果）

就学援助・就学奨励事業 経済的な理由により就学困難と認められる児童生徒の保護者に対して必要な援助

を行うことにより就学義務の履行を促し、義務教育の円滑な実施を図ることを目

的とします

-156-



平 画

と

済的に困窮している世

も

帯の就学機会の機会均

に

等のための支援継続。

、

・学校の施設・設備の

市

老朽化に対応した安全

内

安心な教育施設の整備

小

。

・学校ＩＣＴ（情報

中

通信技術）化の促進。

学校

平

の

項  

児

     目 平成30

童

年度 平成31年度 平成

生

32年度 平成33年度

徒

備       考
○

数

全体事業期間活 目 支給

の

人数
  平成30年度

動

～平成33年度707

向

684 684 684
動

等

単 位 人
標

指

標 値 単 位 ○

成

を

特定財源
  要保護児

踏

童生徒援助費補助金投

ま

計 年度別事業費 255

え

,959 65,081

、

63,626 63,6

中

26 63,626
  

長

【国】（1/2）特別

期

支援教育合
  就学奨

的

励費補助金【国】（1

な

/資 内 特定財源 6,7

3

見

15 2,044 1,5

通

57 1,557 1,5

し

57
  2）被災児童

の

生徒就学援助事画   

も

業費補助金【県】（1

と

0/10）指 訳 一般財

に

源 249,244 63

望

,037 62,069

ま

62,069 62,0

し

69
計

標 額 他団体事業

0

い

負担額

学校配置のあり方に

年

ついて検討を進めます

度

。

・老朽化した学校施

～

設・体育施設等の修繕

平

、適切な維持管理によ

成

り長寿命化に努めます

成
3

。

・学校ＩＣＴ化の促

3

進については、児童生

年

徒の教育用コンピュー

度

タのほか教職員の校務

（

用についても整備に努

単

めます。

・生涯学習の

位

推進については、学校

 

教育は滝沢市学校教育

 

指導計画、社会教育は

千

第１次滝沢市生涯学習

3

円

推進計画、スポーツ

振

）

興は第１次滝沢市スポーツ推進計画に基づき推進するとともに、生涯学習の拠点施設である図書館の充実を図ります。

・学校給食については、地場産品等の活用を図りながら、学

政

校と連携し食の指導の

0

策

充実に努めます。

基本

の

計画期間内の取り組み

達

と方針のうち、平成3

成

0年度の重点課題

・滝

（

沢中央小学校について

実

は、平成31年4月開

現

校に向けて着実に整備

）

を進めます。

・学校教

に

育においては、確かな

向

学力を育むため、わか

年

け

る授業の推進と家庭学

た

習の充実などの取組を

基

さらに充実させるとと

本

も

に子どもたちが安心

計

して生き生きと生活で

画

きる学校づくりを目指

期

します。

・第1次滝沢

間

市生涯学習推進計画前

内

期基本計画の確実な展

の

開と同後期基本計画の

度

取

策定を進めます。

・希

り

望郷いわて国体の遺産

組

（レガシー）の次世代

み

継承、スポーツ環境づ

と

くりや競技スポーツの

方

推進を図ります。

針

基本施策の

・

達成（実現）に向けた

学

基本計画期間内の取り

習

組みと方針

・滝沢小、

実

環

鵜飼小の大規模化に対

境

応し、滝沢中央小学校

の

の開校準備を進めます

改

。

・市内における少子

善

化、児童生徒の偏在を

に

踏まえ、中長期的な展

つ

望のもと望ましい学校

い

配置について検討しま

て

す。

・経済的に困窮し

は

ている世帯が増加傾向

行

、

にあり、就学機会の機

引

会均等のため支援を継

き

続します。

・情報化社

続

会に対応した、学校Ｉ

き

ＣＴ（情報通信技術）

滝

化の促進、校務用ＰＣ

沢

配備に努めます。

・学

中

校の施設・設備の老朽

央

化への対応（改修、長

小

寿命化）を進めます。

計

学

・学校は学びの場であ

校

ると同時に、災害時の

の

避難所機能も併せ持つ

整

ことから、安全安心な

備

教育施設の整備に努め

を

ます。

基本計画期間内

進

の取り組みと方針のう

め

ち、平成30年度の重

る

点課題

・滝沢中央小学

と

校の着実な整備。

・経
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学

事業の意図やねらい（

助

成果や効果）

小学校維

成

持管理事業 児童が良好

事

な教育環境で学校生活

業

をするため、学校施設

遠

の維持管理を行います

距

。

継続区分 会計・款・

離

項・目 平成30年度の

通

事業概要
・維持管理に

学

必要な消耗品等の購入

 

費

継続 一般・10款・2

及

項・1目
・維持管理に

び

必要な公共料金等の支

罹

払い
事    業  

災

  主    体 ・管

学

理備品の修繕

教育総務

用

課

【滝沢市主体】

品

事

費

       業  

を

     名 事業の意

一

支

図やねらい（成果や効

給

果）

小学校校舎等補修

す

事業 小学校設置者とし

る

て、その施設及び設備

こ

を常時適正な状態に維

と

持する義務がある

こと

に

から、必要な補修工事

よ

を実施して、児童の指

り

導上・保健衛生上・安

、

全及び管

理上適切なも

人

そ

のにします。

継続区分

の

会計・款・項・目 平成

保

30年度の事業概要
日

護

常的な補修工事を実施

者

します。継続 一般・1

の

0款・2項・1目

事 

負

   業    主 

担

   体
教育総務課

【

の

滝沢市主体】

軽

一

減

を図り、義務教育の

人

円滑な実施に資するこ

が

とを目的とします。

継

学

続区分 会計・款・項・

ぶ

目 平成30年度の事業

よ

概要
児童で4ｋｍ以上

政 ろ

、生徒で6ｋｍ以上の

こ

通学距離で、かつ、交

び

通機関を恒常的に利継

を

続 一般・10款・1項

実

・3目
用している遠距

感

離通学者及び火災、水

で

害等の災害に遭い、学

き

用品が使用できなく
事

る

    業    主

ま

    体 なった者の

策 ち

保護者へそれぞれ遠距

を

離通学費及び罹災学用

目

品費を支給します。

教

指

育総務課

【滝沢市主体

し

】

ま

事       

す

業       名 事

 

業の意図やねらい（成

基

果や効果）

滝沢市教育

本

研究団体協議会交付金

　
施

事業 教育研究団体（滝

策

沢市教育研究会、滝沢

　

市小学校体育連盟、滝

０

沢市中学校体育連

盟、

１

滝沢市学校図書館協議

 

会、滝沢市視聴覚教育

 

協議会、滝沢市学校保

 

健会の6

団体）相互の

教

連絡調整・情報交換を

育

図ると共に、学校教育

　
基

の調査・研究を行い、

盤

滝沢市の学校教育の推

の

進と児童生徒の文化体

充

育活動を推進します。

実

継続区分 会計・款・項・目 平成30年度の事業概要
教育研究団体相互の連絡調整・情報交換を行い滝沢市の学校教育の調査・研究と継

　

続 一般・10款・1項・3目
児童生徒の文化体育活動を推進します。

事    業    主    体
教育総務課

【他団体事業主体

事

】

滝沢市教育研究団体

 

協議会

 

事     

 

  業       

０

 

名 事業の意図やねらい

 

（成果や効果）

滝沢市

 

小中学校文化体育連盟

 

補助事業 学校教育にお

業

ける各種体育活動及び

 

芸術文化活動の振興を

 

図ります。また、滝沢

 

市の小中学校の児童生

 

徒が地区代表として県

 

大会以上に出場する場

５

 

合に旅費を補

助し、児

 

童生徒の文化体育の振

名

興を推進します。

継続

事

区分 会計・款・項・目

業

平成30年度の事業概

の

要
県大会以上の各種大

意

会に出場する児童生徒

図

の旅費（滝沢市小中学

や

校文化体育連盟継続 一

ね

般・10款・1項・3

 

ら

目
旅費支給規程による

い

）及びその事務に係る

（

経費を補助します。
事

成

    業    主

果

    体
教育総務課

や

【他団体事業主体】

滝

効

沢市小中学校文化体育

果

連盟

）

事      

就

 業       名
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平 画

考

目 補修工事学校数
  

○

平成30年度～平成3

全

3年度8 9 9 9
動 単 位

体

校
標

指

標 値 単 位 ○特定

事

財源
  盛岡地区衛生

業

処理組合関係市投 計 年

期

度別事業費 30,00

間

0 6,510 7,83

活

0 7,830 7,83

目

0
  町施設整備補助

平

支

金【その他】合
  資

給

内 特定財源 440 44

人

0
  画   指 訳 一般

数

財源 29,560 6,

 

070 7,830 7,

 

830 7,830
計

標

平

額 他団体事業負担額

成30

成

年度～平成33年度4

3

48 448 448 44

0

8
動 単 位 人

標
指

標 値 単

年

位

投 計 年度別事業費 5

度

3,941 13,30

～

0 13,547 13,

平

547 13,547
合

成

資 内 特定財源
画

指 訳 一

成
3

般財源 53,941 1

3

3,300 13,54

年

7 13,547 13,

度

547
計

標 額 他団体事

（

業負担額

単位 

項       目

 

平成30年度 平成31

千

年度 平成32年度 平成

3

円

33年度 備     

）

  考
○全体事業期間活 目 研修会・講習会等実施回数
  平成30年度～平成33年度12 12 12 12

動 単 位 回
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 13,536 3,384 3,384 3,384 3,38

0

4
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 13,536 3,384 3,384 3,384 3,384
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度

年

平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 出場人数
  平成30年度～平成33年度1,220 1,220 1,220 1,220

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 27,

項

072 6,768 6,

度

 

768 6,768 6,

 

768
合

資 内 特定財源

 

画
指 訳 一般財源 27,

 

072 6,768 6,

 

768 6,768 6,

 

768
計

標 額 他団体事

 

業負担額

目 平成

項       目

実

3

平成30年度 平成31

0

年度 平成32年度 平成

年

33年度 備     

度

  考
○全体事業期間

平

活 目 維持管理学校数
 

成

 平成30年度～平成

3

33年度8 9 9 9
動 単

1

位 校
標

指

標 値 単 位 ○特

年

定財源
  防音事業関

度

連維持事業補助金投 計

行

平

年度別事業費 382,

成

095 83,748 9

3

7,638 102,0

2

43 98,666
  

年

【国】合
  資 内 特定

度

財源 1,622 410

平

404 404 404
 

成

 画   指 訳 一般財源

3

380,473 83,

3

338 97,234 1

計

年

01,639 98,2

度

62
計

標 額 他団体事業

備

負担額

   

項       目 平

 

成30年度 平成31年

 

度 平成32年度 平成3

 

3年度 備      

 

 考
○全体事業期間活

-159-



  

学

 業       名

校

事業の意図やねらい（

備

成果や効果）

新設校整

品

備事業 現在大規模校で

購

ある鵜飼小学校及び滝

入

沢小学校について、今

事

後学級数が30学級を

業

越える過大規模校にな

児

ると推計されることか

童

ら、両学区の調整、再

 

が

編を行い、分

離新設に

良

よる適正規模化を図り

好

ます。

（重点事業）

継

な

続区分 会計・款・項・

教

目 平成30年度の事業

育

概要
滝沢中央小学校建

環

物建設工事・開校準備

境

（備品購入、その他）

で

継続 一般・10款・2

学

項・3目

事    業

一

校

    主    体

生

教育総務課

【滝沢市主

活

体】

をするために必

人

要な維持管理用備品等

一

を購入し

ます。

継続区

人

分 会計・款・項・目 平

が

成30年度の事業概要

学

学校要望備品の購入及

ぶ

び児童数が増加した場

よ

合の机・椅子の購入継

政 ろ

続 一般・10款・2項

こ

・1目

事    業 

び

   主    体
教

を

育総務課

【滝沢市主体

実

】

感

事       

で

業       名 事

き

業の意図やねらい（成

る

果や効果）

教育委託事

ま

業 盛岡市立月が丘小学

策 ち

校及び城北小学校の近

を

隣に在住する学齢児童

目

がそれらの学校

へ通学

指

できるようにし、通学

し

距離の短縮及び通学の

ま

安全を図ることを目的

す

としま

す。

継続区分 会

 

計・款・項・目 平成3

基

0年度の事業概要
滝沢

本

市穴口地内の滝沢市教

　
施

育委員会が指定する区

策

域に住所を有し、かつ

　

、保護者継続 一般・1

０

0款・2項・2目
が盛

１

岡市立学校への入学を

 

希望する学齢児童につ

 

いて、義務教育に関す

 

る事務の
事    業

教

    主    体

育

管理及び執行を盛岡市

　
基

教育委員会へ委託し、

盤

それに係る経費を負担

の

します。

教育総務課

【

充

協働事業】

盛岡市

実

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

小学校教育用コンピュータ整備事業 必要

　

な情報機器、ソフトウェア等の充実を図るとともに、関連する諸施策を実施

することで、児童が活用方法に慣れ親しみ、各教科の理解

事

に寄与するとともに、

 

社会生活の中で正しい

 

活用方法を修得します

 

。

継続区分 会計・款・

０

 

項・目 平成30年度の

 

事業概要
（平成31年

 

度事業実施予定）継続

 

一般・10款・2項・

業

2目

事    業  

 

  主    体
教育

 

総務課

【滝沢市主体】

  

事       業

 

       名 事業

５

 

の意図やねらい（成果

 

や効果）

小学校教育用

名

コンピュータ管理事業

事

各小学校のコンピュー

業

タ教室等に整備してい

の

るパソコン及び周辺機

意

器が授業等で

良好に活

図

用できるように保守管

や

理を行い、安定したシ

ね

ステム環境を維持しま

 

ら

す。

継続区分 会計・款

い

・項・目 平成30年度

（

の事業概要
原契約の保

成

守管理、使用料の継続

果

継続 一般・10款・2

や

項・2目

事    業

効

    主    体

果

教育総務課

【滝沢市主

）

体】

小

事      
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平 画

考

0 0
動 単 位 校

標
指

標 値

○

単 位 ○特定財源
  文

全

科省負担金【国】（1

体

/2）投 計 年度別事業

事

費 1,786,361

業

1,786,361
 

期

 特定防衛施設周辺整

間

備調整交合
  付金【

活

国】、地域整備特別対

目

資 内 特定財源 1,78

平

備

5,781 1,785

品

,781
  策事業基

整

金繰入金【その他】画

備

  ほか指 訳 一般財源

学

580 580
計

標 額 他

校

団体事業負担額

数
  平

成

成30年度～平成33

3

年度8 9 9 9
動 単 位 校

0

標
指

標 値 単 位 ○特定財

年

源
  特定防衛施設周

度

辺整備調整交投 計 年度

～

別事業費 16,542

平

3,568 3,568

成

3,568 5,838

成
3

  付金【国】合
  

3

資 内 特定財源 1,60

年

0 1,600
  画  

度

 指 訳 一般財源 14,

（

942 3,568 3,

単

568 3,568 4,

位

238
計

標 額 他団体事

 

業負担額

 千

3

円

項       目

）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 委託人数
  平成30年度～平成33年度40 42 37 31

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 16,

0

380 4,368 4,587 4,040 3,385
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 16,380 4,368 4,587 4,040 3,385
計

標 額 他団体事業負担額

年

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 教育用パソコン更新学校
  平成31年度～平成31年度0 2 0 0

動 単 位 校
標

指

標 値

項

単 位 ○特定財源
  特

度

 

定防衛施設周辺整備調

 

整交投 計 年度別事業費

 

20,062 20,0

 

62
  付金【国】合

 

  資 内 特定財源 7,

 

392 7,392
  

 

画   指 訳 一般財源 1

目

2,670 12,67

平

0
計

標 額 他団体事業負

成

担額

実

30

項

年

       目 平成

度

30年度 平成31年度

平

平成32年度 平成33

成

年度 備       

3

考
○全体事業期間活 目

1

パソコン等周辺機器管

年

理学校
  平成30年

度

度～平成33年度6 7

行

平

7 7
動 単 位 校

標
指

標 値

成

単 位

投 計 年度別事業費

3

7,472 1,625

2

1,947 1,950

年

1,950
合

資 内 特定

度

財源
画

指 訳 一般財源 7

平

,472 1,625 1

成

,947 1,950 1

3

,950
計

標 額 他団体

3

事業負担額

計

年度 備

項       

 

目 平成30年度 平成3

 

1年度 平成32年度 平

 

成33年度 備    

 

   考
○全体事業期

 

間活 目 滝沢中央小学校

 

の開校
  平成24年

 

度～平成30年度0 1
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学

社会生活の中で正しい

校

活用方法を修得します

維

。

継続区分 会計・款・

持

項・目 平成30年度の

管

事業概要
滝沢中学校、

理

滝沢南中学校、一本木

事

中学校、３校の更新継

業

続 一般・10款・3項

生

・2目

事    業 

徒

   主    体
教

 

が

育総務課

【滝沢市主体

良

】

好な教育環境で学

一

校生活をするため、学

人

校施設の維持管理を行

一

います。

継続区分 会計

人

・款・項・目 平成30

が

年度の事業概要
・維持

学

管理に必要な消耗品等

ぶ

の購入継続 一般・10

よ

款・3項・1目
・維持

政 ろ

管理に必要な公共料金

こ

等の支払い
事    

び

業    主    

を

体 ・管理備品の修繕

教

実

育総務課

【滝沢市主体

感

】

で

事       

き

業       名 事

る

業の意図やねらい（成

ま

果や効果）

中学校校舎

策 ち

等補修事業 中学校設置

を

者として、その施設及

目

び設備を常時適正な状

指

態に維持する義務があ

し

る

ことから、必要な補

ま

修工事を実施して、生

す

徒の指導上・保健衛生

 

上・安全及び管

理上適

基

切なものにします。

継

本

続区分 会計・款・項・

　
施

目 平成30年度の事業

策

概要
日常的な補修工事

　

を実施します。継続 一

０

般・10款・3項・1

１

目

事    業   

 

 主    体
教育総

 

務課

【滝沢市主体】

 教

事       業 

育

      名 事業の

　
基

意図やねらい（成果や

盤

効果）

中学校備品購入

の

事業 生徒が良好な教育

充

環境で学校生活をする

実

ために必要な維持管理用備品等を購入し

ます。

継続区分 会計・款・項・目 平成30年度の事業概要
学校要望備品の購入および生徒数が

　

増加した場合の机・椅子の購入継続 一般・10款・3項・1目

事    業    主    体
教育総務課

【滝沢市主体】

事

事  

 

     業    

 

   名 事業の意図や

 

ねらい（成果や効果）

０

 

中学校教育用コンピュ

 

ータ管理事業 各中学校

 

のコンピュータ教室等

 

に整備しているパソコ

業

ン及び周辺機器が授業

 

等で

良好に活用できる

 

ように保守管理を行い

 

、安定したシステム環

 

境を維持します。

継続

 

区分 会計・款・項・目

５

 

平成30年度の事業概

 

要
原契約の保守管理、

名

使用料の継続継続 一般

事

・10款・3項・2目

業

事    業    

の

主    体
教育総務

意

課

【滝沢市主体】

図

事

や

       業  

ね

     名 事業の意

 

ら

図やねらい（成果や効

い

果）

中学校教育用コン

（

ピュータ整備事業 必要

成

な情報機器、ソフトウ

果

ェア等の充実を図ると

や

ともに、関連する諸施

効

策を実施

することで、

果

生徒が活用方法に慣れ

）

親しみ、各教科の理解

中

に寄与するとともに、
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平 画

考

    考
○全体事業

○

期間活 目 教育用パソコ

全

ン更新学校
  平成3

体

0年度～平成33年度

事

3 2 0 0
動 単 位 校

標
指

業

標 値 単 位 ○特定財源
 

期

 特定防衛施設周辺整

間

備調整交投 計 年度別事

活

業費 40,607 25

目

,419 15,188

平

維

  付金【国】合
  

持

資 内 特定財源 15,1

管

20 10,368 4,

理

752
  画   指 訳

学

一般財源 25,487

校

15,051 10,4

数

36
計

標 額 他団体事業

 

負担額

 平

成

成30年度～平成33

3

年度4 4 4 4
動 単 位 校

0

標
指

標 値 単 位 ○特定財

年

源
  防音事業関連維

度

持事業補助金投 計 年度

～

別事業費 209,50

平

9 48,697 53,

成

681 55,906 5

成
3

1,225
  【国】

3

合
  資 内 特定財源 7

年

29 183 182 18

度

2 182
  画   指

（

訳 一般財源 208,7

単

80 48,514 53

位

,499 55,724

 

51,043
計

標 額 他

 

団体事業負担額

千

3

円）

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 補修工事学校数
  平成30年度～平成33年度4 4 4 4

動 単 位 校
標

指

標 値 単

0

位

投 計 年度別事業費 22,790 4,700 6,030 6,030 6,030
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 22,790 4,700 6,030 6,030 6,030
計

標 額 他団体事業負担額

年

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 備品整備学校数
  平成30年度～平成33年度6 6 6 6

項

動 単 位 校
標

指

標 値 単 位

度

 

○特定財源
  特定防

 

衛施設周辺整備調整交

 

投 計 年度別事業費 14

 

,540 2,500 4

 

,770 4,770 2

 

,500
  付金【国

 

】合
  資 内 特定財源

目

3,200 1,600

平

1,600
  画   

成

指 訳 一般財源 11,3

実

3

40 2,500 3,1

0

70 3,170 2,5

年

00
計

標 額 他団体事業

度

負担額

平成3

項       目 平

1

成30年度 平成31年

年

度 平成32年度 平成3

度

3年度 備      

行

平

 考
○全体事業期間活

成

目 パソコン等周辺機器

3

管理学校
  平成30

2

年度～平成33年度6

年

6 6 6
動 単 位 校

標
指

標

度

値 単 位

投 計 年度別事業

平

費 7,903 1,77

成

0 2,033 2,05

3

0 2,050
合

資 内 特

3

定財源
画

指 訳 一般財源

計

年

7,903 1,770

度

2,033 2,050

備

2,050
計

標 額 他団

 

体事業負担額

   

項      

 

 目 平成30年度 平成

 

31年度 平成32年度

 

平成33年度 備   

-163-



  

保

らい（成果や効果）

中

護

学校放送設備改修事業

・

経年劣化により不具合

準

が生じている放送設備

要

を計画的に更新します

保

。

継続区分 会計・款・

護

項・目 平成30年度の

医

事業概要
改修工事実施

療

に向け、特定財源や工

事

事費、工事内容等の調

 

業

査を進めます。継続 一

経

般

事    業   

済

 主    体
教育総

的

務課

【滝沢市主体】

な理由により

一

就学困難と認められる

人

児童生徒（要保護・準

一

要保護）の保護

者に対

人

して必要な援助（伝染

が

性又は学習に支障を生

学

じる恐れのある疾病で

ぶ

学校保

健安全法施行令

よ

に規定するものの治療

政 ろ

に要する医療費）を行

こ

うことにより就学義

（

び

義務的事業） 務の履行

を

を促し、もって義務教

実

育の円滑な実施を図る

感

ことを目的とします。

で

継続区分 会計・款・項

き

・目 平成30年度の事

る

業概要
学校保健安全法

ま

施行令に規定する疾病

策 ち

の治療に要する費用を

を

負担し、要保護及び継

目

続 一般・10款・6項

指

・1目
準要保護児童生

し

徒が健康な体で安心し

ま

て就学できるように支

す

援します。
事    

 

業    主    

基

体
教育総務課

【滝沢市

本

主体】

　
施

事     

策

  業       

　

名 事業の意図やねらい

０

（成果や効果）

小学校

１

便所改修事業 小学校設

 

置者として、老朽化し

 

た便所の補修工事、洋

 

式化を実施して、児童

教

の指

導上、保健衛生上

育

、管理上適切なものに

　
基

します。

継続区分 会計

盤

・款・項・目 平成30

の

年度の事業概要
改修工

充

事実施に向け、工事費

実

や工事内容等の調査を進めます。継続 一般

事    業    主    体
教育総務課

【滝沢市主体】

事 

　

      業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

小学校プール改修事業 経年劣化により塗装剥離等が発生している

事

ため、児童が安全にプ

 

ールを使用でき

るよう

 

に改修工事を実施し、

 

教育環境の整備を図り

０

 

ます。

継続区分 会計・

 

款・項・目 平成30年

 

度の事業概要
改修工事

 

実施に向け、特定財源

業

や工事費、工事内容等

 

の調査を進めます。継

 

続 一般

事    業 

 

   主    体
教

 

育総務課

【滝沢市主体

 

】

５

 

事       

 

業       名 事

名

業の意図やねらい（成

事

果や効果）

小学校放送

業

設備改修事業 経年劣化

の

により不具合が生じて

意

いる放送設備を計画的

図

に更新します。

継続区

や

分 会計・款・項・目 平

ね

成30年度の事業概要

 

ら

改修工事実施に向け、

い

特定財源や工事費、工

（

事内容等の調査を進め

成

ます。継続 一般

事  

果

  業    主  

や

  体
教育総務課

【滝

効

沢市主体】

果

事   

）

    業     

要

  名 事業の意図やね
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平 画

考
○全体事業期間活 目

平

被治療者数
  平成3

成

0年度～平成33年度

3

87 87 87 87
動 単

0

位 人
標

指

標 値 単 位 ○特

年

定財源
  要保護児童

度

生徒援助費補助金投 計

～

年度別事業費 4,44

平

3 1,095 1,11

成

6 1,116 1,11

成
3

6
  【国】（1/2

3

）合
  被災児童生徒

年

就学援助事業費資 内 特

度

定財源 597 138 1

（

53 153 153
  

単

補助金　【県】（10

位

/10）画   指 訳 一

 

般財源 3,846 95

 

7 963 963 963

千

計
標 額 他団体事業負担

3

円

額

）

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 校舎便所改修工事実施校数
  平成30年度～

0

平成33年度0 0 1 0
動 単 位 校

標
指 校舎便器洋式化率

94 94 95 95
標 値 単 位 ％

投 計 年度別事業費
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 ＜調査事業＞計
標 額 他団体事業負担額

年

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 プール改修工事実施校
  平成30年度～平成33年度1 0 0 0

動 単 位 校
標

指

標

項

値 単 位

投 計 年度別事業

度

 

費
合

資 内 特定財源
画

指

 

訳 一般財源 ＜調査事業

 

＞計
標 額 他団体事業負

 

担額

  

項

 

       目 平成

目

30年度 平成31年度

平

平成32年度 平成33

成

年度 備       

実

3

考
○全体事業期間活 目

0

放送設備改修工事実施

年

校
  平成30年度～

度

平成33年度2 1 0 0

平

動 単 位 校
標

指

標 値 単 位

成

投 計 年度別事業費
合

資

3

内 特定財源
画

指 訳 一般

1

財源 ＜調査事業＞計
標

年

額 他団体事業負担額

度

行

平成

項   

3

    目 平成30年

2

度 平成31年度 平成3

年

2年度 平成33年度 備

度

       考
○全

平

体事業期間活 目 放送設

成

備改修工事実施校
  

3

平成30年度～平成3

3

3年度1 1 0 0
動 単 位

計

年

校
標

指

標 値 単 位

投 計 年

度

度別事業費
合

資 内 特定

備

財源
画

指 訳 一般財源 ＜

 

調査事業＞計
標 額 他団

 

体事業負担額
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学校便所改修事業 中学

 

校設置者として、老朽

一

化した便所の補修工事

人

、様式化を実施して生

一

徒の教育

環境の改善を

人

図ります。

継続区分 会

が

計・款・項・目 平成3

学

0年度の事業概要
改修

ぶ

工事実施に向け、特定

よ

財源や工事費、工事内

政 ろ

容等の調査を進めます

こ

。継続 一般

事    

び

業    主    

を

体
教育総務課

【滝沢市

実

主体】

感

事     

で

  業       

き

名 事業の意図やねらい

る

（成果や効果）

中学校

ま

プール改修事業 経年劣

策 ち

化によりプールの全面

を

的改修が必要となって

目

おり、生徒が安全にプ

指

ールを

使用できるよう

し

改修工事を実施し、教

ま

育環境の改善を図りま

す

す。

継続区分 会計・款

 

・項・目 平成30年度

基

の事業概要
改修工事実

本

施に向け、特定財源や

　
施

工事費、工事内容等の

策

調査を進めます。継続

　

一般

事    業  

０

  主    体
教育

１

総務課

【滝沢市主体】

  

事       業

 

       名 事業

教

の意図やねらい（成果

育

や効果）

小学校屋根・

　
基

外壁等改修事業 経年劣

盤

化により大規模な修繕

の

が必要となっている校

充

舎・体育館の屋根、外

実

壁等の

改修を行い教育環境の改善を図ります。

継続区分 会計・款・項・目 平成30年度の事業概要
改修工事実施に向け、特定財源や工

　

事費、工事内容等の調査を進めます。継続 一般

事    業    主    体
教育総務課

【滝沢市主体】

事

事       業 

 

      名 事業の

 

意図やねらい（成果や

 

効果）

中学校屋根・外

０

 

壁等改修事業 経年劣化

 

により大規模な修繕が

 

必要となっている校舎

 

・体育館の屋根、外壁

業

等の

改修を行い教育環

 

境の改善を図ります。

 

継続区分 会計・款・項

 

・目 平成30年度の事

 

業概要
改修工事実施に

 

向け、特定財源や工事

５

 

費、工事内容等の調査

 

を進めます。継続 一般

名

事    業    

事

主    体
教育総務

業

課

【滝沢市主体】

の

小        

意

          

図

          

や

 計

ね

 

らい（成果や効果）

中
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平 画

考
○全体事業期間活 目

平

校舎便所改修工事実施

成

校数
  平成30年度

3

～平成33年度1 2 1

0

0
動 単 位 校

標
指 校舎便

年

器洋式化率
52 79 8

度

6 0
標 値 単 位 ％

投 計 年

～

度別事業費
合

資 内 特定

平

財源
画

指 訳 一般財源 ＜

成

調査事業＞計
標 額 他団

成
3

体事業負担額

3年度

項      

（

 目 平成30年度 平成

単

31年度 平成32年度

位

平成33年度 備   

 

    考
○全体事業

 

期間活 目 プール改修工

千

事実施校数
  平成3

3

円

0年度～平成33年度

）

1 1 0 0
動 単 位 校

標
指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 <調査事業>計
標 額 他団体事業負担額

項       目 平

0

成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 屋根・外壁改修工事実施校数
  平成30年度～平成33年度1 1 0 0

動 単 位 校
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費
合

資 内 特定財源
画

指

年

訳 一般財源 ＜調査事業＞計
標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       

項

考
○全体事業期間活 目

度

 

修繕工事実施校数
  

 

平成30年度～平成3

 

3年度0 0 1 0
動 単 位

 

校
標

指

標 値 単 位

投 計 年

 

度別事業費
合

資 内 特定

 

財源
画

指 訳 一般財源 ＜

 

調査事業＞計
標 額 他団

目

体事業負担額

平成

実

3

項       

0

目 平成30年度 平成3

年

1年度 平成32年度 平

度

成33年度 備    

平

   考

投 計 年度別事

成

業費 2,909,21

3

2 2,058,894

1

305,775 276

年

,628 267,91

度

5
合

資 内 特定財源 1,

行

平

823,196 1,7

成

99,364 16,0

3

40 3,896 3,8

2

96
画

指 訳 一般財源 1

年

,086,016 25

度

9,530 289,7

平

35 272,732 2

成

64,019
計

標 額 他

3

団体事業負担額

3

計

年度 備       
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子

の配置や県配置のスク

ど

ールカウンセラーの活

も

用により、教育委員

会

た

と学校との橋渡しや児

ち

童生徒・保護者・教職

が

員からの相談に応じな

安

がら、学力

向上・不登

心

校児童生徒対策・特別

し

支援教育の向上等を図

て

ります。また、関係機

 

生

関

と連携を図りながら

き

、いじめ防止等のため

生

の対策を推進します。

き

継続区分 会計・款・項

と

・目 平成30年度の事

生

業概要
・学力向上・不

活

登校児童生徒対策・特

で

別支援教育の向上を目

き

指し、教職経験退職継

る

続 一般・10款・1項

一

学

・2目
者を「学校教育

校

専門員」として雇用し

づ

、学校との連携を深め

く

ながら、児童生徒の
事

り

    業    主

を

    体 教育活動を

目

サポートします。また

指

、県配置のスクールカ

し

ウンセラーを活用し、

ま

児

学校教育指導課 童生

人

す

徒、教職員、保護者に

。

よる教育相談を行い、

ま

問題解決を図ります。

た

【滝沢市主体】 ・滝沢

、

市いじめ防止等対策協

「

議会を年2回開催し、

生

関係機関・団体と連携

き

を図り

、市内のいじめ

る

防止等のための対策を

力

推進します。

一

」

事  

を

     業    

育

   名 事業の意図や

て

ねらい（成果や効果）

る

国際理解推進事業 国際

学

化時代を生きる児童生

習

徒に対し、異文化にふ

指

れる機会やネイティブ

導

・スピー

カーによる外

要

国語教育を充実させ、

人

領

国際理解の推進及び英

の

語力の向上を図ります

趣

。また、小学校3・4

旨

年の外国語活動、5・

を

6年の外国語の必修化

踏

に伴い外国語活動

への

ま

支援を行います。

継続

え

区分 会計・款・項・目

、

平成30年度の事業概

滝

要
各小中学校において

が

沢

、ＡＬＴ（外国語指導

市

助手）による小学校外

学

国語活動や中学継続 一

校

般・10款・1項・2

教

目
校英語の授業等の実

育

施をサポートするとと

目

もに、次期学習指導要

標

領改訂による小
事  

「

  業    主  

明

  体 学校英語の教科

学

る

化を見据え、校内研究

く

会・英語研修会を支援

　

します。

学校教育指導

か

課

【滝沢市主体】

しこく　たく

ぶ

ましい子ど

も」を育成

よ

するため、確かな学力

政 ろ

を育む教育の推進、豊

こ

かな人間性や社会性の

び

育成、健康・安全活動

を

の支援の充実を図る中

実

で、子どもたちが学べ

感

ることの幸福感を味わ

で

えるような学校教育を

き

目指します。

基本施策

る

目標の進捗状況分析

・

ま

「確かな学力を育む教

策 ち

育の推進」については

を

、概ね順調に推移して

目

いますが、わかる授業

指

の推進、家庭学習の充

し

実などの

  取組をさ

ま

らに充実させる必要が

す

あります。

・「豊かな

 

人間性や社会性の育成

基

」については、市教育

本

振興運動も含め、学校

　
施

、家庭、地域の連携に

策

よる取組を進め、その

　

  育成を図って参り

０

ます。その中で、自己

２

肯定感が高まるような

 

指導・支援が課題と捉

 

えられます。

・「健康

 

・安全活動の支援」に

学

ついては、安全活動で

校

は登下校中のスク－ル

　
教

ガ－ドによる不審者対

育

策など、健康について

の

は

　健康診断や学校環

充

境衛生検査等を実施し

実

、健康かつ安心して学べる環境作りを今後も継続していく必要があります。

事       業      

　

 名 事業の意図やねらい（成果や効果）

派遣

基

指導主事設置事務 指導

本

主事は、教育委員会事

施

務局で上司の命を受け

策

て、学校教育法第1条

が

に規定さ

れる学校の教

４

育課程や指導に関する

年

事務に従事する専門的

間

教育職員であり、生徒

０

で

指導、職業指導、教科

め

書その他の教材の取扱

ざ

い、教職員の研修等に

す

関する事務を

（義務的

姿

事業） 行いながら、教

目

育委員会及び学校教職

指

員のレベルアップを図

す

ります。

継続区分 会計

学

・款・項・目 平成30

校

年度の事業概要
教育委

５

像

員会及び学校教職員の

と

レベルアップを目指し

し

、学校における教育課

て

程及び継続 一般・10

「

款・1項・2目
学習指

正

導の方法等について実

義

践的な研究を行い、市

」

内小中学校を学校訪問

と

しなが
事    業 

「

   主    体 ら

 

信

専門的立場から助言し

頼

、学校教育の充実・改

」

善を図ります。

学校教

の

育指導課

【滝沢市主体

学

】

校

事       

を

業       名 事

掲

業の意図やねらい（成

げ

果や効果）

学校教育指

、

導事業 学校教育専門員
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平 画

が安心

項       

し

目 平成30年度 平成3

て

1年度 平成32年度 平

生

成33年度 備    

き

   考
○全体事業期

生

間活 目 小学校訪問回数

き

  平成30年度～平

と

成33年度370 37

平

生

0 400 400
動 単 位

活

回
標

指 中学校訪問回数

で

50 50 100 100

き

標 値 単 位 回

投 計 年度別

る

事業費 49,907 1

学

0,083 10,13

校

8 14,843 14,

づ

843
合

資 内 特定財源

く

画
指 訳 一般財源 49,

り

907 10,083 1

成

を

0,138 14,84

目

3 14,843
計

標 額

指

他団体事業負担額

し

　ます。

・「

3

生きる力」を育てる学

0

習指導要領の趣旨を踏

年

まえ、滝沢市学校教育

度

目標「明るく　かしこ

～

く　たくましい子ども

平

」の育

　成を目指し、

成

子どもたちが学べるこ

成
3

との幸福感を味わえる

3

ような学校教育を進め

年

てきています。

・「確

度

かな学力を育む教育の

（

推進」については、わ

単

かる授業の推進、家庭

位

学習の充実などの取組

 

をさらに充実させる必

 

要が

　あります。

・「

千

豊かな人間性や社会性

3

円

の育成」については、

）

市教育振興運動も含め、学校、家庭、地域の連携による取組を進め、その

　育成を図っていきます。

・「健康・安全活動の支援」については、安全活動では登下校中のスク－ルガ

基

－ドによる不審者対策

0

本

など、健康については

施

　健康診断の実施、学

策

校環境衛生検査等を実

の

施し、健康かつ安心し

達

て学べる環境づくりを

成

今後も継続していきま

（

す。

基本計画期間内の

実

取り組みと方針のうち

現

、平成30年度の重点

）

課題

「確かな学力を育

年

に

む教育の推進」におい

向

て、学力検査等の実態

け

把握と分析、それに基

た

づいたわかる授業の推

基

進、授業と連動

した家

本

庭学習の充実などの取

計

組をさらに充実させる

画

必要があります。

期間

度

内

項    

の

   目 平成30年度

取

平成31年度 平成32

り

年度 平成33年度 備 

組

      考
○全体

み

事業期間活 目 校内研究

と

会
  平成30年度～

方

平成33年度50 50

針

50 50
動 単 位 回

標
指

・

標 値 単 位

投 計 年度別事

実

目

業費 22,133 6,

指

412 4,812 6,

す

097 4,812
合

資

学

内 特定財源
画

指 訳 一般

校

財源 22,133 6,

像

412 4,812 6,

と

097 4,812
計

標

し

額 他団体事業負担額

て「

行

正

項   

義

    目 平成30年

」

度 平成31年度 平成3

と

2年度 平成33年度 備

「

       考
○全

信

体事業期間活 目 学校教

頼

育専門員数
  平成3

」

0年度～平成33年度

の

3 3 3 3
動 単 位 人

標
指

学

いじめ防止等対策協議

計

校

会
2 2 2 2

標 値 単 位 回

を

投 計 年度別事業費 27

掲

,764 6,941 6

げ

,941 6,941 6

、

,941
合

資 内 特定財

子

源
画

指 訳 一般財源 27

ど

,764 6,941 6

も

,941 6,941 6

た

,941
計

標 額 他団体

ち

事業負担額

-169-



  

ー

10千円、岩手県特別

ニ

支援学級設置

学校長協

ン

議会負担金 24千円

グ・

事       業

サ

       名 事業

ポ

の意図やねらい（成果

ー

や効果）

学力向上・指

タ

導力向上事業 本市の課

ー

題となっている児童生

 

・

徒の学力向上のため、

プ

児童生徒の学力検査等

ロ

を実

施するとともに、

ジ

児童生徒への教材の提

ェ

供や、教職員の指導力

ク

向上等の取組を推

進し

授

ます。

継続区分 会計・

業

款・項・目 平成30年

や

度の事業概要
全国で実

放

施する学力検査と併せ

一

課

て、児童生徒の学力実

後

態把握のための標準学

に

力検継続 一般・10款

大

・1項・3目
査実施を

学

継続するとともに、児

生

童生徒への教材の提供

を

や、教職員の指導力向

派

上等
事    業  

遣

  主    体 の取

す

組を推進します。

学校

人

る

教育指導課

【滝沢市主

こ

体】

と

事      

に

 業       名

よ

事業の意図やねらい（

り

成果や効果）

就学指導

、

事業 障がいがある児童

児

生徒について、支援・

童

指導の在り方を協議・

生

検討し、児童生徒

の適

一

徒

正な就学指導を推進す

に

ることを目的とします

対

。

継続区分 会計・款・

し

項・目 平成30年度の

て

事業概要
就学前児童の

き

教育相談を行ったり、

め

児童生徒の個別検査等

細

を実施したりしながら

か

継続 一般・10款・1

な

項・3目
、年3回開催

人

指

される市就学指導委員

導

会で、特別な支援を必

を

要とする児童生徒が、

行

事    業    

い

主    体 適正に就

、

学できるように支援・

学

指導を行います。

学校

習

教育指導課

【滝沢市主

意

体】

欲

が

の向上とつまずきの解

学

消を図ります。同時に

ぶ

教員等を目指す大
ト事

よ

業 学生に対して教育現

政 ろ

場での実践の機会を提

こ

供します。

継続区分 会

び

計・款・項・目 平成3

を

0年度の事業概要
盛岡

実

大学と連携して、各小

感

中学校に大学生を派遣

で

することにより、授業

き

、学校行継続 一般・1

る

0款・1項・3目
事、

ま

放課後学習での支援や

策 ち

、特別な支援を要する

を

児童生徒に対する補助

目

等を充実
事    業

指

    主    体

し

させます。

学校教育指

ま

導課

【滝沢市主体】

す
 

事       業 

基

      名 事業の

本

意図やねらい（成果や

　
施

効果）

学校安全体制整

策

備推進事業 自治会やＰ

　

ＴＡ等から推薦された

０

地域人材をスクールガ

２

ードとして組織し、地

 

域

、家庭・学校、教育

 

委員会が連携して、登

 

下校時の児童の安全を

学

確保します。

継続区分

校

会計・款・項・目 平成

　
教

30年度の事業概要
小

育

学校毎に組織されたス

の

クールガードにボラン

充

ティア保険をかけると

実

ともに、証継続 一般・10款・1項・3目
明書、ベスト、帽子等を配付し、児童が安心して学校に登下校できるように見守

事    

　

業    主    体 り活動を実施します。

学校教育指導課

【協働事業】

滝沢市スクールガード

事    

事

   業      

 

 名 事業の意図やねら

 

い（成果や効果）

学校

 

教育振興事業 各学校の

０

 

教育活動を効果的に推

 

進するため、各種事業

 

や会議、研修会を位置

 

付け

た「滝沢市学校教

業

育指導計画」を作成し

 

、児童生徒一人一人を

 

大切にした教育の

推進

 

に努めます。

継続区分

 

会計・款・項・目 平成

 

30年度の事業概要
各

５

 

学校が抱えている難題

 

を解決して児童生徒一

名

人一人が社会の変化に

事

対応できる継続 一般・

業

10款・1項・3目
能

の

力と豊かな人間性を身

意

に付けることができる

図

ようにするため、滝沢

や

市学校教育
事    

ね

業    主    

 

ら

体 指導計画を作成し、

い

本市の人材育成の方向

（

性を示します。

学校教

成

育指導課 岩手地区小規

果

模・複式教育研究連盟

や

負担金 8千円、岩手

効

地区芽ぐみの会負担金

果

 7

【滝沢市主体】 千

）

円、岩手県難聴言語障

ラ

害教育研究会負担金 
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平 画

考
○全体事業期間活 目

平

派遣人数
  平成17

成

年度～平成33年度1

3

80 180 180 18

0

0
動 単 位 人

標
指

標 値 単

年

位

投 計 年度別事業費 7

度

89 195 198 19

～

8 198
合

資 内 特定財

平

源
画

指 訳 一般財源 78

成

9 195 198 198

成
3

198
計

標 額 他団体事

3

業負担額

年度

（

項       目

単

平成30年度 平成31

位

年度 平成32年度 平成

 

33年度 備     

 

  考
○全体事業期間

千

活 目 スクールガード登

3

円

録者数
  平成30年

）

度～平成33年度360 360 360 360
動 単 位 人

標
指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 988 253 245 245 245
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 988 253 245 245 245
計

標 額 他団体事業

0

負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 滝沢市学校教育指導計画の作成
  平成3

年

0年度～平成33年度420 420 420 420
動 単 位 部数

標
指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 752 179 191 191 191
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 752 179 191 191 191
計

標 額 他団

項

体事業負担額

度

   

項      

 

 目 平成30年度 平成

 

31年度 平成32年度

 

平成33年度 備   

 

    考
○全体事業

目

期間活 目 学力検査実施

平

回数
  平成30年度

成

～平成33年度5 5 5

実

3

5
動 単 位 回

標
指

標 値 単

0

位

投 計 年度別事業費 1

年

0,763 2,654

度

2,703 2,703

平

2,703
合

資 内 特定

成

財源
画

指 訳 一般財源 1

3

0,763 2,654

1

2,703 2,703

年

2,703
計

標 額 他団

度

体事業負担額

行

平成3

項      

2

 目 平成30年度 平成

年

31年度 平成32年度

度

平成33年度 備   

平

    考
○全体事業

成

期間活 目 就学指導委員

3

会
  平成30年度～

3

平成33年度3 3 3 3

計

年

動 単 位 回
標

指 特別支援

度

学級等入級率
66 66

備

66 66
標 値 単 位 ％

投

 

計 年度別事業費 1,0

 

31 257 258 25

 

8 258
合

資 内 特定財

 

源
画

指 訳 一般財源 1,

 

031 257 258 2

 

58 258
計

標 額 他団

 

体事業負担額
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合

】

的

事       

な

業       名 事

学

業の意図やねらい（成

習

果や効果）

あったかハ

の

ート支援員設置事業 学

時

習のつまずきや友人関

間

係に起因する不適応傾

推

向にある生徒を抱える

進

学校に支援

員を配置し

 

事

、生徒の適応指導に係

業

るきめ細やかな指導の

地

充実に努めます。

継続

域

区分 会計・款・項・目

の

平成30年度の事業概

人

要
あったかハート支援

材

員の配置　3校×1名

等

継続 一般・10款・1

を

項・3目

事    業

外

    主    体

一

部

学校教育指導課

【滝沢

講

市主体】

師

事    

と

   業      

し

 名 事業の意図やねら

て

い（成果や効果）

学校

各

司書設置事業 読書量の

学

向上を目指すとともに

校

、小中学校における読

に

書活動を活性化させま

人

派

す。

継続区分 会計・款

遣

・項・目 平成30年度

す

の事業概要
・市内6校

る

の小学校2校に1名ず

こ

つ計3名の学校司書を

と

配置します。継続 一般

に

・10款・1項・3目

よ

・日常的に読書に取り

り

組む児童生徒の割合を

、

高めます。
事    

一

「

業    主    

生

体
学校教育指導課

【滝

き

沢市主体】

る力」の育

成に

人

必要な体験的な学習や

が

問題解決的な学習を取

学

り入れた「総合的な学

ぶ

習の時間

」の充実を図

よ

ります。

継続区分 会計

政 ろ

・款・項・目 平成30

こ

年度の事業概要
自然体

び

験、社会体験、観察・

を

実験、見学・調査、も

実

のづくり等さまざまな

感

体験的継続 一般・10

で

款・1項・3目
学習に

き

おいて、それぞれの分

る

野の講師を招き指導・

ま

助言をいただきながら

策 ち

、地域
事    業 

を

   主    体 や

目

学校の実態に応じて教

指

育活動が展開されるよ

し

うに各学校を支援しま

ま

す。

学校教育指導課

【

す

協働事業】

市立小中学

 

校

基

事       

本

業       名 事

　
施

業の意図やねらい（成

策

果や効果）

不登校児童

　

生徒解消対策事業 不登

０

校、いじめ、虐待等の

２

問題を抱える児童生徒

 

及びその保護者を支援

 

するため

に、学校、家

 

庭、関係機関の緊密な

学

連携を図り、児童生徒

校

の適応指導に努めます

　
教

。

継続区分 会計・款・

育

項・目 平成30年度の

の

事業概要
不登校等の問

充

題を抱える児童生徒の

実

学校適応を目指し、学校適応指導員等が学校継続 一般・10款・1項・3目
、家庭、関係校をコーディネートして不登校等の解消を図

　

るとともに、適応指導
事    業    主    体 教室「フレンド滝沢」を運営しながら不登校児童生徒の学校への復帰を目指

事

しま

学校教育指導課 す

 

。

【滝沢市主体】

 

事

 

       業  

０

 

     名 事業の意

 

図やねらい（成果や効

 

果）

特別支援教育支援

 

員設置事業 ＬＤ（学習

業

障がい）、ＡＤＨＤ（

 

注意欠陥多動性障がい

 

）、自閉スペクトラム

 

症

などの様々な障がい

 

のある児童生徒に対し

 

て、学校生活上の介助

５

 

（食事、排泄な

ど）や

 

学習活動上のサポート

名

を行う「特別支援教育

事

支援員」を配置するこ

業

とによ

り、義務教育の

の

円滑な実施を図ります

意

。

継続区分 会計・款・

図

項・目 平成30年度の

や

事業概要
各学校に在籍

ね

する発達障がいのある

 

ら

児童生徒の状況を踏ま

い

え、個別の支援が必要

（

継続 一般・10款・1

成

項・3目
と認められる

果

児童生徒が在籍する学

や

校に対して特別支援教

効

育支援員を配置します

果

事    業    

）

主    体 。

学校教

総

育指導課

【滝沢市主体
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平 画

考

的に読書をする生徒の

○

割合
85 86 87 88

全

標 値 単 位 ％

投 計 年度別

体

事業費 17,144 4

事

,286 4,286 4

業

,286 4,286
合

期

資 内 特定財源
画

指 訳 一

間

般財源 17,144 4

活

,286 4,286 4

目

,286 4,286
計

平

外

標 額 他団体事業負担額

部講師派遣人数（講

成

師謝金支
  平成30

3

年度～平成33年度払

0

分） 50 50 50 50

年

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位

度

投 計 年度別事業費 2,

～

849 665 728 7

平

28 728
合

資 内 特定

成

財源
画

指 訳 一般財源 2

成
3

,849 665 728

3

728 728
計

標 額 他

年

団体事業負担額

度

（単

項     

位

  目 平成30年度 平

 

成31年度 平成32年

 

度 平成33年度 備  

千

     考
○全体事

3

円

業期間活 目 担当者会議

）

の実施回数
  平成30年度～平成33年度2 2 2 2

動 単 位 回
標

指 1000人当たりの不登校児童生徒
数 10 10 10 10

標 値 単 位 人

投 計 年度別事業費 8,924 2,231 2,231 2,231 2,

0

231
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 8,924 2,231 2,231 2,231 2,231
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年

年

度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 支援員配置人数
  平成30年度～平成33年度18 18 18 18

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 103,216 25,8

項

04 25,804 25

度

 

,804 25,804

 

合
資 内 特定財源

画
指 訳

 

一般財源 103,21

 

6 25,804 25,

 

804 25,804 2

 

5,804
計

標 額 他団

 

体事業負担額

目 平成

項      

実

3

 目 平成30年度 平成

0

31年度 平成32年度

年

平成33年度 備   

度

    考
○全体事業

平

期間活 目 1000人当

成

たりの不登校生徒数
 

3

 平成30年度～平成

1

33年度25 25 25

年

25
動 単 位 人

標
指

標 値

度

単 位

投 計 年度別事業費

行

平

17,204 4,30

成

1 4,301 4,30

3

1 4,301
合

資 内 特

2

定財源
画

指 訳 一般財源

年

17,204 4,30

度

1 4,301 4,30

平

1 4,301
計

標 額 他

成

団体事業負担額

33

計

年

項     

度

  目 平成30年度 平

備

成31年度 平成32年

 

度 平成33年度 備  

 

     考
○全体事

 

業期間活 目 日常的に読

 

書をする児童の割合
 

 

 平成30年度～平成

 

33年度93 94 95

 

96
動 単 位 ％

標
指 日常
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沢

計・款・項・目 平成3

市

0年度の事業概要
・教

小

師用指導書・教科書等

中

の購入継続 一般・10

学

款・3項・2目
・授業

校

等に必要な消耗品の購

復

入
事    業   

興

 主    体 ・教材

教

備品の購入及び修繕

学

育

校教育指導課 ・学校図

 

支

書の購入

【滝沢市主体

援

】

事

事       

業

業       名 事

郷

業の意図やねらい（成

土

果や効果）

学校医等設

を

置事務 学校の保健・安

愛

全管理の円滑な運営の

し

ため、各小中学校に学

、

校医・学校歯科医・

学

一

そ

校薬剤師を配置し、児

の

童生徒及び教職員の健

復

康の保持増進を図りま

興

す。

（義務的事業）

継

・

続区分 会計・款・項・

発

目 平成30年度の事業

展

概要
各小・中学校に学

を

校医、学校歯科医及び

支

学校薬剤師を配置する

え

ことにより、各種継続

人

る

一般・10款・6項・

児

1目
健康診断を実施し

童

たり、学校環境衛生の

生

維持及び改善に関し必

徒

要な指導と助言を
事 

を

   業    主 

育

   体 行ったりする

成

ことで、学校における

し

保健管理及び安全管理

、

を図ります。

学校教育

一

岩

指導課

【滝沢市主体】

手の復興教育に資す

人

ることを目的として実

が

施します。

継続区分 会

学

計・款・項・目 平成3

ぶ

0年度の事業概要
被災

よ

地小中学校との交流及

政 ろ

び防災教育などを通し

こ

て、復興発展を支える

び

児童生徒継続 一般・1

を

0款・1項・3目
を育

実

成します。
事    

感

業    主    

で

体
学校教育指導課

【滝

き

沢市主体】

る

事   

ま

    業     

策 ち

  名 事業の意図やね

を

らい（成果や効果）

魅

目

力ある学校づくり調査

指

研究事業 国から委嘱さ

し

れた県の指定により、

ま

市内の不登校の未然防

す

止および初期対応の取

 

組における教育委員会

基

の果たすべき役割につ

本

いて調査研究を行い、

　
施

不登校対策の

充実を図

策

ります。

継続区分 会計

　

・款・項・目 平成30

０

年度の事業概要
・滝沢

２

小学校・滝沢中学校を

 

指定校として、不登校

 

・いじめ等の未然防止

 

のため継続 一般・10

学

款・1項・3目
、魅力

校

ある学校づくりの推進

　
教

や小・中連携の効果的

育

な取組等に関する教育

の

委員会
事    業 

充

   主    体 の

実

指導助言の在り方を研究します。また、年3回の意識調査を実施し、計画的、

学校教育指導課 組織的取組に関する教育委員会の指導助

　

言の在り方を研究します。

【滝沢市主体】 ・不登校の兆しが見えた児童生徒に対する効果的・専門的な初期対応等に関する

研究を行い

事

ます。

 

事     

 

  業       

 

名 事業の意図やねらい

０

 

（成果や効果）

小学校

 

教育振興事業 学校教育

 

活動の維持に必要な教

 

材等の整備を目的とし

業

、円滑な授業運営によ

 

り有

能な人材の育成を

 

成果として期待します

 

。

継続区分 会計・款・

 

項・目 平成30年度の

 

事業概要
・教師用指導

５

 

書・教科書等の購入継

 

続 一般・10款・2項

名

・2目
・授業等に必要

事

な消耗品の購入
事  

業

  業    主  

の

  体 ・教材備品の購

意

入及び修繕

学校教育指

図

導課 ・学校図書の購入

や

【滝沢市主体】

ね

事 

 

ら

      業   

い

    名 事業の意図

（

やねらい（成果や効果

成

）

中学校教育振興事業

果

学校教育活動の維持に

や

必要な教材等の整備を

効

目的とし、円滑な授業

果

運営により有

能な人材

）

の育成を成果として期

滝

待します。

継続区分 会
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平 画

考

平成33年度 備   

○

    考
○全体事業

全

期間活 目 学校医等配置

体

数
  平成30年度～

事

平成33年度27 27

業

27 27
動 単 位 人

標
指

期

学校医等配置校
14 1

間

5 15 15
標 値 単 位 校

活

投 計 年度別事業費 40

目

,041 9,321 1

平

実

0,216 10,24

施

0 10,264
合

資 内

校

特定財源
画

指 訳 一般財

数

源 40,041 9,3

 

21 10,216 10

 

,240 10,264

平

計
標 額 他団体事業負担

成

額

30

成

年度～平成33年度1

3

4 15 15 15
動 単 位

0

校
標

指

標 値 単 位

投 計 年

年

度別事業費 1,806

度

432 458 458 4

～

58
合

資 内 特定財源
画

平

指 訳 一般財源 1,80

成

6 432 458 458

成
3

458
計

標 額 他団体事

3

業負担額

年度

（

項       目

単

平成30年度 平成31

位

年度 平成32年度 平成

 

33年度 備     

 

  考
○全体事業期間

千

活 目 意識調査実施回数

3

円

  平成29年度～平

）

成30年度3 0 0 0
動 単 位 回

標
指

標 値 単 位 ○特定財源
  魅力ある学校づくり調査研究投 計 年度別事業費 789 789
  事業委託金【県】合
  資 内 特定財源 780 780
  画   指 訳 一般財源 9

0

9
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 学校図書整備率100

年

％達成校
  平成30年度～平成33年度8 9 9 9

動 単 位 校
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  理科教育等施設整備費補助金投 計 年度別事業費 83,581 15,402 16,674 35,380 16,12

項

5
  【国】（1/2

度

 

）合
  資 内 特定財源

 

1,000 250 25

 

0 250 250
  画

 

  指 訳 一般財源 82

 

,581 15,152

 

16,424 35,1

 

30 15,875
計

標

目

額 他団体事業負担額

平成

実

3

項   

0

    目 平成30年

年

度 平成31年度 平成3

度

2年度 平成33年度 備

平

       考
○全

成

体事業期間活 目 学校図

3

書整備率100％達成

1

校
  平成30年度～

年

平成33年度6 6 6 6

度

動 単 位 校
標

指

標 値 単 位

行

平

○特定財源
  理科教

成

育等施設整備費補助金

3

投 計 年度別事業費 62

2

,481 12,695

年

12,446 12,4

度

11 24,929
  

平

【国】（1/2）合
 

成

 資 内 特定財源 1,0

3

00 250 250 25

3

0 250
  画   指

計

年

訳 一般財源 61,48

度

1 12,445 12,

備

196 12,161 2

 

4,679
計

標 額 他団

 

体事業負担額

   

項      

 

 目 平成30年度 平成

 

31年度 平成32年度
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校

す。

保

事      

健

 業       名

事

事業の意図やねらい（

業

成果や効果）

授業力向

学

上のための学校訪問等

校

事務 学力向上のための

に

学校訪問や校内研究会

お

等に指導主事等を派遣

け

し、各学校で行わ

れる

 

る

教員個々の授業を参観

保

して、改善のための協

健

議、助言・指導を行う

管

ことによ

り、教員の授

理

業力向上及び児童生徒

及

の学力向上を目指しま

び

す。

継続区分 会計・款

安

・項・目 平成30年度

全

の事業概要
学力向上の

管

ための学校訪問や各学

一

理

校で行われる校内研究

に

会に、指導主事等を派

関

遣継続 一般
し、各学校

し

で行われる授業の参観

必

や改善のための協議、

要

助言を行うことにより

な

、
事    業   

事

 主    体 教員個

項

々の授業力向上及び児

を

童生徒の学力向上を目

人

定

指します。

学校教育指

め

導課

【滝沢市主体】

、児

事       業 

童

      名 事業の

生

意図やねらい（成果や

徒

効果）

実践的指導力向

及

上のための各種研修会

び

道徳教育、初任者研修

職

、情報教育等の各種領

一

員

域の充実や現代的教育

の

課題の解決の

ため、状

健

況に応じて各種研修会

康

等を開催し、各学校に

の

おける教員の指導力向

保

上や
開催事務 教育活動

持

の充実を目指します。

増

継続区分 会計・款・項

進

・目 平成30年度の事

を

業概要
道徳教育、初任

人

図

者研修、情報教育等の

り

各種領域の充実や現代

つ

的教育課題の解決の継

つ

続 一般
ため、状況に応

、

じて各種研修会等を開

学

催し、各学校における

校

教員の指導力向上や
事

教

    業    主

育

    体 教育活動の

の

充実を目指します。

学

が

円

校教育指導課

【滝沢市

滑

主体】

な実施とその成果

学

の確保に努めま

す。

（

ぶ

義務的事業）

継続区分

よ

会計・款・項・目 平成

政 ろ

30年度の事業概要
児

こ

童生徒及び教職員の健

び

康保持を目的とし、各

を

小中学校での児童生徒

実

の健康診断継続 一般・

感

10款・6項・1目
の

で

実施、学校環境衛生検

き

査の実施、独立行政法

る

人日本スポーツ振興セ

ま

ンターの災
事    

策 ち

業    主    

を

体 害共済給付掛金の支

目

払い・事務等を法令に

指

基づいて行います。

学

し

校教育指導課 ・岩手県

ま

学校安全互助会負担金

す

 82千円

【滝沢市主

 

体】 ・独立行政法人日

基

本スポーツ振興センタ

本

ー共済掛金　4,63

　
施

1千円

策

事     

　

  業       

０

名 事業の意図やねらい

２

（成果や効果）

社会科

 

副読本改訂事業 社会科

 

副読本は、教科書とは

 

別に、小学校3、4年

学

生を対象に固有の事物

校

・事象を

提供する教材

　
教

です。この教材を活用

育

して地域学習を行うこ

の

とにより、児童は地域

充

についての学習を深め

実

ることができます。

継続区分 会計・款・項・目 平成30年度の事業概要
平成27年度に作成した社会科副読本改訂版の活用を図ります

　

。継続 一般

事    業    主    体
学校教育指導課

【滝沢市主体】

事       業     

事

  名 事業の意図やね

 

らい（成果や効果）

校

 

長、副校長、教務主任

 

等各種会議開 教育行政

０

 

と各学校の連絡調整協

 

議を行う機会を設定し

 

、各学校の教育活動の

 

充実

と諸課題の解決を

業

図ります。また、学校

 

経営と学校運営、適切

 

な教育課程の編成
催事

 

務 ・実施、学力向上と

 

研究研究の推進、生徒

 

指導の課題解決と充実

５

 

を目指します。

継続区

 

分 会計・款・項・目 平

名

成30年度の事業概要

事

・校長会議と副校長会

業

議を定期及び必要に応

の

じて開催し、各学校の

意

教育活動の充継続 一般

図

実と諸課題の解決を図

や

ります。
事    業

ね

    主    体

 

ら

・教務主任会議、研究

い

主任会議、生徒指導連

（

絡協議会、生徒指導主

成

事研修会を定

学校教育

果

指導課 期的に開催し、

や

各学校の適切な教育課

効

程の編成・実施、学力

果

向上と研究研修の推

【

）

滝沢市主体】 進、生徒

学

指導の充実を目指しま
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平 画

考

標
指 校種間連携研修会

○

開催回数
2 2 2 2

標 値

全

単 位 回

投 計 年度別事業

体

費
合

資 内 特定財源
画

指

事

訳 一般財源 <ゼロ予算

業

事業>計
標 額 他団体事

期

業負担額

間活 目

平

環境衛生検査実施回数

成

  平成30年度～平

3

成33年度1 1 1 1
動

0

単 位 回
標

指 各種検査・

年

健診実施校
14 15 1

度

5 15
標 値 単 位 校 ○特

～

定財源
  独立行政法

平

人日本スポーツ振投 計

成

年度別事業費 62,8

成
3

80 15,540 15

3

,780 15,780

年

15,780
  興セ

度

ンター災害共済掛金保

（

護合
  者負担分【そ

単

の他】資 内 特定財源 7

位

,941 1,953 1

 

,996 1,996 1

 

,996
  画   指

千

訳 一般財源 54,93

3

円

9 13,587 13,

）

784 13,784 13,784
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備   

0

    考
○全体事業期間活 目 社会科副読本改訂委員会開催回
  平成30年度～平成33年度数 0 3 0 0

動 単 位 回
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 3,267 3,267
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 3,267 3,267

年

＜調査事業＞計
標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事

項

業期間活 目 校長会議の

度

 

開催回数
  平成30

 

年度～平成33年度1

 

1 11 11 11
動 単 位

 

回
標

指 副校長会議の開

 

催回数
3 3 3 3

標 値 単

 

位 回

投 計 年度別事業費

 

合
資 内 特定財源

画
指 訳

目

一般財源 <ゼロ予算事

平

業>計
標 額 他団体事業

成

負担額

実

30年

項       目 平

度

成30年度 平成31年

平

度 平成32年度 平成3

成

3年度 備      

3

 考
○全体事業期間活

1

目 学力向上のための学

年

校訪問実施
  平成3

度

0年度～平成33年度

行

平

回数 24 24 24 24

成

動 単 位 回
標

指 校内研究

3

会における助言指導実

2

施回数 50 50 50 5

年

0
標 値 単 位 回

投 計 年度

度

別事業費
合

資 内 特定財

平

源
画

指 訳 一般財源 <ゼ

成

ロ予算事業>計
標 額 他

3

団体事業負担額

3

計

年度

項     

備

  目 平成30年度 平

 

成31年度 平成32年

 

度 平成33年度 備  

 

     考
○全体事

 

業期間活 目 道徳指導者

 

研修会開催回数
  平

 

成30年度～平成33

 

年度1 1 1 1
動 単 位 回

-177-



  

 

ンター運営の合理化 

一

（6）滝沢中央小学校

人

の環境整備

【滝沢市主

一

体】 盛岡広域地区学校

人

給食センター等連絡協

が

議会負担金　17千円

学

岩手県学校給食センタ

ぶ

ー協議会会費　8千円

よろ

事       業

 

こ

       名 事業

び

の意図やねらい（成果

を

や効果）

滝沢市立学校

実

給食センター運営委員

感

会 安全安心で魅力ある

で

学校給食の提供と食育

き

の推進を目指し、市内

る

の小・中学校長

、ＰＴ

ま

Ａ代表、民生児童委員

ち

代表により構成されて

一

を

いる滝沢市立学校給食

目

センタ
事務 ー運営委員

指

会を開催し、学校給食

し

事業に関する重要な事

ま

項について、審議・助

す

言

を得ることにより、

 

給食センターの適正か

基

つ円滑な運営を図りま

本

す。

継続区分 会計・款

施

・項・目 平成30年度

人

策

の事業概要
学校給食セ

　

ンターの運営に関し、

０

年2回運営委員会を開

３

催し、審議、助言を得

 

ま継続 一般・10款・

 

6項・3目
す。

事  

 

  業    主  

学

  体
学校給食センタ

校

ー

【滝沢市主体】

給

一

食の充実

人

基本施策が４年間で

が

めざす姿

学校給食に安

学

全で新鮮な地場産品の

ぶ

活用や給食センターの

よ

施設設備等の計画的な

政 ろ

改修整備を行うことに

こ

より、児童・生徒に

安

び

全安心な学校給食を提

を

供します。

また、児童

実

・生徒が将来にわたっ

感

て健康に生活していく

で

ため、望ましい食習慣

き

を理解し実践できるよ

る

う、学校と連携し食の

ま

指導の充実に努めます

策 ち

。

滝沢中央小学校の開

を

校に向けて、給食提供

目

にかかる環境整備を計

指

画的に進めてまいりま

し

す。

基本施策目標の進

ま

捗状況分析

・平成22

す

年度に市内の農家等に

 

より組織された滝沢市

基

学校給食食材生産供給

本

組合から、給食食材に

　
施

地場産品が供給されて

策

い

ますが、さらなる地

　

産地消の推進に努める

０

必要があります。

・滝

２

沢中央小学校開校に向

 

けた環境整備および安

 

全安心な学校給食を確

 

実に提供していくため

学

、老朽化した給食セン

校

ターの

施設や経年劣化

　
教

した設備・機器等を引

育

き続き計画的に改修整

の

備し、衛生管理や調理

充

環境の向上を図る必要

実

があります。

・学校給食の意義と望ましい食習慣の理解を目的として、給食センターの栄養教諭が市内の小中学

小

校に出向いて、「食に

　

 

関

する指導」を実施し

 

ており、更に内容の充

 

実を図ることが望まし

 

いです。

 

事    

 

   業      

 

 名 事業の意図やねら

 

い（成果や効果）

学校

 

給食事業 児童・生徒の

 

心身の健全な発達と食

０

 

生活の改善を目指し、

 

栄養バランスのとれた

 

学校給食の提供と、児

 

童・生徒が考える「希

 

望献立」、並びに望ま

 

しい食習慣の

理解を目

 

的とした「食に関する

 

指導」を実施すること

 

により、健康で豊かな

 

潤い

（義務的事業） の

５

 

ある学校生活の実現を

 

図ります。

継続区分 会

 

計・款・項・目 平成3

 

0年度の事業概要
（1

 

）年間給食回数：小学

 

校175回、中学校1

 

70回（2）一食当た

 

り給食費：小学校継続

 

一般・10款・6項・

計

3目
272円、中学校

 

 

300円（3）給食セ

政

ンター年間稼働日数：

策

192日（4）食に関

　

する指
事    業 

　

   主    体 導

　

及び希望献立の実施､

０

地産地消への取り組み

５

の実施（5）調理等業

 

務の民間委託

学校給食

 

センター による給食セ
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平 画

年

258,660 254

度

,604 252,90

別

2 252,521
  

事

画   指 訳 一般財源 6

業

32,079 156,

費

781 159,991

5

157,388 157

1

,919
計

標 額 他団体

8

事業負担額

,

平

30

項       

9

目 平成30年度 平成3

1

1年度 平成32年度 平

1

成33年度 備    

8

   考
○全体事業期

,

間活 目 開催回数
  平

4

成30年度～平成33

4

年度2 3 2 2
動 単 位 回

0

標
指

標 値 単 位

投 計 年度

成

1

別事業費 908 202

2

302 202 202
合

1

資 内 特定財源
画

指 訳 一

,

般財源 908 202 3

6

02 202 202
計

標

7

額 他団体事業負担額

7 143

3

,095 135,09

0

7
合

資 内 特定財源 10

年

,721 3,233 2

度

,496 2,496 2

～

,496
画

指 訳 一般財

平

源 507,588 11

成

5,207 119,1

成
3

81 140,599 1

3

32,601
計

標 額 他

年

団体事業負担額

（単位

度

  千円）

（

基本施策の達成（

単

実現）に向けた基本計

位

画期間内の取り組みと

 

方針

・調理等業務の委

 

託の継続や老朽化した

千

施設設備等の改修整備

3

円

により衛生管理や調理

）

環境の向上を図り、安全安心な学校給

食を提供します。

・滝沢市学校給食食材生産供給組合と連携し、地場産品の活用に努めます。

・学校給食を生きた教材として活用するとともに、「食に関する指導

0

」の内容の充実や学校との連携を図り、児童・生徒の

食育の推進に努めます。

・安定した学校給食運営のため、学校給食費の収納率向上に努めます。

・滝沢中央小学校開校に向けて、計画的に給食センターの設備・機器等を

年

改修整備していきます。

基本計画期間内の取り組みと方針のうち、平成30年度の重点課題

・調理等業務の委託の継続により安定した

項

運営と、安全安心で栄

 

養バランスのとれた学

 

校給食を提供します。

 

・滝沢市学校給食食材

度

 

生産供給組合と情報交

 

換を密にし、地場産品

 

の活用に努めます。

・

 

市内小中学校で実施し

目

ている「食に関する指

平

導」の継続実施と指導

成

内容の充実に努めます

3

。

・学校給食費につい

0

ては、関係機関との連

年

携強化や各種制度の活

実

度

用、法的措置の実施な

平

ど、引き続き収納率向

成

上に取り組む

とともに

3

、コンビニ収納を周知

1

することにより収納環

年

境の向上を図ります。

度 平成

項  

3

     目 平成30

行

2

年度 平成31年度 平成

年

32年度 平成33年度

度

備       考
○

平

全体事業期間活 目 食に

成

関する指導回数（クラ

3

ス数
  平成30年度

3

～平成33年度） 10

年

0 110 110 120

度

動 単 位 クラス
標

指 希望

備

献立の導入回数
14 1

計

 

5 15 15
標 値 単 位 回

 

○特定財源
  学校給

 

食費、給食食材助成金

 

投 計 年度別事業費 1,

 

650,766 415

 

,441 414,59

 

5 410,290 41

考

0,440
  【その

投

他】合
  資 内 特定財

計

源 1,018,687

-179-



  

校

化する地域課題や教育

給

課題を解決できる地域

食

力基盤醸成を目指した

施

学びの支援の充実を図

設

ります。

・文化芸術団

改

体などと連携・協働し

善

た文化芸術・郷土芸能

事

の育成と市民に親しま

業

れる図書館の運営に努

給

めます。

・第1次滝沢

 

食

市生涯学習推進計画前

セ

期基本計画「学びプラ

ン

ンたきざわ」に基づく

タ

市総合教育政策に基づ

ー

く生涯学習推進施策

の

の

展開による学びのネッ

厨

トワークづくり（人と

房

人とのつながりづくり

設

）や地域課題解決学習

備

、次代を担う若者活躍

一

・

支援、全

てのライフス

機

テージを結ぶ学びの支

器

援を図ります。

・

事 

施

      業   

設

    名 事業の意図

に

やねらい（成果や効果

つ

）

滝沢ふるさと交流館

い

管理運営事業 滝沢ふる

て

さと交流館の管理運営

人

、

を通じて、「地域力基

老

盤醸成」の実現に向け

朽

た「

学べる・活かせる

化

環境づくり」を図りま

・

す。

（義務的事業）

継

経

続区分 会計・款・項・

年

目 平成30年度の事業

劣

概要
指定管理者（特定

化

非営利活動法人劇団ゆ

が

う）による施設管理運

一

及

営。継続 一般・2款・

ぼ

1項・13目
【期間：

す

平成29年4月1日か

影

ら平成34年3月31

響

日まで】
事    業

を

    主    体

考

生涯学習スポーツ課

【

慮

他団体事業主体】

特定

し

非営利活動法人劇団ゆ

、

う

人

また、新設校の開設や

が

法改正等の対応など、

学

学校給食事業の円滑な

ぶ

運

営のため、改修・更

よ

新等を計画的に実施し

政 ろ

、安全安心で魅力ある

こ

学校給食の提供

を確保

び

します。

継続区分 会計

を

・款・項・目 平成30

実

年度の事業概要
・滝沢

感

中央小学校に対応する

で

備品の購入継続 一般・

き

10款・6項・3目

事

る

    業    主

ま

    体
学校給食セ

策 ち

ンター

【滝沢市主体】

を

小     

目

          

指

          

し

    計

 政策　　

ま

　０５   一人一人

す

が学ぶよろこびを実感

 

できるまちを目指しま

基

す
 基本施策　０４ 

本

  地域力基盤醸成、

　
施

文化芸術と社会教育の

策

推進

基

　

本施策が４年間でめざ

０

す姿

・平成28年4月

３

から施行された第1次

 

滝沢市生涯学習推進計

 

画「学びプランたきざ

 

わ」に基づき、市総合

学

教育政策に基づく生

涯

校

学習推進施策を展開し

　
給

、地域課題や教育課題

食

が解決できる地域力基

の

盤醸成を目指します。

充

・平成28年12月に

実

交流拠点複合施設ビッグルーフ滝沢内に開館した湖山図書館を始めとした生涯学習関連施設の利用促進を

図ります。

・子どもから高齢

　

者まで全ての世代を対象とした参画交流・活躍の促進で、「市民が主役の生涯学習社会の構築」を図りま

す。

・「地域が人を育て、人

事

が地域をつくる好循環

 

」と「学びと活躍が結

 

ぶ人と人とのつながり

 

」による学びのネット

０

 

ワークづ

くり（人と人

 

とのつながりづくり）

 

や地域課題解決学習、

 

次代を担う若者活躍支

業

援、全てのライフステ

 

ージを結ぶ学びの支

援

 

の充実を図ります。

・

 

文化芸術と郷土芸能の

 

振興を図るため、芸術

 

文化協会や郷土芸能団

５

 

体などと連携・協働を

 

図ります。

・子どもと

名

家庭、学校、地域、市

事

行政の5者が連携・協

業

働した教育振興運動の

の

展開で地域の教育課題

意

の解決や「情報メディ

図

アとの上手な付き合い

や

方」の意識啓発による

ね

「明るく　かしこく　

 

ら

たくましい子どもの育

い

成」に取り組みます。

（

基本施策目標の進捗状

成

況分析

・広報たきざわ

果

や市ホームページ、生

や

涯学習ガイドによる情

効

報発信・交流の促進や

果

生涯学習関連施設の充

）

実など学びの支援

の充

学

実を図ります。

・多様
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平 画

考

間活 目 施設利用件数
 

○

 平成30年度～平成

全

33年度3,200 3

体

,200 3,200 3

事

,200
動 単 位 件

標
指

業

施設利用者数
100,

期

000 100,000

間

100,000 100

活

,000
標 値 単 位 人 ○

目

特定財源
  滝沢ふる

平

調

さと交流館使用料【投

理

計 年度別事業費 160

等

,439 39,721

に

39,863 40,2

影

71 40,584
  

響

その他】他合
  資 内

を

特定財源 13,559

及

4,649 2,970

ぼ

2,970 2,970

す

  画   指 訳 一般財

成

故

源 146,880 35

障

,072 36,893

発

37,301 37,6

生

14
計

標 額 他団体事業

 

負担額

 平成30

3

年度～平成33年度割

0

合 2 2 2 2
動 単 位 %(

年

事故件数/稼働日数)

度

標
指

標 値 単 位 ○特定財

～

源
  特定防衛施設周

平

辺整備調整交投 計 年度

成

別事業費 2,443 2

成
3

,443
  付金【国

3

】合
  資 内 特定財源

年

2,199 2,199

度

  画   指 訳 一般財

（

源 244 244
計

標 額

単

他団体事業負担額

位  

項       

千

目 平成30年度 平成3

3

円

1年度 平成32年度 平

）

成33年度 備       考

投 計 年度別事業費 1,654,117 418,086 414,897 410,492 410,642
合

資 内 特定財源 1,020,886 260,859 254,604 2

0

52,902 252,521
画

指 訳 一般財源 633,231 157,227 160,293 157,590 158,121
計

標 額 他団体事業負担額

（単位  千円）

基本施策の達成（実現）に向けた基本計画

年

期間内の取り組みと方針

・地域力基盤醸成、文化芸術と社会教育の推進を目指した「市民が主役の生涯学習社会の構築」を図ります。また、第1次

滝沢市総合計画前期基本計画（生涯学習部門計画）に

項

基づく基本施策（分野

度

 

別計画）として平成2

 

8年4月より施行され

 

た第1

次滝沢市生涯学

 

習推進計画前期基本計

 

画「学びプランたきざ

 

わ」を具現化する施策

 

（実施計画）として策

目

定する単年度ごと

の「

平

社会教育行政の方針と

成

計画」による生涯学習

実

3

推進施策を展開し、「

0

学べる・活かせる環境

年

づくり」と「文化芸術

度

の振興

」、「つながり

平

による地域力の向上」

成

を目指します。

基本計

3

画期間内の取り組みと

1

方針のうち、平成30

年

年度の重点課題

・第１

度

次滝沢市生涯学習推進

行

平

計画前期基本計画「学

成

びプランたきざわ」の

3

確実な展開と同後期基

2

本計画の策定

・湖山図

年

書館の管理運営体制や

度

既存の生涯学習関連施

平

設の維持運営

・滝沢市

成

の歩みの活用促進によ

3

る郷土理解の推進

・芸

3

術文化協会や社会教育

計

年

関係団体の持続可能な

度

活動を目指した団体活

備

動支援強化

   

項       

 

目 平成30年度 平成3

 

1年度 平成32年度 平

 

成33年度 備    

 

   考
○全体事業期
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図

きる地域力基盤醸成

を

や

支援します。

継続区分

ね

会計・款・項・目 平成

ら

30年度の事業概要
・

い

社会教育指導員3人設

（

置継続 一般・10款・

成

5項・1目
・生涯学習

果

講座（地域課題解決講

や

座）や国際理解・国際

効

交流講座
事    業

 

果

    主    体

）

・社会教育関係団体の

姥

育成と自立支援、連携

屋

・協働による事業展開

敷

生涯学習スポーツ課 ・

多

市民要望への相談対応

目

や関係団体との連絡調

的

整

【滝沢市主体】

研

事

修

       業  

一

セ

     名 事業の意

ン

図やねらい（成果や効

タ

果）

成人教育事業 第１

ー

次滝沢市生涯学習推進

管

計画「学びプランたき

理

ざわ」に基づき、多様

運

化する地

域課題や教育

営

課題を解決できる地域

事

づくりリーダー（女性

姥

活躍・青少年教育）育

人

屋

成・活躍を支援します

敷

。

継続区分 会計・款・

多

項・目 平成30年度の

目

事業概要
・市地域女性

的

団体リーダー研修会継

研

続 一般・10款・5項

修

・1目
・東北地区子ど

セ

も会育成研究協議会派

ン

遣
事    業   

タ

 主    体 ・子ど

一

ー

も会育成連合会指導者

の

研修会（共催）

生涯学

管

習スポーツ課

【協働事

理

業】

滝沢市社会教育関

運

係団体など

営を通じて

人

、「地域力基盤醸成」

が

の実現に向

けた「学べ

学

る・活かせる環境づく

ぶ

り」を図ります。
業

（

よ

義務的事業）

継続区分

政 ろ

会計・款・項・目 平成

こ

30年度の事業概要
指

び

定管理者（岩手花平農

を

業協同組合）による施

実

設管理運営。継続 一般

感

・6款・1項・6目
【

で

期間：平成29年4月

き

1日から平成34年3

る

月31日まで】
事  

ま

  業    主  

策 ち

  体
生涯学習スポー

を

ツ課

【他団体事業主体

目

】

岩手花平農業協同組

指

合

し

事       

ま

業       名 事

す

業の意図やねらい（成

 

果や効果）

滝沢市多目

基

的研修センター管理運

本

営事 滝沢市多目的研修

　
施

センターの管理運営を

策

通じて、「地域力基盤

　

醸成」の実現に向

けた

０

「学べる・活かせる環

４

境づくり」を図ります

 

。
業

（義務的事業）

継

 

続区分 会計・款・項・

 

目 平成30年度の事業

地

概要
指定管理者（公益

域

財団法人滝沢市体育協

　
力

会）による施設管理運

基

営。継続 一般・6款・

盤

1項・6目
【期間：平

醸

成29年4月1日から

成

平成34年3月31日

、

まで】
事    業 

文

   主    体
生

化

涯学習スポーツ課

【他

芸

団体事業主体】

公益財

術

団法人滝沢市体育協会

　
と社

事       業

会

       名 事業

教

の意図やねらい（成果

育

や効果）

国際理解・国

の

際交流事業 滝沢市国際

推

交流協会と連携・協働

進

しながら国際感覚豊かな地域づくりリーダー育

成を目指した地域課

０

題解決学習（国際理解・国際交流、多文化共生社会の啓発な

ど）を開催します。

継続区分 会計・款・項・目 平成30年度の事業概要
・幼児国際理解交流会継続 一般・10款・5項・1目
・国際理解・国

事

際交流講座
事    

５

 

業    主    

 

体
生涯学習スポーツ課

 

【協働事業】

滝沢市国

 

際交流協会

 

事   

 

    業     

 

  名 事業の意図やね

業

らい（成果や効果）

社

 

会教育指導員設置事業

 

（生涯学習・ 第１次滝

 

 

沢市生涯学習推進計画

 

「学びプランたきざわ

 

」に基づき、専門的知

 

識と

経験を有する社会

 

教育指導員設置による

名

社会教育推進体制の強

事

化と社会教育関係
社会

業

教育） 団体の育成・自

の

立支援を図り、地域課

意

題や教育課題が解決で
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平 画

考
○全

項       

体

目 平成30年度 平成3

事

1年度 平成32年度 平

業

成33年度 備    

期

   考
○全体事業期

間

間活 目 女性リーダー研

活

修開催回数
  平成3

目

0年度～平成33年度

平

施

2 2 2 2
動 単 位 回

標
指

設

子ども会育成会指導者

利

研修会開
催回数 1 1 1

用

1
標 値 単 位 回

投 計 年度

件

別事業費 268 67 6

数

7 67 67
合

資 内 特定

 

財源
画

指 訳 一般財源 2

 

68 67 67 67 67

平

計
標 額 他団体事業負担

成

額

成

30年度～平成33年

3

度120 120 120

0

120
動 単 位 件

標
指 施

年

設利用者数
2,200

度

2,200 2,200

～

2,200
標 値 単 位 人

平

投 計 年度別事業費 5,

成

405 1,337 1,

成
3

348 1,360 1,

3

360
合

資 内 特定財源

年

画
指 訳 一般財源 5,4

度

05 1,337 1,3

（

48 1,360 1,3

単

60
計

標 額 他団体事業

位

負担額

  千

項       目 平

3

円

成30年度 平成31年

）

度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 施設利用件数（個人使用を除く
  平成30年度～平成33年度） 1,850 1,850 1,850 1,850

動 単 位 件
標

指 施設利

0

用者数
31,000 31,000 31,000 31,000

標 値 単 位 人 ○特定財源
  多目的研修センター使用料【投 計 年度別事業費 54,080 13,246 13,368 13,975 13,491
  その他】他合
  

年

資 内 特定財源 7,887 2,127 1,920 1,920 1,920
  画   指 訳 一般財源 46,193 11,119 11,448 12,055 11,571

計
標 額 他団体事業負担額

項

度

  

項       目 平

 

成30年度 平成31年

 

度 平成32年度 平成3

 

3年度 備      

 

 考
○全体事業期間活

 

目 講座開設数
  平成

目

30年度～平成33年

平

度4 4 4 4
動 単 位 講座

成

標
指

標 値 単 位 ○特定財

実

3

源
  講座受講料【そ

0

の他】投 計 年度別事業

年

費 576 144 144

度

144 144
  合
 

平

 資 内 特定財源 80 2

成

0 20 20 20
  画

3

  指 訳 一般財源 49

1

6 124 124 124

年

124
計

標 額 他団体事

度

業負担額

行

平成3

項       目

2

平成30年度 平成31

年

年度 平成32年度 平成

度

33年度 備     

平

  考
○全体事業期間

成

活 目 社会教育指導員人

3

数
  平成30年度～

3

平成33年度3 3 3 3

計

年

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位

度

投 計 年度別事業費 26

備

,872 6,718 6

 

,718 6,718 6

 

,718
合

資 内 特定財

 

源
画

指 訳 一般財源 26

 

,872 6,718 6

 

,718 6,718 6

 

,718
計

標 額 他団体

 

事業負担額
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図

どもと家庭、学校、地

や

域、市行政の5者が連

ね

携・協働した教育振興

ら

運動を展開

し、「明る

い

く　かしこく　たくま

（

しい子どもの育成」に

成

取り組みます。
事業 地

果

域の教育課題を解決で

や

きる地域力基盤醸成と

効

情報メディアとの上手

 

果

な付き合い

方の意識啓

）

発による地域づくりリ

新

ーダー育成・活躍を支

成

援します。

継続区分 会

人

計・款・項・目 平成3

の

0年度の事業概要
交付

つ

金695千円継続 一般

ど

・10款・5項・1目

い

<協議会活動内容>
事

開

    業    主

一

催

    体 ・総会・た

事

きざわ学びフェスタ

生

業

涯学習スポーツ課 ・市

新

内小中学校全11実践

成

区活動

【他団体事業主

人

体】 ・研修会派遣（管

の

内教振実践区・家庭教

新

育子育て支援研修会な

し

ど）

滝沢市教育振興運

い

動推進協議会

人

門

事  

出

     業    

を

   名 事業の意図や

祝

ねらい（成果や効果）

福

滝沢市社会教育関係団

し

体補助事業 社会教育関

、

係団体（子ども会育成

地

連合会と少年団体指導

域

員協議会、地域婦人協

を

議

会）と連携・協働し

一

支

て、子ども会活動活性

え

化や自然体験による青

、

少年健全育成、

女性活

次

躍による地域づくりを

世

通じた地域課題や教育

代

課題を解決できる地域

の

力基盤

醸成を支援しま

社

す。

継続区分 会計・款

会

・項・目 平成30年度

を

の事業概要
子ども会育

人

担

成連合会補助金81千

う

円：指導者研修会や夢

若

灯りなど継続 一般・1

い

0款・5項・1目
少年

新

団体指導員協議会補助

し

金34千円：友遊親子

い

キャンプやプレイスク

力

ールなど
事    業

と

    主    体

な

地域婦人協議会補助金

が

る

95千円：女性リーダ

よ

ー研修や地域子育て支

う

援など

生涯学習スポー

社

ツ課

【協働事業】

滝沢

会

市社会教育関係団体

参画意識を

学

高め、新成人の自覚と

ぶ

誇りを喚起します。

継

よ

続区分 会計・款・項・

政 ろ

目 平成30年度の事業

こ

概要
・式典内容の検討

び

継続 一般・10款・5

を

項・1目
・滝沢市新成

実

人のつどい開催
事  

感

  業    主  

で

  体 ・式典における

き

新成人や来場者などの

る

動向把握

生涯学習スポ

ま

ーツ課

【滝沢市主体】

策 ちを

事       業

目

       名 事業

指

の意図やねらい（成果

し

や効果）

生涯学習推進

ま

事業 第1次滝沢市生涯

す

学習推進計画前期基本

 

計画「学びプランたき

基

ざわ」や市総合教

育政

本

策に基づく生涯学習推

　
施

進施策の展開と同後期

策

基本計画の策定を通じ

　

た地域課

題や教育課題

０

を解決できる地域力基

４

盤醸成を支援します。

 

継続区分 会計・款・項

 

・目 平成30年度の事

 

業概要
・第１次滝沢市

地

生涯学習推進計画前期

域

基本計画の成果と課題

　
力

の検証による同後期継

基

続 一般・10款・5項

盤

・1目
基本計画の策定

醸

事    業    

成

主    体 ・生涯学

、

習推進協議会

生涯学習

文

スポーツ課 ・たきざわ

化

学びフェスタ

【滝沢市

芸

主体】 ・ふれあいまち

術

づくり出前講座

・情報

　
と

発信・交流（広報たき

社

ざわや市ホームページ

会

など）

教

事     

育

  業       

の

名 事業の意図やねらい

推

（成果や効果）

青少年

進

教育・青少年対策事業 青少年教育・青少年対策の充実で、「明るく

０

　かしこく　たくましい子どもの育

成」と次代を担う地域づくりリーダー育成、青少年健全育成を推進します。

また、放課後や土曜日など週末における子どもたちの体験活動の充実を図ります

。

継続区

事

分 会計・款・項・目 平

５

 

成30年度の事業概要

 

・子ども会リーダー養

 

成研修とジュニアリー

 

ダーズセミナー継続 一

 

般・10款・5項・1

 

目
・少年少女のバス交

 

流事業への職員派遣
事

業

    業    主

 

    体 ・青少年健

 

全育成啓発看板の設置

 

 

生涯学習スポーツ課 ・

 

放課後子ども教室

【協

 

働事業】

社会教育・青

 

少年関係団体など

 

事

名

       業  

事

     名 事業の意

業

図やねらい（成果や効

の

果）

滝沢市教育振興運

意

動推進協議会交付金 子
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平 画

考

31年度 平成32年度

○

平成33年度 備   

全

    考
○全体事業

体

期間活 目 子ども会育成

事

会指導者研修会開
  

業

平成30年度～平成3

期

3年度催回数 1 1 1 1

間

動 単 位 回
標

指 女性リー

活

ダー研修開催回数
2 2

目

2 2
標 値 単 位 回

投 計 年

平

対

度別事業費 840 21

象

0 210 210 210

者

合
資 内 特定財源

画
指 訳

数

一般財源 840 210

に

210 210 210
計

対

標 額 他団体事業負担額

する出席

成

率（過去
  平成30

3

年度～平成33年度５

0

年平均出席率換算） 7

年

3 73 73 70
動 単 位

度

％
標

指

標 値 単 位

投 計 年

～

度別事業費 1,945

平

481 488 488 4

成

88
合

資 内 特定財源
画

成
3

指 訳 一般財源 1,94

3

5 481 488 488

年

488
計

標 額 他団体事

度

業負担額

（単位

項       目

 

平成30年度 平成31

 

年度 平成32年度 平成

千

33年度 備     

3

円

  考
○全体事業期間

）

活 目 生涯学習情報（広報たきざわ）
  平成30年度～平成33年度の発行回数 12 12 12 12

動 単 位 回
標

指 たきざわ学びフェスタ参加者数
300 300 300 300

標 値 単 位 人

投 計 年度別事業費 1

0

,348 451 299 299 299
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 1,348 451 299 299 299
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度

年

平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 子ども会リーダーやジュニアリ
  平成30年度～平成33年度ーダーセミナー（中学生や高校 2 2 2 2

動 単 位 回
標

指

標

項

値 単 位 ○特定財源
  

度

 

ジュニアリーダーズセ

 

ミナー投 計 年度別事業

 

費 5,224 1,30

 

6 1,306 1,30

 

6 1,306
  参加

 

費【その他】、学びを

 

通合
  じた被災地の

目

地域コミュニテ資 内 特

平

定財源 3,564 89

成

1 891 891 891

実

3

  ィ再生支援事業費

0

補助金【県画   】(

年

10/10)指 訳 一般

度

財源 1,660 415

平

415 415 415
計

成

標 額 他団体事業負担額

31年

項  

度

     目 平成30

行

平

年度 平成31年度 平成

成

32年度 平成33年度

3

備       考
○

2

全体事業期間活 目 たき

年

ざわ学びフェスタ参加

度

者数
  平成30年度

平

～平成33年度300

成

300 300 300
動

3

単 位 人
標

指

標 値 単 位

投

3

計 年度別事業費 2,7

計

年

80 695 695 69

度

5 695
合

資 内 特定財

備

源
画

指 訳 一般財源 2,

 

780 695 695 6

 

95 695
計

標 額 他団

 

体事業負担額

   

項      

 

 目 平成30年度 平成
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図

、滝沢の過去を知り、

や

現在を知り、将来を考

ね

えて
事    業  

ら

  主    体 いく

い

ことのできる図書館の

（

実現に努めます。

文化

成

振興課

【滝沢市主体】

果や

事       業

効

       名 事業

 

果

の意図やねらい（成果

）

や効果）

移動図書館車

滝

運行事業 図書館から遠

沢

隔地の市民への図書サ

市

ービスの維持・促進を

青

図り、学習支援活動や

少

、学習機会・学習活動

年

の場の提供を行い、生

育

涯学習を推進します。

成

継続区分 会計・款・項

一

市

・目 平成30年度の事

民

業概要
市内6コース、

会

毎月2回巡回します。

議

継続 一般・10款・5

補

項・2目

事    業

助

    主    体

事

文化振興課

【滝沢市主

業

体】

青少

人

年育成市民会議と連携

一

・協働して、青少年健

人

全育成による地域活性

が

化を通じ

た地域課題や

学

教育課題が解決できる

ぶ

地域力基盤醸成を図り

よ

ます。

継続区分 会計・

政 ろ

款・項・目 平成30年

こ

度の事業概要
補助金交

び

付　140千円継続 一

を

般・10款・5項・1

実

目
<主な活動内容>

事

感

    業    主

で

    体 ・少年少女

き

のバス交流事業

生涯学

る

習スポーツ課

【協働事

ま

業】

滝沢市青少年育成

策 ち

市民会議

を

事    

目

   業      

指

 名 事業の意図やねら

し

い（成果や効果）

家庭

ま

教育事業 家庭教育は、

す

生涯学習の出発点であ

 

り、子どもが基本的な

基

生活習慣・生活能力や

本

基本的倫理観、自立心

　
施

・自制心、社会的マナ

策

ーなどを培う家庭教育

　

支援を充実し

ます。

継

０

続区分 会計・款・項・

４

目 平成30年度の事業

 

概要
・小中学校家庭教

 

育学級継続 一般・10

 

款・5項・1目
・幼児

地

家庭教育講座
事   

域

 業    主   

　
力

 体
生涯学習スポーツ

基

課

【滝沢市主体】

盤

事

醸

       業  

成

     名 事業の意

、

図やねらい（成果や効

文

果）

生涯学習講座事業

化

地域課題や教育課題を

芸

解決できる地域づくり

術

を目指した「主体的・

　
と

対話的で深い

学び（ア

社

クティブ・ラーニング

会

の視点）」による生涯

教

学習講座（地域課題解

育

決講

座など）を通じた

の

子どもから高齢者まで

推

全ての世代を結ぶ学び

進

の支援の充実を図

ります。

継続区分 会計・款・項・目 平成30年度

０

の事業概要
・地域課題解決講座継続 一般・10款・5項・1目
・サークル支援講座

事    業    主    体 ・子ども会活動支援事業

生涯学習スポーツ課

【協働事業】

社会教育関係団体や生涯

事

学習関係機関、企業、

５

 

大学

 

事      

 

 業       名

 

事業の意図やねらい（

 

成果や効果）

図書館管

 

理運営事業 市民の教養

 

、調査研究、レクリエ

業

ーション等に資するこ

 

とにより、学習支援や

 

学

習機会・学習活動の

 

 

場の提供を行い、生涯

 

学習を推進します。

継

 

続区分 会計・款・項・

 

目 平成30年度の事業

 

概要
図書等必要な資料

名

を収集・整理・保存し

事

、住民の利用に供しま

業

す。継続 一般・10款

の

・5項・2目
郷土に関

意

する資料の収集に努め
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平 画

考

担額

○全

項

体

       目 平成

事

30年度 平成31年度

業

平成32年度 平成33

期

年度 備       

間

考
○全体事業期間活 目

活

移動図書館車の図書の

目

貸出冊数
  平成30

平

少

年度～平成33年度1

年

4,900 15,00

・

0 15,000 15,

少

000
動 単 位 冊

標
指 移

女

動図書館車の図書館利

の

用者数
3,200 3,

バ

400 3,400 3,

ス

400
標 値 単 位 人

投 計

交

年度別事業費 9,41

流

8 2,284 2,31

成

事

7 2,500 2,31

業

7
合

資 内 特定財源
画

指

参

訳 一般財源 9,418

加

2,284 2,317

 

2,500 2,317

 

計
標 額 他団体事業負担

平

額

成30

3

年度～平成33年度者

0

数 30 30 30 30
動

年

単 位 人
標

指

標 値 単 位

投

度

計 年度別事業費 560

～

140 140 140 1

平

40
合

資 内 特定財源
画

成

指 訳 一般財源 560 1

成
3

40 140 140 14

3

0
計

標 額 他団体事業負

年

担額

度

（

項

単

       目 平成

位

30年度 平成31年度

 

平成32年度 平成33

 

年度 備       

千

考
○全体事業期間活 目

3

円

講座開設数
  平成3

）

0年度～平成33年度52 52 52 52
動 単 位 回数

標
指 受講者数

2,200 2,200 2,200 2,200
標 値 単 位 人

投 計 年度別事業費 1,784 446 446 446 446
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一

0

般財源 1,784 446 446 446 446
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考

年

○全体事業期間活 目 生涯学習講座の開催数
  平成30年度～平成33年度6 6 6 6

動 単 位 回
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  生涯学習講座受講料、生涯学投 計 年度別事業費 756 189 189 189 18

項

9
  習講座保険料【

度

 

その他】合
  資 内 特

 

定財源 240 60 60

 

60 60
  画   指

 

訳 一般財源 516 12

 

9 129 129 129

 

計
標 額 他団体事業負担

 

額

目 平

項 

成

      目 平成3

実

3

0年度 平成31年度 平

0

成32年度 平成33年

年

度 備       考

度

○全体事業期間活 目 図

平

書の貸出冊数
  平成

成

30年度～平成33年

3

度120,000 13

1

0,000 130,0

年

00 130,000
動

度

単 位 冊
標

指 図書館利用

行

平

者数
30,000 36

成

,000 36,000

3

36,000
標 値 単 位

2

人 ○特定財源
  図書

年

館コピー機利用料【そ

度

の投 計 年度別事業費 1

平

31,532 34,1

成

84 32,414 32

3

,467 32,467

3

  他】、地域整備特

計

年

別対策事業合
  基金

度

繰入金【その他】資 内

備

特定財源 32,036

 

8,009 8,009

 

8,009 8,009

 

  画   指 訳 一般財

 

源 99,496 26,

 

175 24,405 2

 

4,458 24,45

 

8
計

標 額 他団体事業負
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図

業の意図やねらい（成

や

果や効果）

埋蔵文化財

ね

調査事業 開発に伴う埋

ら

蔵文化財の有無確認調

い

査、試掘調査を実施し

（

、円滑な埋蔵文化財保

成

護行政を推進します。

果

継続区分 会計・款・項

や

・目 平成30年度の事

効

業概要
・有無確認、試

 

果

掘調査の実施継続 一般

）

・10款・5項・3目

視

・個人宅地の調査
事 

聴

   業    主 

覚

   体
文化振興課

【

普

滝沢市主体】

及推進事

一

業 視聴覚資料を媒体と

人

して読書への興味を誘

一

発し、生涯学習を推進

人

します。

継続区分 会計

が

・款・項・目 平成30

学

年度の事業概要
子ども

ぶ

映画会、ミニシアター

よ

を実施します。継続 一

政 ろ

般・10款・5項・2

こ

目
視聴覚機材の適正管

び

理に努めます。
事  

を

  業    主  

実

  体
文化振興課

【滝

感

沢市主体】

で

事   

き

    業     

る

  名 事業の意図やね

ま

らい（成果や効果）

読

策 ち

書普及推進事業 図書館

を

に対する関心を喚起し

目

、読書普及を図り、学

指

習支援活動や学習機会

し

・学習

活動の場の提供

ま

を行い、生涯学習を推

す

進します。

継続区分 会

 

計・款・項・目 平成3

基

0年度の事業概要
幼児

本

・児童向けのおはなし

　
施

会を実施します。継続

策

一般・10款・5項・

　

2目
図書館での体験学

０

習,工作ワークショッ

４

プを実施します。
事 

 

   業    主 

 

   体 傷んだ本の修

 

理を実施します。

文化

地

振興課

【滝沢市主体】

域
　

力

事       業

基

       名 事業

盤

の意図やねらい（成果

醸

や効果）

埋蔵文化財セ

成

ンター管理運営事業 埋

、

蔵文化財を調査研究し

文

、その資料の適切な保

化

管、展示を行うととも

芸

に、現地現

状保存され

術

た史跡公園湯舟沢環状

　
と

列石について適切な保

社

存管理に努め、埋蔵文

会

化

財センターと一体と

教

なった公開活用を推進

育

します。

継続区分 会計

の

・款・項・目 平成30

推

年度の事業概要
・収蔵

進

資料の適切な保存管理と公開活用の実施継続 一般・10款・5項・

０

3目
・史跡公園「湯舟沢環状列石」の適切な保存管理と公開活用の実施

事    業    主    体
文化振興課

【滝沢市主体】

事       業       名 事業

事

の意図やねらい（成果

５

 

や効果）

埋蔵文化財セ

 

ンター教育普及事業 埋

 

蔵文化財に関係する啓

 

発活動を目指し、滝沢

 

市の先人が残した文化

 

遺産の保存

と公開活用

 

を実施することにより

業

、滝沢らしさの実現を

 

図ります。

継続区分 会

 

計・款・項・目 平成3

 

 

0年度の事業概要
・埋

 

蔵文化財講座の開催継

 

続 一般・10款・5項

 

・3目
・出土資料の調

 

査研究
事    業 

名

   主    体
文

事

化振興課

【滝沢市主体

業

】

の

事       

意

業       名 事
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平 画

考

2,500 2,500

○

  画   指 訳 一般財

全

源 9,939 2,43

体

9 2,500 2,50

事

0 2,500
計

標 額 他

業

団体事業負担額

期間活

項     

目

  目 平成30年度 平

平

図

成31年度 平成32年

書

度 平成33年度 備  

の

     考
○全体事

貸

業期間活 目 本調査・有

出

無確認調査・試掘調
 

冊

 平成30年度～平成

数

33年度査の数 10 1

 

0 10 10
動 単 位 件

標

 

指

標 値 単 位 ○特定財源

平

  岩手県埋蔵文化財

成

成

事務処理交投 計 年度別

3

事業費 3,543 84

0

0 901 901 901

年

  付金【県】合
  

度

資 内 特定財源 816 1

～

32 228 228 22

平

8
  画   指 訳 一般

成

財源 2,727 708

3

673 673 673
計

3

標 額 他団体事業負担額

3

年度120,000 1

0

30,000 130,

年

000 130,000

度

動 単 位 冊
標

指 図書館利

～

用者数
30,000 3

平

6,000 36,00

成

0 36,000
標 値 単

成
3

位 人

投 計 年度別事業費

3

936 234 234 2

年

34 234
合

資 内 特定

度

財源
画

指 訳 一般財源 9

（

36 234 234 23

単

4 234
計

標 額 他団体

位

事業負担額

  千

項       

3

円

目 平成30年度 平成3

）

1年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 図書の貸出冊数
  平成30年度～平成33年度120,000 130,000 130,000 130,000

動 単 位 冊
標

指 図

0

書館利用者数
30,000 36,000 36,000 36,000

標 値 単 位 人

投 計 年度別事業費 563 203 120 120 120
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 563 203 120 120 120
計

標 額 他団体事業負担額

年

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 埋蔵文化財センター年間利用者

項

  平成30年度～平

度

 

成33年度数 3,10

 

0 3,100 3,10

 

0 3,100
動 単 位 人

 

標
指

標 値 単 位 ○特定財

 

源
  埋蔵文化財セン

 

ター使用料【投 計 年度

 

別事業費 23,539

目

5,698 5,947

平

5,947 5,947

成

  その他】合
  資

実

3

内 特定財源 330 87

0

81 81 81
  画  

年

 指 訳 一般財源 23,

度

209 5,611 5,

平

866 5,866 5,

成

866
計

標 額 他団体事

3

業負担額

1年度

項       目

行

平

平成30年度 平成31

成

年度 平成32年度 平成

3

33年度 備     

2

  考
○全体事業期間

年

活 目 来館者アンケート

度

｢皆様の声｣の
  平

平

成30年度～平成33

成

年度設問｢とてもよか

3

った｣の回答数 98 9

3

8 98 98
動 単 位 ％

標

計

年

指

標 値 単 位 ○特定財源

度

  地域の特色ある埋

備

蔵文化財活投 計 年度別

 

事業費 19,694 4

 

,694 5,000 5

 

,000 5,000
 

 

 用事業費補助金【国

 

】（1/2合
  ）資

 

内 特定財源 9,755

 

2,255 2,500
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図

体】

小    

や

          

ね

          

ら

     計

い（成果や効

 

果）

芸術祭開催事業 市

一

民の文化芸術活動の成

人

果を発表する機会とし

一

、広く市民に芸術鑑賞

人

の機会を提

供すること

が

により、文化芸術の振

学

興を図ります。

継続区

ぶ

分 会計・款・項・目 平

よ

成30年度の事業概要

政 ろ

芸術祭たきざわの開催

こ

継続 一般・10款・5

び

項・4目
・芸術文化協

を

会主管による事業運営

実

事    業    

感

主    体 ・芸術文

で

化協会組織体制強化の

き

ための支援

文化振興課

る

【協働事業】

滝沢市芸

ま

術文化協会

策 ち

事   

を

    業     

目

  名 事業の意図やね

指

らい（成果や効果）

伝

し

統文化支援事業 県・市

ま

指定無形民俗文化財（

す

4団体）をはじめとす

 

る郷土芸能等、日本の

基

伝統文

化全般にわたる

本

保護と伝承、後継者の

　
施

育成を目指し、発表の

策

場や後継者の指導を

す

　

ることにより、市民の

０

文化財愛護の意識を高

４

め、民俗芸能の保護、

 

育成を図り

ます。

継続

 

区分 会計・款・項・目

 

平成30年度の事業概

地

要
・滝沢市郷土芸能ま

域

つりの開催継続 一般・

　
力

10款・5項・4目
・

基

各郷土芸能保存団体に

盤

よる後継者の育成
事 

醸

   業    主 

成

   体
文化振興課

【

、

協働事業】

郷土芸能保

文

存団体

化

事     

芸

  業       

術

名 事業の意図やねらい

　
と

（成果や効果）

文化財

社

・天然記念物保護事業

会

先人からの貴重な遺産

教

である文化財の適切な

育

保護と活用を図り、郷

の

土の文化財保

護意識の

推

高揚、啓発を図ります

進

。

継続区分 会計・款・項・目 平成30年度の事業概要
・指定文化財

０

の定期的な巡回継続 一般・10款・5項・4目
・周辺の環境整備

事    業    主    体 ・文化財に関する調査・研究

文化振興課 ・指定文化財等の活用と周知

【滝沢市主体】 ・新規指定文化

事

財候補の調査

５

 

事  

 

     業    

 

   名 事業の意図や

 

ねらい（成果や効果）

 

郷土理解推進事業 「滝

 

沢市の歩み」を活用し

 

た郷土理解推進事業を

業

通じた貴重な郷土の歴

 

史を未来

へと継承がで

 

きる地域づくりを促進

 

 

します。

継続区分 会計

 

・款・項・目 平成30

 

年度の事業概要
・「滝

 

沢市の歩み」販売継続

 

一般・10款・5項・

名

4目
・「滝沢市の歩み

事

」を活用した郷土理解

業

推進事業
事    業

の

    主    体

意

文化振興課

【滝沢市主
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平 画

考

65,851 116,

○

555 115,708

全

116,971 116

体

,617
合

資 内 特定財

事

源 68,724 18,

業

344 16,850 1

期

6,850 16,68

間

0
画

指 訳 一般財源 39

活

7,127 98,21

目

1 98,858 100

平

「

,121 99,937

芸

計
標 額 他団体事業負担

術

額

祭たきざわ」の

成

入場者数
  平成30

3

年度～平成33年度1

0

,400 1,400 1

年

,400 1,400
動

度

単 位 人
標

指

標 値 単 位

投

～

計 年度別事業費 8,2

平

39 1,951 2,0

成

96 2,096 2,0

成
3

96
合

資 内 特定財源
画

3

指 訳 一般財源 8,23

年

9 1,951 2,09

度

6 2,096 2,09

（

6
計

標 額 他団体事業負

単

担額

位 

項

 

       目 平成

千

30年度 平成31年度

3

円

平成32年度 平成33

）

年度 備       考
○全体事業期間活 目 伝統文化関連事業開催数
  平成30年度～平成33年度1 1 1 1

動 単 位 回
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 3,643 901 914 914 914
合

資 内 特定

0

財源
画

指 訳 一般財源 3,643 901 914 914 914
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備  

年

     考
○全体事業期間活 目 指定文化財整備件数
  平成30年度～平成33年度3 3 3 3

動 単 位 件
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  「滝沢市の文化財」冊子販売投 計 年度別事業費 1,246 304 3

項

14 314 314
  

度

 

代金【その他】合
  

 

資 内 特定財源 6 3 1 1

 

1
  画   指 訳 一般

 

財源 1,240 301

 

313 313 313
計

 

標 額 他団体事業負担額

 目 平

項  

成

     目 平成30

実

3

年度 平成31年度 平成

0

32年度 平成33年度

年

備       考
○

度

全体事業期間活 目 講座

平

開設回数
  平成30

成

年度～平成33年度4

3

4 4 4
動 単 位 回

標
指 「

1

滝沢市の歩み」販売数

年

300 200 100 1

度

00
標 値 単 位 冊 ○特定

行

平

財源
  「滝沢市の歩

成

み」冊子販売代投 計 年

3

度別事業費 621 11

2

1 170 170 170

年

  金【その他】合
 

度

 資 内 特定財源 451

平

111 170 170
 

成

 画   指 訳 一般財源

3

170 170
＜名称変

3

更事業＞「滝沢市の歩

計

年

計 み編纂事業」から名

度

称変更標 額 他団体事業

備

負担額

  

項

 

       目 平成

 

30年度 平成31年度

 

平成32年度 平成33

 

年度 備       

 

考

投 計 年度別事業費 4

-191-



  

ツ

画前期基本計画と第1

を

次滝沢市生涯学習推進

親

計画「学

びプランたき

し

ざわ」に基づき、専門

む

的知識と経験を有する

こ

社会教育指導員設置に

と

よるスポーツ推進を図

が

り、地域課題や教育課

で

題が解決できる地域力

き

基盤醸成を支

援します

 

る

。

継続区分 会計・款・

ス

項・目 平成30年度の

ポ

事業概要
・社会教育指

ー

導員1人設置継続 一般

ツ

・10款・6項・1目

ラ

・スポーツ推進施策の

イ

展開
事    業  

フ

  主    体 ・市

の

民要望への相談対応や

実

関係団体との連絡調整

一

現

生涯学習スポーツ課

【

の

滝沢市主体】

た

事  

め

     業    

、

   名 事業の意図や

情

ねらい（成果や効果）

報

生涯スポーツ推進事業

発

第1次滝沢市スポーツ

信

推進計画の確実な展開

・

による「みんなが主役

人

交

のスポーツま

ちづくり

流

」の推進と第71回国

の

民体育大会「希望郷い

促

わて国体」の遺産（レ

進

ガシー

）の次世代継承

や

などに取り組みます。

ス

継続区分 会計・款・項

ポ

・目 平成30年度の事

ー

業概要
・第１次滝沢市

ツ

スポーツ推進計画の進

一

推

捗管理継続 一般・10

進

款・6項・1目
・第１

リ

次滝沢市スポーツ推進

ー

計画の後期基本計画策

ダ

定の協議検討
事   

ー

 業    主   

育

 体 ・岩手地区スポー

成

ツ推進委員協議会負担

、

金　30千円

生涯学習

ス

スポーツ課

【滝沢市主

人

ポ

体】

ーツ施設の充実など

が

スポーツに親しむ環境

学

づくりに努めます。

・

ぶ

平成28年度に開催さ

よ

れた希望郷いわて国体

政 ろ

の遺産（レガシー）の

こ

次世代継承によるスポ

び

ーツ環境づくりの充実

を

と競技スポ

ーツの振興

実

・推進を図ります。

・

感

希望郷いわて国体（第

で

71回国民体育大会女

き

子サッカー競技）に向

る

けて整備された総合公

ま

園陸上競技場や周辺施

策 ち

設の有効活

用、既存市

を

内公共体育施設の計画

目

的修繕・設備更新、有

指

効的な施設の利用促進

し

と学校体育施設開放事

ま

業の充実に努めます。

す

基本施策目標の進捗状

 

況分析

・「スポーツ環

基

境づくり」の充実を図

本

る市民体育祭やスポー

　
施

ツフェスティバルが開

策

催されています。また

　

、総合型地域スポ

ーツ

０

クラブ「チャグチャグ

５

スポーツクラブ」と滝

 

沢市スポーツ少年団活

 

動を通じた学校と地域

 

の連携・協働によるス

み

ポーツ

環境づくりが確

ん

実に促進されています

　
な

。

・競技スポーツの振

が

興・推進は、滝沢市体

主

育協会や各競技団体、

役

市内小中学校体育連盟

の

、企業などが連携・協

ス

働して組織体

制の整備

ポ

や選手強化が確実に促

ー

進されています。

・市

ツ

内公共体育施設は、平

ま

成18年度から指定管

　
ち

理団体の公益財団法人

づ

滝沢市体育協会が管理

く

運営を行い、学校体育

り

施設開放

事業は運営委員会を組織して市民主体による事業運営を行っています。

事       業       名 事業の意図や

０

ねらい（成果や効果）

基

滝沢総合公園管理運営

本

事業 滝沢総合公園の管

施

理運営を通じて、「み

策

んなが主役のスポーツ

が

まちづくり」の実

現に

４

向けた「施設の利用促

年

進」を図ります。

（義

間

務的事業）

継続区分 会

で

計・款・項・目 平成3

５

め

0年度の事業概要
指定

ざ

管理者（公益財団法人

す

滝沢市体育協会）によ

姿

る施設管理運営。継続

・

一般・8款・4項・4

市

目
【期間：平成29年

民

4月1日から平成34

が

年3月31日まで】
事

生

    業    主

涯

    体
生涯学習ス

 

に

ポーツ課

【他団体事業

わ

主体】

公益財団法人滝

た

沢市体育協会

り

事  

運

     業    

動

   名 事業の意図や

・

ねらい（成果や効果）

ス

社会教育指導員設置事

ポ

業（スポーツ） 第1次

ー

滝沢市スポーツ推進計
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平 画

が

       目 平成

ス

30年度 平成31年度

ポ

平成32年度 平成33

ー

年度 備       

ツ

考
○全体事業期間活 目

に

社会教育指導員人数
 

親

 平成30年度～平成

し

33年度1 1 1 1
動 単

む

位 人
標

指

標 値 単 位

投 計

社

年度別事業費 8,96

平

会

0 2,240 2,24

」

0 2,240 2,24

を

0
合

資 内 特定財源
画

指

図

訳 一般財源 8,960

り

2,240 2,240

ま

2,240 2,240

す

計
標 額 他団体事業負担

。

額

また

項 

成

、

      目 平成3

第

0年度 平成31年度 平

１

成32年度 平成33年

次

度 備       考

滝

○全体事業期間活 目 市

沢

スポーツ推進計画の進

市

捗管理
  平成30年

総

度～平成33年度と策

合

定の協議検討 2 1 1 1

計

動 単 位 会議開催
標

指

標

3

画

値 単 位

投 計 年度別事業

前

費 681 231 150

期

150 150
合

資 内 特

基

定財源
画

指 訳 一般財源

本

681 231 150 1

計

50 150
計

標 額 他団

画

体事業負担額

（生涯

0

学習部門計画）に基づ

年

く基本施策（分野別計

度

画）として平成２８年

～

４月より施行された

第

平

１次滝沢市生涯学習推

成

進計画前期基本計画「

成
3

学びプランたきざわ」

3

を具現化する施策（実

年

施計画）として策定す

度

る単年度

ごとの「社会

（

教育行政の方針と計画

単

」によるスポーツ推進

位

施策を展開し、「スポ

 

ーツ環境づくり」と「

 

競技スポーツの振興

・

千

推進」、「施設の利用

3

円

促進」を目指します。

）

基本計画期間内の取り組みと方針のうち、平成30年度の重点課題

・各種関係団体などとの連携・協働による効果的なスポーツ推進事業の展開を図ります。

・公益財団法人滝沢市

基

体育協会と教育委員会

0

本

が連携・協働した指導

施

者・選手育成強化講習

策

会や交流会を開催しま

の

す。

・老朽化した市内

達

公共体育施設の計画的

成

な維持補修と管理、総

（

合公園陸上競技場の適

実

切な管理と利用促進、

現

市民主体による

学校体

）

育施設開放事業の推進

年

に

に努めます。

・盛岡広

向

域8市町や市体育協会

け

など関係団体と連携・

た

協働を図りながら希望

基

郷いわて国体の遺産（

本

レガシー）の次世代継

計

承

によるスポーツ環境

画

づくりや競技スポーツ

期

の振興・推進、スポー

間

ツツーリズムの推進を

度

内

図ります。

の取り

項       

組

目 平成30年度 平成3

み

1年度 平成32年度 平

と

成33年度 備    

方

   考
○全体事業期

針

間活 目 滝沢総合公園体

・

育館利用件数（
  平

実

み

成30年度～平成33

ん

年度個人使用を除く）

な

2,500 2,500

が

2,500 2,500

主

動 単 位 件
標

指 滝沢総合

役

公園テニスコート利用

の

件数 1,300 1,3

ス

00 1,300 1,3

ポ

00
標 値 単 位 ○特定財

ー

源
  総合公園体育館

行

ツ

使用料【その投 計 年度

ま

別事業費 371,57

ち

4 91,627 92,

づ

764 93,572 9

く

3,611
  他】他

り

合
  資 内 特定財源 4

の

5,654 10,46

推

7 11,729 11,

進

729 11,729
 

を

 画   指 訳 一般財源

計

目

325,920 81,

指

160 81,035 8

し

1,843 81,88

た

2
＜名称変更事業＞「

「

総合公園体計 育施設管

全

理運営事業」から名称

て

標 額 他団体事業負担額

の

変更

市民

項
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い

委員協議会

（

事   

成

    業     

果

  名 事業の意図やね

や

らい（成果や効果）

公

効

共体育施設管理運営事

果

業 公共体育施設の管理

）

運営を通じて、「みん

滝

なが主役のスポーツま

沢

ちづくり」の実

現に向

 

市

けた「施設の利用促進

体

」を図ります。

（義務

育

的事業）

継続区分 会計

協

・款・項・目 平成30

会

年度の事業概要
指定管

補

理者（公益財団法人滝

助

沢市体育協会）による

事

施設管理運営。継続 一

業

般・10款・6項・2

公

目
【期間：平成29年

一

益

4月1日から平成34

財

年3月31日まで】
事

団

    業    主

法

    体
生涯学習ス

人

ポーツ課

【他団体事業

滝

主体】

公益財団法人滝

沢

沢市体育協会

市

事  

体

     業    

育

   名 事業の意図や

人

協

ねらい（成果や効果）

会

公共体育施設改修事業

と

公共体育施設の設備充

連

実と経年劣化への対応

携

などを目指した改修工

・

事などを実施

します。

協

継続区分 会計・款・項

働

・目 平成30年度の事

し

業概要
・滝沢市東部体

、

育館改修工事補助金等

一

各

要望継続 一般・10款

種

・6項・2目
・滝沢市

事

東部体育館外灯改修工

業

事
事    業   

を

 主    体
生涯学

通

習スポーツ課

【滝沢市

じ

主体】

た生涯

人

スポーツ普

及と競技ス

が

ポーツ水準の更なる向

学

上、地域課題や教育課

ぶ

題の解決を目指すスポ

よ

ー

ツまちづくりを展開

政 ろ

します。

継続区分 会計

こ

・款・項・目 平成30

び

年度の事業概要
公益財

を

団法人滝沢市体育協会

実

開催事業を支援します

感

。継続 一般・10款・

で

6項・1目
・スポーツ

き

意識の向上（代表選手

る

派遣・研修など）
事 

ま

   業    主 

策 ち

   体 ・市民の体力

を

向上（種目別協会支援

目

・選手育成など）

生涯

指

学習スポーツ課 ・ジュ

し

ニアスポーツ振興（ス

ま

ポーツ少年団支援・指

す

導者育成など）

【他団

 

体事業主体】 ・スポー

基

ツを通じた健康づくり

本

（市民体育祭・スポー

　
施

ツ教室など）

公益財団

策

法人滝沢市体育協会

　０

事       業 

５

      名 事業の

 

意図やねらい（成果や

 

効果）

滝沢市スポーツ

 

少年団補助事業 青少年

み

スポーツ推進と心身の

ん

健全育成を目指す滝沢

　
な

市スポーツ少年団と連

が

携・協

働し、地域課題

主

や教育課題の解決を目

役

指すスポーツまちづく

の

りを展開します。

継続

ス

区分 会計・款・項・目

ポ

平成30年度の事業概

ー

要
滝沢市スポーツ少年

ツ

団開催事業を支援しま

ま

す。継続 一般・10款

　
ち

・6項・1目
・交歓交

づ

流大会の開催・派遣
事

く

    業    主

り

    体 ・指導者の育成（研修会・講習会への参加）

生涯学習スポーツ課 ・組織の充実強化（活動報告や団員募集のための広報活動）

【他団体事業主体】

０

公益財団法人滝沢市体育協会

事       業       名 事業の意図やねらい

事

（成果や効果）

滝沢市

 

スポーツ推進委員協議

 

会補助事 市民と市行政

 

を結ぶコーディネータ

 

ーであるスポーツ推進

５

 

委員協議会を支援し、

 

地域のスポーツ環境づ

 

くりを推進します。
業

業

継続区分 会計・款・項

 

・目 平成30年度の事

 

業概要
滝沢市スポーツ

 

推進委員協議会活動を

 

支援します。継続 一般

 

・10款・6項・1目

 

・市民へのニュースポ

 

 

ーツやレクリエーショ

名

ンスポーツの指導普及

事

活動
事    業  

業

  主    体 ・ス

の

ポーツに関する講習会

意

・研修会などへの参加

図

生涯学習スポーツ課 ・

や

スポーツ指導者などの

ね

育成

【他団体事業主体

ら

】

滝沢市スポーツ推進
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平 画

考

事業負担額

○全体

項       

事

目 平成30年度 平成3

業

1年度 平成32年度 平

期

成33年度 備    

間

   考
○全体事業期

活

間活 目 大規模改修施設

目

数
  平成30年度～

平

市

平成32年度0 0 1 0

民

○全体事業量動 単 位  

体

 標   指 ○全体事業

育

費
  130,000

祭

千円標 値 単 位 ○特定財

参

源
  ・防衛施設周辺

加

民生安定施設投 計 年度

人

別事業費 130,39

数

7 397 20,000

 

110,000
  整

成

 

備事業補助金【国】（

平

2/3合
  ）資 内 特

成

定財源 130,180

3

380 19,900 1

0

09,900
  ・緊

年

急防災・減債事業債【

度

地画   方債】指 訳 一

～

般財源 217 17 10

平

0 100
＜名称変更事

成

業＞「公共体育施計 設

3

3

設備等改修事業」から

3

名称変標 額 他団体事業

年

負担額
更

度1,300 1

0

,300 1,300 1

年

,300
動 単 位 人

標
指

度

スポーツフェスティバ

～

ル参加人
数 2,300

平

2,300 2,300

成

2,300
標 値 単 位 人

成
3

投 計 年度別事業費 13

3

1,360 32,21

年

7 32,761 33,

度

081 33,301
合

（

資 内 特定財源
画

指 訳 一

単

般財源 131,360

位

32,217 32,7

 

61 33,081 33

 

,301
計

標 額 他団体

千

事業負担額

3

円）

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 スポーツ少年団員
  平成30年度～平成33年度450 4

0

50 450 450
動 単 位 人

標
指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 1,412 353 353 353 353
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 1,412 353 353 353 353
計

標 額 他団体事業負担額

年

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 市民のスポーツ推進に係る活動
  平成30年度～平成33

項

年度件数（市行事や地

度

 

域行事等） 58 60 6

 

0 60
動 単 位 件

標
指

標

 

値 単 位

投 計 年度別事業

 

費 2,400 600 6

 

00 600 600
合

資

 

内 特定財源
画

指 訳 一般

 

財源 2,400 600

目

600 600 600
計

平

標 額 他団体事業負担額

成

実

30

項  

年

     目 平成30

度

年度 平成31年度 平成

平

32年度 平成33年度

成

備       考
○

3

全体事業期間活 目 東部

1

体育館利用件数（個人

年

使用
  平成30年度

度

～平成33年度を除く

行

平

） 2,800 2,80

成

0 2,800 2,80

3

0
動 単 位 件

標
指 東部テ

2

ニスコート利用件数
6

年

50 650 650 65

度

0
標 値 単 位 件 ○特定財

平

源
  東部体育館使用

成

料【その他】投 計 年度

3

別事業費 126,95

3

8 31,365 31,

計

年

668 31,956 3

度

1,969
  他合
 

備

 資 内 特定財源 30,

 

641 7,082 7,

 

853 7,853 7,

 

853
  画   指 訳

 

一般財源 96,317

 

24,283 23,8

 

15 24,103 24

 

,116
計

標 額 他団体
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い（成果や効果）

学校

 

体育施設開放事業 市立

一

小中学校の体育施設な

人

どを開放によるスポー

一

ツ・レクリエーション

人

活動の場

と文化・学習

が

活動の場を提供します

学

。

継続区分 会計・款・

ぶ

項・目 平成30年度の

よ

事業概要
学校と利用団

政 ろ

体（運営委員会）との

こ

効率的調整による学校

び

体育施設利用の円滑化

を

継続 一般
を図ります。

実

事    業    

感

主    体
生涯学習

で

スポーツ課

【滝沢市主

き

体】

る

事      

ま

 業       名

策 ち

事業の意図やねらい（

を

成果や効果）

滝沢総合

目

公園体育施設改修事業

指

滝沢総合公園体育施設

し

の設備充実や経年劣化

ま

への対応を目指した改

す

修工事などを

実施しま

 

す。

継続区分 会計・款

基

・項・目 平成30年度

本

の事業概要
改修工事実

　
施

施に向け、特定財源や

策

工事費、工事内容等の

　

調査を進めます。継続

０

一般

事    業  

５

  主    体
生涯

 

学習スポーツ課

【滝沢

 

市主体】

小 

 

          

み

          

ん

        計

　
な

 ０５   一人

が

一人が学ぶよろこびを

主

実感できるまちを目指

役

します

のスポーツま
　

ちづくり
０

事    

５

   業      

 

 名 事業の意図やねら
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平 画

考
○全体事業期間活 目

平

利用件数
  平成30

成

年度～平成33年度3

3

,300 3,300 3

0

,300 3,300
動

年

単 位 件
標

指

標 値 単 位

投

度

計 年度別事業費
合

資 内

～

特定財源
画

指 訳 一般財

平

源 ＜ゼロ予算事業＞計

成

標 額 他団体事業負担額

成
33年

項  

度

     目 平成30

（

年度 平成31年度 平成

単

32年度 平成33年度

位

備       考
○

 

全体事業期間活 目 改修

 

等件数
  平成30年

千

度～平成33年度1 0

3

円

1 0
動 単 位 件

標
指

標 値

）

単 位

投 計 年度別事業費
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 ＜調査事業＞＜名称変更事業＞計 「総合公園体育施設設備等改修標 額 他団体事業負担額
事業」から名称変更

0

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考

投 計 年度別事業費 773,742 159,030 180,536 271,952 162,224
合

資 内 特定財源 20

年

6,475 17,929 39,482 129,482 19,582
画

指 訳 一般財源 567,267 141,101 141,054 142,470 142,642
計

標 額 他団体事業負担額

項

度

 

項

 

       目 平成

 

30年度 平成31年度

 

平成32年度 平成33

 

年度 備       

 

考

投 計 年度別事業費 6

 

,321,231 2,

目

871,005 1,1

平

38,593 1,21

成

9,138 1,092

実

3

,495
合

資 内 特定財

0

源 3,130,002

年

2,099,729 3

度

29,472 405,

平

626 295,175

成

画
指 訳 一般財源 3,1

3

91,229 771,

1

276 809,121

年

813,512 797

度

,320
計

標 額 他団体

行

平

事業負担額

成32年度 平成33

計

年度 備       
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る「ヒト」「モノ」「カネ」の各資源のうち、「ヒト」については、最も重要な

資源であると捉え、総合計画前期基本計画の幸福感を育む環境づくりという価値の実現を常に考え、行動できる職員の育成

に取り組むことが重

 

要であると考えております。さらに、滝沢市行政基本条例にあります職員の倫理・行動原則に基づき、

コンプライアンスの遵守と主体的に行動する職員が求められています。

事       業  

総

計

     名 事業の意

画

図やねらい（成果や効

の

果）

情報公開制度等関

ビ

係事務 ・開かれた行政

ジ

情報の公開を求める市

ョ

民の権利を明らかにす

ン

るとともに、市民の

市

（

政参加を推進し、市政

政

に対する理解及び信頼

策

の確保を図ります。

・

合

が

市が保有する個人情報

実

の開示等を求める個人

現

の権利を明らかにし、

で

個人情報の

取扱いに伴

き

う個人の権利利益の侵

た

害防止を図ります。

継

と

続区分 会計・款・項・

き

目 平成30年度の事業

の

概要
・滝沢市行政情報

状

公開・個人情報保護運

計

態

営審議会の開催　４回

）

継続 一般・2款・1項

外

・1目
・滝沢市行政情

部

報公開・個人情報保護

環

不服審査会の開催　不

境

定期
事    業  

が

  主    体 ・滝

変

沢市行政不服審査会の

化

開催　不定期

総務課

【

す

滝沢市主体】

画

る時代に、組織の強化

の

、職員の成長、自主財

認

源の確保に努め、資源

知

の配分(ヒト・モノ・

度

カネ)を明確化す

る必

政 を

要があります。

また、

高

総合計画の展開を分か

め

りやすく市民に伝え「

行

住民自治日本一を目指

財

す地域社会計画」の認

政

知度を高めることで「

基

幸福

感を育む地域づく

盤

り」を共に目指します

の

。

前期四年間の展開は

確

、

・総合計画の認知度

策 立

を高めるための展開

・

を

事務事業の効率化とし

目

ての番号制度の構築

・

指

公共施設等総合管理計

し

画の策定と保全計画の

ま

運用

・自主財源の確保

す

と持続的な健全財政基

 

盤の構築

とするもので

基

あります。

これらのこ

本

とがめざすまちの姿「

　
施

地域と世代を超えて集

策

い、人との関わりに幸

　

せを実感して地域づく

０

りができるまち」の実

１

現に向けて、各部門へ

 

の経営資源の最適な配

 

分をします。この指標

 

として「滝沢市のサー

信

ビスは良いと感じてい

頼

る人の割合

」で確認し

　
さ

ていきます。

政策目標

れ

値の達成状況

基準値 上

る

：戦略目標見込値／下

行

：達成値 目標値 進捗状

政

況No 政 策 目 標 指 数
平

職

成26年度 平成27年

員

度 平成28年度 平成2

の

9年度 平成30年度 平

育

成31年度 進捗率(%

成

)

暮 滝沢市の行政サー

　

ビスは、良いと感じている人の割合
1 ら 40 42 43 45 46 -35.8単 位 ％し 36 36.4 0 - - 0.0

幸 滝沢市に愛着がある市民の割合
2 75 75.7 76.4 77 77.7 -74.2単 位 ％福 72.3 78.3

０

0 - - 0.0

基本施策が４年間でめざす姿

社会構造の変化により行政に求められるニーズの多様化や地方分権の推進による市の役割が増加していく中で、市民から更

なる信頼を得るためには、研修や人事評価

６

制度等を通して、職員の意識及び能力向上を図るとともに、市職員として求めら

れる人材を育成する組織の再構築を目指します。

基本施策目標の進捗状況分析

職員定員管理計画による適切な人事管理や職員の意識・能力向上

 

のため研修等を実施していますが、定年退職者による経験

・知識の継承、多様化する行政サービスに対応する専門職の育成及び新たな行政課題に柔軟に対応できる職員の育成が必要

となっています。また、経営の三要素であ
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平 画

民

成30年度 平成31年

か

度 平成32年度 平成3

ら

3年度 備      

の

 考
○全体事業期間活

信

目 運営審議会等の開催

頼

  平成30年度～平

を

成33年度4 1 2 1
動

得

単 位 回
標

指

標 値 単 位

投

ら

計 年度別事業費 652

れ

251 119 163 1

平

る

19
合

資 内 特定財源
画

職

指 訳 一般財源 652 2

員

51 119 163 11

の

9
計

標 額 他団体事業負

能

担額

力向上を図

成

ると

　ともに、後期基

3

本計画に向けた求めら

0

れる人材像を育成する

年

組織を構築します。

・

度

行政情報を市民に分か

～

りやすく伝え、市民と

平

行政が共有できる仕組

成

みと総合計画の認知度

成
3

、活用度を高める仕組

3

みを構築

　します。

・

年

住民サービスの基礎と

度

なる情報システムの運

（

用基盤の安定稼働の確

単

保と、効率性、安定性

位

並びにトータルコスト

 

に配慮し

　た、適正な

 

システム調達を実行し

千

ます。

・番号制度が円

3

円

滑に導入され、住民負

）

担の軽減と行政運営の効率化を促進します。

・住民自治を支える財政基盤の確立と公共施設等総合管理計画の策定をとおした財産管理の活用・個別計画を構築します。

・行政を支

政

える市税の適正な確保

0

策

のため、事務の電子化

の

と人材育成による資質

達

の向上に努め、公正、

成

適正な課税により、信

（

　頼性ある基盤の安定

実

を図ります。

・自主財

現

源である市税の納付環

）

境、相談体制の確立と

に

適正かつ速やかな滞納

向

処分による税の公平性

年

け

の担保を図り、確実な

た

税

　財源の確保を図り

基

ます。

基本計画期間内

本

の取り組みと方針のう

計

ち、平成30年度の重

画

点課題

・市民参画によ

期

る総合計画の広報活動

間

の浸透

・番号制度の利

内

用開始に向けた事業推

の

進(自治体間連携の構

度

取

築、セキュリティ対策

り

)

・公共施設等総合管

組

理計画の策定・固定資

み

産台帳の活用(個別保

と

全計画等の策定)

・自

方

主財源確保に向けた環

針

境整備と改善(新たな

・

財源確保のプラン)

社

基本施策

会

の達成（実現）に向け

実

構

た基本計画期間内の取

造

り組みと方針

本市が求

の

める職員の人材像を目

変

指し、職員の能力開発

化

・育成、自己啓発及び

に

学習する組織の構築に

よ

より、限られた人的資

り

源

の効率的な活用が図

行

られるよう取り組みま

政

す。また、職員一人一

行

に

人が行動及び行政手続

求

において、法令を遵守

め

するよう取り

組みます

ら

。

基本計画期間内の取

れ

り組みと方針のうち、

る

平成30年度の重点課

ニ

題

・適切な人事管理と

ー

職員の人材育成のため

ズ

、人事評価制度の公正

の

かつ円滑な運用

・職員

計

増

の意識・能力向上のた

大

め、内部企画研修の開

な

催

・岩手県市町村職員

ど

研修協議会開催の階層

に

別・専門研修や盛岡広

対

域市町連携の研修等へ

応

の派遣

し、市

項       目 平
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や

体的な取組の場面での

効

周知活動が必要と考え

果

られます。

）

事   

職

    業     

員

  名 事業の意図やね

研

らい（成果や効果）

滝

修

沢ふるさと会補助事業

事

ふるさと滝沢の発展に

業

寄与することを目的と

 

「

して平成21年度に設

滝

立された「滝沢

ふるさ

沢

と会」に対し運営費の

市

補助を行います。

継続

人

区分 会計・款・項・目

財

平成30年度の事業概

育

要
・事務局体制を見直

成

し、滝沢ふるさと会の

基

自主的運営を図ります

本

。継続 一般・2款・1

総

方

項・1目
・「広報たき

針

ざわ」「市ホームペー

」

ジ」「フェイスブック

及

」などによる情報提供

び

事    業    

「

主    体 に努めま

滝

す。

企画政策課 ・ふる

沢

さと会・市・企業等と

市

連携を図りながら、首

人

都圏在住者の滝沢市へ

合

財

の移住

【協働事業】 、

育

定住の促進を図り、Ｕ

成

ＩＪターンに寄与する

基

事業を支援します。

滝

本

沢ふるさと会 ・新たな

計

会の運営を検討します

画

。

」に基

計

づき、本市が

求める職

画

員の人材像を目指し、

の

職員の能力開発・育成

認

を研修により進めてい

知

きま

す。職員の能力開

度

発・育成、自己啓発、

政 を

学習する組織の構築に

高

より、限られた人

的資

め

源の効率的な活用が図

行

られるとともに活力あ

財

る職場となります。　

政

　

継続区分 会計・款・

基

項・目 平成30年度の

盤

事業概要
・職員の能力

の

向上のための内部企画

確

研修の開催継続 一般・

策 立

2款・1項・1目
・人

を

事評価制度の円滑な運

目

用のための研修の開催

指

事    業    

し

主    体 ・岩手県

ま

市町村職員研修協議会

す

開催の階層別・専門研

 

修への派遣

総務課 ・盛

基

岡広域市町連携による

本

研修への派遣

【滝沢市

　
施

主体】

小  

策

          

　

          

０

       計

 政

１

策　　　０６   総

 

合計画の認知度を高め

 

行財政基盤の確立を目

 

指します
 基本施策　

信

０２   住民自治に

頼

つながる総合計画の確

　
さ

実な推進

れ

基本施策が４年間で

る

めざす姿

行政の情報を

行

積極的に、かつ分かり

政

やすく伝えることによ

職

り、市民と行政が情報

員

を共有し相互理解が図

の

られ、総合計画の認

知

育

度と活用度を高める仕

成

組みを構築し、市民が

　

地域のことを自ら考え、行動する「住民自治」の活動が全市域に広がるよう

、政策・施策が確実に展開されている姿をめざします。

基本施策目標の進捗状況分析

基本施策の目標である「総合計画を知っている人の割合」は、

０

26年度値の13.5

事

％から27年度値15

 

.7％、28年度値1

 

5.0％、29

年度値

 

は15.4％と、依然

 

として低い値となって

 

います。第１次滝沢市

 

総合計画がスタートし

 

てから、総合計画の概

業

要版パン

フレットや総

６

 

合戦略周知に併せたパ

 

ンフレットの全戸配布

 

の他、各種フォーラム

 

、毎年度実施の地域社

 

会アンケート、ホー

ム

 

ページや広報紙での特

 

集などを通して総合計

名

画の周知に努めてまい

事

りました。

第1次滝沢

業

市総合計画は、基本計

 

の

画である市域全体計画

意

と地域別計画の２つの

図

計画をとおして、総合

や

計画の推進とそれに伴

ね

い認知度を上げる仕組

ら

みとなっており、更な

い

る認知度の向上には、

（

市域全体計画の各種事

成

務事業内での展開と、

果

地域別計画

における具
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平 画

考

・モノ・カネの効果的

○

な連携を図りながら、

全

総合計画を基本とした

体

仕事の進め方の

定着を

事

図ります。

滝沢市の情

業

報発信の重要なツール

期

であるホームページに

間

ついて、ウェブアクセ

活

シビリティを中心に改

目

善を進めます。

平

内部企

項     

画

  目 平成30年度 平

研

成31年度 平成32年

修

度 平成33年度 備  

の

     考
○全体事

実

業期間活 目 滝沢ふるさ

施

と会の会員数
  平成

 

29年度～平成30年

成

 

度145 0 0 0
動 単 位

平

人
標

指

標 値 単 位

投 計 年

成

度別事業費 450 45

3

0
合

資 内 特定財源
画

指

0

訳 一般財源 450 45

年

0
計

標 額 他団体事業負

度

担額

～平成

3

33年度2 2 2 2
動 単

0

位 回
標

指

標 値 単 位

投 計

年

年度別事業費 8,74

度

4 2,186 2,18

～

6 2,186 2,18

平

6
合

資 内 特定財源
画

指

成

訳 一般財源 8,744

成
3

2,186 2,186

3

2,186 2,186

年

計
標 額 他団体事業負担

度

額

（単

項    

位

   目 平成30年度

 

平成31年度 平成32

 

年度 平成33年度 備 

千

      考

投 計 年

3

円

度別事業費 9,396

）

2,437 2,305 2,349 2,305
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 9,396 2,437 2,305 2,349 2,305
計

標 額 他団体事業負担額

（単位  千円）

基本施策の

0

達成（実現）に向けた基本計画期間内の取り組みと方針

基本施策である「住民自治につながる総合計画の確実な推進」を進めるためには、まず職員が総合計画を理解し、その趣旨

を踏まえた各種行政サービスの展開が不可欠

年

であります。その上で、市民と共に地域づくりに携わり「幸福感を育む地域づ

くり」を進めることが求められています。このことから、実行計画、事業実績報告書の作成時において、担当事業と総合計

項

画との関わり、事務事

度

 

業の根拠や優先順位を

 

確認しながら、職員の

 

総合計画の理解と定着

 

を進めます。また、総

 

合計画の推

進課として

 

、滝沢市としてのセー

 

フティネット（国が保

目

障する生活の最低水準

平

と滝沢市の最低限度の

成

生活環境基準を合わせ

実

3

たもの）を明らかにし

0

、滝沢市の課題を踏ま

年

えた後期基本計画を策

度

定を行います。

総合計

平

画の確実な推進は、市

成

民の理解と地域別計画

3

などの取組が大きく影

1

響することから、地域

年

づくりに関わる活動へ

度

の支

援又は活動の様子

行

平

の広報などを積極的に

成

進めます。

基本計画期

3

間内の取り組みと方針

2

のうち、平成30年度

年

の重点課題

滝沢市とし

度

てのセーフティネット

平

の明確化を進め、滝沢

成

市の課題を踏まえ後期

3

基本計画の重点事業の

3

設定を行います。

また

計

年

、総合計画基本構想又

度

はみちのく盛岡広域連

備

携都市圏ビジョンを踏

 

まえ、研究学園都市と

 

して情報発信できる取

 

組につ

いて、滝沢市ま

 

ち・ひと・しごと創生

 

総合戦略を基に進めま

 

す。

価値前提に基づき

 

、市全体としてのヒト
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や

応を進めます。

【協働

ね

事業】

各自治会

ら

事 

い

      業   

（

    名 事業の意図

成

やねらい（成果や効果

果

）

滝沢市総合計画審議

や

会事務 市の総合的な計

効

画の策定や行政改革の

果

推進に関し重要事項を

 

）

審議するために市長

の

広

諮問機関として設置。

報

審議会委員の幅広い視

発

野と公平な立場での意

行

見を総合計

画をはじめ

事

とする各種計画の策定

業

又は展開に生かすこと

政

で、総合計画に沿った

策

市

政運営を図ります。

の

継続区分 会計・款・項

総

方

・目 平成30年度の事

針

業概要
・滝沢市総合計

、

画審議会の開催（開催

諸

回数：9回／年）継続

施

一般・2款・1項・6

策

目
　（前期基本計画の

そ

評価及び後期基本計の

の

策定並びに行財政改革

他

の推進状況等の
事  

の

  業    主  

合

情

  体 審議）

企画政策

報

課

【協働事業】

滝沢市

を

総合計画審議会委員

提供

事       業 

す

      名 事業の

る

意図やねらい（成果や

た

効果）

総合計画マネジ

め

メント事業 第1次滝沢

、

市総合計画における基

計

読

本構想、前期基本計画

み

及び実行計画の進捗管

や

理

による成果（評価）

す

の把握を継続しながら

く

、滝沢地域社会アンケ

、

ート調査による

定点観

分

測等を踏まえ、平成3

か

1年度から始まる後期

り

基本計画を策定し、幸

や

福感を育

む環境づくり

画

す

の基盤づくりの更なる

い

推進を図ります。

継続

広

区分 会計・款・項・目

報

平成30年度の事業概

紙

要
・滝沢地域社会アン

を

ケート調査による、現

発

状把握の実施継続 一般

行

・2款・1項・6目
・

し

ベンチマークリポート

、

作成による、政策等目

の

も

標値評価及び進捗状況

っ

把握
事    業  

て

  主    体 ・平

市

成31年度実行計画書

民

及び平成29年度事業

の

実績報告書の作成

企画

行

政策課 ・第1次滝沢市

政

総合計画後期基本計画

へ

の策定

【滝沢市主体】

の

・少子化対策に関する

認

理

若者や女性を中心とし

解

た意識調査

及び協力の推進を

知

図ります。

継続区分 会

度

計・款・項・目 平成3

政 を

0年度の事業概要
・広

高

報たきざわを月2回、

め

約2万2千部定期発行

行

します。継続 一般・2

財

款・1項・2目
・盛岡

政

地区広報協議会負担金

基

　13千円
事    

盤

業    主    

の

体 ・盛岡地区広報協議

確

会研修会参加

企画政策

策 立

課 ・庁内広報会議の実

を

施

【滝沢市主体】

目

事

指

       業  

し

     名 事業の意

ま

図やねらい（成果や効

す

果）

視覚障がい者用広

 

報作成事業 目の不自由

基

な人にも広報に掲載し

本

ている重要な情報を積

　
施

極的に周知し、行政運

策

営

やまちづくりなどに

　

対し十分な理解と協力

０

が得られるよう、音声

２

録音テープの作

成配布

 

に加え、点訳広報の作

 

成配布も行います。

継

 

続区分 会計・款・項・

住

目 平成30年度の事業

民

概要
・月2回の広報た

　
自

きざわの発行に合わせ

治

、朗読ボランティアサ

に

ークルに対し、広継続

つ

一般・2款・1項・2

な

目
報内容を音声読み上

が

げによる録音テープの

る

作成を依頼し、目の不

総

自由な方へ送付
事  

合

  業    主  

計

  体 します。

企画政

　
画

策課 ・月1回、岩手県

の

視覚障害者福祉協会に

確

対し、点訳広報の作成

実

を依頼し、目の不

【協

な

働事業】 自由な方へ送

推

付します。

音声録音ボ

進

ランティア団体等

事       業       名 事業の意

０

図やねらい（成果や効果）

滝沢市ホームページ管理運営事業 市民生活に必要な情報をいつでも、どこでも、分かりやすく伝えるために、滝沢

市のホームページを運営し、加えてホ

事

ームページ等を通した

 

市民との情報交換、

相

６

 

互コミュニケーション

 

を図ることで、市民に

 

近い行政の実現に寄与

 

することを

目指します

 

。

継続区分 会計・款・

 

項・目 平成30年度の

業

事業概要
・ホームペー

 

ジを活用し行政運営や

 

まちづくり情報を発信

 

します。継続 一般・2

 

 

款・1項・2目
・緊急

 

情報などの必要な情報

 

を適時に発信しながら

 

、地域と密着したポー

名

タルと
事    業 

事

   主    体 し

業

ての滝沢市公式WEB

の

サイトを運用します。

意

企画政策課 ・ウェブア

図

クセシビリティへの対
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平 画

考

源 3,517 1,58

○

2 528 528 879

全

計
標 額 他団体事業負担

体

額

事業

項 

期

      目 平成3

間

0年度 平成31年度 平

活

成32年度 平成33年

目

度 備       考

平

広

○全体事業期間活 目 市

報

民アンケート調査回収

た

率
  平成27年度～

き

平成34年度41 42

ざ

43 44
動 単 位 ％

標
指

わ

標 値 単 位 ○特定財源
 

を

 地域少子化対策重点

読

推進交付投 計 年度別事

ん

業費 6,685 4,0

で

33 765 765 1,

成

い

122
  金【県】(

る

10/10)合
  資

人

内 特定財源 1,160

の

1,160
  画   

 

指 訳 一般財源 5,52

 

5 2,873 765 7

平

65 1,122
計

標 額

成

他団体事業負担額

30

3

年度～平成33年度割

0

合 81 81.2 81.

年

5 81.7
動 単 位 ％

標

度

指 １年の発行回数
24

～

24 24 24
標 値 単 位

平

回 ○特定財源
  広報

成

紙広告掲載料【その他

成
3

】投 計 年度別事業費 6

3

6,041 16,32

年

2 16,473 16,

度

623 16,623
 

（

 合
  資 内 特定財源

単

1,764 441 44

位

1 441 441
  画

 

  指 訳 一般財源 64

 

,277 15,881

千

16,032 16,1

3

円

82 16,182
計

標

）

額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 音声録

0

音テープ利用者数
  平成30年度～平成33年度2 2 2 2

動 単 位 件
標

指 音声録音テープの作成回数
24 24 24 24

標 値 単 位 回

投 計 年度別事業費 1,064 266 266 266 266
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 1,0

年

64 266 266 266 266
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備    

項

   考
○全体事業期

度

 

間活 目 普段の生活に必

 

要な情報が伝わ
  平

 

成30年度～平成33

 

年度っていると感じて

 

いる人の割合 50 52

 

.5 55 57.5
動 単

 

位 ％
標

指 市ホームペー

目

ジへの年間アクセ
ス件

平

数 343,000 34

成

4,500 346,0

実

3

00 347,500
標

0

値 単 位 件 ○特定財源
 

年

 ホームページ広告掲

度

載料【そ投 計 年度別事

平

業費 4,645 1,1

成

48 1,159 1,1

3

69 1,169
  の

1

他】合
  資 内 特定財

年

源 480 120 120

度

120 120
  画  

行

平

 指 訳 一般財源 4,1

成

65 1,028 1,0

3

39 1,049 1,0

2

49
計

標 額 他団体事業

年

負担額

度 平成

項       目 平

3

成30年度 平成31年

3

度 平成32年度 平成3

計

年

3年度 備      

度

 考
○全体事業期間活

備

目 総合計画審議会開催

 

数
  平成27年度～

 

平成34年度9 3 3 5

 

動 単 位 回
標

指

標 値 単 位

 

投 計 年度別事業費 3,

 

517 1,582 52

 

8 528 879
合

資 内

 

特定財源
画

指 訳 一般財
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や

体 「いいとこ発見プロ

ね

ジェクト」）の実施及

ら

び職員への周知

企画政

い

策課 ・滝沢市改善活動

（

アクションプランの推

成

進

【滝沢市主体】 ・次

果

期滝沢市改善活動アク

や

ションプランの策定

効果

事       業 

 

）

      名 事業の

学

意図やねらい（成果や

連

効果）

市民対話促進事

携

業 市長自らが地域に出

活

向き、地域の声を直接

性

伺うことで、市民主体

化

による地域づく

りにつ

事

いて、市民と行政が互

業

いに理解を深め、もっ

複

て総合計画に基づく各

総

数

地域別

計画と市域全体

の

計画の推進を支援しま

大

す。

継続区分 会計・款

学

・項・目 平成30年度

が

の事業概要
・市政懇談

立

会の開催継続 一般
・お

地

気軽トークの開催
事 

す

   業    主 

る

   体
企画政策課

【

本

協働事業】

地域づくり

合

市

懇談会

の

事     

特

  業       

徴

名 事業の意図やねらい

を

（成果や効果）

行政体

活

制強化・連携事業 地域

か

の課題解決に向けて市

し

民と行政がお互いの役

、

割の下に活動するとと

大

もに、よ

り広域的な観

計

学

点から近隣市町とあら

と

ゆる分野で連携しなが

の

ら一体となった活動を

連

行うことで、滝沢地域

携

の発展、ひいては盛岡

に

広域における地方創生

よ

の推進につな

げます。

る

継続区分 会計・款・項

地

・目 平成30年度の事

域

業概要
・みちのく盛岡

画

課

広域都市圏ビジョンの

題

推進継続 一般
・その他

解

広域連携事業の調整及

決

び取りまとめ
事   

に

 業    主   

向

 体 ・権限移譲事務の

け

庁内調整

企画政策課 ・

た

国県へ要望書の取りま

取

とめ

【滝沢市主体】

組

の

を進め、また大学で学

認

ぶ学生との連携をとお

知

して、学生の想いが形

度

と

なり、学生が集う活

政 を

力ある研究学園都市の

高

形成を目指します。

継

め

続区分 会計・款・項・

行

目 平成30年度の事業

財

概要
・大学との情報交

政

換を行う場を設けます

基

。継続 一般・2款・1

盤

項・6目
・大学の講義

の

や実習への参加及び協

確

力を行います。
事  

策 立

  業    主  

を

  体 ・学生たちが地

目

域の課題等について考

指

え、学生と学生、学生

し

と地域、学生と企業

企

ま

画政策課 が交流できる

す

「たきざわ学生フェス

 

」を継続開催します。

基

【協働事業】

盛岡大学

本

、岩手看護短期大学、

　
施

県立大学等

策

事   

　

    業     

０

  名 事業の意図やね

２

らい（成果や効果）

市

 

政経営マネジメント向

 

上事業 経営理念を踏ま

 

えた総合計画の展開に

住

は、市政の全体最適を

民

考え、所管する事務

事

　
自

業の効果や優先度を念

治

頭に置き、工夫して事

に

務事業を推進する能力

つ

が求められ

ることから

な

、マネジメントの考え

が

や手法を身に付けるこ

る

とを中心とした職員の

総

育

成を図ります。

継続

合

区分 会計・款・項・目

計

平成30年度の事業概

　
画

要
・総合計画に基づく

の

政策展開に必要となる

確

経営マネジメントの知

実

識を身に付ける継続 一

な

般・2款・1項・6目

推

ための職員研修等の機

進

会を設けます。
事    業    主    体 ・全体最適の観点を持ちながら、実際

０

に事業の目的づけ、実施及び振り返りのプ

企画政策課 ロセスを実践することにより、市政経営につながるマネジメント力の向上を図り

【協働事業】 ます。

市内産学機関

事

事   

 

    業     

６

 

  名 事業の意図やね

 

らい（成果や効果）

行

 

政改革推進事業 滝沢市

 

行政基本条例に基づく

 

行政運営を推進し、も

 

って市民に信頼される

業

市行政

の確立を実現す

 

るため、職員一人一人

 

が日々の業務改善を不

 

断に実施する組織を

目

 

 

指します。

継続区分 会

 

計・款・項・目 平成3

 

0年度の事業概要
・滝

 

沢市行政基本条例運用

名

状況の検証継続 一般
・

事

滝沢市事務事業の実施

業

に関する基本原則を定

の

める規則に基づく内部

意

評価（愛称
事    

図

業    主    
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平 画

考

250 250
動 単 位

標

○

指

標 値 単 位

投 計 年度別

全

事業費
合

資 内 特定財源

体

画
指 訳 一般財源 ＜ゼロ

事

予算事業＞計
標 額 他団

業

体事業負担額

期間活 目

平

学生提案プロジェクト

成

数
  平成30年度～

3

平成33年度5 5 5 5

0

動 単 位 件
標

指

標 値 単 位

年

○特定財源
  若者文

度

化振興事業費補助金【

～

投 計 年度別事業費 10

平

,000 1,000 3

成

,000 3,000 3

成
3

,000
  県】（上

3

限1,000千円）、

年

地合
  域経営推進費

度

【県】（1/2）資 内

（

特定財源 5,500 1

単

,000 1,500 1

位

,500 1,500
 

 

 画   指 訳 一般財源

 

4,500 1,500

千

1,500 1,500

3

円

計
標 額 他団体事業負担

）

額

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 意識啓発の機会数（本事

0

業に係
  平成29年度～平成33年度る研修等実施回数） 5 5 5 5

動 単 位 回
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  地域経営推進費【県】（1/2投 計 年度別事業費 1,200 300 300 300 300
  ）雑入【その他】合
  

年

資 内 特定財源 700 150 150 200 200
  画   指 訳 一般財源 500 150 150 100 100

計
標 額 他団体事業負担額

項    

項

   目 平成30年度

度

 

平成31年度 平成32

 

年度 平成33年度 備 

 

      考
○全体

 

事業期間活 目 被評価課

 

数
  平成30年度～

 

平成33年度10 10

 

10 10
動 単 位 課

標
指

目

標 値 単 位

投 計 年度別事

平

業費
合

資 内 特定財源
画

成

指 訳 一般財源 ＜ゼロ予

実

3

算事業＞計
標 額 他団体

0

事業負担額

年度 平

項       

成

目 平成30年度 平成3

3

1年度 平成32年度 平

1

成33年度 備    

年

   考
○全体事業期

度

間活 目 市長とのお気軽

行

平

トークの開催数
  平

成

成30年度～平成33

3

年度3 4 4 4
動 単 位 回

2

標
指 市政懇談会の開催

年

数
11 11 11 11

標

度

値 単 位 回

投 計 年度別事

平

業費
合

資 内 特定財源
画

成

指 訳 一般財源 ＜ゼロ予

3

算事業＞計
標 額 他団体

3

事業負担額

計

年度 備

項       

 

目 平成30年度 平成3

 

1年度 平成32年度 平

 

成33年度 備    

 

   考
○全体事業期

 

間活 目 移譲事務件数
 

 

 平成29年度～平成

 

33年度250 250
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や

住民サービスを提供し

ね

ます。

（義務的事業）

ら

継続区分 会計・款・項

い

・目 平成30年度の事

（

業概要
・住基LANシ

成

ステム及びネットワー

果

クの安定稼働に努めま

や

す。継続 一般・2款・

効

1項・7目
・共通基盤

果

型中間サーバーと連携

 

）

システム間の確実なデ

ト

ータ連携に努めます。

ッ

事    業    

プ

主    体 ・全職員

マ

対象の研修により、職

ネ

員の情報リテラシー向

ジ

上を図ります。

情報シ

メ

ステム課 ・共通基盤型

ン

中間サーバーのハード

ト

ウェア更新を行います

総

推

。

【滝沢市主体】

進事業 総合計画及び

合

市長方針に基づく政策

計

展開について、市長以

画

下組織幹部間での情報

の

共有を進め、市政の一

認

体的推進を図り、後期

知

基本計画の策定へとつ

度

なげます。

また、政策

政 を

展開の仕組みの職員浸

高

透を通じた市民の理解

め

を図り、第1次滝沢市

行

総

合計画のさらなる推

財

進を目指します。

継続

政

区分 会計・款・項・目

基

平成30年度の事業概

盤

要
・市長方針、部長（

の

政策）・課長（基本施

確

策及び施策）方針の設

策 立

定と評価継続 一般
・施

を

政方針演述書の作成
事

目

    業    主

指

    体 ・三役・部

し

長級での、各施策にお

ま

ける懸案事項共有の実

す

施

企画政策課 ・庁議、

 

政策調整会議等の関連

基

事務

【滝沢市主体】

本

小      

　
施

          

策

          

　

   計

 政策　　　

０

０６   総合計画の

２

認知度を高め行財政基

 

盤の確立を目指します

 

 基本施策　０３  

 

 安定した行政情報シ

住

ステム基盤の確保

民

基本施策が

　
自

４年間でめざす姿

行政

治

サービスの基盤となる

に

各行政情報システムの

つ

安定稼働を常時確保す

な

るとともに、効率性及

が

び安定性並びにトータ

る

ルコス

トに配慮し、適

総

正なシステム調達が実

合

行されている状態を目

計

指します。また、社会

　
画

保障・税番号制度が円

の

滑に導入され、住

民負

確

担の軽減と行政運営の

実

効率化のための情報シ

な

ステム基盤づくりが促

推

進されている状態を目

進

指します。

基本施策目標の進捗状況分析

行政サービスの基盤となる各行政情報システムに

０

おいては、組織的に最適化を図るとともに仮想化基盤の活用を拡大し、安

定稼働の確保に努めています。また、社会保障・税番号制度への対応については、必要なシステム改修等

事

を順次実施すると

とも

 

に、安定的な運用に努

６

 

めています。その一方

 

で、情報セキュリティ

 

上の脅威や大規模災害

 

等から市民の情報を守

 

るため

、セキュリティ

 

対策等を強化していく

業

必要があります。

 

事

 

       業  

 

     名 事業の意

 

 

図やねらい（成果や効

 

果）

住民基本台帳シス

 

テム管理事業 行政事務

 

や諸証明の発行等の住

名

民情報取扱業務の確実

事

性と迅速性を維持し、

業

住民

基本台帳、関連シ

の

ステム及びネットワー

意

クの運用・管理を行う

図

ことにより、安定

した
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平 画

考

指 訳 一般財源 177,

○

432 25,375 6

全

4,571 48,11

体

1 39,375
計

標 額

事

他団体事業負担額

業期間活 目

平

市長の方針や意思を職

成

員に伝え
  平成30

3

年度～平成33年度る

0

機会の創出 6 6 6 6
動

年

単 位 回
標

指

標 値 単 位

投

度

計 年度別事業費
合

資 内

～

特定財源
画

指 訳 一般財

平

源 ＜ゼロ予算事業＞計

成

標 額 他団体事業負担額

成
33年

項     

度

  目 平成30年度 平

（

成31年度 平成32年

単

度 平成33年度 備  

位

     考

投 計 年度

 

別事業費 93,602

 

25,101 22,4

千

91 22,651 23

3

円

,359
合

資 内 特定財

）

源 9,604 2,871 2,211 2,261 2,261
画

指 訳 一般財源 83,998 22,230 20,280 20,390 21,098
計

標 額 他団体事業負担額

（単位  千円）

基

0

本施策の達成（実現）に向けた基本計画期間内の取り組みと方針

・情報システム最適化の取組みにおいては、計画の随時改正やシステム審査会の開催等により、より適正な調達を目指しま

す。システム更新は、原則として仮

年

想化基盤上に行うことにより、システムの集積化及び集約化を推進し、ハードウェアと

ソフトウェアの分離調達及び分離更新を推進していきます。また、仮想化基盤上での運用により、より効率的で安

項

定性の高

いシステム運

度

 

用を実現します。

・社

 

会保障・税番号制度の

 

円滑で安定的な運用に

 

より、新たな社会制度

 

に向けたシステム基盤

 

づくりを行います。

基

 

本計画期間内の取り組

目

みと方針のうち、平成

平

30年度の重点課題

・

成

社会保障・税番号制度

実

3

の安定的な運用を図る

0

ため、国の法令改正及

年

び主務省令事項の整理

度

等に伴う仕様変更等へ

平

の対応を

実施します。

成

・システム審査会の開

3

催等により、情報シス

1

テム最適化の取組みを

年

継続して実施します。

度

行

平成

項  

3

     目 平成30

2

年度 平成31年度 平成

年

32年度 平成33年度

度

備       考
○

平

全体事業期間活 目 住基

成

LANシステムの安定

3

稼働率
  平成14年

3

度～平成33年度（稼

計

年

働実績／稼働予定時間

度

） 100 100 100

備

100
動 単 位 ％

標
指 シ

 

ステム処理による住民

 

苦情件
数 0 0 0 0

標 値

 

単 位 件

投 計 年度別事業

 

費 177,432 25

 

,375 64,571

 

48,111 39,3

 

75
合

資 内 特定財源
画
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ら

比率は県内市部で下位

い

にあり計画的な基金の

（

保有が求められていま

成

す。また、義務的経費

果

の増大や大規模事業等

や

が予定されている中に

効

あり、事務・事業の見

果

直しと有利な特定財源

）

の研究・導

入、及び、

庁

自主財源の拡大が求め

 

内

られています。

・公共

Ｌ

施設等財産管理基盤の

Ａ

構築については、平成

Ｎ

28年度に策定しまし

シ

た「公共施設等総合管

ス

理計画」の実質的な行

テ

動計画

である個別計画

ム

（箱物、インフラ等）

管

の展開を図る必要があ

理

ります。

総

事業 内外の様々な環境

合

とともに変化する庁内

計

事務事業を支える基盤

画

となる、庁内LAN

や

の

LGWAN等のインフ

認

ラの安定的な運用・管

知

理を行うことにより、

度

効率的な行政事

務の推

政 を

進を図ります。

（義務

高

的事業）

継続区分 会計

め

・款・項・目 平成30

行

年度の事業概要
・庁内

財

LANシステム及びネ

政

ットワークの安定稼働

基

に努めます。継続 一般

盤

・2款・1項・7目
・

の

事務事業を円滑に実施

確

するため、計画的なク

策 立

ライアント整備を行い

を

ます。
事    業 

目

   主    体 ・

指

全職員対象の研修によ

し

り、職員の情報リテラ

ま

シー向上を図ります。

す

情報システム課 ・グル

 

ープウェアのライセン

基

ス更新を行います。

【

本

滝沢市主体】 ・第4次

　
施

LGWANへの移行作

策

業を実施します。

　

事

０

       業  

３

     名 事業の意

 

図やねらい（成果や効

 

果）

番号制度対応事業

 

番号制度は、複数の機

安

関に存在する特定の個

定

人の情報を同一人の情

　
し

報であるとい

うことの

た

確認を行うための基盤

行

であり、社会保障・税

政

制度の効率性・透明性

情

を高

め、市民にとって

報

利便性の高い公平・公

シ

正な社会の実現を目指

ス

します。

（義務的事業

テ

）

継続区分 会計・款・

ム

項・目 平成30年度の

　
基

事業概要
・番号制度を

盤

支えるシステム等の安

の

定運用に努めます。継

確

続 一般・2款・1項・

保

7目
・番号制度の法令改正等に伴うシステム仕様変更等への対応を実施します。

事    業    主    体
情報システム課

【

０

滝沢市主体】

小                             計

 政策　　　０６   総合計画の認知度

事

を高め行財政基盤の確

 

立を目指します
 基本

 

施策　０４   次代

 

につなげる財務基盤の

６

 

確立

基

 

本施策が４年間でめざ

 

す姿

住民自治を支える

 

財政体質の確立を図る

業

とともに、「公共施設

 

等総合管理計画」の策

 

定を通して今後の財産

 

管理と活用の基

盤を構

 

築し、次代につなげる

 

財務基盤を整えること

 

 

目指します。

基本施策

 

目標の進捗状況分析

・

名

財務体質の確立につい

事

て、財政健全化判断比

業

率の諸指標(実質公債

の

費比率、将来負担比率

意

等)は健全化を要する

図

数値には、

至っていま

や

せんが、財源を調整す

ね

る基金の積立金現在高
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平 画

考

共施設等の老朽化と利

○

用需要の変化が想定さ

全

れる中、長期的な視点

体

を持って更新・統合化

事

・長寿命化などを計画

業

的に行い最適な管理を

期

行っていくことが求め

間

られています。平成2

活

8年度策定した公共施

目

設等総合管理計画に基

平

庁

づき、新公会

計制度の

内

固定資産台帳のセグメ

L

ント分析を踏まえなが

A

ら、今後の財産管理・

N

活用の基盤を整えてい

シ

くものとします。

基本

ス

計画期間内の取り組み

テ

と方針のうち、平成3

ム

0年度の重点課題

・平

の

成27年度から実施し

成

安

ている財政構造改革の

定

取り組みを推進します

稼

。

・公共施設総合管理

働

計画の個別施設計画の

率

策定を進めます。

  平成1

3

0年度～平成33年度

0

（稼働実績／稼働予定

年

時間） 99.8 99.

度

8 99.8 99.8
動

～

単 位 ％
標

指 セキュリテ

平

ィの認知度（講習を
受

成

講した職員数／全職員

成
3

数） 100 100 10

3

0 100
標 値 単 位 ％ ○

年

特定財源
  水道事業

度

会計負担金【その他投

（

計 年度別事業費 208

単

,823 20,502

位

30,720 104,

 

771 52,830
 

 

 】、一部事務組合負

千

担金【そ合
  の他】

3

円

資 内 特定財源 9,26

）

6 5,684 1,194 1,194 1,194
  画   指 訳 一般財源 199,557 14,818 29,526 103,577 51,636

計
標 額 他団体事業負担額

0

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 システム対応達成率
  平成26年度～平成33年度100 100 100 100

動

年

単 位 ％
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 61,894 13,437 19,539 13,592 15,326
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 61,894 13,437 19,539 13,592 15,32

項

6
計

標 額 他団体事業負

度

 

担額

  

項   

 

    目 平成30年

 

度 平成31年度 平成3

 

2年度 平成33年度 備

 

       考

投 計

目

年度別事業費 448,

平

149 59,314 1

成

14,830 166,

実

3

474 107,531

0

合
資 内 特定財源 9,2

年

66 5,684 1,1

度

94 1,194 1,1

平

94
画

指 訳 一般財源 4

成

38,883 53,6

3

30 113,636 1

1

65,280 106,

年

337
計

標 額 他団体事

度

業負担額

（単位  千

行

平

円）

基

成

本施策の達成（実現）

3

に向けた基本計画期間

2

内の取り組みと方針

・

年

人口増の鈍化、少子高

度

齢化の進行による扶助

平

費等の増高や様々な行

成

政需要の拡大に伴い歳

3

出が増加する中、効果

3

の高い事

業の選択と集

計

年

中、及び、自主財源の

度

確保が求められていま

備

す。財政状況と国・県

 

の動向を的確に分析し

 

、有利な国・県支出

金

 

、地方債等財源の研究

 

と導入を図るとともに

 

、自主財源の拡大に向

 

けた取り組みを進めて

 

いきます。

・今後、公
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成

施可能性について検討

果

、実施します。継続 一

や

般・2款・1項・5目

効

（空調、照明、給排水

果

設備、本庁舎外壁、駐

）

車場舗装等）
事   

公

 業    主   

用

 体
財務課

【滝沢市主

車

体】

更

事      

 

新

 業       名

事

事業の意図やねらい（

業

成果や効果）

公共施設

全

等適正管理推進事業 行

庁

動計画である財産の管

的

理や活用等の基本方針

な

を定めた「滝沢市公共

公

施設等総合

管理計画」

用

に沿った「個別施設計

車

画」を庁内関係部署と

総

の

の調整により策定し、

一

公

共施設等を計画的か

元

つ効率的に保有するこ

管

とにより、次代につな

理

げる財産管理基

盤の構

の

築を目指します。

継続

実

区分 会計・款・項・目

施

平成30年度の事業概

に

要
・滝沢市公共施設等

よ

総合管理推進プロジェ

合

り

クトチームの運営継続

、

一般
・類型別の個別施

適

設計画策定の準備
事 

正

   業    主 

台

   体
財務課

【滝沢

数

市主体】

を見極め

計

ながら、計画的かつ

効

画

率的に公用車を更新し

の

ていくことで、次代に

認

つなげる公用車の管理

知

基盤の構築

を目指しま

度

す。

継続区分 会計・款

政 を

・項・目 平成30年度

高

の事業概要
公用車更新

め

（軽乗用車１台、軽貨

行

物車１台及び普通乗用

財

車１台）継続 一般・2

政

款・1項・5目

事  

基

  業    主  

盤

  体
財務課

【滝沢市

の

主体】

確

事     

策 立

  業       

を

名 事業の意図やねらい

目

（成果や効果）

ふるさ

指

と納税推進事業 「ふる

し

さと納税」制度の運用

ま

を強化することにより

す

、新たな一般財源の確

 

保と特

産品の普及拡大

基

や滝沢市のＰＲにつな

本

げていきます。

継続区

　
施

分 会計・款・項・目 平

策

成30年度の事業概要

　

「ふるさと納税」を推

０

進するため、寄附金額

４

に応じた謝礼の品を充

 

実するととも継続 一般

 

・2款・1項・5目
に

 

、特産品や滝沢市のＰ

次

Ｒととらえ、市内業者

代

や個人事業者の生産意

　
に

欲の向上に
事    

つ

業    主    

な

体 つなげ、一般財源確

げ

保の一環として制度運

る

用の強化を図ります。

財

財務課

【滝沢市主体】

務基

事       業

盤

       名 事業

の

の意図やねらい（成果

　
確

や効果）

新地方公会計

立

推進事業 統一的な基準による地方公会計制度に基づく財務書類を作成・公表し、市の財務

状況を市民等に広く知らしめるとともに、固定資産台帳を含む財務書類の内容分

析を行うことにより、適正な財

０

務管理につなげます。

（義務的事業）

継続区分 会計・款・項・目 平

事

成30年度の事業概要

 

・平成29年度決算に

 

係る財務4表（貸借対

 

照表、行政コスト計算

 

書、純資産変動継続 一

 

般・2款・1項・5目

 

計算書、資金収支計算

６

 

書）及び付属明細書の

業

作成及び公表
事   

 

 業    主   

 

 体 ・固定資産台帳の

 

更新及び精緻化作業

財

 

務課 ・固定資産台帳を

 

含む財務書類の内容の

 

分析

【滝沢市主体】

 名

事       業 

 

事

      名 事業の

業

意図やねらい（成果や

の

効果）

庁舎等改修事業

意

市役所庁舎等の劣化部

図

分の改修により機能の

や

維持と向上を図ります

ね

。

継続区分 会計・款・

ら

項・目 平成30年度の

い

事業概要
老朽化著しい

（

庁舎設備等の改修の実
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平 画

考

00 1,000
平成3

○

0年度実施平成29年

全

度繰越計 明許費36,

体

000千円標 額 他団体

事

事業負担額

業期間

項       

活

目 平成30年度 平成3

目

1年度 平成32年度 平

平

公

成33年度 備    

用

   考
○全体事業期

車

間活 目 「公共施設等適

更

正管理推進事業
  平

新

成30年度～平成33

計

年度債」充当事業数 1

画

1 1 1
動 単 位 事業

標
指

に

標 値 単 位

投 計 年度別事

基

業費
合

資 内 特定財源
画

づ

指 訳 一般財源 ＜ゼロ予

成

く

算事業＞計
標 額 他団体

公

事業負担額

用車
  平成30

3

年度～平成33年度の

0

更新台数 3 3 2 2
動 単

年

位 台
標

指

標 値 単 位 ○特

度

定財源
  財産収入（

～

物品売払収入）【投 計

平

年度別事業費 20,3

成

53 6,003 5,1

成
3

50 4,600 4,6

3

00
  その他】合
 

年

 資 内 特定財源 566

度

216 150 100 1

（

00
  画   指 訳 一

単

般財源 19,787 5

位

,787 5,000 4

 

,500 4,500
計

 

標 額 他団体事業負担額

千

3

円）

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 ふるさと納税額
  平成30年度～平成33年度40,000 40,0

0

00 40,000 40,000
動 単 位 千円

標
指

標 値 単 位 ○特定財源
  寄附金（ふるさと納税）【そ投 計 年度別事業費 230,290 57,534 57,576 57,588 57,592
  の他】合
  資 内 特定財源 16

年

0,000 40,000 40,000 40,000 40,000
  画   指 訳 一般財源 70,290 17,534 17,576 17,588 17,592

計
標 額 他団体事業負担額

項

度

 

項 

 

      目 平成3

 

0年度 平成31年度 平

 

成32年度 平成33年

 

度 備       考

 

○全体事業期間活 目 財

 

務書類の作成及び公表

目

  平成30年度～平

平

成33年度1 1 1 1
動

成

単 位 式
標

指 財務書類の

実

3

内容分析
1 1 1 1

標 値

0

単 位 式

投 計 年度別事業

年

費 10,428 2,4

度

90 2,646 2,6

平

46 2,646
合

資 内

成

特定財源
画

指 訳 一般財

3

源 10,428 2,4

1

90 2,646 2,6

年

46 2,646
＜名称

度

変更事業＞新地方公会

行

平

計計 整備事業から名称

成

変更標 額 他団体事業負

3

担額

2年

項

度

       目 平成

平

30年度 平成31年度

成

平成32年度 平成33

3

年度 備       

3

考
○全体事業期間活 目

計

年

更新工事施工
  平成

度

30年度～平成33年

備

度1 1 1 1
動 単 位 式

標

 

指

標 値 単 位

投 計 年度別

 

事業費 4,000 1,

 

000 1,000 1,

 

000 1,000
合

資

 

内 特定財源
画

指 訳 一般

 

財源 4,000 1,0

 

00 1,000 1,0
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に努めます。所得関係

　

では自主申告の推進と

　

地方税電子申告システ

０

ム（eL

TAX）等の

６

利用を促進することに

 

より、正確、公平かつ

 

効率的な賦課に努め自

 

主

（義務的事業） 財源

総

となる市税の確保を図

合

ります。

継続区分 会計

 

計

・款・項・目 平成30

画

年度の事業概要
・市広

の

報、ホームページ等へ

認

の税制や電子申告、制

知

度の啓発掲載継続 一般

度

・2款・2項・2目
・

を

申告書等への周知文書

高

封入
事    業  

め

  主    体 ・申

行

告受付相談の実施

税務

総

財

課 ・番号制度の本格運

政

用と証明書発行等の多

基

様化研究

【滝沢市主体

盤

】 ・職務専門制組織の

の

検討展開

確立を目指

合

します
 基本施策　０

計

５   豊かな暮らし

画

につなげる適正で効率

の

的な課税

認

基本施策が４年間で

知

めざす姿

市行政を支え

度

る市税の適正な確保の

政 を

ため、事務電子化の推

高

進と人材資源の資質向

め

上により、公正、適正

行

な課税が進展し、市

民

財

からの信頼性が確保さ

政

れた行財政基盤の安定

基

化を目指します。

基本

盤

施策目標の進捗状況分

の

析

・事務の電子化につ

確

いては、それに対応す

策 立

るシステム導入やカス

を

タマイズなどにより、

目

限られた予算の中で進

指

められていま

すが、外

し

部から提供される各種

ま

異動情報等については

す

電子化されていない部

 

分もありますので、省

基

力化と正確性を図るた

本

め

、電子化をさらに進

　
施

める必要があります。

策

・適正課税については

　

、各種研修や業務を通

０

じた内部研修等で確保

４

されていますが、毎年

 

度の税制改正や税法、

 

判例等の解

釈について

 

深く理解し、適正課税

次

を継続させていく必要

代

があり、それに対応す

　
に

る人員の確保や税制分

つ

野の専門化とチェック

な

体制が円滑に機能する

げ

組織の整備が必要とな

る

っています。

財

事  

務

     業    

基

   名 事業の意図や

盤

ねらい（成果や効果）

の

固定資産税賦課事務 市

　
確

税の適正な賦課を目指

立

し、固定資産税について納税者への税制改正等制度の啓

発に努めます。また、土地・家屋等課税異動物件の調査

小

・評価、年次による評

 

価

見直し及び現況調査

 

を実施することにより

 

、自主財源となる市税

０

 

の確保を図りま

（義務

 

的事業） す。また、番

 

号制度の利活用につい

 

て調査研究を進めます

 

。

継続区分 会計・款・

 

項・目 平成30年度の

 

事業概要
・市広報、ホ

 

ームページ等への税制

 

啓発掲載継続 一般・2

 

款・2項・2目
・新・

６

 

増築家屋調査の実施
事

 

    業    主

 

    体 ・土地異動

 

に伴う評価

税務課 ・標

 

準宅地年次鑑定評価の

 

委託（時点修正）

【滝

 

沢市主体】 ・航空写真

 

データ更新作業の実施

 

（航空写真撮影）

・航

 

空写真データを活用し

 

 

た資産現況調査の実施

  

事       業

 

       名 事業

 

の意図やねらい（成果

 

や効果）

住民税賦課事

計

務 市税の適正な賦課を

 

目指し、市民税等につ

政

いて、申告・納税者に

策

対し税制等制度

の啓発
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平 画

年度別事業費 265,

平

071 67,027 6

成

6,372 65,83

3

4 65,838
合

資 内

0

特定財源 160,56

年

6 40,216 40,

度

150 40,100 4

～

0,100
画

指 訳 一般

平

財源 104,505 2

成

6,811 26,22

成
3

2 25,734 25,

3

738
計

標 額 他団体事

年

業負担額

（単位  千

度

円）

基

（

本施策の達成（実現）

単

に向けた基本計画期間

位

内の取り組みと方針

・

 

事務の電子化を番号制

 

度の運用も含めてさら

千

に進めながら、各種研

3

円

修により職員の資質向

）

上を図り適正課税を継続します

。

・知識が継承できチェック体制が十分に機能する組織を検討し改善していきます。

基本計画期間内の取り組みと方針のうち、平成30年度の重点課題

・省力化と正確性

0

を図るため、部分改良により一部業務の電子化をさらに進めます。

・公平・適正な課税を推進するため、専門研修や内部研修による職員の資質向上を図り、知識が継承できチェック体制が十

分に機能し、法制も含めた専門性

年

の高い組織を検討し改善します。

項       目 平成30年度 平成3

項

1年度 平成32年度 平

 

成33年度 備    

 

   考
○全体事業期

 

間活 目 現況調査対象地

度

 

区
  平成30年度～

 

平成33年度1 1 1 1

 

動 単 位 地区数
標

指

標 値

 

単 位

投 計 年度別事業費

目

114,987 30,

平

808 35,134 1

成

6,542 32,50

3

3
合

資 内 特定財源
画

指

0

訳 一般財源 114,9

年

87 30,808 35

実

度

,134 16,542

平

32,503
計

標 額 他

成

団体事業負担額

31年

項     

度

  目 平成30年度 平

平

成31年度 平成32年

成

度 平成33年度 備  

3

     考
○全体事

行

2

業期間活 目 地方税電子

年

申告システムによる
 

度

 平成30年度～平成

平

33年度法人申告書受

成

付割合 60 63 66 6

3

9
動 単 位 ％

標
指

標 値 単

3

位 ○特定財源
  県民

年

税徴収取扱委託金【県

度

】投 計 年度別事業費 7

備

3,475 18,22

計

 

4 18,617 18,

 

317 18,317
 

 

 合
  資 内 特定財源

 

72,917 17,6

 

66 18,617 18

 

,317 18,317

 

  画   指 訳 一般財

考

源 558 558
計

標 額

投

他団体事業負担額

計
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滝沢市主体】

 計

 政策　　　０

 

６   総合計画の認

総

知度を高め行財政基盤

合

の確立を目指します
 

計

基本施策　０６   

画

納税しやすい環境の整

の

備と確実な税財源の確

認

保

基本

知

施策が４年間でめざす

度

姿

自主財源である市税

政 を

の納期内納付を定着さ

高

せるために口座振替や

め

コンビニ収納などの納

行

税環境の整備を図り、

財

クレジット収

納など納

政

税手段に対するニーズ

基

の多様化へ対応すると

盤

ともに、納期内納付が

の

困難な納税者に対する

確

相談体制の確立と適正

策 立

か

つ速やかな滞納処分

を

により税の公平性の担

目

保を図り、確実な税財

指

源の確保を目指します

し

。

基本施策目標の進捗

ま

状況分析

・納税環境の

す

整備については、かね

 

てからの課題であった

基

コンビニ収納を平成2

本

7年度より開始してお

　
施

り、納税者に対する利

策

便性の向上が図られ、

　

納期内納付の定着化が

０

期待されます。

・滞納

５

整理の強化により一般

 

税・目的税とも年々収

 

納率が向上してきてお

 

り、他自治体と比較す

豊

ると一般税は中位から

か

上位

へ、目的税は下位

　
な

から中位へ上がり、順

暮

調に推移している状況

ら

です。

し

事     

に

  業       

つ

名 事業の意図やねらい

な

（成果や効果）

徴収管

げ

理事務 自主財源である

る

市税の安定確保を目指

適

し、確実な収納処理を

　
正

行うとともに、徹底

し

で

た調査のもと適正な滞

効

納処分を進めることに

率

より、税負担の公平性

的

を担保し市

税に対する

な

信頼の確立を図ります

課

。

（義務的事業）

継続

税

区分 会計・款・項・目 平成30年度の事業概要
・徴収金の収納消込

０

事務継続 一般・2款・2項・2目
・過誤納金

小

の還付充当事務
事  

 

  業    主  

 

  体 ・督促状・催告

 

書の発付事務

収納課 ・

 

差押等の滞納処分と差

 

押財産の換価処分

【滝

 

沢市主体】

 

事   

６

 

    業     

 

  名 事業の意図やね

 

らい（成果や効果）

賦

 

課徴収システム管理事

 

業 自主財源である市税

 

の安定確保のため、賦

 

課徴収システムを活用

 

し業務の精度や

効率を

 

高め、市税に対する信

 

頼の確立を図ります。

 

 

（義務的事業）

継続区

 

分 会計・款・項・目 平

 

成30年度の事業概要

 

・賦課徴収システムの

 

維持管理と運用継続 一

 

般・2款・2項・2目

 

・システム運用に付随

 

する各種印刷物の作成

 

事    業    

 

主    体
収納課

【
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平 画

年度別事業費 188,

平

462 49,032 5

成

3,751 34,85

3

9 50,820
合

資 内

0

特定財源 72,917

年

17,666 18,6

度

17 18,317 18

～

,317
画

指 訳 一般財

平

源 115,545 31

成

,366 35,134

成
3

16,542 32,5

3

03
計

標 額 他団体事業

年

負担額

（単位  千円

度

）

基本

（

施策の達成（実現）に

単

向けた基本計画期間内

位

の取り組みと方針

自主

 

財源である市税の安定

 

確保のため、納税しや

千

すい環境の整備・拡充

3

円

と滞納処分・整理の充

）

実強化により収納率の維持と

向上を目指します。

基本計画期間内の取り組みと方針のうち、平成30年度の重点課題

・納期内納付を定着させるためにさらなる納めやすい環境の整備に努めます。

・税財

0

源の安定確保に向けて徴収体制の強化を図ります。

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活

年

目 一般税の徴収率
  平成30年度～平成33年度97.1 97.3 97.5 97.5

動 単 位 ％
標

指 目的税の徴収率
84.5 85 85

項

.5 85.5
標 値 単 位

 

％ ○特定財源
  県民

 

税徴収取扱委託金【県

 

】投 計 年度別事業費 9

度

 

2,417 23,18

 

0 23,079 23,

 

079 23,079
 

 

 督促手数料【その他

目

】合
  資 内 特定財源

平

92,415 23,1

成

78 23,079 23

3

,079 23,079

0

  画   指 訳 一般財

年

源 2 2
計

標 額 他団体事

実

度

業負担額

平成3

項       目

1

平成30年度 平成31

年

年度 平成32年度 平成

度

33年度 備     

平

  考
○全体事業期間

成

活 目 システム運用数
 

3

 平成30年度～平成

行

2

33年度19 19 19

年

19
動 単 位 件

標
指

標 値

度

単 位 ○特定財源
  県

平

民税徴収取扱委託金【

成

県】投 計 年度別事業費

3

464,242 44,

3

556 154,138

年

132,774 132

度

,774
  合
  資

備

内 特定財源 184,5

計

 

56 44,556 46

 

,000 47,000

 

47,000
  画  

 

 指 訳 一般財源 279

 

,686 108,13

 

8 85,774 85,

 

774
計

標 額 他団体事

考

業負担額

投 計
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意図やねらい（成果や

 

効果）

税務調査員設置

総

事業 自主財源である市

合

税の安定確保を目指し

計

、税務調査員の配置に

画

より滞納整理部門

を強

の

化し、債権の保全・整

認

理及び滞納者の意識喚

知

起を図ります。

継続区

度

分 会計・款・項・目 平

政 を

成30年度の事業概要

高

税務調査員を配置（前

め

期）継続 一般・2款・

行

2項・2目

事    

財

業    主    

政

体
収納課

【滝沢市主体

基

】

盤

事       

の

業       名 事

確

業の意図やねらい（成

策 立

果や効果）

賦課徴収シ

を

ステム更新事業 公平な

目

税負担の堅持及び地方

指

財源の充実確保の実現

し

を目指し、契約期間満

ま

了を迎

える賦課徴収シ

す

ステムを更新すること

 

により、現行のシステ

基

ム保守終了（平成32

本

年3月）に備え、適切

　
施

な作業環境を整えます

策

。

継続区分 会計・款・

　

項・目 平成30年度の

０

事業概要
導入システム

６

の決定とシステム構築

 

（継続）継続 一般

事 

 

   業    主 

 

   体
収納課

【滝沢

納

市主体】

税

事    

　
し

   業      

や

 名 事業の意図やねら

す

い（成果や効果）

徴収

い

管理事務 自主財源であ

環

る市税の安定確保を目

境

指し、確実な収納処理

の

を行うとともに、徹底

整

した調査のもと適正な

備

滞納処分を進めること

と

により、税負担の公平

　
確

性を担保し市

税に対す

実

る信頼の確立を図りま

な

す。

（義務的事業）

継

税

続区分 会計・款・項・

財

目 平成30年度の事業

源

概要
調査と滞納処分に

の

係る職員のスキルアッ

確

プ等継続 国保・1款・

保

2項・1目

事    業    主    

０

体
収納課

【滝沢市主体】

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

税務調査員設置事業 自主財源である市税の安定確保を目指し、税務調査員の配置により滞納整理部門

６

事

を強化し、債権の保全

 

・整理及び滞納者の意

 

識喚起を図ります。

継

 

続区分 会計・款・項・

 

目 平成30年度の事業

 

概要
税務調査員を配置

 

（後期）継続 国保・1

 

款・2項・1目

事  

業

  業    主  

 

  体
収納課

【滝沢市

 

 

主体】

小   

 

          

 

          

 

      計

  名 事業の
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平 画

考

2
画

指 訳 一般財源 29

○

0,613 2,752

全

110,863 88,

体

499 88,499
計

事

標 額 他団体事業負担額

業期間活 目

平

調査員数
  平成30

成

年度～平成33年度2

3

2 2 2
動 単 位 人

標
指

標

0

値 単 位

投 計 年度別事業

年

費 10,925 2,7

度

50 2,725 2,7

～

25 2,725
合

資 内

平

特定財源
画

指 訳 一般財

成

源 10,925 2,7

成
3

50 2,725 2,7

3

25 2,725
計

標 額

年

他団体事業負担額

度

（単

項    

位

   目 平成30年度

 

平成31年度 平成32

 

年度 平成33年度 備 

千

      考
○全体

3

円

事業期間活 目 事業実施

）

指数（工程表による各
  平成30年度～平成31年度年度実施分の進捗率） 30 70 0 0

動 単 位 ％
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 ＜調査事業＞計
標 額 他団体事業負担額

0

項       目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 備       考
○全体事業期間活 目 目的税の徴収率
  平成30年度～平成33年度

年

84.5 85 85.5 85.5
動 単 位 ％

標
指

標 値 単 位 ○特定財源
  保険給付費等交付金【県】投 計 年度別事業費 1,333 289 348 348 348
  合
  資 内 特定財源 1,333 289 348

項

348 348
  画  

度

 

 指 訳 一般財源 【特別

 

会計】計
標 額 他団体事

 

業負担額

   

項       目

 

平成30年度 平成31

目

年度 平成32年度 平成

平

33年度 備     

成

  考
○全体事業期間

実

3

活 目 調査員数
  平成

0

30年度～平成33年

年

度2 2 2 2
動 単 位 人

標

度

指

標 値 単 位 ○特定財源

平

  保険給付費等交付

成

金【県】投 計 年度別事

3

業費 10,925 2,

1

750 2,725 2,

年

725 2,725
  

度

合
  資 内 特定財源 1

行

平

0,925 2,750

成

2,725 2,725

3

2,725
  画   

2

指 訳 一般財源 【特別会

年

計】計
標 額 他団体事業

度

負担額

平成

項

3

       目 平成

3

30年度 平成31年度

計

年

平成32年度 平成33

度

年度 備       

備

考

投 計 年度別事業費 5

 

79,842 73,5

 

25 183,015 1

 

61,651 161,

 

651
合

資 内 特定財源

 

289,229 70,

 

773 72,152 7

 

3,152 73,15
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に深め、適正で効率的

 

な会計事務を目指すと

総

ともに、資金の安全確

合

実で効率的な運用

に努

計

め、的確で積極的な資

画

金・基金運用の調査研

の

究を進めます。

基本施

認

策目標の進捗状況分析

知

予算規模に対する財政

度

調整基金の積立額が少

政 を

ないため資金運用が難

高

しい中で、時期を捉え

め

て有利な公金・基金運

行

用に努める

とともに、

財

会計審査を通して会計

政

知識等の全庁的な浸透

基

に努めています。

盤

事

の

       業  

確

     名 事業の意

策 立

図やねらい（成果や効

を

果）

会計管理事務 ・職

目

員の会計処理の資質向

指

上のため、研修を計画

し

的に実施し適正な事務

ま

処理能力

の向上に努め

す

ます。

・市の資金の確

 

実かつ効率的な管理運

基

用と、収支計画に基づ

本

き定期預金等による

（

　
施

義務的事業） 安全かつ

策

有利な資金運用に努め

　

ます。

継続区分 会計・

０

款・項・目 平成30年

７

度の事業概要
・資金計

 

画の精度向上や庁内ル

 

ール等の周知徹底によ

 

る債権者へ対する支出

市

の迅継続 一般・2款・

民

1項・4目
速化

事  

　
に

  業    主  

信

  体 ・会計事務研修

頼

の実施と財務会計シス

さ

テムの知識習得

会計課

れ

・資金の確実かつ効率

る

的な管理（過去の長期

会

的な資金運用結果を基

計

に運用方法を

【滝沢市

事

主体】 検討し確実かつ

務

効率的な運用をする。

　
の

）

・収支計画に基づく

実

定期預金等による安全

現

かつ有利な資金運用

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

会計嘱託員設置事業 会計嘱託員の配置により、日計表作成、

０

基

伝票整理等会計事務を

本

より正確・迅速に

行い

施

ます。

継続区分 会計・

策

款・項・目 平成30年

が

度の事業概要
・日計表

４

の作成継続 一般・2款

年

・1項・4目
・伝票の

間

整理
事    業  

で

  主    体 ・県

め

収入証紙、市が発行す

６

ざ

る図面の販売

会計課

【

す

滝沢市主体】

小

姿

          

会

          

計

         計

事務の知識

 

や意識の共有を全庁的
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平 画

に努めるとともに、財

平

政運営のための資金・

成

基金の安

全で確実な運

3

用に努めます。

基本計

0

画期間内の取り組みと

年

方針のうち、平成30

度

年度の重点課題

適期に

～

公金・基金運用を進め

平

ながら、伝票返却率の

成

低減のため返却事由の

成
3

分析をもとに、その対

3

応策を検討したうえで

年

新採

用職員等の研修会

度

を実施します。

（単位

項     

 

  目 平成30年度 平

 

成31年度 平成32年

千

度 平成33年度 備  

3

円

     考
○全体事

）

業期間活 目 審査時の返却伝票削減率（審査
  平成30年度～平成33年度件数に対する返却件数の割合） 8 7.5 7 6.75

動 単 位 ％
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  岩手県収入証

基

紙取扱手数料【投 計 年

0

本

度別事業費 42,35

施

6 10,580 10,

策

590 10,593 1

の

0,593
  その他

達

】、振込手数料【その

成

合
  他】、総合賠償

（

補償保険金【資 内 特定

実

財源 1,428 357

現

357 357 357
 

）

 その他】画   指 訳

年

に

一般財源 40,928

向

10,223 10,2

け

33 10,236 10

た

,236
計

標 額 他団体

基

事業負担額

本計画

項       

期

目 平成30年度 平成3

間

1年度 平成32年度 平

度

内

成33年度 備    

の

   考
○全体事業期

取

間活 目 嘱託員設置数
 

り

 平成30年度～平成

組

33年度1 1 1 1
動 単

み

位 人
標

指

標 値 単 位

投 計

と

年度別事業費 7,70

方

4 1,926 1,92

針

6 1,926 1,92

財

6
合

資 内 特定財源
画

指

実

務

訳 一般財源 7,704

規

1,926 1,926

則

1,926 1,926

等

計
標 額 他団体事業負担

に

額

基づ

項  

く

     目 平成30

適

年度 平成31年度 平成

正

32年度 平成33年度

行

な

備       考

投

会

計 年度別事業費 50,

計

060 12,506 1

事

2,516 12,51

務

9 12,519
合

資 内

を

特定財源 1,428 3

行

57 357 357 35

い

7
画

指 訳 一般財源 48

、

,632 12,149

適

12,159 12,1

計

正

62 12,162
計

標

な

額 他団体事業負担額

審査と迅速な支払
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   総合計画の認知度政 を高め行財政基盤の確策 立を目指します
 基本

　
施策　０７   市民

　
に信頼される会計事務

　
の実現

 ０６ 

０

  総合計画の認知度

６

を高め行財政基盤の確

 

立を目指します
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平 画

投 計 年度別事業費 1,

平

634,582 288

成

,942 455,28

3

0 466,337 42

0

4,023
合

資 内 特定

年

財源 543,010 1

度

37,567 134,

～

681 135,381

平

135,381
画

指 訳

成

一般財源 1,091,

成
3

572 151,375

3

320,599 330

年

,956 288,64

度

2
計

標 額 他団体事業負

（

担額

単位  千

3

円）

0年

項 

度

      目 平成3

実

0年度 平成31年度 平

行

成32年度 平成33年

計

度 備       考
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